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i 
要旨 
 
 本博士論文は、労働移動と経済発展に関する理論的枠組みを基に、アジア諸国の国際労
働移動の経済的便益と社会的費用について、マクロレベルおよびミクロレベルの分析視角
をもって、実証的、政策的に考察したものである。特に、送出国側の国際労働移動の現状
に注目した。本研究では、スリランカに焦点をあて、家事労働者として中東湾岸諸諸国へ
出稼ぎした経験を持つ帰国女性に対し、聞取りアンケート調査を実施した。これら分析に
よって、国際労働移動の経済的便益と社会的費用について明らかにしている。 
 まず、国際労働移動は、経済成長のために労働力を投資先の産業に投入することにより
生ずる。構造的アプローチではルイスやトダロモデルを取り上げた。また、雇用創出効果
や失業問題の軽減、海外送金による外貨獲得効果があり、経済発展の貢献度が高いと考え
られている。個人や世帯には、収入向上、貧困削減、失業問題解決といった効果がある。
しかし、国際労働移動の理論の多くは、社会的費用についての考察がなされていない。 
スリランカは、1977年の開放政策導入と同時期に海外雇用が活発化した。政府は積極的
な海外雇用政策を展開させる。2010 年には、約 26.6 万人もの労働者を海外へ送出してい
る。同年、海外にいるスリランカ人は 193万 2,245人と推計され、労働力人口の約 24％、
就労人口の約 25％に値する。海外送金は約 41億US$に達し、輸出総額の約 52％を占め、
繊維産業を上回る規模である。GDP比では 8.3％に値する。しかし、海外出稼ぎ者が増加
する一方で、苦情件数、死亡者数は増加している。雇用者や業者とのトラブルが原因で、
多くの女性家事労働者が脱走し、在外公館のシェルターに数百名が保護されているという。
このような社会的費用の実態が多数報告されている。 
 ハンバントタ県で、500 名の帰国女性を対象に実施した聞取りアンケート調査を実施し
た。9割以上の女性が経済的理由で出稼ぎしたという。また、調査対象世帯の約 65％は同
県貧困線以下に属す。就業状況はインフォーマルな雇用部門に集中する。帰国女性の出稼
ぎ再参入の意思をもとに、多項ロジスティック回帰分析を実施し、出稼ぎ意思の強まる条
件を見出した。その条件とは、土地資産がないこと、帰国女性に仕事のスキルがないこと、
可処分所得が低いこと、配偶者がいないこと、小さな子供が一人でもいること、イスラム
教の改宗経験があることであった。 
 また、ミクロレベルでは、確かに貧困世帯に雇用機会、収入機会を獲得するため、短期
ii 
的な経済問題の解決には役立つ。しかし、中東湾岸諸国の平均賃金率はほぼ横ばいである
ため、その経済的便益はスリランカ経済が成長するにつれ低下している。さらに、出稼ぎ
国、雇用者の主観によって、受取賃金額に大きな差が生じることが明らかになった。また、
仏教徒やヒンドゥ教徒の賃金も低く設定されていた。スリランカ政府の外交力が弱いため、
フィリピン人と比較してスリランカ人の賃金は低い。個人レベルで見ると、女性の学歴が
高い、英語が使える、親が公務員の場合、契約賃金額、海外送金額、純利益のいずれもが
平均よりも高い結果が出ていた。逆に、無学歴の女性はいずれもが低い。深刻なのは、雇
用者とのトラブル（虐待被害、脱走）が起こると、賃金がもらえないばかりか、場合によ
っては強制送還や脱走による罰金の費用負担が女性や家族に課せられることが報告された。 
 出稼ぎ先での労働環境についてたずねたところ、90％以上の女性が中東諸国の雇用先で
週休が無かったと回答した。休憩時間にいたっては 65％の女性が無かったと答えている。
食事も満足に与えられなかったのは 17.6％であった。また、雇用者と何らかのトラブルが
生じたというのは 33％を占めた。オーバーワークだったという回答は 48％に達した。体
罰や肉体的虐待は 20％、性的虐待を受けた者は 8.7％であった。さらに、残された家族に
ついては、85.3％の女性が子供の教育パフォーマンスが落ちたと答えた。その他、子供の
非行、保護者不在による虐待被害などが聞かれた。また、夫においては留守中のアルコー
ル過剰摂取、浮気などの問題が出た。特に、母親の出稼ぎは、子供に悪影響を及ぼし、さ
らなる社会的問題を引き起こす要因となる。 
 最後に結論として、個人と世帯にとっては、経済的便益よりも社会的費用の方が大きい。
短期的に借金返済などの経済問題解決には良いが、長期的に見ると、人々が受ける肉体的、
精神的ダメージは深刻である。マクロレベルでも、短期的に見て経済的便益は高い。しか
し、個人や家族が受ける社会的費用は、将来、様々な形で政府の財政負担に転嫁されるも
のである。国際労働移動の経済的便益の実態を見ると、それは短期的な効果でしかない。
一方、社会的費用は、その実態がいまだ未知数であり、将来的に新たな問題を生じさせる
長期的な問題として残る可能性が高い。よって、早急に国際労働移動に依存した経済開発
戦略から脱却することが必要である。また、経済成長のみに固執するのではなく、国内で
労働力を活用しながら、社会経済の発展に資するような、より自立的開発戦略を講じるこ
とが重要である。 
 
iii 
序文 
 
 本博士論文作成の最中にあった 2011 年 6 月 16 日、ILO 第 100 回総会にて、家事労働
者のためのディーセント・ワークに関する条約と勧告が採択された。その目的は、労働法
や社会保障法等の適用対象外になることの多い家事労働者を労働者として認め、労働条件
の改善を目指すものである。しかしながら、現在、同条約に批准した国はない。 
家事労働者の労働条件や基本的な権利の不履行に関する問題は、主に先進諸国以外の
国々で見られることが多い。そのような国々では、特に伝統的な価値観が根強く、宗教や
文化などが、人々の行動規範や姿勢に強く影響を及ぼしている。一般的に、多くの社会に
おいて家事労働者の仕事は、社会の底辺層が担い、女性が担うものだとされている。グロ
ーバライゼーションが加速し、経済格差が拡大すると、国際的な分業体制が形成され、国
際的な労働移動が活発化しはじめたのである。その結果、家事労働者もその国際的な労働
移動の潮流にあり、主に国際的な階層の中で、底辺層にある国々が、家事労働者の輸出国
となって、海外の外国人の家庭の子供の世話、日々の食事、掃除、雑用に従事している。
そうした家事労働者の大半は女性である。彼女たちの自国に夫や子供を残し、経済的便益
を得るためだけに海外へ出稼ぎするのである。 
本博士論文は、このような女性たちに焦点をあて、海外出稼ぎ女性家事労働者の実態を
分析している。そして、国際労働移動の経済的便益と社会的費用について、明らかにして
いく。 
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1 
第Ⅰ章 
序論：アジア諸国の国際労働移動の現状と展望 
 
 
 
１．はじめに 
 アジア1は、経済的、政治的、社会的な多様性と階層性を幾重にも有す地域である。また、
同地域は、地理的要因を受けて、多様な気候帯、自然環境、農業環境や生活環境を形成し
ている。そして、多様な民族が分布し、多種多様な言語が用いられ、それぞれが信仰する
宗教を持ち、各々の伝統的価値観や行動様式のもとで、人々は文化的な生活を営んでいる。
同地域には、世界人口 70 億人（UNFPA, 2011）のうち、半数以上を占める人口が、世界の
陸地面積のわずか 23％程度の場所に居住している。そのため、世界の他地域と比べると、
突出して人口密度が高く、１平方キロメートルあたり 120 人もの人々がひしめき合う環境
なのである2。つまり、アジアの多くの国々は、それぞれが狭い国土に対し大きな人口を抱
え、それぞれが異なる政治体制のもとに統治され、それぞれが異なる経済発展段階にあり、
それぞれが異なる社会や文化と歴史的背景を持っている。そのため、必然的に世界の他の
どの地域よりも、その多様性と人口規模を十分に考慮しながら、社会発展および経済発展
を進める戦略を採用しなければならないのである。 
 このような特徴を持つアジアの国際労働移動は、どのような特徴を持ち、どのような経
験と問題点を抱えているのだろうか。本章は、序章として、アジア諸国の国際労働移動の
経験と、その問題点について、国際連合、世界銀行、その他の二次的データを中心に用い
ながら、理解を深める。 
 
                                                   
1 東アジア（韓国、北朝鮮、台湾、中国、日本、モンゴル）、東南アジア（インドネシア、カン
ボジア、シンガポール、タイ、東ティモール、フィリピン、ブルネイ、ベトナム、マレーシア、
ミャンマー、ラオス）、南アジア（インド、スリランカ、ネパール、パキスタン、バングラデシ
ュ、ブータン、モルディブ）、中央アジア（ウズベキスタン、カザフスタン、キルギス、タジキ
スタン、トルクメニスタン、アゼルバイジャン、アルメニア、グルジア）、西アジア（アフガニ
スタン、アラブ首長国連邦（ＵＡＥ）、イエメン、イスラエル、イラク、イラン、オマーン、カ
タール、クウェート、サウジアラビア、シリア、トルコ、バーレーン、パレスチナ自治区、ヨル
ダン、レバノン）を含む。 
2 世界平均は 46 人／㎢、アフリカ大陸 29 人／㎢、中南米地域 27 人／㎢、北米地域 15 人／㎢、
ヨーロッパ地域 33 人／㎢、オセアニア地域 4 人／㎢である（国連, 2007）。 
2 
２．アジアの国際労働移動の経験 
表１－１にまとめた国連人口統計によれば、2010 年には、世界総人口のうち、約 3％に
あたる約 2億1,400万人3もの人々が国際移民4に該当すると推計される。その中でアジアは、
28.7％を占める約 6,130 万人が国際移民に該当する。続いて、アジア地域全体の純国際移民
数、すなわち、海外から国内に流入した人口から、国内から海外へ流出した人口を差し引
いた規模を見ると、同地域では流出者数が上回っており、約 108 万人もの国民が他地域へ
流出している。その数は、中南米地域の同数値よりもわずかに大きな規模である。この他、
アフリカも流出者数の方が多い。一方、先進諸国のヨーロッパ地域や北米地域、オースト
ラリアやニュージーランドを含むオセアニア地域では、流出者よりも流入者の数が上回る。
また、世界を、北米、ヨーロッパ諸国、日本、オーストラリア、ニュージーランドなどの
国々を先進諸国、および、それ以外の国と地域を発展途上諸国として二つに分類すると、
先進諸国には、世界の国際移民のうち約 6 割の人口を抱えていることがわかる。一方、発
展途上諸国には、世界の国際移民のうち約 4 割の人口を有す程度である。つまり、移民の
流入と流出を単純にその二分類で見ると、先進諸国に国際移民が集中する構図が明らかと
なる。よって、人々は経済環境のより良い地域へ移動する傾向が強いことが指摘できる。 
次に、同表１－１の海外送金額の状況を見ると、世界には、世界の総 GDP の約 0.7％に
あたる約 3,800 億 US ドルもの送金が、銀行や為替送金などの公的な金融システムを通じて
取引されている。このうち、先進諸国全体の GDP の約 0.3％にあたる約 2,456 億 US ドル
（全体の約 65％）は、海外から先進諸国へ流入しているものであり、一方、発展途上諸国
全体の GDP の約 1.7％にあたる約 1,245 億 US ドル（全体の約 35％）が、海外から発展途
上諸国へ流入した送金である。海外送金の大半は、海外で労働に従事する人々が、母国へ
送金するもので占められている。特に、発展途上諸国へ流れる海外送金は、ほぼ契約ベー
スで実施された国際労働移動による海外労働者送金で占められている。しかし、政府が公
表する公式データは、あくまでもフォーマルな金融システムを通じたものだけを取り上げ
た数値である。そのため、闇ルートの送金の実態は把握されていない。次に、地域別で送
                                                   
3 世界銀行が推計した統計では、世界総人口の 3.2％にあたる約 2 億 1,600 万人が国際移民であ
るとしている（World Bank, 2011: 18）。 
4 国際連合人口部の統計データの定義では、国際移民人口は、各国の国勢調査結果に基づき、滞
在国以外の国で生まれた者の人口もしくは、滞在国に居住している外国籍の人口によって集計さ
れたものである（UN, http://www.un.org/esa/population, 2011 年 11 月 19 日アクセス）。また、
国際移民は、調査国に 12 ヶ月以上滞在し、難民、難民申請者、外国人留学生、労働・雇用目的
の短期・長期滞在者、永住権取得者や帰化した外国生まれの者などが該当する。 
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金状況を見ると、アジア地域に流れる海外送金額が最も高い。その規模は、約 1,452 億 US
ドル（世界の約 38％）であり、同地域 GDP の 1.1％に該当する。ヨーロッパ地域では、約
1,254 億 US ドル（世界の約 0.7％）の送金規模であり、対 GDP 比で見ると 0.7％程度にな
る。この他、対 GDP 比で見た海外送金の規模は、中南米地域 1.7％、様々な経済的問題を
抱えるアフリカ地域 2.8％である。これらのことから、発展途上諸国における海外送金の経
済的役割が非常に高いことが理解できる。 
 
表１－１： 世界の国際移民と海外送金の状況（2010 年） 
 国際移民総数 
（千人）（％） 
純国際移民数 
（流入－流出）
（千人） 
海外送金額 
（百万USドル）
（％） 
海外送金額
対 GDP 
シェア（％） 
世界 213,993 - 380,050 0.7 
先進諸国 127,711 (59.7) 2,700.5 134,457 (35.4) 0.3 
発展途上諸国 86,232 (40.3) -2,700.5 245,593 (64.6) 1.7 
アジア 61,324 (28.7) -1,075.7 145,200 (38.2) 1.1 
アフリカ 19,263 ( 9.0) -532.0 36,853 ( 9.7) 2.8 
ヨーロッパ 69,819 (32.6) 1,340.6 125,429 (33.0) 0.7 
中南米 7,480 ( 3.5) -1,049.1 63,435 (16.7) 1.8 
北米 50,042 (23.4) 1,219.9 2,972 ( 0.8) 0.0 
オセアニア 6,015 ( 2.8) 96.4 6,161 ( 1.6) 0.6 
（出所）United Nations Population Division (www.un.org/esa/population/) 
 
続いて、表１－２において、アジア地域の国際移民と海外送金の状況について地域ごと
に分析する。まず、同地域の中で、最も国際移民人口の占める割合が高いのは西アジアで
ある。西アジアは、アジア全体の約 47％にあたる規模の国際移民人口を抱えている。純国
際移民数を見ても、アジア地域の中で唯一、流入数が流出数を大きく上回っている。一方、
南アジアは、アジアで二番目に大きな国際移民人口を抱えている。しかし、純国際移民数
は流出超過であり、その規模はアジアで最も大きい。さらに、海外送金流入の規模もアジ
アで最も大きく 566 億 US ドルであった。それは南アジア全体の GDP の 3.3％に値する規
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模である。また、東南アジアにおいても、GDP の 2.5％にあたる海外送金が流入しており、
海外送金の経済的効果の大きさがうかがえる。 
 
表１－２： アジアの国際移民と海外送金の状況（2010 年） 
 国際移民総数 
（千人）（％） 
純国際移民数 
（流入－流出）
（千人） 
海外送金額 
（百万USドル）
（％） 
海外送金額
対 GDP 
シェア（％） 
アジア 61,324 -1,075.7 145,200 1.1 
中央アジア 4,970 ( 8.1) -160.0 2,629 1.9 
東アジア 6,485 (10.6) -291.5 36,448 0.4 
東南アジア 6,715 (11.0) -293.3 31,893 2.5 
南アジア 14,304 (23.3) -575.1 56,603 3.3 
西アジア 28,850 (47.0) 244.3 17,626 1.0 
（出所）United Nations Population Division (www.un.org/esa/population/) 
 
アジア地域は、1970 年代および 1980 年代にかけて、国際移民、特に労働・雇用目的で
渡航する国際労働移動の規模を急速に拡大させた。当時、アジア系労働者の主な移動先は、
北米諸国、オーストラリア、そして西アジアの石油産出地域である中東湾岸諸国であった。
特に、西アジアは、1970 年代に二度にわたって世界経済を震撼させた石油価格の高騰によ
り急速な経済成長を達成し、湾岸地域で建設ラッシュが湧き起こった。そのため、大規模
に男性労働力の需要が高まったのである。本来、西アジア一体の人口規模は小さいため、
中東湾岸諸国は自国および近隣諸国だけでは、労働力の確保が難しかった。そこで中東湾
岸諸国は、他のアジア諸国に向けて、外国人労働力の輸入開放政策を導入したのである。
インド、パキスタンの各政府は、1970 年代初頭からいち早く、積極的に湾岸諸国政府との
間で、労働力供給に関する協定を結んだのであった。また、韓国の建設会社も、国内の労
働力を伴って、中東湾岸諸国の建設ラッシュに参入してきたのである（Castles, 2009）。そ
の結果、韓国から多くの労働力が 1980 年代後半頃まで、中東湾岸諸国へ流れたのである。
その流れに続いて、フィリピン、バングラデシュ、タイ、インドネシア、そしてスリラン
カの労働者たちが、中東湾岸諸国の労働市場に参入するようになっていった。こうして、
アジア域内の国際労働移動の動きが活発化したのである。 
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1990 年代に入ると、さらにアジア地域の域内国際労働移動は規模を拡大させ、送出先に
も多様化が見られるようになった。この一つの転換期となったのが、1991 年に起きた湾岸
戦争である。この時、多くのアジア系労働者が母国へ帰国した。また、同時期に、東アジ
ア、東南アジアの経済成長が加速すると、労働力需要が高まった。その結果、アジアの経
済新興国が、外国人労働者受入を実施したことで、西アジア集中型から東アジアや東南ア
ジアへ国際労働移動の分散化が見られるようになった。このようなアジア NIEs（Newly 
Industrialization Economies）などの新興経済の登場により、1980 年代後半以降、アジア
域内で各国間の経済発展段階に格差が広がった。この結果、労働移動現象は一層活発化し
たのである。その構造を大きく二分すると、一つは、過剰人口を抱え、経済発展が停滞し
ている発展途上諸国であり、もう一つは、輸出指向型工業化による経済開発政策が成功し
始めた新興諸国である。つまり、後者の新興諸国の台頭によって、同地域内の発展途上諸
国から過剰労働力を吸収するようになったのである。それでは、具体的に、アジア諸国の
中から代表的な 16 カ国の国を上げ、各国における人々の移動の状況を、表１－３にまとめ
た。同表は、単純化するために、ヨーロッパ、北米、南米、アフリカ、オセアニアの国と
地域を除いている。まず、指摘できることは、移動の目的地国となる国の数は、まだ少な
いことである。中東湾岸諸国などの西アジア、シンガポール、韓国、日本などを除く多く
のアジア諸国は、流入よりも人口が流出する傾向が強い。また、16 カ国それぞれの移動の
目的地国を見ると、大きく二つの潮流に分かれる。一つは、東アジアと東南アジア間の人々
の往来である。もう一つは、南アジアと西アジア間の人々の往来である。やはり、地理的
に距離の近い地域間で、人々の往来規模が大きく、二地域間の関係が強いと言える。特に、
インドを中心とした、南アジア内だけの人々の往来は、南アジアの人口規模の大きさと相
まって、自由に大規模に見られる。さらに、インドは、西アジア諸国や東南アジア諸国の
国民にとっても、大きな移動の目的地国となっている。続いて、地図１－１では、アジア
の主な国際労働移動の流れを示した。まだ、アジアにおいて、外国人労働者の受入れを積
極的に実施している国の数は、送出国の数と比較すると少ない。しかし、現代のグローバ
ライゼーションにおいて、アジアの国際労働移動がダイナミックに展開していることは事
実である。 
 表１－４は、1972 年から 2009 年までのアジアの主要な労働力送出国を取り上げ、その
国際労働移動の動向を見たものである。同表によると、韓国は、1970 年代および 1980 年
代後半まで、アジアの主要な労働力輸出国であった。しかし、韓国の工業化と経済発展が
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表１－３：アジア域内の人々の移動動向（アジア諸国のみ） 
国 移動の目的地国 主な流入移民の国籍 
バングラデシュ インド、KSA、オマーン、マレーシア、UAE、ヨルダン インド、パキスタン 
インド UAE、KSA、バングラデシュ、ネパール、オマーン、クウェート、
スリランカ 
バングラデシュ、パキスタン、ネパール、スリランカ、ミャンマー、
中国、マレーシア、UAE、アフガニスタン、ブータン 
パキスタン インド、KSA、UAE、カタール、クウェート、オマーン （データなし） 
スリランカ KSA、クウェート、インド、UAE、ヨルダン、カタール インド、中国、マレーシア、パキスタン 
インドネシア マレーシア、KSA、シンガポール、ヨルダン、日本 中国 
マレーシア シンガポール、ブルネイ、インド、日本 インドネシア、フィリピン、中国、バングラデシュ、インド、タイ、
日本、ミャンマー、パキスタン 
フィリピン KSA、マレーシア、日本、カタール、UAE 中国、バーレーン、日本、インドネシア、インド 
シンガポール マレーシア、インド、ブルネイ、日本 マレーシア、中国、インド、インドネシア、パキスタン、バングラデ
シュ、スリランカ 
タイ マレーシア、日本、KSA、韓国 中国、ミャンマー、ラオス、カンボジア、ネパール、スリランカ、 
日本、インド、ベトナム 
中国 香港、日本、シンガポール、タイ、韓国、マカオ （データなし） 
日本 タイ、マレーシア、韓国 中国、韓国、フィリピン、タイ、ベトナム、インドネシア、インド 
韓国 日本 中国、ベトナム、フィリピン、タイ、インドネシア、モンゴル、 
日本、スリランカ 
クウェート KSA、イラク、インド、ヨルダン インド、スリランカ、バングラデシュ、シリア、パキスタン、イラン、
フィリピン、インドネシア 
カタール ヨルダン、バーレーン パキスタン、インド、ネパール、イラン、フィリピン、バングラデシ
ュ、スリランカ 
サウジアラビア
(KSA) 
ヨルダン、バーレーン、トルコ、インド インド、パキスタン、フィリピン、バングラデシュ、スリランカ、 
インドネシア 
アラブ首長国連邦
(UAE) 
インド、ヨルダン、バーレーン インド、パキスタン、スリランカ、フィリピン、バングラデシュ 
（出所）World Bank, 2011. 
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地図１－１： アジアの主な国際労働移動の流れ 
 
（出所）作者作図 
1,000 km 
N 
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表１－４： アジアの主な送出国の国際労働移動の推移、1972－2009年（千人） 
 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 
インド     4.2 22.9 69.0 171.8 236.2 276.0 239.5 225.0 206.0 163.0 
パキスタン 4.5 12.3 16.3 23.1 41.7 140.5 130.5 125.5 129.8 168.4 142.9 128.2 100.4 88.5 
バングラデシュ     6.1 15.7 22.8 24.5 30.1 55.8 62.8 59.2 56.7 77.7 
スリランカ     0.5 5.6 8.1 9.4 7.6 14.2 22.4 17.8 15.7 12.4 
インドネシア     1.9 2.9 8.2 10.4 16.2 17.6 21.2 29.3 46.0 54.3 
フィリピン 14.4 26.4 32.7 36.0 47.8 70.4 88.2 137.3 214.6 266.2 314.3 434.2 351.0 372.8 
タイ  0.3  1.0 1.3 3.9 14.7 10.6 21.5 26.7 108.5 68.5 75.0 69.7 
韓国     47.7 69.4 101.9 120.9 146.4 175.1 196.9 184.3 152.7 120.0 
 
 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 
インド 113.6 125.4 169.9 126.8 143.6 197.9 416.8 438.3 426.0 415.3 414.2 416.4 355.2 199.6 
パキスタン 62.6 69.6 84.8 98.7 115.5 147.3 196.1 157.7 114.0 122.6 127.8 153.9 104.0 78.1 
バングラデシュ 68.7 74.0 68.1 101.7 103.8 147.1 188.1 244.5 186.3 187.5 211.7 381.1 267.7 268.2 
スリランカ 15.8 15.5 18.4 24.7 42.7 65.0 124.5 129.1 130.0 172.5 162.6 149.8 158.3 179.7 
インドネシア 68.4 61.1 61.4 84.1 86.3 149.8 172.2 160.0 176.2 120.9 517.3 235.3 411.6 427.6 
フィリピン 378.2 449.3 471.0 458.6 446.1 615.0 686.5 696.0 718.4 653.6 660.1 747.7 831.6 837.0 
タイ 85.0 85.5 118.6 125.3 63.2 63.8 81.7 137.9 169.7 202.3 185.4 183.7 175.4 - 
韓国 95.3 86.3 83.0 - - - - - - - - - - - 
 
 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 
インド 243.2 278.7 324.0 455.5 475.0 548.9 677.0 809.5 848.6  
パキスタン 107.7 127.9 147.4 214.0 221.1 142.1 183.2 287.0 227.1  
バングラデシュ 222.7 189.0 225.3 254.2 273.0 252.7 381.5 832.9 875.0  
スリランカ 182.2 184.0 203.8 210.0 214.7 231.3 202.0 217.3 236.6 247.1 
インドネシア 435.2 295.1 480.4 293.9 380.7 474.3 680.0 696.7 748.8  
フィリピン 841.6 867.6 891.9 868.0 933.6 981.7 1062.6 1077.6 1236.0 1422.6 
（ 出 所 ） (Asis, 2011: 3) 、
(Wickramasekera, 2002: 15)、
(Wickramasekara, 2011: 8)、
(Nigeholt, 1994: 15）、インドネ
シア政府 
(http://www.bnp2tki.go.jd) 
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進むにつれて、それまで海外に出ていた労働力が、国内の労働市場に吸収されるようにな
り、1980 年代後半には海外労働者送出が見られなくなっている。韓国がアジア NIEs の一
員として、急成長したことにより、現在では、アジアの主要な労働力受入国となっている。 
 なお、それら諸国の急速な経済発展と同時に、女性の教育機会、労働参加、社会進出が
増加したことで、婚姻年齢が上昇し、出生率は低下した。その結果、受入国の労働力人口
の増加スピードを低下させたことも、労働力不足問題を引き起こした一つの要因であろう。
また、このような経済発展に伴う、労働力送出国から受入国への転換の経緯は、同表にあ
げたタイでも見られた。1990 年代から 2000 年初頭まで、タイは労働力送出国であった。
しかし、積極的な輸出指向型の工業化政策を導入すると、急速に経済成長が進み、新規に
労働力の需要が高まった。また、タイは食料のみならず工業品として利用できる輸出作物
を導入し、その他、養殖、食品加工部門などを発展させた。そのような経済発展政策の結
果、労働集約的な労働力需要は高まると、1990 年代半ば頃から、ミャンマー、ラオス、カ
ンボジア、ベトナムなどの周辺国からの労働者の流入が顕著になったのである。現在では、
タイ人の海外出稼ぎに関する調査研究にはあまり注目されなくなった。タイは今、労働力
の送出国から、受入国への転換期を迎えているのである。 
一方、パキスタン、バングラデシュ、スリランカなどの南アジア諸国、およびインドネ
シア、フィリピンの場合、1970 年代から現在まで、国際労働移動の規模は一貫して拡大傾
向を見せている。表１－５は、アジアの主要な労働力の送出国（バングラデシュ、インド、
スリランカ、インドネシア、フィリピン、中国）、および受入国（シンガポール、日本、韓
国、クウェート、カタール、サウジアラビア、UAE）の経済的、社会的な状況をまとめた
ものである。まず、労働力の送出国と受入国との経済的な関係性で明らかなことは、ppp（購
買力平価）で見た一人当たり GDP の格差が顕著なことである。一人当たり GDP は、送出
国で小さく、送出国で大きい。受入国と送出国の開きは、最小なものでも約 3 倍（サウジ
アラビア／中国）の差があり、最大なものでは約 56 倍（カタール／バングラデシュ）もの
ひらきが見られる。国際労働移動が生じるための第一条件は、所得や賃金、購買力に関わ
る経済的な格差であることは明らかである。次に、第二の条件として指摘できることは、
人口密度の高さである。アジアの平均は 120 人/㎢であったが、送出国グループはいずれも
その平均値を上回っている。そして、第三の条件として指摘できる点は、農村居住人口の
割合が高いことである。南アジア諸国は、いずれの国でも、農村居住人口割合が 70％以上
である。中国およびインドネシアの場合では、農村に住む人口の割合は 5 割前後である。
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このように、送出国では、農村居住人口が占める割合が、受入国と比較して大きい。つま
り、農村に滞留する過剰労働力の問題が、労働移動を引き起こす要因となっている。しか
し、国内の都市部や近代部門でも吸収できない過剰労働力が、国際的な移動を発生させて
いるのである。 
 
表１－５： アジアの主な労働力送出国と受入国の経済社会状況 
 人口 
(百万人) 
人口密度 
（人/㎢） 
農村居住
人口割合
（%） 
GDP 
(10 億 US$) 
一人当たり
GDP, ppp 
（国際＄） 
2009 年 2008 年 2009 年 2010 年 2010 年 
送
出
国 
バングラデシュ 162 1,229 72.4 100.1  1,585   
インド 1,155 383 70.5 1,729.0  3,408   
スリランカ 20 312 84.9 49.6  5,169   
インドネシア 230 126 47.4 706.6  4,347   
フィリピン 92 303 34.3 199.6  3,920   
中国 1,332 142 56.0 5,878.6  7,544   
受
入
国 
シンガポール 5 7,024 0.0 222.7  56,694** 
日本 128 350 33.4 5,497.8  33,885   
韓国 49 492 18.3 1,014.5  29,997   
クウェート 3 153 1.6 109.5* 38,775   
カタール 1 116 4.3 98.3* 88,222** 
サウジアラビア 25 12 17.7 434.7  22,607** 
UAE 5 54 22.1 230.3* 47,439** 
（ 出 所 ） (World Bank, 2011), World Bank (http://data.worldbank.org/), IMF 
(http://www.imf.org/) (2011 年 11 月 19 日アクセス). 
（注） ＊：2009 年統計。＊＊：ＩＭＦ推計値 
 
また、農村居住人口割合の高さと、耕作可能地面積5を考慮すると、アジア諸国の多くの
                                                   
5 アジアは世界人口の半数以上を抱え、世界の陸地面積の 23％ほどの地域である。さらにその
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農村における過剰労働力の圧力は、世界の他の地域と比較しても高いと言える。現在、労
働力の受入国となった韓国や日本でさえも、いまだに人口密度は非常に高い。この高い人
口密度を持つ日本もまた、かつて戦前期に、ハワイや北米、フィリピンなどへ年期奉公労
働者として多くの人々が出稼ぎした歴史を持つ。日本も韓国も、国内産業部門の近代化政
策を採用しながら経済発展を進め、労働力の送出国から受入国への転換を可能にしたので
ある。 
表１－６において、アジアの主な労働力送出国と受入国の人々の動きについてみていく。
まず、受入国のクウェート、カタール、UAE において、総人口に占める在留外国人の人口
は突出して高い。特に、カタールでは、同国総人口の約 87％が外国人で占められている。
シンガポールは、やや低く、同国総人口の約 4 割が外国人である。一方、送出国では、ス
リランカの総人口の約 9％を占める規模の国民が海外へ流出している。その他、フィリピン
の 4.6％、バングラデシュの 3.3％が続く。また、2010 年において、世界で最も多くの国際
移民を輩出した国を順位づけると、多くのアジア諸国の代表的な送出国が上位に名を連ね
ていた。例えば、インドは第二位、中国は第四位、バングラデシュは第六位、パキスタン
は第七位、フィリピンは第九位であった（World Bank, 2011: 3）。インドネシアやスリラン
カも、上位二十位圏内にランクしている。 
1980 年代後半から、日本、シンガポール、香港、台湾、韓国が、そして 1990 年代から
は、マレーシア、そしてタイなどが、アジア域内の外国人の労働力を受入れるようになり、
アジア域内における国際労働移動の規模が拡大したことは前述した通りである。また、中
東湾岸諸国は、1970 年代から常に、アジア人労働力を惹きつけ続けてきた。しかし、上記
アジア諸国の経済が発展し受入国に成長したことで、フィリピンやインドネシアの労働者
たちは、東アジアや東南アジアの新興経済国にも流れるようになった。そのため、中東湾
岸諸国の労働市場は、南アジア諸国出身の労働力に依存する傾向が強まっている。例えば、
2002 年の統計では、バングラデシュの海外出稼ぎ労働者の約 96％は中東湾岸諸国へ渡った
（Siddiqui, 2005: 34）。インドでは、2004 年において、海外出稼ぎ労働者の約 89％が中東
湾岸諸国へ向かった（Azeez and Begum, 2009: 56-57）。スリランカもほぼ毎年、海外出稼
ぎ労働者の 9 割は中東湾岸諸国へ渡航している（本稿第Ⅳ章）。また、インドネシアとフィ
                                                                                                                                                     
わずかなアジアの陸地面積の中で耕作可能地面積（耕地および永年作物地）は、約 12.5％であ
る（総務省統計局ウェブサイト, 2011 年 11 月 19 日アクセス）。世界全体では、耕作可能地面積
は約 11.7％である。なお、他の地域の耕作可能地面積が占める割合は、北米は約 12.6％、南米
は約 7.3％、ヨーロッパは約 13.2％、アフリカは約 8.4％、オセアニアは約 5.5％である。 
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リピンの場合は、比較的、渡航国に多様性が見られ、香港、シンガポール、マレーシア（特
にインドネシア）にも出稼ぎ労働者は向かっている。しかしながら、フィリピンでも、や
はり中東湾岸諸国だけで約 61％を占めている（POEA, 2010）。 
 
表１－６： アジアの主な労働力送出国と受入国の人々の動き 
 在留外国人 
（2010 年） 
在外滞在者 
（2010 年） 
大卒者の 
在外滞在者 
（千人） （％）* （千人） （％）* （％）** 
送
出
国 
バングラデシュ 1,085 0.7 5,380 3.3 4.3 
インド 5,436 0.4 11,358 0.9 4.3 
スリランカ 340 1.7 1,848 9.1 29.7 
インドネシア 123 0.1 2,502 1.1 2.1 
フィリピン 435 0.5 4,275 4.6 13.7 
中国 686 0.1 8,344 0.6 3.8 
受
入
国 
シンガポール 1,967 40.7 297 6.1 15.2 
日本 2,176 1.7 771 0.6 1.2 
韓国 535 1.1 2,079 4.3 5.6 
クウェート 2,098 68.8 259 8.5 7.1 
カタール 1,305 86.5 10 0.7 2.5 
サウジアラビア 7,289 27.8 179 0.7 0.9 
UAE 3,292 70.0 56 1.2 1.0 
（出所）(World Bank, 2011), World Bank (http://data.worldbank.org/) (2011 年 11 月 19
日アクセス). 
（注） ＊：総人口に対する割合。＊＊：大卒者人口に対する割合（2000 年統計）。 
   在留外国人：immigrants（国勢調査時に滞在していた外国籍を持つ者） 
   在外滞在者：emmigrants（国勢調査時に海外にいた者） 
 
ILO によれば、GCC メンバー国（中東湾岸諸国：バーレーン、クウェート、オマーン、
カタール、サウジアラビア、UAE）の労働市場は、40％～70％の間でアジア人労働者によ
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って占められているという（ILO, 2006: 39）。そして、大まかに見積もった推計値でも、中
東には約 870 万人、世界全体では 2,000 万人を超える規模のアジア人の海外出稼ぎ労働者
が働いているという（Castles, 2009）。このように、アジアの受入国の多くは、アジアの労
働力に依存している状況が示されている。そして、特に中東湾岸諸国は、南アジア諸国の
労働力を中心としたアジアの労働力に強く依存していることが明らかになった。 
この他、少なくとも大卒の学歴を持つ人口のうち、海外に滞在する者の割合を見たもの
も同表に示している。つまり、各国の頭脳流出の状況である。この値には、海外就労や永
住目的だけでなく、大学院などへの留学も集計値に含まれているため、必ずしも全てが頭
脳流出とは言えない。しかし、同表によれば、スリランカは突出してこの数値が高く、大
卒者の約30％が海外へ流出している。続いて、シンガポールの15.2％、フィリピンの13.7％、
クウェートの 7.1％、韓国の 5.6％が並ぶ。労働力送出国に分類されるスリランカやフィリ
ピンにおける大卒者の流出割合の高さは、国内の大卒者の失業率の高さが影響しているの
かもしれない。アジアの国際労働移動の大半は、単純労働者、未熟練労働者などで占めら
れるのだが、頭脳流出は過去 30 年間で拡大傾向を見せている。頭脳流出は、深刻な人的資
本の流出を招くばかりでなく、その経済的損失も少なくない。例えば、発展途上国の大学
で教育を受け、その後母国を離れて、先進諸国で医療従事者、科学者、技術者、経営者や
教育者として雇われれば、教育の費用を母国に還元することなく、先進諸国の経済社会分
野に貢献するだけである。そのため、先進諸国は少ない費用で、高い人的資本を利用でき
るのである。一方、発展途上諸国にとっては、政府財源によってまかなわれる教育投資を
取り返すことができぬままに終わるのである。しかし、近年では、この頭脳流出現象を効
率的に経済発展に役立てようという動きも見られる。長いスパンで見れば、先進諸国でさ
らなる技術や経験を獲得した後に母国へ帰国し、それらを発展途上諸国に還元できるよう
になるのではないかといった議論も出ている。また、上述したように、海外留学も含まれ
ていることから、必ずしも負の側面ばかりではないのである。海外で勉強や研究を通じて、
知識や経験を重ねることができる。また、海外で雇用されたとしても、専門的な職種は、
単純労働者や未熟練労働者の賃金と比較して、格段に給料が高い。さらに、現地の人々と
ほぼ同等の権利を与えられる。もしくは、わずかに制約はあるものの、受入国で比較的高
い生活水準を営むことは可能である。そして、海外で働くことで、現地の社会システムや
価値観など、多くのことを学ぶこともできるのである。  
表１－７では、各国の海外送金の流出額と流入額、および、それらの対 GDP 比をまとめ
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ている。まず、海外送金流入の状況について見ると、送出国が受け取った海外送金流入額
の対 GDP は、比較的高い。バングラデシュとフィリピンにおいては、海外送金流入額の対
GDP 比は 11％を超えている。また、スリランカ経済にとっても、海外送金の流入のインパ
クトは大きく 8％であった。なお、世界銀行の集計によれば、2009 年において、最も海外
送金額が GDP に占める割合の高かった国は、タジキスタンで約 35％であった。 
 
表１－７： アジアの主な労働力送出国と受入国の海外送金の流れ（2009 年） 
 海外送金流出 海外送金流入 
流出額 
（百万 US$） 
対 GDP
（％） 
流入額 
（百万 US$） 
対 GDP
（％） 
送
出
国 
バングラデシュ 8 0.0 10,523 11.8 
インド 4,000 0.3 49,256 3.6 
スリランカ 435 1.0 3,363 8.0 
インドネシア 2,702 0.5 6,793 1.3 
フィリピン 58 0.0 19,766 11.7 
中国 4,444 0.1 48,729 1.0 
受
入
国 
シンガポール - - - - 
日本 4,069 0.1 1,776 0.0 
韓国 3,120 0.4 2,522 0.3 
クウェート 9,912 9.1 - - 
カタール - - - - 
サウジアラビア 25,969 7.0 217 0.1 
UAE - - - - 
（出所）(World Bank, 2011), World Bank (http://data.worldbank.org/) (2011 年 11 月 19
日アクセス). 
 
一方、中国やインドの場合は、もともとの経済規模が大きいため、上述した諸国と比較
して、海外送金流入の国内経済に対するインパクトはやや弱い。しかし、両国とも、世界
で最も海外送金流入額の高い国である。例えば、世界銀行が推計した 2010 年の海外送金額
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において、インドは第一位（550 億 US$）、中国は第二位（510 億 US$）であった（World 
Bank, 2011 : 14）。さらに、フィリピン第四位、バングラデシュ第七位であった。その他、
パキスタン、ベトナム、インドネシアが上位二十位圏内に入っている。一方、受入国は、
海外送金流出額の方が大きい。その対 GDP 比を見ると、クウェート 9.1％、サウジアラビ
ア 7.0％であり、労働市場のみならず、金銭面で見ても、外国人労働者の受入れによる国内
の経済に対するインパクトは大きいと結論づけられる。しかし、外国人労働者の受入国で
あっても、韓国のようなケースも見られる。韓国の海外送金流出額と海外送金流入額が、
他の受入国と比較して、それほど大きな差額は見られない。対 GDP 比で見ても、やはり、
海外送金の流入および流出の差はさほど大きいものとは言いがたい。おそらく、北米やオ
セアニア地域に永住した韓国人による送金、または、日本国内に滞在する在日韓国人たち
による送金が含まれているのかもしれない。また、日本についても、対 GDP 比で見ると目
立った規模とは言えないものの、17 億 US ドルを超える規模の海外送金額が流入している
というのは興味深いものである。 
 
 
３．アジア域内における国際労働移動の問題点 
 現代、北米、オーストラリア、ニュージーランドなどの伝統的な移民国においては、積
極的に専門的知識や技術を持つ人材を海外から受け入れ、外国人にとって比較的容易に永
住権や国籍を取得できるような制度を導入している。同時に、同諸国の高等教育において
も、海外から優秀な留学生を積極的に受入れ、彼らに就職や永住の機会を与えている。そ
のため、1970 年代頃から現代まで、アジアの優秀な人材にとって、重要な渡航先として、
位置づけられている。このような形で渡航する機会に恵まれるアジアの人材は、単純労働
者の規模と比較して非常に少数である。この他、伝統的な移民諸国は、難民申請者、避難
民等の受け入れ態勢も比較的整っている。 
 一方、現代のアジア域内における国際労働移動の特徴は、それら欧米諸国とはいくつか
異なる点がある。第一に、アジアの国際労働移動は、契約ベースが中心である。まず、労
働力の送出国と受入国との間で、二カ国間協定を通じた労働力の受入と送出に関する協定
を結ぶ。そして初めて労働移動を開始できる。しかし、その二カ国間協定の結果、受入れ
られる労働者の民族や国籍が選別される。そして、第二に、受入国側の外国人労働者の入
国管理に際して、法的に有限な滞在期間を設定し、一時的な労働力の確保に努めているこ
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とである。もちろん、労働者や雇用者の希望に応じて期間延長は可能であるが、経済状況
によっては、真っ先に外国人労働者が解雇されるケースは少なくない。外国人労働者は一
般的に、受入国の景気の調整弁の役割を担う側面がある。第三に、政府関連機関、または、
民間の海外雇用斡旋業者（送出国）および外国人労働者紹介所（受入国）などの仲介機関
が、労働力の需給バランスをコントロールする機能を担っていることである。つまり、政
府の関連機関および民間業者が、アジアの国際労働移動を管理している。その結果、アジ
ア域内の受入国において、外国人労働力は、受入れ数量限定的、期間限定的、職種限定的、
性別限定的、雇用者限定的（受入国により度合いが異なる）という特徴を持つ。そしてこ
れらは、受入国の要望（政府の民族問題回避策、市場の労働需要状況など）に呼応したも
のである。そして最後に、アジアの国際労働移動の特徴として、最も重要なポイントは、
選別的なシステムを通過して入国してきた外国人労働者は、受入国において、永住権や国
籍を授与されることはない。また、就労を目的としない家族を呼び寄せることも、多くの
アジア諸国の受入国では許されていない。さらに、シンガポールでは、家事労働者として
働くために就労ビザで入国した女性は、シンガポールの国籍や永住権を持つ男性との結婚
が厳しく法律で禁止されている6。そして、入国前に必ずエイズ/HIV や性病に感染していな
いこと、妊娠していないことを証明する医師の診断書が必要である。また、入国後から 6
ヶ月毎に健康診断が義務付けされ、もし、エイズ/HIV、性病感染や妊娠が見つかれば、女
性の就労ビザが即刻取り消され、本国へ強制送還される7という（Rahman, et al., 2005: 
238）。 
 
不法入国、不法滞在、不法就労 
 アジア域内での国際労働移動が活発化し、その規模の拡大に乗じて、様々な問題も増え
ている。上述したように、アジア諸国の多くの受入国が、外国人労働者の受け入れに際し
て、様々な選別的措置を採用し、国内労働市場の需給バランスを調整している。しかし、
                                                   
6 家事労働者としてシンガポールで就労していた女性が、シンガポール人男性と結婚した例はあ
る。しかし、その場合、2 年間の就労契約が満了になるのを機に女性は母国へ帰国し、別のビザ
で再入国している。または、就労契約満了を機に女性が男性と母国へ戻り、母国で結婚手続きを
行なってから、再びシンガポールへ入国するケースであった。その後、何年か経った後に、永住
権を得る手続きを取るのである（Rahman, et al., 2005: 258）。 
7 シンガポールの新聞報道（The Straits Times, 2010 年 9 月 29 日）によれば、毎年、妊娠を理
由に、シンガポール政府によって、約 100 名もの外国人家事労働者が、母国へ強制送還されて
いる。しかし、もし、秘密裏で堕胎手術を受けた女性の数をカウントするならば、その数はもっ
と多くなると言われている（HanQing, 2010: ウェブサイト参照）。 
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毎年、多くの労働者たちが入国する中、滞在し続ける外国人労働者の数も増加している。
そして、アジアの受入国が採用する管理制度の下であっても、外国人全ての入国や滞在を、
完全に管理することは非常に難しい。特に、労働移動は、単なる労働という商品価値が移
動するだけではない。「人間」が移動することを留意しなければならないものである。その
ため、政府の管理制度の隙間をぬって、人々は様々な思惑と意図で、より経済機会の高く、
コストを抑えられる手段を選択するのである。その結果、外国人労働者たちの不法入国8、
不法滞在9、不法就労10の問題が、近年、急速に増加している。ILO の推計では、アジアの
受入諸国で働く同地域出身の外国人労働者の、実に 4 人に 1 人は不法就労者であると見て
いる（ILO, 2006: 42）。しかし、このような外国人労働者が、不法な立場に置かれる背景に
は、入国段階では、政府から営業認可を受けていない闇の海外雇用斡旋業者や紹介所の存
在が関わっていることが多い。また、受入国では、雇用者や紹介所、闇グループが外国人
労働者の不法滞在や不法就労を助長していることが多々見られる。アジアの国際労働移動
の問題の多くは、これらの仲介業者や雇用者による搾取的行為によって引き起こされるの
ではないだろうか。そのことで、不法的立場にある外国人たちは、搾取や虐待の対象にな
るばかりでなく、犯罪に利用されることも少なくないため、受入国では、今後、慎重に議
論すべき社会問題となっている。 
 
国際労働移動の女性化 
 アジア域内の国際労働移動が特殊な特徴を持ち、かつ、根強く社会に残る伝統的価値観、
宗教などの文化的価値観が実に多様であることは前節で述べてきた通りである。また、国
際労働移動が受入国主導で開始されることから、受入国側の社会経済状況の変化に応じて
労働移動のトレンドも変化する。例えば、1970 年代から中東湾岸諸国は、アジア諸国から
多くの男性労働者を、建設現場を中心にフォーマルかつ生産的な部門に投入してきたが、
その勢いは 1980 年代に入ると緩やかになった。その後、中東湾岸諸国の生活水準の向上に
よって、女性的なサービス需要が高まったのである。その結果、アジアではいち早く、中
東湾岸諸国で、家事労働者、介護士、看護士、衣類縫製・繊維産業の工員などの需要が高
                                                   
8 パスポートや査証の不所持による入国、偽造書類または「（他人の入国書類を使って）なりす
まし」による入国が考えられる。 
9 不法入国のままの滞在、パスポートや査証の紛失を届けないままでの滞在、「（他人の滞在許可
書類を使って）なりすまし」のままでの滞在、入国後に偽造書類を得ての滞在などが考えられる。 
10 偽装書類での就労、「（他人の労働許可証を使って）なりすまし」による就労、書類不所持で
の就労などが考えられる。 
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まり、急速に、アジアから女性の労働者を受入れ始めたのである。特に、文化的、宗教的
な伝統的価値観が強い中東湾岸諸国では、一般家庭の生活水準が向上したことで、家庭内
で雇う女性家事労働者の需要が高まった。その後、1980 年代後半から、急成長した日本、
アジア NIEs、マレーシア、タイなどでも、同様に、女性的なサービス部門を担う労働力へ
の需要が急拡大したのである。このように、アジア域内の女性の国際労働移動の特徴は、
典型的な「女の仕事」に関わるものが大半である。しかしながら、家事労働者やエンター
テイナー（性産業を含む）、レストランやホテルの配膳係や清掃などの職種は、多くの国々
で労働法の適用外であり、労働市場において、インフォーマル雇用形態を特徴とするサー
ビス産業である。さらに、それら伝統的に女性的な意味合いの強い職種は、低賃金、労働
条件が悪く、社会的地位も低い。さらに、女性としてあるべき姿の理想像としての典型的
な性質、すなわち、素直さ、従順さ、個人的なサービスを率先して提供するといった資質
が求められる。時には、男性に対し、甘えや弱さなども、伝統的な女性の性質としてもて
はやされるものである。そして、それら資質は、決して金銭的価値で評価されるものでも
ない。また、女性たちが、そのような態度を示し続けながら働かない限り、雇用者によっ
て、賃金カットや、解雇宣告を受けることが少なくないのである。アジアの国際労働移動
で、多くの女性がこのような、典型的な女の仕事に従事しているのである。さらに、前述
したように、不法手段による国際労働移動が増加しているが、特に、女性たちが、「人身売
買」の被害者となって、肉体労働や性産業に従事させられている現状もある。そのため、
バングラデシュ、パキスタン、ネパール、イランなどの政府は、女性の海外出稼ぎについ
て、虐待など様々な危険が伴うとして、全面禁止または職種によっては一部禁止の措置を
採っている（Asis, 2003; Battistella, 2003: 9; ILO, 2006: 40）。そのため、宗教的、社会的
に、女性の海外出稼ぎに制約の低く、かつ、政府によって特別な禁止措置が採用されてい
ない送出国にとっては、女性の海外出稼ぎ枠を増やす絶好のチャンスとなっている。特に、
フィリピン、インドネシア、スリランカから多くの女性たちが家事労働者として、中東湾
岸諸国、シンガポール、台湾、香港、マレーシアの一般家庭で働いているのである。これ
ら 3 つの女性家事労働者送出国は、国際的に、家事労働者の供給国として有名である。こ
のような女性たちは、母国の家庭の中で、妻や母としての役割を担うことを止めて、海外
の家庭の家事や育児に専念しているのである。 
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５．おわりに 
 本章は、博士論文の序章として、アジア全体の国際労働移動の現状と特徴について述べ
てきた。アジアは世界で最も大きな人口を有すため、国際労働移動の規模も最大である。
しかしながら、伝統的価値観が根強く、外国人労働者の受入れに関して、欧米先進諸国と
比較すると、いささか選別的、差別的、限定的であり、永住権や国籍の獲得が困難である
場合が多い。さらに妊娠や結婚まで禁止されている。つまり、外国人労働者を「労働」と
いう観念のみで捉え、「人間」という要素は除外した受入れ政策を採用している傾向が強い。
また、アジアの国際労働移動の特徴として、女性化が顕著になっていることも、本章で指
摘した。しかし、アジア域内で雇用される外国人女性労働者の多くは、伝統的に「女の仕
事」に典型的なリプロダクティブでインフォーマルなサービス部門に吸収されている。特
に、家事労働サービスの輸出は、伝統的・宗教的価値観の根強い中東湾岸諸国を中心に、
シンガポール、香港、台湾向けに実施されている。その中で、フィリピン、インドネシア、
スリランカは重要な家事労働者の供給国となっている。 
 これらの背景を踏まえた上で、次章以降からは、具体的にスリランカの国際労働移動の
実態をあげながら、議論を深める。特に、家事労働者として、中東湾岸諸国へ出稼ぎした
経験を持つ女性たちに注目しながら、スリランカの経済発展政策、経済発展の経験、国際
労働移動のマクロ的背景と影響について分析する。その後、ハンバントタ県の実態調査結
果をもとにして、国際労働移動のミクロ的背景と影響について分析する。そして、国際労
働移動の経済的便益と社会的費用について、議論する。 
 それでは次に第Ⅱ章にて、本研究を分析する際の手法について論じる。 
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第Ⅱ章 
研究の概念的枠組みと調査手法 
 
 
 
１．はじめに 
 本博士論文の目標は、労働力送出国であるスリランカの国際労働移動の経済的便益と社
会的費用について、マクロレベルとミクロレベルの視角をもって、理論的、政策的、実証
的に明らかにすることである。そのために本章では、本研究で用いる概念的な枠組みと調
査手法について、詳細に説明する。まず、本章は、博士論文で用いる重要な概念について
定義することからはじめる。ここで、本研究で最も重要な概念として、大きく 4 点を取り
上げている。まず、第一点目として、国際労働移動の定義を行なった。歴史的背景も絡め
ながら、本研究のテーマである国際労働移動について論ずる。そして第二点目には、本研
究の分析対象とした「海外出稼ぎ女性家事労働者」の概念についてまとめている。国際労
働移動のアクターは、もちろん家事労働者だけでなく、専門職や高度技術者（いわゆる頭
脳流出）や、性別が異なるという意味で男性出稼ぎ労働者、また、工場労働者や未熟練労
働者などの職種や熟練度の異なる労働者も、移動の行為者である。しかし本研究では、女
性家事労働者に焦点を当て、質的および量的データの収集を行なっている。そのため、な
ぜ、家事労働者に注目したのかという議論も含めて、その用語の定義を行なう。次に、国
際労働移動の「経済的背景」と「社会的背景」について明らかにするために、国際労働移
動のプロセスと、それらの背景もしくは状況について図式モデルを示している。これら一
連の見取り図を通じて、「経済的背景」および「経済的状況」、そして、「社会的背景」およ
び「社会的状況」という用語の概念的な説明を行なうことを第三点目の取り組みとしてい
る。なお、本研究の場合、スリランカに帰国していた女性たちが、再び家事労働者となっ
て中東湾岸諸国へ出稼ぎする意思を持っているのか否か、つまり再参入の要因についての
分析をもって、その検討を行なっている。そして、第四点目として、本博士論文の最終目
標を達成するために、「経済的便益」および「社会的費用」の二つの形成過程を図式モデル
で示しながら、それら概念の定義を行なう。具体的には、家事労働者の出稼ぎは、どのよ
うな経済的便益をもたらし、それがどれほどの規模なのか、また同時に、どのような社会
的費用が生じたのかについて、次章以下で詳細に分析するためのモデルを構築している。
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これら 4 点の分析上の枠組みを説明した後、実態調査で質的・量的データの収集を実施し
た際の調査手法と、それぞれ訪ねた調査対象地域および村落の一般的な状況について紹介
する。 
 
 
２．概念、定義 
（１） 国際労働移動 
本研究では、「人口移動（human migration）」の中でも、特に「労働移動（labour migration）」
が中心テーマである。さらに、同じ労働移動でも、「国内移動（internal migration）」では
なく、労働者が生まれた国の境界を越えて移動する「国際移動」を分析対象としている。
また、実社会の国際的な労働市場において市場原理が働き、国際労働移動現象が見られる。
そこには、労働力過剰の国と、不足する国とが存在し、二カ国間で、供給量と需要量の均
衡点が決定されるまで、労働力は国境を越えて流れ続けるのである。国際労働移動は大航
海時代のグローバライゼーションの幕開けとともに開始され、資本蓄積のプロセスと密接
に関係しながら、支配者の都合に応じてその形態と特徴は変化していった。Stalker は、市
場原理に労働移動の発生と継続の決定が委ねられ、労働力が商品となって両国間で貿易対
象となっていることから、（現代の）国際労働移動は、奴隷貿易に開始起源があると論じて
いる（Stalker, 1997: 9）。そこでここでは、時代とともに国際労働移動がどのように変化し
たのか、奴隷貿易、年期奉公システム、支配者階層の移動のそれぞれをふり返る。そして
本研究で扱う、現代の国際労働移動の特徴について述べる。 
 
（a）奴隷貿易 
 奴隷貿易は、1442 年頃より見られ、ポルトガルの船乗りたちがアフリカの人々をヨーロ
ッパで隷属させるために送出したのが始まりだと言われている。そして奴隷貿易が始まる
と、植民地争奪戦が始まる。これが最初のグローバライゼーションの始まりである。16 世
紀以降、植民地の制圧と搾取は、ヨーロッパにおける資本蓄積の基盤となった（Mies, 1997: 
4；ミース, 1997: 5）。しかし、奴隷貿易では、ヨーロッパ系のみならずアラブ系の商人たち
も参入した。また、アフリカの現地の権力者たちの中にも、奴隷調達の役割を果たしてい
たと言われている。奴隷貿易が、彼らに大きな経済便益をもたらしていたのである。数百
年で約 1,500 万人ものアフリカの人々が強制的に奴隷として、ヨーロッパ諸国、北米、中
22 
南米のプランテーション、家庭の使用人や建設現場労働者として安値で売買された。奴隷
は使い捨ての労働力のように扱われた（Stalker, 1997: 9-10; Bales, 2004）。奴隷たちは人
身売買の被害者であり、一旦、雇用者のもとに売られれば、死ぬまで黙ってそこで働く他
なかった。しかし、アフリカ内で、鉱山開発が進み、労働力が必要になってくると、アフ
リカ人奴隷の価格が上昇した。さらに、一部の宗教的な圧力11も加わり、欧米諸国で奴隷貿
易や奴隷制に対する風当たりが強くなると、奴隷制度廃止の気運が高まり始めた（Shrestha, 
1987: 334）。しかし、労働力需要は、世界の植民地で高まるばかりであった。 
 
（b）年期奉公システム 
1830 年頃になると、奴隷制に代わるシステム、「年期奉公（indentured labour）システ
ム」が登場した。年期奉公システムは、まず、仲介人が海外就労の希望者を募り、契約を
結んだ後に労働者を受入国へ送り出し、5 年またはそれ以上の年数の期間限定で働かせる方
法が一般的である。日本では「出稼ぎ」と呼ばれるものである。このシステムは、他にも、
労働者を現地に入国させた後に、雇用者と紙面による雇用契約を結ばせて働かせる形態の
ものもある。または、仲介人や悪徳業者が、労働者に借金を負わせ、その返済のためだけ
に海外で働く契約を結ぶもの、いわゆる「債務奴隷（debt bondage）」12のような形態も少
なくなかった（Stalker, 1997: 11）。この年期奉公システムに取り込まれたのは、中国人、
インド人、インドネシア人、日本人などの主にアジア系の労働者であった（Kaur, 2004; 
Stalker, 1997: 11-12）13。とりわけ中国は、最も多くの年期奉公労働者を、欧米植民地領の
                                                   
11 何世紀もの間、奴隷は西洋人と同じ種に属さないとされた。さらに、英国国教会は、奴隷は
人間性とキリスト教徒の外側にあるとみなしてきた（Mies, 1997: 92; ミース, 1997: 138）。ヨー
ロッパの資本家によるアフリカ、アジア、アメリカの人々に対する残酷な猛襲は、キリスト教国
が文明化を行なうための使命として正当化されてきたのであった。 
12 1849 年以降、中国からアメリカの金鉱に「年期奉公」として海外出稼ぎで行く場合、希望者
は通常、中国のビジネスマンから、2 ヶ月もの甲板の下での船旅のために、70 ドルの借金を背
負い、稼いだら 200 ドルにして返済することを約束してから渡航していたという（Stalker, 1997: 
11）。 
13 インドも中国同様、年期奉公労働者の大きな供給国であった。1834 年にモーリシャスに向か
ったのが始めてだという。アフリカ、カリブなど中米諸国、そしてビルマ、マラヤ、ボルネオ、
セイロンなどの英国植民地領へ送出された。初期の移送環境は奴隷貿易の頃とあまり変わりがな
く、例えば 1856/7 年におけるカリブ地域までの移送時のインド人年期奉公労働者の死亡率は
17％であったと言われている。また、彼らは奴隷のように使われ、賃金はローカルの賃金率の
半分より少し高い程度であった。特にサトウキビのプランテーションでは、酷使され、過労や病
におかされた。1869 年にジャマイカに到着したインド人労働者のうち、わずか 1 年以内で死亡
した割合は 8.5％に達したと報告されている。また、日本人の年期奉公労働者は、北米とハワイ
に向かった。1882 年にアメリカ政府が中国人年期奉公労働者の流入に制限したことで、日本人
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プランテーションまたは鉱山の欧米系オーナーや中国人オーナーのもとへ送り込み、世界
最大の労働力供給国となった。例えば、中国人の仲介業者らによって、19 世紀初頭までに、
中国のある地区だけで 3 万人ものクーリー（coolies：年期奉公労働者）を確保し、さらに
他所からも何千人もの労働者を、マラヤ（マレーシア）やボルネオなどの東南アジア諸国
の鉱山やプランテーションに送り込んだといわれている（Stalker, 1997: 11）。奴隷が強制
的に雇用者のもとで一生奉仕しなければならないシステムであるのに対し、年期奉公は契
約を結び期間限定で奉仕するものでる。しかし、その実態は、受入国での労働環境や生活
環境、人権、社会的地位において、奴隷とほぼ変わらないものであったといわれている
（Stalker, 1997: 11）。当時の年期奉公労働者の多くが、船の甲板の下に詰め込まれて海を
渡り、労働現場では、事故、過労や感染症による病死、監督官による虐待、雇用者による
賃金未払いなどの問題、そして受入国社会で不当な差別の対象になったのであった。 
このような年期奉公システムも、1878 年のマラヤでの廃止決定を皮切りに、徐々に各地
で禁止されるようになった。1941 年のオランダの植民地で禁止されたのが、そのシステム
の最後となった（Stalker, 1997: 13）。 
 
（c）植民地支配者階層の移動 
奴隷貿易や年期奉公型の国際労働移動とは異なる形態で、同時期に別の国際移動の流れ
が見られた。それは、主に欧州各国から活発に見られたヨーロッパ系の人々による移動現
象である14。例えば、英国はオーストラリアに犯罪者や受刑者を送った。また、何よりも大
きな潮流は、人々が自らの意思で新地へ移住することを目的として、母国を離れたもので
ある。スペイン人やポルトガル人たちは、カリブ海中南米に移住した。また、オランダ人、
イギリス人、フランス人は北米へ向かった。彼らは、労働目的ではなく、新大陸に対する
探究心や開拓心を持った移住者や、宗教難民または政治難民であり、家族を同伴すること
                                                                                                                                                     
が雇用されるようになったのが背景である。1910 年ごろまでに、アメリカに約 10 万人、ハワ
イには約 7 万人の日本人が労働者として働き住み始めていた（Stalker, 1997: 12）。この他、オ
セアニア地域のメラネシア系やミクロネシア系の労働者も、年期奉公労働者としてオーストラリ
アやその他のヨーロッパ各国の植民地で働いていた。 
14 軍人、商人、農園主として西アフリカへ赴いた、各植民地宗主国のヨーロッパ人男性は、当
初、単身でやってきていた。ポルトガル人やフランス人は、人種的偏見が少なく結婚する者も少
なくなかった。生まれてきた子供とその母親は、植民地社会で高い地位に着くことが多かった。
一方、後に来たイギリス人男性は、植民地国の女性と婚姻関係を結ばなかった。次第に、白人男
性は人種的に優秀で、アフリカ人女性は「汚れている」といわれるようになった。その結果、ア
フリカ人女性の地位は低下し、イギリス植民地主義者の売春婦に変えられた（Mies, 1997: 94-95; 
ミース, 1997: 141-142）。 
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が多く見られた。1846 年から 1890 年の約 45 年間で、約 1,700 万ものヨーロッパ系移民が
新大陸へ渡ったといわれている。特に、イギリスは最初に産業革命を迎え国内労働移動が
活発化したことで、いち早く新大陸への移住が始まった。続いてアイルランドではポテト
飢饉により、多くの人々が新大陸へ向かった。また、ドイツでも農村貧困や農作物不作に
苦しみ、多くの人々が新大陸へ移動したのであった。Massey は、ヨーロッパ諸国の鉄道網
の発達と、アメリカへの移民数との関連性を見て、国際労働移動が工業化の開始と大きく
関連していると指摘した（Massey, 1988）。1846 年から 1924 年までの間に、4,800 万人も
のヨーロッパ系移民が国を離れ、それは 1900 年当時の人口の約 12％に匹敵する規模であ
った（Stalker, 1997: 16）。しかし、新大陸への自由な渡航は、新大陸の政府によって、次
第に制限が加えられるようになった。特に中国人などのアジア系に対する制限が強化され
た。受入国であったアメリカは、1924 年に移民の流入を制限する法律を制定し、さらに 1929
年に世界大恐慌に直面すると、アメリカに流れる移民の数は大きく縮小していった。 
日本人による海外への渡航にも、移住を目的とした移動が見られた（鹿毛, 2006）。当初
は北米や中南米に向かっていたが、特に北米での人種差別的な移民制度が導入されると、
海外への自由な渡航の道が次第に閉ざされるようになった。さらに日本が第二次世界大戦
に参戦したために、新大陸への移住の道が完全に閉ざされるようになったのである。その
後、日本の旧領有地（満州、朝鮮半島、台湾、樺太など）へ、土地を持たない日本人の多
くが移住し、農業や産業を発展させた。近代化を推し進めていた日本は、「資源少なく人口
の多し」という言葉が政治家のスローガンとなり、過剰労働力問題を解消するために必要
だと考えられ、国策的に積極的な海外出稼ぎや移住政策を進めていった。 
第二次世界大戦が終結すると、ヨーロッパでは、再び大量の移民が北米等へ流出し始め、
ピーク時の 1949 年には 80 万人もの移民が渡航し、そのうち 30 万人は政治的難民であった
と推計されている（Stalker, 1997: 16）。日本も敗戦によって、全ての領有地を失うと、国
内には多くの帰還者で溢れかえった。当時、軍人・軍属 310 万人と民間人 318 万人とで約
630 万人もの日本人が引き揚げてきたといわれている（参考：東京新聞大図解, 2007）。す
ると再び、日本政府は積極的な海外移住政策を展開し始める。国際協力機構（JICA）の前
身の一つである海外移住事業団は、サンフランシスコ講和条約後の 1952 年から、中南米を
中心に、日本人の移住を斡旋し始める。外務省資料によれば、当時の首相吉田茂は、ロッ
クフェラーセンターにて、海外移住を始めるにあたって、大手の銀行から巨額の融資を受
けている（外務省中南米移住局, 1965-1974）。 
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しかし、欧州も日本も、国内の経済発展が進むと、次第に出稼ぎや移住を希望する者の
数が減少するようになった。国内の産業が急速に労働力を吸収するようになったからであ
る。そして現在では主に発展途上諸国からの労働力を受入れるようになっている。しかし、
帝国主義時代に見られたような支配者層の移動が形を変えて見られている。それは、多国
籍企業による海外進出や、現地企業との合弁化によって、駐在員として海外転勤し、長期
滞在するケースも増えている。現代のグローバライゼーションにともなう企業の海外展開
が中心となっている。 
 
（d）本研究で扱う国際労働移動 
歴史を遡って国際労働移動を捉えると、大航海時代の初期のグローバライゼーションによ
って始まる植民地政策を通じて搾取と略奪を行い、その結果、宗主国の資本蓄積が休息に
進み、産業革命を機に技術進歩と人口増加、制度的変化、そして経済発展と同時に人々の
移動が活発化していったことが明らかになった。労働力の送出国および受入国は、経済発
展のプロセスの中で醸成されたものと言える。しかし、本研究で扱う国際労働移動には、
いち早くグローバライゼーションの覇権国家となった、ヨーロッパや日本の移民たちが経
験したような定住目的で移動するものは含めていない。なぜなら、現代では、かつてみら
れた支配者層の自由な海外渡航が制度的に困難になったからである。現在、各国で海外渡
航に際し、パスポートと査証の取得が義務づけられている。受入国は、移民受入れに関す
る規制と管理を強化し、入国した外国人を目的別に区別している。例えば、観光ビザ、留
学ビザ、就労ビザなどの滞在資格の取得を義務付け、外国人の受入れ時に明確な身分と滞
在許可期間を設けている。永住権など将来的に定住の権利を与える場合、専門的職業や特
殊能力を有す一部の人材に限定していることが多い。現代の国際労働移動の実態を見ると、
契約ベースで職種も滞在期間も限定的な労働移動が主流であり、受入国の高賃金条件をプ
ル要因として、必要な労働力だけを受入れるような仕組みになっている。 
人の出入国管理制度の強化と同時に、もう一つ、現代の国際労働移動について特徴的な
点がある。かつては支配者層（宗主国政府、宗主国企業など）の利益中心的な経済発展政
策の下で実施されていた被植民地国労働力の国内外の自由な移送事業だった。しかし、現
代では、送出国（多くが被植民地国）が自国の経済発展のために、労働力輸出産業を奨励
し、過剰労働力とみなされた自国労働者を海外へ派遣しているのである。また、特に自由
主義的経済学者たちの間で、多くの発展途上諸国にとっては、労働力輸出によって生じる
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海外送金が経済発展に役立つと評価している。 
しかし、やはり本研究では、現代の国際労働移動は奴隷貿易と年期奉公システムの延長
線上にあると捉えている。 
 
 
（２）国際分業体制下の国際労働移動と女性 
この節では、奴隷貿易、年期奉公システムを経て、現代までの国際労働移動について、
労働者の性差に注目し、特に女性が国際分業体制を形成する過程で、政策的、制度的にど
のように位置づけられてきたのか、質的なアプローチから捉えることを目的としている。
性差の他に、人種、階層が、資本蓄積の過程で、資本家や権力者たちによって、どのよう
に政策的に利用されてきたのか、また、それがどのように国際労働移動に影響を及ぼした
のかについて検討する。 
 
（a）旧国際分業体制下の女性 
国際分業体制が形成されるプロセスにおいて、女性がどのような状況に置かれてきたの
かを歴史的アプローチで分析し、現代の国際分業体制の現状を的確に捉えたのは Mies であ
る。Mies は、男女の性差に注目し、初期のグローバライゼーション過程において、いかに
して、白人男性が資本蓄積や進歩、文明の名の下に他の国々や女性を「自然」と定義し、
搾取すべき植民地にしたのか、そのプロセスを明らかにしている（Mies, 1997; ミース, 
1997）。それによれば、支配階層の白人男性たちが、中世の本国ヨーロッパにおいて、魔女
狩り15を実行したことが本源的資本蓄積の起源と捉えている。その結果、19 世紀ヴィクト
リア朝時代には、白人女性たちを、家父長制のもとに、家庭に囲われた貞淑で弱々しい女
                                                   
15 Mies によれば、ヨーロッパの中世に行なわれた魔女狩り（薬草、避妊法や堕胎法などを知る
産婆や女性たちが魔女として迫害され、火刑等で殺された魔女の人数は 10 万人から 1000 万人
いるといわれる）は、近代社会の出現と密接に関係するという。魔女狩りは、女性を「自然」と
捉え、男性の「科学」によって自然を制覇するといった意味が込められていた。例えば、魔女疑
惑の女性たちに対する拷問と殺害によって、医療が専門化され、自然科学としての医学が誕生し
た。また、魔女裁判により、法の専門家が出現し、大学に法学部が設置された。この結果、科学
的な家父長制支配制度が完成し、新興プロテスタント、資本家階層の商人、鉱業家、小売商資本
家が利益を受けた。この階層の思惑には、セクシュアリティと生殖に対する女性の自律性を破壊
し、女たちにもっと多くの労働者を生ませる必要があったという。これにより 19 世紀ヴィクト
リア朝時代までには、肉体労働には適しない、生殖コントロールの知識もない、男性の保護の必
要な自立できない弱々しい女性がつくりだされた。（Mies, 1997: 82-88; ミース, 1997: 121-131）。
このプロセスを経て、家父長制資本主義が形成されたという。 
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性に作り上げた。Mies はこれを「主婦化（housewifization）」と名づけた（Mies, 1997: 
100-110; ミース, 1997: 151-167）。主婦化は、アフリカ、アジア、アメリカに対する帝国植
民地支配の過程と、国内の労働力や兵力の需要増という変化に従って、段階的に進んだと
いう。第一段階では、主婦化の対象は有閑階層の女性たちであった。男性は、男性が支配
する経済と政治の領域から完全に女性を隔離した。そして、男性がくつろげる家庭という
領域に女性を閉じ込め保護した。それは同時に、女性が男性の私的存在として位置づけら
れたのである。そして「良き」女性は、家庭内で「愛」を育むこと、植民地で略奪・搾取
によって得た贅沢品の「消費」に関心を持ち、「稼ぎ手」の男性に依存するように作り上げ
られた。次に、第二段階では、労働者階層の女性が主婦化の対象となったのである。それ
以前までは、財産を持つ者だけが「家族」を持つことが許されていた。無産階層の婚姻が
法律で禁止されていたのである。それまでの労働者階層は、次世代労働者を生み育て、老
後の安心を得ようという関心がほとんどなかったのである。労働者階層の女性たちは、子
供を生み育てることに何のインセンティブも感じられなかったのである。しかし次第に国
家は、国内の経済発展と度重なる戦争等で、労働力や兵士の増強を必要としていた。その
ため、政治的手段によって、労働者階層に「家族」制度を強制しなければならなくなった。
このプロセスを通じて、「主婦」がヨーロッパ社会で一般化されるようになったのである。
Mies は、この主婦化が、本来なら資本家が負担すべき費用を外部化していると指摘した。
つまり、女性の労働力を水や空気のような柔軟で簡単に使える自然の資源として、社会制
度を変容させたというのである。これは、Bruegel がマルクスの資本蓄積の分析で語る労働
予備軍（reserve army of labour）をもとに、女性がまさしくその労働予備軍であると指摘
したことと同じ意味であろう（Bruegel, 1979）。また、主婦を私的空間である家庭に閉じ込
めておくことで、女性を完全にバラバラに孤立させ、その結果、女性は政治力と団体交渉
力を弱めてしまったのである。ヨーロッパ諸国の無産階層は「文明化」された市民として
の地位を獲得したのだが、同階層女性を従属させ主婦化させることで実現したのである
（Mies, 1997: 110; ミース, 1997: 166-167）。 
国内で主婦化を促進して労働予備軍としての女性を確保する中、植民地へ農園主として
赴いた白人男性たちは独身者であった。しかし次第に白人植民地主義の問題として、白人
種の再生産の必要性が叫ばれるようになった。マーサ・マモツァイの研究によれば、アフ
リカにおけるドイツの植民地政策では、1898 年に初めて 25 名の独身のドイツ人女性が男
性ドイツ人農園主たちの花嫁として南西アフリカに送り出されたという。彼女たちは元々
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都市で家事奉公人として働いていた農民や労働者階層の出身であった。しかし、植民地社
会に定住しはじめると間もなく特権を持つようになったという（Mies, 1997: 100; ミース, 
1997: 150-151）。 
被植民地の女性たちを人種的に劣った「汚れた」もの、手つかずの「自然」とみなし、
地位を格下げたのである。つまり、ヨーロッパの植民地主義は、被植民地の女性を「野蛮
人」として扱う一方で、相対的に本国の白人女性を文明化された「淑女」の地位に引き上
げたのである（Mies, 1997: 95-96; ミース, 1997: 143）。ここで、奴隷貿易時代の具体例と
して、カリブ海地域のアフリカ系女奴隷に対する「産児コントロール」を取り上げたい。
それによれば、1760 年代から 1800 年代にかけて、女奴隷は育児や家族を持つことが禁じ
られていた。当時は女奴隷に次世代奴隷を生ませる方法よりも、奴隷を買い足す方が、農
園主の費用便益計算上、安上がりだったのである16。しかし、18 世紀終わり頃になると、
奴隷貿易禁止が奨励されるようになり、売買価格が上昇し、労働力不足が生じる。すると
植民地主義者は、政策を変更し、女奴隷による生殖活動（労働力を繁殖するため）を許可
するようになっていった（Mies, 1997: 90-92; ミース, 1997: 135-138）。 
アニー・ストーラー(Annie Stoler)のオランダのインドネシア植民地支配に関する研究に
よれば、エステートの年期奉公労働者として募集されたジャワ人女性たちが、スマトラ島
に連れて行かれ、売春の仕事も含む、未婚男性労働者や管理者の家庭内の仕事をさせられ
ていたという。当時、プランテーションのオーナーにとって、労働者同士が婚姻を結ぶと、
コストがかさむと考えられていた。そのため労働者による家族形成や同伴を固く禁じ、単
身でのみ受入れていた。そのため、未婚の男性労働者や管理者の性的・生理的欲求を満た
すために、女性を年期奉公労働者として募集したのである。しかし、約半数の年期奉公女
性労働者が性病を患うようになると、労働者たちの入院費や治療費など、会社の負担額が
増大した。すると、プランテーションのオーナーたちは、労働者同士の結婚を奨励する方
が利益になると考えるようになったという。また、オーナーたちは経済的・政治的な危機
に曝されると次のことを主張したという。①出産や月経で仕事を休むので、終身雇用の女
子労働者を抱えておくのは経費がかかりすぎる。②女性は「激しい」労働をすべきではな
いし、することはできない。③女性には臨時の仕事の方が向いている。しかし、実際の 1903
                                                   
16 妊娠中と出産後の数ヶ月間、女奴隷は労働力として役に立たない。また、妊娠中には通常よ
りも栄養摂取が必要である。乳幼児が一人前の労働力として成長するまでの費用は農園主が全額
負担しなければなければならない。費用便益計算から、公営市場で新しく奴隷を購入する方が安
上がりであった（Mies, 1997: 91; ミース, 1997: 135-136）。 
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年当時の予算報告書によれば、妊娠による損失は総労働日数のわずか 1％に過ぎない程度で
あった。経営者や雇用者たちは、そのような事実無根の主張をあげて、「女は弱い」という
イメージを導入することで、女性の賃金を低くし、「臨時」の女性労働力を作り出してきた
という（Mies, 1997: 96; ミース, 1997: 143-144）。このように宗主国と植民地国との間で、
国際分業体制が形成された。これは、植民地を支配し従属させることで成立した国際分業
体制と、宗主国および植民地国においても性別分業を政策的に実施してきたことで、資本
主義経済の発展が達成されたのである。 
 
（b）新国際分業体制下の女性 
上述してきた国際分業体制は、現代でも機能的な側面で継続している。1970 年代に入る
と二度の石油ショックにより、欧米諸国や日本の大企業や多国籍企業は不況に直面し失業
率が悪化した。そこで持続的な経済成長が資本主義経済にもたらされるような世界経済の
システム作りが急務となった。経済協力開発機構は（OECD）は、その打開策として、労
働集約型の生産ラインを発展途上諸国（旧植民地諸国）へ移転し、工業化を促進させるべ
きとした。そして、発展途上諸国の賃金率の低い労働者に、先進諸国の人々が消費する製
品を生産させるような新しい国際分業体制を提示したのである。さらに、新しい国際分業
体制のもと、発展途上諸国は、先進諸国向けの製品輸出を可能にするために、同時に農業
の近代化も重要だとした（Fröbel et al., 1980: 10）。こうして発展途上諸国政府が工業化戦
略と経済開放政策を導入した。一方、先進諸国では、海外へ生産拠点の移転が加速するよ
うになった。フィリピン、マレーシア、韓国、シンガポール、メキシコ、タイ、スリラン
カが、主に欧米諸国や日本の多国籍企業の繊維・衣料縫製産業、エレクトロニクス、玩具
産業などの労働集約型の生産ラインを持つ工場を受入れた。これらの産業は、大量生産を
ベースとした先進諸国の消費者用に生産されるものであった。そして、生産ラインに立つ
労働力は、主に発展途上国の女性労働者が中心であった。先進諸国の多国籍企業を含め、
経営者や資本家にとって、発展途上諸国の女性が男性よりも労働者として魅力があったか
らである。それはなぜだろうか。まず、第一に言えることは、移転された製造業の生産工
程が、基本的に女性労働者に適した比較的軽作業のものだからである。繊維・衣料縫製産
業は、デザインなどは先進国本社が行うが、残りの工程は発展途上国の FDI 受入国の現地
工場が行なう。その生産工程は、単純な技術と小資本で実施できるものである。また、エ
レクトロニクス関連産業については、消費用家電などの組立てやマイクロチップなどの製
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造である。Kaur によれば、これらの作業の遂行には、軽いタッチ、器用な手先、素早く動
く指先、精確さが必要であり、反復作業に耐えられ、かつ、高レベルな出来上がりが要求
される。また、身体的に男性よりも小柄で力が弱く、伝統的に女性が行なってきた類の仕
事に関連しているものである。この他、心理的構造として、女性は一般的に、受動性、従
順さ、コントロールし易さ、そしてハードワークに対する耐性を持つため、女性労働者が
それら産業の製造工程に適していると考えられたのである（Kaur, 2001: 43）。女性たちは
元来、家庭の家事労働を通じてそれらの作業を得意としていると社会はみなしている。 
それと同時に、国際的な開発機関を始め国際的な資本家や経営者たちは、発展途上諸国
の女性たちも、先進諸国の女性たち同様に「主婦」という枠組みで捉えていた。発展途上
国の工業化戦略においても、結婚した女性を「主婦」、または未婚女性であっても、いずれ
は「主婦」になるものとして捉えたのである。ヨーロッパ諸国の資本蓄積過程において築
かれた「家庭」におさまる「主婦」と「家族」、「一家の稼ぎ頭である男性（夫）」という制
度が、現代の発展途上諸国にも、そのままの形でもたらされたのである。その結果、発展
途上国の女性たちが行なうことは仕事ではなく、「活動」と定義された。そのことにより、
女性の労働が補助的労働とみなされ、女性の収入は主たる「稼ぎ手」である夫の収入の補
助的収入と定義することが可能になった。つまり、「主婦化」は「自由な」プロレタリアを
作り出すための補足物であり、「主婦化」の経済的論理は、労働コストを著しく削減するこ
とにあったのである（Mies, 1997: 118-119; ミース, 1997: 179）。 
1980 年代後半に入ると、シンガポール、韓国、台湾、香港がアジア新興経済（NIEs: Newly 
Industrialised Economies）と呼ばれ、急成長を遂げる。さらに 1990 年代半ばからは、マ
レーシア、タイ、インドネシアなどが急成長する。特に東アジア、東南アジアの経済成長
が進むと、建設ラッシュが進み、自由貿易地区の工業地帯で労働力が不足し始める。する
と周辺諸国や南アジア諸国から、外国人労働者を受入れるようになった。するとそれまで
自国の女性労働者を雇っていた製造業は外国から労働力を受入れるようになった。また同
時に、企業は、急成長する経済により、国内の賃金率も上昇傾向を示していたため、国際
競争力を維持するために、海外から安く外国人女性工員を雇いたいという動機もあったの
である。こうしてアジア域内で、再び労働力の移動が活発化するようになったことはいう
までもない。 
さて、最後に、議論を「主婦化」に戻そう。発展途上国でも見られた「主婦化」であっ
たが、この結果、同地域において、女性労働者の賃金は男性の賃金の 75～80％程度低く設
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定されることが一般化した。しかしながら、欧米諸国の場合、植民地の資源を搾取・略奪
しながら資本蓄積を進めることができた。植民地から得た資源をもとに経済発展を進める
ことができたため、多くの白人男性労働者は「働かない」主婦を扶養することが可能だっ
た。そのため欧米諸国の「主婦化」戦略はある意味、「一家の稼ぎ手」の労働者とそれを家
庭でサポートする主婦という「核家族化」が成功につながった。しかし、発展途上諸国の
多くの男性の場合、「働かない」主婦を持つ余裕が経済的にないのが現状である。ここに初
期のグローバライゼーションと現代のグローバライゼーションの違いがあることに注意し
なければならない。発展途上諸国の「主婦」と分類される女性たちの多くが、「見えない労
働」に従事しているのである。また、発展途上諸国が経済成長を続け、経済新興国と成長
し、消費社会・商品経済が生活の隅々にまで浸透するようになれば、「主婦」はもはや働か
ずにはいられないのである。特に子供を持つ女性は、子を育てるため、生き延びるためで
あれば、どんな賃金でも、どんな仕事でも受入れなければならないと思うものである。 
 
 
（３）海外出稼ぎ女性家事労働者 
この節では、海外出稼ぎ女性家事労働者について考察する。最初に、「家事労働」の概念
について検討したい。家事労働は、具体的にいかなる活動や作業を意味することなのか、
また、どのような特徴を持つのだろうか。海外出稼ぎ女性家事労働者の問題点を明らかに
するために、家事労働の仕事の内容や特徴について理解しておく必要がある。ここでは、
まず、家庭内で家族員によって実施される家事労働に注目し、その分類と特徴について取
り上げていく。次に、有償家事労働について議論する。そして、グローバライゼーション
が加速する現代において、どのようにして外国人労働者という賃金労働者に代替されるに
至ったのか、「海外出稼ぎ女性家事労働者」が登場した経緯を考察する。これら一連の段階
を踏まえて、海外出稼ぎ女性家事労働者とは何かという概念的な定義を行なう。また、海
外出稼ぎ女性家事労働者に関する問題点を明らかにするための分析視角を明確化させる。 
 
（a）家事労働の分類 
 「家事労働（domestic work）」17は文字通り、家庭生活で必須の作業を意味するものであ
                                                   
17 日本語で表す「家事」という用語の由来は、『礼記』の喪太記に「公事」の対立概念として使
われたのが始まりである（大谷, 1993: 110）。 
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る。しかし、極めて豊富で多面的な内容を持つ(伊藤, 1986: 2)。また、理論的に「家事労働」
を分類することは難しい（Anderson, 2007: 15）。宮崎と伊藤は、家事労働を次の三つに分
類した（附録 A－４参照）。その分類によれば、家事労働には、①生活手段を整える労働、
②サービス労働、③家政管理労働の三つであるという。生活手段を整える労働には、購入、
作業的労働（自家生産的労働、保管、調理や加工、手入れ、整理、掃除や廃棄処理などの
環境整備など）という一連の流れがある。また、サービス労働には、家族の援助、世話、
配慮や対応などが含まれる。例えば、育児、教育、世話、看護や介護である。そして家政
管理労働として、レジャーや冠婚葬祭など、予算配分などの計画、家計簿などの記録、家
事や育児、商品知識の学習といった側面があるとした。総括すると、家事労働の具体的な
仕事として列挙できるのは、基本的ニーズを満たすための食料品や、その他製品や家事機
械類の他、育児・教育・介護等に関する購入、食事、掃除や選択、育児、病人や高齢者の
介護、家計管理、諸々の計画、教育、学習など多岐にわたる。 
 一方、「職業」として捉えると、1988 年に改訂された国際標準職業分類（ISCO）の分類
によれば、「家事労働」に関連する仕事は、大分類５および大分類９に見られる（附録 A－
５参照）。細かく見ると、中分類５１と中分類９１が該当し、さらに小分類５１２の５１２
１、小分類５１３の５１３１および５１３３、小分類９１３の９１３１に、家事労働の定
義が記述されている。特徴的なのは、家政婦の監督的な仕事も５１３１で含まれている点
である。家庭内の掃除、洗濯、調理などの他に、雇用者家族の世話や介護、子供の送迎な
どが家事労働の仕事として含まれている。しかし、附録 A－６に見られるように家事労働の
仕事の定義基準や、付録 A－７のように家事労働者の雇用や労働基準が、国によって異なっ
ているのが現状である。 
 
（ｂ）家事労働の特徴 
 ここでは９つの特徴をあげる。特に、家庭内で家族員によって実施される無償の家事労
働の特徴を中心に取り上げている。さて、第１の特徴として指摘できるのは、家事労働の
仕事数の多さである。家事労働の分類（附録 A－４、附録 A－５）でみられるように、快適
な衣食住環境の提供、育児、世話、介護、家計管理など、仕事の種類は多岐にわたる。続
いて、第２の特徴は、仕事内容に柔軟性が求められる点である。各家族員のライフサイク
ルや、各世代の流行や社会的立場によっても求められる家事内容が異なる。つまり、家族
員の欲求や必要度に応じて、柔軟に対応できる家事仕事が求められるものである。そして、
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第３の特徴として、家事労働に拘束される時間を一律に設定することが難しいことである。
例えば、世話が必要な乳幼児や寝たきりの家族員がいれば、深夜でも明朝でも、一日中、
彼らの欲求に対応しなければならない。すると、社会や職場の仕事のように、毎日定刻、
定時間内に仕事を終えて帰宅するようなことはできない。家庭の主婦のように、家事労働
を専門とする者の場合は、一日中、家庭内の家事仕事に拘束される。時間と空間の切り替
えが難しいと言える。次に、第４の特徴は、満足基準が個人によって異なるために、家事
労働の出来高に差が見られるという点である。例えば、毎日拭き掃除や掃き掃除を行い、
清潔さが維持され、きちんと整理整頓されていなければ満足できないような個人や家族が
いる。その一方で、多少のチリや埃があっても、また、ほとんど整理整頓されていない室
内でも、ほとんど問題にも苦にもならない個人や家族もいるのである。次に、第５の特徴
として、家事労働には、趣味と義務の両面がある点である。趣味は、創造性を発揮するこ
とができる。一方、義務には、創造性も遊び心も発揮しにくいものである。趣味や創造性
の発揮できる側面とは、料理のアレンジや、子供の遊び相手や家庭教育の方針、室内のイ
ンテリアやリフォームなど創意工夫や個性が楽しめるものである。一方、発揮しにくい側
面とは、食後の皿洗い、掃除、洗濯、ゴミ処理などである。これらの家事作業は、気の向
いた時だけにすれば良いわけではない。毎日、絶え間なく、やらなければならない仕事で
ある。家事労働は不断の繰り返し作業であり、絶対に誰かがやらざるを得ない義務的な側
面を持つものである。次に、第６の特徴として、家庭が私的空間の場である。そのため、
家事労働の多くは、不特定多数の第三者の目に曝されることがない。家庭内に囲われた状
態とも言える。また、別の言い方をすれば、個人や家族の自由が尊重される。そのような
私的空間ゆえに、家庭内や家事の労働状況を、第三者が、家事労働の行為者や家族員に対
し、直接的に家事行為の良し悪しや意見を伝えることは非常に難しい。それは、プライバ
シーの侵害と受取られることが多く、第三者と当事者の人間関係が悪化することもある。 
そして、次に、最も核心に迫る特徴として７番目にあげるのは、家事労働の多くが、行為
者自身のために行うものではなく、他者のための労働（奉仕）であるということである。
さらに、家事労働は、本来「無償性」であるというのが第８番目の特徴である。家族員が
家族のために家庭内で行なう家事労働には、労働の代償としての賃金は支払われない。そ
して、最後の特徴として、性的役割分業の固定化が見られることである。つまり、家事労
働は女性が担う性として、歴史的に役割が固定化されてきたのである。そして家事労働を
専念的に行なう活動として、一般にはその行為者を「主婦」と呼んだ。その結果、「主婦」
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の家庭内の役割は、家事労働の行為者、妻、嫁、母などが該当する。 
 
（c）家事労働に関する議論 
家事労働は、家政学、経済学、社会学、民俗学、人類学、女性学の分野から研究対象と
して取り上げられてきた。特に、女性解放論者（フェミニスト）の影響は大きい。フェミ
ニストなど、女性学や女性解放理論の分野は、経済学と関連づけて、家事労働の無償労働
（unpaid work）としての性格や測定、家事労働の有償化に向けた再評価の取り組みが行わ
れた（参照：古田, 2002）。また、社会学的なアプローチから、女性役割の固定化の問題な
どが議論されてきた。 
家事労働の性的役割分業の固定化の背景として、近代化・工業化を中心とする、資本主
義制度の確立が影響しているという見解がある。工業化または近代化される以前の社会に
おいて、生産活動（生業）と家事活動は分離していなかった。生産活動は家庭内で行なわ
れ、家族構成員全員が農耕や手工業にたずさわっていた。また、「生産」と「消費」とが分
離しておらず、生産と生産物の消費とが区別されておらず、さらには、主婦の指揮のもと
で行なわれる「私的」家政がそれだけ切り離されて存在することがなかった（ドゥーデン, 
1998: 5）。女性たちは、たとえ政治や戦闘行為の領域から排除されていたとしても、生産活
動で重要な役割を演じていたため、多くの場合、家庭内では強い影響力を持っていたとい
う。そして、家庭生活を維持し、生存するための活動は、男女の別なく金銭的価値の対象
ではなかった。家事労働が女性の役割として固定化された背景には、近代工業部門の発達
や経済発展が深く関わる。生産活動の場が機械化された工場へ移行したことで、仕事の場
と家庭生活の場に、明瞭な分離が生じたところに起因する。その結果、男性は生活と分離
された公的な仕事領域を担い、女性は「家庭的」価値と結び付けられ、育児や家庭生活の
維持、食事準備の課業にそれぞれが責任を負うようになったのである（ギデンズ, 2004: 226）。
一方で、家父長制と結び付けて、家事労働の性的分業が近代化以前に存在していたという
議論もある。例えば、イギリスの経済学者または哲学者の J.S.ミル18は、1869 年に出版し
た著作”The Subjection of Women”の中で、歴史的に女性が男性から抑圧を受けてきたこと
を述べている。彼は、ローマ時代やイギリスの過去の法律を例に取り上げ、権力者や資本
家は肉体労働を強制させるために奴隷や労働者を、また、男性は女性を服従させるために
支配してきたという。そして、法や制度（家父長制、教育、結婚など）、経済力や権力、時
                                                   
18ミルは男性の有識者の中でも早くから、男女同権の必要性を訴えていた。 
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には暴力行使により、女性を隷属的地位に留めてきたという（参照：Mill, 1929; ミル, 1956）。 
いずれにせよ、資本主義的生産構造の確立を通じて、空間的かつ時間的に家庭生活と職
業生活という明確に分断された二つの生活体系が形成されたことは間違いないだろう。そ
して、「男性の一家の稼ぎ手」というモデルが主に先進工業社会で一般的に浸透し、「男性
の領分」と「女性の領分」が区別され、そこに権力関係を明確に定める制度が形成された
ことに帰着する。現代、家事労働の外部化、機械化や商品化により家事労働の負担軽減は、
特に先進諸国で進んでいる。そして、先進諸国や新興諸国の女性の社会進出が進み、女性
の労働参加率は増加した。しかしながら、女性の家事労働負担は依然として大きい。2010
年の国連の統計によると、いずれの国において、女性が家事労働および地域社会のボラン
ティア活動に従事する一日あたりの平均時間数は、男性のそれよりも長い。詳細に見ると、
最も時間数の短いデンマークの女性は約 3 時間、時間数の長かったトルコやイタリアの女
性たちは約 6 時間、家事労働や地域のボランティア活動に使っていた。一方、パキスタン
の男性は 30 分も満たない時間数であり、カンボジア、アルメニア、イラク、日本の男性は
1 時間前後程度しか家事やボランティア活動に参加していなかった。次に男女間のその平均
時間数の差を見ると、アルメニア、イラク、イタリア、パキスタン、トルコではだいたい
４，５時間の開きがあった。カンボジア、日本、オマーンでは約３時間の差が見られた。
そしてデンマークとスウェーデンでは１、２時間程度であった（UN, 2010: 17）。次に、有
償労働時間数と無償労働時間数の平均を各国別に男女間で比較したものをみると、有償労
働時間数はいずれの国でも男性の方が長く、無償労働時間数はいずれの国でも女性の方が
長いことが明らかとなった（UN, 2010: 211-212）。 
経済学者の Becker は、現代社会における家庭の家事労働負担は、多くの場合、既婚女性
の家庭外での仕事の時間数を減少させ、結果的に収入面で、既婚男性のものよりも低くな
るという。そのため、労働市場は、女性の研修投資に対して消極的になりやすいと説明し
ている（Becker, 1985: S55）。つまり、一般的な労働市場で、女性労働者の賃金が低く、女
性が未熟練で単純労働を担うことが多いのは、女性のライフサイクルが、特に財やサービ
スの生産といった経済的価値を生み出すような活動を行なう仕事に対し、大きな影響を与
えやすいからである。結婚によって、女性は出産と子育て、家庭での家事労働の役割の大
半を担うために、職場で働く時間数に限界が生じやすい。その結果、社会や職場で研修を
受ける時間数も機会も得難くなる。また、社会的責任の度合いも、男性よりも小さくなる。
そのため、女性よりも男性の研修時間を増やす方が、投資収益率が高まるという結論に達
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するのである。また、家事負担は、女性の責任であるという認識が、社会で根深く浸透し
ていることも、女性の経済活動（有償労働）の参入や、職場での昇進の機会を制限してい
るというのである。 
さて、1980 年代に入ってから、哲学者 Illich は、先進工業社会の現状を見て、「シャドー
ワーク（shadow work）」19という造語を作り、家事労働はその代表的な形態の一つである
とした。シャドーワークは、財やサービスなどの生産活動を通じた経済成長を志向する資
本主義的産業社会において表出してきた、ある特有の賃金が支払われない労働を意味する。
つまり、物的および金銭的な観点から、有給者は資本家（経営者）や国家に対し、財やサ
ービスのために労働力を提供し賃金を得る。一方、家庭では、労働力を社会に提供20し、財
やサービスを消費する。その家庭の一連の労働の中で、Illich は、家庭の主婦が行なう家事
労働の大部分が、消費者として商品を使わされる労働であると捉えた。そのため、本来あ
った生活維持能力が萎縮してしまっているという。また、家事労働などのシャドーワーク
は、賃労働者の提供や消費行動など経済成長に必要な労働であるが、差別的に扱われ、低
能力のカテゴリーに押しやられ、当の本人は無償状態を受入れざるを得ない。その結果、
シャドーワークは、経済成長への寄与が最も把握しがたい存在であると述べている（Illich, 
1981; イリッチ, 1982）。 
 
（d）有償家事労働と出稼ぎ女性 
 さて、前節までは家族員、特に主婦が無償で家族のために行なう家事労働を中心に取り
上げてきた。ここでもう一つ、指摘しておきたいことがある。それは、家事労働は、一家
の「母」が行うのであれば、それは、愛情のこもった、家族のために奉仕する仕事とみな
される。一方、家族員以外の者が担う場合（賃金や現物と交換が伴う形態）、一般的に、「お
手伝いさん（domestic helper）」、「メイドさん（maid）」、「家政婦（housemaid）」などと
呼ばれる。しかしながら、これらの一般呼称には、「女性」を表す語や、「奉仕」の要素を
含む語が使われていることに注意しなければならない。つまり、女性の家族員（特に母親
                                                   
19 イリッチのシャドーワーク論は、当時、大きなインパクトを与えた。今日でも考察すべき概
念である。しかし、フェミニストは、イリッチが「家事労働」や「女性」という質的特徴を完全
に無視して、シャドーワーク概念の一形態として取り上げる点を批判している（参照：ヴェール
ホーフ, 1998: 61-95）。 
20 伊藤によれば、家事労働は、社会的分業に組み込まれないで、個別的に行われている人間労
働力の支出であり、自分を含む家族員の労働力を再生産する労働であって、育児のための労働も
これに含まれるとした（伊藤, 1990: 195）。 
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のような存在）によって、愛情の証として家庭の家事労働を行なうという概念が、それら
一般的な呼称や用語の中に含まれているのである。また、家事労働は、特別な研修や教育、
資格などを必要とせず、女性であれば誰にでもすぐにできる「女の仕事」と考えられてき
た。本研究では、いまだに世界中で根強く残るジェンダーや伝統的価値観を、排除するた
めに、家事労働サービスを提供する労働者という意味で、「家事労働者（domestic worker）」
という用語を使っている。 
まず、高度経済成長以前の日本の有償家事労働の状況をみてみたい。日本の家事労働の
家族外部化の変遷についての研究によれば、昭和の中ごろまで、有償家事労働者は「女中」
と呼ばれ、年齢の若い未婚女性が住み込みで従事し、職業というよりは「家事見習い」と
して扱われていた（野澤, 2010: 195）。近代化が進み、次第に都市部で、官吏や会社員など
俸給生活者を中心に新しい中間階層が増加すると、女中の需要が急激に高まった。女中と
は本来、家柄の良い家庭で、結婚前に行儀作法や家事見習いのために世話になるという要
素も含まれるものであった。そのため結婚適齢期になれば、良い縁談を紹介してもらうこ
ともあったのである。しかし、近代化の中にあって、女中は単純に家事作業を担う労働者
となり、給与は低く、勤務時間は明確でなく、雇われた先では封建的な考え方が根強いた
めに、奴隷のような劣悪な扱いを受けることが目立つようになっていった。そのため、女
中の仕事を望む者は急激に減少してしまった。このことと同時に、日本は1900年初頭から、
女子教育が進み、女性の社会進出の気運が高まりを見せたこと、また、男性労働力が兵士
として戦地にかりだされるようになったことから、女性が他の職種で仕事を得る可能性が
高まり始めていたことも、若い未婚女性の女中求職者が減少した原因であった。また、女
中は知人や縁故による紹介などを通じて、見習い先が決まるのが一般的であった。1921 年
になると、市町村公営を原則とする職業紹介制度が、職業紹介法のもとに成立した（野澤, 
2010: 192）。その後、失業対策の一環として、職業紹介法が大幅改正され、公営は国営化さ
れ、民営の職業紹介所に対する規制が強化された。そこで有償家事労働者は、派出婦、看
護婦、付添婦（後に家政婦）と呼ばれるようになり、これら紹介所を通じて職業斡旋され
るようになった（野澤, 2010: 193）。近代化、繊維産業に始まる工業化、教育機会の拡大な
どにより、若い未婚女性たちの取り巻く環境が変化した。そのため若い女性が女中になる
数は大きく激減していった。逆に、有償家事労働の担い手の年齢層は上昇し、年齢層は拡
大した。独身者だけでなく、既婚者、離婚女性や未亡人などが従事するようになった。ま
た、住み込みの他に、通いの家事労働者も増加し、有償家事労働者の労働環境や仕事内容、
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勤務時間数が明瞭化されるようになっていった。また、給与面で改善が見られた。 
日本では高度経済成長期を経て、家事労働は機械化と外部化が進んだ。家事労働の内容
自体が軽減した。例えば、企業が開発した家電や加工食品を、消費者が購入することで、
家庭での調理、掃除や洗濯などの家事作業の負担を軽減することが可能となる。現代の日
本のような先進国の家庭は、発展途上国や新興国で組み立て・生産された家電製品を安く
購入することができ、経済発展と同時に一般家庭の家事労働の負担や時間数が減少できた
と言える。この他、学校や幼稚園、保育園、託児所、老人介護施設などの社会的インフラ
設備が整備されたことも家事労働の負担軽減に役立っている。また、ゴミや汚物処理、下
水処理などは、公的機関によって社会的インフラの整備が進み、さらにコミュニティの連
携等によって、ゴミ処理などの仕事が組織的に行なわれるようになった。また、経済発展
によって、先進国の男性労働者は「働かない」主婦、または補助的収入を得る程度の主婦
を扶養することが可能な経済力を持つとともに、家電などの耐久消費財を買いそろえる購
買力を持つ。さらに核家族化と少子化が進んでいる。また、男性の家事労働に対する意識
も、わずかながら変化し、育児や家事を手伝うようになってきている。なお、日本の高度
経済成長期以降の労働市場では、外国人労働者を受入れるようになったのは 1980 年代後半
頃からである。その頃はすでに、核家族化が進み、「一家の稼ぎ手」である夫の給料で「働
かない」主婦を扶養できるまでになっていた。さらに、家事労働の外部化が進み、主婦の
家事労働負担は随分軽減されるようになっていた。そして、有償家事労働者の給与や労働
環境は改善されている。そのため、日本の大多数の家庭では、住み込みまたは通いの有償
家事労働者を雇うインセンティブが低い。 
一方、発展途上国の場合、家族員が工員として FTZ（自由貿易地区）の多国籍企業や国
際資本による工場で、家電製品の生産ラインで働いていても、彼らの家庭に便利な冷蔵庫、
洗濯機、掃除機などの耐久消費財を全て買いそろえることは難しい。そのため、経済発展
が進んでいない国や、経済新興国でも労働者階層の家庭では、家事労働は依然として労力
と時間を要するものである。さらに、家事労働の外部化が先進国ほど進んでいないこと、
中間階層と労働者階層との格差が著しいことから、中間階層は有償の家事労働者を雇う傾
向が高い。また、家事労働に関連する掃除、洗濯、ゴミや汚物処理などの仕事は、特に伝
統的な価値観や階級制度の根強い発展途上諸国では、社会的に「汚い、穢れる」イメージ
が強く、古くは奴隷や社会的下層の者が担う仕事でもあった。さらに、発展途上諸国は植
民地支配を受けた歴史を持ち、宗主国商人や農園主の家庭で、家事労働者として働くこと
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も少なくなくなかった。また、それは必ずしも同じ国の女性や子供が雇われるだけではな
く、奴隷や年期奉公労働者として海外から出稼ぎで来た者も含まれていた。 
現代において、中東湾岸諸国は海外から家事労働者を多数受入れる地域として有名であ
る。石油価格の高騰を機に、急速に経済成長したため、希少な人口に加えて伝統的に女性
の社会進出は職種や量的にも限られていた。そのため、すぐに労働力不足に陥った。当初
は同じアラブの周辺諸国の労働者が中心であったが、すぐにアジア諸国から労働力を受入
れるようになった。経済成長によって、中間階層が増加すると、家庭で家事労働者を雇う
ことがステイタスとなった。そこで、他業種の労働力同様、家事労働者もアジア諸国から
非常に安い賃金率で受け入れるようになったのである。しかし、石油資源という天然資源
の輸出で急速な経済成長を経験し、すぐに海外の労働力に依存したために、同地域の自国
労働者自身が労働権や人権保護などの改善を求める意識を育む機会がなかった。そのため、
労働に関する法制度は近代化されていないようである。また、アラブ諸国の多くは宗教色
が強く、近代法の他にイスラム法も存在する。このような労働環境の結果、イスラム教徒
以外の外国人労働者、特に単純労働者の人権の保護に対する意識は低いようである。特に、
非イスラム教徒の外国人女性家事労働者は、家事労働は家庭内で孤立して行なわれるため、
なおさら労働環境の改善を求める必要性が大きい。 
また、シンガポール、マレーシア、タイなどのアジアの新興諸国では、経済発展が進み、
中間階層が増え、女性の社会進出が進むと、有償家事労働者を雇うことがステイタスであ
り、ブームとなった。それらの国々の多くが、国際資本を受け入れ、開放政策と工業化戦
略を進めた。しかしそれは、様々な投資インセンティブや税制免除、そして、自国労働者
の賃金を安く据え置くことで達成されたと言っても過言ではない。そのため、単純労働者
の労働環境は、政策的にあまり改善されることはなかった。さらに、社会は有償家事労働
者に対し、教育レベルが低く、貧しく、社会的地位も低く、その仕事以外に何の仕事にも
就けない未熟練労働者だとみなす。また、女性家事労働者は、雇用者のもとで、人権侵害
を受け、奴隷のような扱いを受けているといったイメージを持たれることも少なくない。
Heyzer と Wee は、： 
「このような一般社会の認識によって、女性労働者は、安く、未熟練で、単
純労働を担うものだというイメージが形成された。その結果、家事労働サ
ービスに対し、正規の賃金率が設定されず、仕事としての価値は低いとみ
なされる。加えて、政府の家事労働サービスについて、法的な保証制度か
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ら適応除外のまま、職業としての妥当性を認めないばかりか、職業として
正式な名称すら与えていないと指摘している（Heyzer and Wee, 1994: 31）。」 
つまり、報酬を得る家事労働者に対する社会的偏見を、公的機関もそのまま受け入れ、常
にフォーマルな雇用部門の対象外に位置づけているのである。公的機関が、家事労働者を正
規雇用システムから除外し、社会経済的階層の底辺部に置くことで、家事労働サービスの賃
金率を低く設定することができ、さらには、社会保障等に関する財政支出も抑えることが可
能だからである。その政策的根拠は、家事労働が経済的に実態的な生産物を生み出すもので
もなく、活動を通じて新たな付加価値が創出されるものとも考えられていない。家事労働サ
ービス自体は、本来なら家庭の女性が無給で奉仕することが社会的前提となっている。それ
ゆえ、他者がそのサービスを利用するならば、それは単なる消費活動に他ならないのである。
その結果、国民が報酬を得る家事労働者として、同じ国民の家庭で働いても、その経済的な
効果は小さいと考えられるのである。 
さて、ここで、現代のグローバライゼーションにおいて、多くの国々が採用している開放
政策を含めて、もう少し家事労働者の経済性について検討したい。開放政策を導入した国は、
貿易による外貨獲得を通じた経済成長を期待する。そして、開放政策の制度を整備するため
に、投資、金融、情報、労働など様々な分野を自由化する。開放政策を導入した政府は、そ
れまで家庭の家事労働に縛られてきた国内の女性たちを、付加価値を生み出す生産部門に参
入（すなわち、GDP の拡大に貢献できる経済活動へ参加）させ、同時に、海外から安い賃
金で外国人家事労働者（foreign domestic workers）を受け入れ、国民の家庭の家事労働を
代行させる方が、経済的便益が高いという結論に達するであろう。さらに、国内の女性たち
を正規の経済活動に参加させることで、所得税などの税収増も期待できるのである。また、
国内労働法の適用外となっている外国人家事労働者を安く導入することによって、本来なら
ば政府負担となる、保育関連インフラ（増設、設備、その他必要な備品）のコストを抑え、
保育士などの人材育成コストと人員確保の負担を軽減でき、その人件費を最低賃金レベルに
抑えることができ、その他食費等の運営費用を抑えることが可能となる。外国人家事労働者
を安く輸入することで、政府の財政支出を押さえることができるのである。同時に、それは、
国内の子供を持つ母親が、基幹産業や高度な労働市場に参加させることができ、女性の社会
進出に大きな貢献を果たすのである。その上、国内の働く女性たちから、新たな税収獲得が
期待できるのである。外国人家事労働者を受入れる経済的メリットが高い国というのは、概
ね、開放政策を採用し、輸出指向型の経済発展政策を前面に打ち出し、安定的な経済成長を
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見せ、且つ、労働力人口に制約があり、労働力不足の問題を抱える国または地域である。そ
のため、シンガポール、マレーシア、香港、台湾、石油産出湾岸諸国などが該当するのであ
る。1990 年代初頭に出されたある研究の試算では、シンガポール国内で、外国人家事労働
者がいなくなったと仮定すると、6 万 5 千人もの専門職に従事する女性が仕事を辞めなけれ
ばならないという（子供一人につき外国人家事労働者が世話しているという設定）。さらに、
シンガポール政府は、経済を維持させるために、ただちに約 6 万 5 千人の子供たちのため
の育児サポート制度や保育・育児施設の増設のための財政支出が必要となるというのである
（Heyzer and Wee, 1994: 62）。それゆえ、外国人家事労働者の存在というのは、シンガポ
ール政府にとって、保育・育児インフラ関連の財政支出を抑えることができ、結果的に隠れ
た貯蓄を得られる。また子供の世話だけでなく、高齢者介護や障害者の世話を、安い外国人
家事労働者に任せることができるのならば、医療に関する政府負担を抑えることも可能であ
る。保育・育児、医療関連のサービス部門を担う外国人家事労働者の輸入は、受入国政府の
財政支出を抑え、貯蓄増が期待できるという点で、マクロ経済的な効果が期待できるのであ
る。このような経済的効果を得るために、外国人家事労働者を受入れる政府の多くは、家事
労働をインフォーマルな雇用部門に故意に据え置き、労働法の適用除外のままにしている。 
一方、受入国では低賃金、社会経済的地位の低い仕事という位置づけであっても、賃金率
が高いという理由だけで、同じく開放政策を採用する発展途上国が、家事労働者を商品とみ
なし、労働力サービスの輸出を積極的に行なうのである。送出国社会においても、現地で家
事労働者に従事する者の社会経済的なステイタスは低い。しかし、海外ならば、その価値観
の範囲やプレッシャーから逃れることができる。特に、国際社会において、発展途上諸国の
人々は、海外渡航が著しく制限されているため、海外に出られることは一つのステイタスな
のである。本研究では、家事労働サービスを輸出する送出国側に焦点を当て、その目線を中
心にして、分析を進めるものである。よって、受入国では、「外国人家事労働者」と呼ばれ
て調査・研究の対象になっているが、本研究においては、「海外出稼ぎ女性家事労働者」と
呼び、調査・研究結果の分析と議論を展開していく。「海外出稼ぎ女性家事労働者」とは、
送出国側からの視点に立った呼称であり、文字通り、「家事労働者として、海外へ出稼ぎに
出る女性」を意味する。 
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（４） 国際労働移動の経済的背景と社会的背景 
 個人または世帯が国際労働移動（海外出稼ぎ）を決定するまでの流れを図２－１に図示
した。個人や世帯を中心とする内的部門と、それ以外の外的部門の二つを設定した。まず、
外的部門として、グローバライゼーション要因、国際労働移動に関わる諸制度要因、そし
て国内の諸問題要因の大きく三つを取り上げた。グローバライゼーション要因には、各国
間の様々な格差、例えば、各国間の所得ギャップ、雇用機会のギャップなどが該当する。
また、グローバル化の進展によって、労働と資本の移動の自由化の加速化、それら資源だ
けでなく、制度的なグローバルスタンダードの共有化も外的な国際労働移動の要因とする。
また、その結果、国際労働移動に関する諸制度が形成される。例えば、国際労働移動に関
する政策や法律などの導入も影響を及ぼしうるものである。また、海外雇用に関する行政
や民間の関連機関の設立によって、国際労働移動が円滑に進められるようになるだろう。
移動技術の発展に伴う移動費用の低下も、国際労働移動の規模に影響を与えるものである。
そして、国内外の海外雇用に関する情報を持つ友人や知人など、ソーシャル・ネットワー
クの存在も、国際労働移動の外的要因として考えられる。そして最後に指摘できるものは、
国内の諸問題である。それらは、景気動向、雇用や失業状況、経済政策などの主にマクロ
経済的な問題、様々な社会現象や社会の構造的な変化などの社会問題、都市化や過疎化、
人口爆発などの人口問題、自然災害などの環境問題、そして内戦や戦争、政情不安などの
政治問題があげられる。これら国内の諸問題は、労働移動というよりは、広く人口移動を
生じさせる要因である。 
 次に、個人または世帯の生産活動や意思決定を行なうものを内的部門とした。まず、内
的部門は、上述した外部部門の影響を必然的に受ける。つまり、外的部門は、内的部門で
ある世帯の生活手段やその戦略に対し影響を与えるものである。生活手段に影響を及ぼす
ものとして、次の 5 つの資産があると考えた。すなわち一つ目の資産は、水、空気、共有
林や共有の土地など、コミュニティで共有される自然資産である。また二つ目の資産は、
物理的資産として、世帯の宅地や農地などの所有地、農業機械、耐久財などを想定した。
三つ目として、貯蓄や信用などの資本的資産をあげた。人的資産として、世帯員の教育レ
ベルや健康などを四つ目に捉えた。そして五つ目の社会的資産には、親族、友人や知人と
のネットワーク、コミュニティへの参加などが該当する。世帯は、これらの生活手段資産
の状態をもとに、農業、畜産、漁業、その他の自営業、日雇い賃金労働やフォーマルな雇
用部門で給与を得るなどして生活手段の戦略を立て実施する。 
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図２－１： 国際労働移動のプロセスとその経済的背景と社会的背景 
 
（出所）作者作成
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これら一連のプロセスを通じて、世帯の生活状況が所得状況と生活水準によって決まる。
個人または世帯による出稼ぎの決定は、この生活状況の如何によって決まる。そのため、
家族員は、生活上の問題が国内で解決できるまで、出稼ぎを続けると仮定できる。 
続いて、表２－１では、女性から「家事労働者」として海外の労働市場に再参入するか
否かの意思と、女性および世帯の経済的状況と社会的状況の関連性について、仮説を立て
たものである。正号および負号は、それぞれ参入の可能性が強い（＋）、弱い（－）を意味
する。やはり、出稼ぎをする前の段階で、経済状況が悪い場合、出稼ぎの可能性が高いと
考えられる。また、社会的状況については、若く健康的な個人が、出稼ぎを実施する可能
性が高い。受け入れ側も、やはり若く健康的な労働者を雇いたいと思うのが一般的である。
また、家事労働者の場合は、学歴がなくとも、女性なら誰でもできる仕事だと社会的に考
えられていると前述した。さらに、家事労働者として働くことは社会的地位が低いという
ことも指摘した。そこで、教育レベルが低くければ、国内の労働市場への参入が難しいこ
と、しかし国内で家事労働者として働くことは社会的地位を引き下げることになること、
そして、海外では出稼ぎする機会が与えられていることから、教育レベルが低いならば出
稼ぎの可能性は強まると仮定した。また、主たる家計支持者の配偶者（夫）がいる場合、
女性の出稼ぎ意思は弱まるとした。しかし、子供がいる場合は、その人数および年齢層が
影響すると仮定した。そして、イスラム教への改宗経験があるなど、受入国の文化への許
容度の高さは、出稼ぎする可能性を強めると考えられる。これらをもとに、国際労働移動
の経済的背景と社会的背景を明らかにする。 
 
表２－１： 女性の「家事労働者」出稼ぎの意思と経済的状況および社会的状況の関連性
の仮説（強い（＋）、弱い（－）） 
経済的状況 出稼ぎ可能性 社会的状況 出稼ぎ可能性 
可処分所得が小さい ＋ 年齢が若い ＋ 
借金がある ＋ 健康である ＋ 
土地資産がある － 教育レベルが低い ＋ 
仕事のスキルを持つ － 夫がいる － 
  子供がいる ＋ or － 
  イスラム教への改宗 ＋ 
（出所）作者作成 
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（５） 国際労働移動の経済的便益と社会的費用 
 国際労働移動の経済的便益と社会的費用について、それぞれを明らかにすることが本研
究の目的である。特に、送り出し国から家事労働サービスとして輸出される女性労働力の、
国内の出稼ぎ準備段階から、渡航後の労働環境や生活環境の実態、賃金受取額、海外送金
の合計額とその用途、また、残された家族の状況などを分析対象とした。 
 
図２－２： 国際労働移動の経済的便益と社会的費用の関連性 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）作者作図 
 
図２－２は、国際労働移動によって生ずる経済的便益と社会的費用についての相関関係
を単純に示したものである。経済的便益と社会的費用の間は、重なり合っている。なぜな
ら、経済および社会は相互に関連しあう側面があるからである。また、これまでの国際労
働移動に関する研究を見ると、経済的便益の分析ばかりが重視されてきた。しかし、社会
的費用については、特に、送出国の出稼ぎ労働者の問題と家族の実態は、研究や調査対象
としてあまり注目されてこなかった。近年、マスメディアがそれら社会的な問題や事件等
を、衝撃的に取り上げ、報告することはあっても、やはり学術分野の中で、特に、経済学
的アプローチの中で調査対象として注目されることはなかったのである。 
次に、表２－２は、本研究の分析対象としている、海外出稼ぎ女性家事労働者の経済的
便益と社会的費用について、仮説を立てたものである。特に、送り出し国が受ける、国際
労働移動の経済的便益と社会的費用のみに注目し、考えられるものは全て表中にまとめた。
この表では、マクロ経済、貿易や国際収支の側面、民間企業、市場、諸政策等に関連する
ものに影響がある場合をマクロレベル、個人や家族、コミュニティレベルに与える影響の 
国際労働移動 
経済的便益  社会的費用 
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表２－２： 海外出稼ぎ女性家事労働者の経済的便益と社会的費用に関する仮説 
 
（参考）Licuanan (1992: 112), Russell (1986: 678) 
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場合をミクロレベルに分けた。 
続いて、女性が家事労働者として海外出稼ぎすることを決意した後から以降の行動の結
果生じる影響、すなわち、国際労働移動の経済的便益と社会的費用について分析するため
に、そのプロセスの概念モデルを作成し、図２－３にまとめた。このモデルでは、出稼ぎ
プロセスを時系列で、海外出稼ぎ準備期間の第一段階、海外出稼ぎ期間中の第二段階、そ
して海外出稼ぎの成果が出る第三段階の三つの段階に分けた。その上で、経済的便益と社
会的費用が生じる箇所を図の中に示した。 
まず、第一段階では、出稼ぎを希望する女性は、国内の海外雇用政策で定められるルー
ルや条件に従って、海外雇用斡旋業者や関連する行政機関を通じ、海外出稼ぎに必要な手
続きを行う。また、国内外の出稼ぎ経験者などのソーシャル・ネットワークを通じて、海
外雇用や海外の状況に関する様々な情報を得ることも考えられる。さらに、渡航費用など
を工面する際の諸手続きも必要となる段階である。この第一段階では、渡航準備等で、金
銭的費用などが生じるので、経済的便益は生じない。しかし、海外雇用斡旋業者等との間
で、様々な問題が生じ、①社会的費用が発生している。 
次に、第二段階では、女性が渡航した後の状況を仮定している。この段階は、海外の雇
用者の家庭で家事労働者として雇用される期間である。雇用者は、外国人家事労働者を雇
う際に、外国人家事労働者紹介所の雇用ガイドや、受入国政府が批准した国際法や、国内
の法律や規定に従うだろう。また、同時に受入国の文化的、社会的価値観によって、外国
人家事労働者との接し方が決まることもあるだろう。しかし、家事労働者の仕事場は、第
三者の目の届き難い雇用者のプライベートな空間である。そのため、雇用者自身の道徳観
や倫理観のレベルによって、労使関係や賃金率が決まる可能性もあると考えられる。一方、
家事労働者自身の年齢、健康状態、教育レベルなど人的資本、また、働きぶりなどで現れ
る女性の労働価値観や目標、さらには雇用者との相性などに影響する女性の性格なども、
労使関係や実質賃金額に影響が出ると考えられる。この段階では、契約賃金額と実質賃金
額の差額を見ることで、経済的便益について、検討することができる。また、それらの差
額は、労使関係に大きく依存することから、雇用者と家事労働者との間に、②社会的費用
が生ずる可能性があると考えられる。 
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図２－３： 海外出稼ぎ女性家事労働者の経済的便益と社会的費用の分析概念 
 
（出所）作者作図 
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最後に、第三段階では、経済的便益を見る場合、マクロレベルでの影響とミクロレベル
の影響を検討することができる。マクロレベルでは、海外送金を資本流入要因とし、単純
に外貨獲得額であるため、潜在的な貯蓄や投資となる。その結果、所得 Y を増大させるこ
とが経済発展に貢献すると考えられる。ミクロレベルでは、海外送金を受け取った世帯に
とっては、収入増であり、生活の質の改善につながるものと考えられる。この生活の質の
改善は、世帯の人的資本、経営力、使用目的などが影響するものと考えられる。同時に、
家族が受ける③社会的費用が発生する可能性があると考えられる。 
 
 
３．調査手法 
（１） 資料収集の方法 
資料やデータを収集するにあたり、二次的データと一次的データを集めることに専念し
た。資料収集期間は、2007 年 3 月から 2011 年 8 月まで実施したものが中心である。特に、
2007 年 5 月から 2009 年 3 月までの約 2 年間、スリランカに滞在し、集中的に資料や一次
的データの収集を実施した。 
二次的データは、国連、国際労働機関、ユニセフ、世界銀行、アジア開発銀行などの国
際機関、また、スリランカ海外雇用庁（SLBFE）、労働省、中央銀行、IPS（Institute of Policy 
Studies）などのスリランカの行政機関、新聞社など民間の報道機関、そして、CEPA（Centre 
for Poverty Analysis）、CENWOR（Centre for Women’s Research）、セーブザチルドレン
などのローカルまたは国際 NGO などが公表する報告書や統計データなどを用いた。これら
二次的データの収集方法は、直接、訪問して聞取り調査を実施したり、各機関の資料室や
大学の図書室等で文献調査を実施したり、インターネットで公表しているデータや報告書
を検索したりなどして行なった。 
続いて、一次的データは、海外出稼ぎに何らかの形で関わったスリランカ人、例えば、
海外雇用斡旋業者の経営者、サブエージェント、帰国者（海外出稼ぎ経験者）、家族、調査
地域の村長（Grama Niradari）、その他村の住人たちを対象に、スリランカ国内で聞取り
調査を実施した。特に、家事労働者として主に中東湾岸諸国へ出稼ぎした経験を持つ女性
帰国者に対しては、一人当たり 30 分から 1 時間かけて、聞取りアンケート調査を実施し、
質的データおよび量的データの収集を行なった。その他、工場労働者、清掃員などの職種
で海外出稼ぎした女性帰国者、ドライバーや建設作業員、ホテルマンその他の職種で海外
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出稼ぎした経験を持つ男性帰国者からも話を聞いたが、サンプル数が小さいことから、計
量分析の対象から外している。 
 
 
（２）スリランカ：位置、地形、気候、人口、文化 
調査対象国は、アジアにおける三大「女性家事労働者」の送出国21スリランカである。ス
リランカの正式名称は、スリランカ民主社会主義共和国（the Democratic Socialist Republic 
of Sri Lanka）である。1948 年 2 月 4 日、イギリスの自治領（英連邦王国）として、国名
をセイロンとして独立した後、1972 年にスリランカ共和国と改称し、そして 1978 年に現
在の国名になった。経済の中心地はコロンボであり、そのわずか 15 キロ東に、行政的首都
のスリジャヤワダナプラコッテがある。 
地図２－１は、スリランカの位置を示したものである。インドの南に位置し、国土面積
は約 65,610 平方キロメートルと北海道ほどの面積である。人口は、約 2065 万人（2010 年
現在）の小さな国家である。北にボーク海峡とポーク湾があり、インドとはわずか 32 キロ
メートル程度しか離れていない（Somasekaram, 1997）。また、東海岸沿いにベンガル湾、
西海岸沿いにマナー湾とラカディーヴ海、そして南部はインド洋と四方を海に囲まれた島
国である。スリランカの北部は平野部が広がり、中央部から南部にかけて山岳・高原地帯
になり、2000 メートルから 2500 メートル級の山々が連なる。一方、海抜 75 メートル以下
の平野部は、国土の 75％を占める。このような標高差は、国土に多様な気候帯を形成する。
さらに、季節風の南西モンスーン（Yala 期：5 月頃から 9 月頃まで）と北東モンスーン（Maha
期：11 月頃から 3 月頃まで）によって、各地で異なる降雨量の分布が見られる。その結果、
地図２－２に示すように、国土を大きく２つの気候帯に分類できる。一つは、年に二回の
雨季があり、米の二期作が可能な湿潤地帯（Wet Zone）と、もう一つは、年に一回の雨季
（Maha 期）で農業を行なう乾燥地帯（Dry Zone）の二つの気候帯として説明できる。 
スリランカは、国内の自治体を大きく 9つの州（Province）に分け、さらに 25の県（District）
で構成される。西部州（Basnahira）には、コロンボ県（Colombo）、ガンパハ県（Gampaha）、
カルタラ県（Kalutara）； 中央州（Madhyama）には、キャンディ県（Kandy）、マータ
レー県（Matale）、ヌワラエリヤ県（Nuwara Eliya）； 南部州（Dakunu）には、ゴール
県（Galle）、ハンバントタ県（Hambantota）、マータラ県（Matara）； 北部州（Uturu）
                                                   
21 スリランカは、フィリピン、インドネシアに並ぶ「家事労働者」の輩出国である。 
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には、ジャフナ県（Jaffna）、キリノッチ県（Kilinochchi）、マナー県（Mannar）、ムラテ
ィヴ県（Mullativu）、ワウニヤ県（Vavuniya）； 東部州（Negenahira）には、アンパー
ラ県（Ampara）、バティカロア県（Batticaloa）、トリンコマリー県（Trincomalee）； 北
西部州（Wayamba）には、プッタラム県（Puttalam）、クルネーガラ県（Kurunegala）； 
北中央部州（Uturumada）には、アヌラーダプラ県（Anuradhapura）、ポロンナルワ県
（Polonnaruwa）； ウヴァ州（Uva）はバドゥッラ県（Badulla）、モナラーガラ県
（Moneragala）； サバラガムワ州（Sabaragamuwa）には、ケガッレ県（Kegalle）、ラ
タナプラ県（Ratnapura）の 9 州 25 県で成り立つ。 
 
地図２－１： スリランカの位置 
 
（出所）ウェブサイト（2011 年 11 月 6 日アクセス） 
http://wwp.greenwich-mean-time.ca/time-zone/asia/_derived/index.htm_txt_map-of-asia
.gif 
 
 
52 
地図２－２： スリランカの農業気候分布と聞取り調査実施地の位置 
 
（出所）作者作成 
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また、スリランカは多民族多宗教国家である。1981 年の国勢調査の結果によると、国民
の約 74％はシンハラ系民族であり、そのうち約 69％は仏教徒である。そして、タミル系民
族が約 18％を占め、そのうち約 16％はヒンドゥ教徒である。さらにタミル系は、昔からス
リランカに住んでいたスリランカ・タミル系（約 13％）、英国植民地領時代に紅茶プランテ
ーションの労働者として移民してきたインド・タミル系（約 5％）で構成されている。仏教
徒またはヒンドゥ教徒以外のシンハラ系とタミル系は、カトリック教徒またはキリスト教
徒である。さらにイスラム教を信じるムスリムは全人口の約 7％を占める（CBSL, 2010: 1）。 
 
 
（３）調査地：他の質的調査実施県 
本研究の目標である国際労働移動の経済的便益と社会的費用について分析するために用
いたデータは、ハンバントタ県での実態調査が中心である。しかし、同県で質的・量的デ
ータ収集を開始する以前に、事前調査として、次にあげる 4 県（アヌラーダプラ県、ガン
パハ県、バドゥッラ県、キャンディ県）でも、中東湾岸諸国への家事労働者として出稼ぎ
経験を持つ帰国女性を調査対象に、聞取りアンケート調査を行なった。それら４県でたず
ねた調査市町村の位置は図２－２の図中に示している。それらの調査地を訪問し、女性た
ちから聞取りを行なったことで、同じ国内であっても、場所によって、気候や人口規模、
文化や民族などが異なり、経済社会状況や生活環境にも特徴が見られた。また、人々の気
質、考え方、価値観にも違いが感じられた。学術的に分析する上で、十分なサンプル数で
はないが、これらの事前調査で得られた情報もここにあげる。そのことで、本研究の理解
を深められることを期待する。 
 
アヌラーダプラ県： 
アヌラーダプラ県（Anuradhapura）は、地図２－２の農業気候分布によれば、乾燥地帯
に属する。同県の人口は約 80 万人ほどであり、約 90％は農村に居住している。2009／10
年の統計によれば、一人当たりの平均所得は 9,836 ルピ （ー約 86.3US ドル）である（DCS, 
2011: 11）。同県では、調査地として、県南部に位置するタンブッテーガマ村（Tambuttegama）
をたずねた。そこで 3 人の海外稼ぎを経験した女性 3 名、村長、村人数人から聞取りアン
ケート調査を行なった。この村は乾燥地帯に位置し、農家は年に一度の稲作の他、乾燥に
強い唐辛子や落花生を栽培していた。しかし、農業経営だけでは生計を立てるのが難しく、
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農作物の不作によって借金を抱え、融資した商人に借金を返すためだけに農業を続けてい
るような農業経営も見られた。そのため、家族員の誰かが国内または海外へ出稼ぎする世
帯が多く見られた村であった。インタビューを行った帰国女性たちは 3 人とも、国内の縫
製工場で工員として働き、一定の技術を得た後に、湾岸諸国へ渡り、同諸国の工場で数年
程度働いたことのある者たちであった。 
 
ガンパハ県： 
第二に、ガンパハ県（Gampaha）をたずねた。同県はコロンボと並ぶ約 240 万人もの人
口をかかえる。カトナーヤカ国際空港に程近く、企業立地数は 980 社、コロンボの 2404 社
に次いで二番目に多い工業団地を有す県である（CBSL, 2010）。一人当たりの平均所得は、
同国で最も高く 12,300 ルピー（約 107.9US ドル）であった（DCS, 2011: 11）。同県では、
西海岸沿いにあるニゴンボ市（Nigombo）にて、1 人の帰国女性にインタビューできた。帰
国女性は、海に程近いスラムに家族 5 人と暮らしていた。カトリック教徒とイスラム教徒
が多い地域であった。漁村に程近く、人々は漁業や魚網の修理などに従事している。スラ
ムなので、政府からの援助がなく、乾燥地域に位置するために常に水不足である。帰国女
性は、友人に紹介され、クウェートへ家事労働者として出稼ぎしたという。しかし、そこ
で多くの問題に直面し、帰国したと話していた。 
市内の人々から話を聞くと、ニゴンボでは、イタリアへの出稼ぎが流行っていた。イタ
リア出稼ぎは人々の間では憧れの的であり、家事労働者ならば約 30 万ルピ （ー約 2,632US
ドル）、男性労働者なら約 80 万ルピー（約 7,018US ドル）準備できれば、出稼ぎができる
と話していた。しかし、そのような金額はスリランカ人にとっては高額であり、多くは土
地を担保にして借金をするなどして出稼ぎ費用を工面するのである。イタリアの賃金率や
労働環境、外国人労働者の待遇など、中東湾岸諸国よりも遥かに良いので、高額の出稼ぎ
費用でも仕事を始めればすぐに返せると人々は楽観視していた。 
 
バドゥッラ県： 
 そして、第三番目は、スリランカの中央から東南に位置するバドゥッラ県（Badulla）で
ある。同県の人口は、約 90 万人、紅茶プランテーションが盛んである。英国統治時代に、
インドから多くの労働者が移住したこともあり、総人口の約 18％はインド系タミル人であ
る。そのため、ヒンドゥ教徒が約 20％を占めている（DCS, 2001）。また、女性の労働参加
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率は同国では高く、同じく紅茶プランテーションが盛んなヌワラエリヤ県（43.1％）に次い
で、二番目に高く 36.6％である（DCS, 2001）。一人当たりの平均所得は、8,312 ルピ （ー約
73US ドル）であった（DCS, 2011: 11）。 
 調査では、標高の高い所に位置するルヌガマ村（Lunugama)とパッサラ村（Passara）
を訪ねた。山間地にあるため、朝方に霧におおわれることが多く、朝晩は肌寒く感じるこ
とがあった。プランテーションによる紅茶栽培が盛んな地域であり、タミル系の人々がプ
ランテーション内の居住地に住み、茶畑や工場で労働者として働いていた。ムスリムのコ
ミュニティがあり、彼らの多くは商業等で生計を立てていた。また、シンハラ系は、農業
を営む世帯が多く、2 エーカー程度の紅茶畑を持つ世帯が見られた。 
この二村では、14 名の家事労働出稼ぎの経験を持つ帰国女性と、バッドラ県の中心地に
ある SLBFE の研修施設で、家事労働者で海外出稼ぎを希望する 3 名の研修生から聞取りイ
ンタビュー調査を行なった。海外出稼ぎ先の主な地域は、中東湾岸諸国であった。この一
帯に住むシンハラ系とムスリムの住人の多くは、タミル語とシンハラ語の両方を使うこと
ができる。ムスリムの村人の多くが商業関連の仕事で生計を立てることが多いため、プラ
ンテーションのタミル系よりも、村落コミュニティに住むシンハラ系との交流が多いよう
である。ムスリムの帰国女性は、シンハラ系やタミル系の帰国女性と比較すると、中東湾
岸諸国で、イスラム教という文化的共通性から、賃金率は高めであり、雇用者との衝突も
わずかに少なく、現地に馴染むのが早いようである。また、ムスリムの帰国女性の中には、
夫と現地の友人ともに、クウェートで外国人家事労働者を雇用者に紹介するビジネスを立
ち上げ、女性がスリランカに帰国するたびに、県内で家事労働者出稼ぎ希望者を募るなど、
海外出稼ぎビジネスで成功している者がいた。シンハラ系の帰国女性は、同地域に住むム
スリムとの交流が深いほど、海外出稼ぎ費用は安くなる傾向が見られた。また、シンハラ
系の帰国女性の中には、中東湾岸諸国への出稼ぎよりも、韓国への出稼ぎに興味を示す者
が少なくなかった。 
次に、タミル系の帰国女性たちから得られた聞取り調査の結果である。ムスリムやシン
ハラ系が 1980 年代に初めて出稼ぎを始めたのに対し、プランテーションの居住地に住むタ
ミル系の帰国女性たちは、1990 年代初頭に遅れて初出稼ぎを開始させている。インタビュ
ーしたタミル系の帰国女性全員が、バッドゥッラ県の市街地で海外雇用斡旋業を営むビジ
ネスマンであり、政治家でもあるタミル系の有力者が派遣するサブエージェントを通じて、
出稼ぎしていた。彼女たちの出稼ぎ費用は、ムスリムやシンハラ系の帰国女性のそれと比
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較して 2 倍前後ほど割高であった。また、出稼ぎ前の段階から帰国に至るまで、多くのタ
ミル系の帰国女性が、渡航したが雇用先がなかった、現地紹介所で様々な虐待を受けた、
雇用者とトラブルがあったなど、様々な問題を訴えていた。しかしそれでも再び出稼ぎし
たいと話す女性は多かった。プランテーションのタミル系は、紅茶栽培や加工の仕事が必
ずあり、働けば間違いなく給料が支給される。しかし、特に若者の多くが、プランテーシ
ョンで働きたがらない傾向にあり、労働者不足が懸念され始めている。そこに海外出稼ぎ
の選択肢ができたことで、多くの女性たちが出稼ぎを希望している。あるタミル系の帰国
女性は、中東湾岸諸国の使用人部屋やリビングルーム、また、廊下でさえも、プランテー
ションの居住環境と比べれば、はるかに居心地が良いと話していた。インド・タミル系の
プランテーション労働者たちの場合、国籍や身分証等の問題により、スリランカ国内でさ
え自由な移動は禁止されている。特に、2009 年 5 月まで続いた内戦時代には、タミル系は
厳重なセキュリティ・チェックの対象となっていた。この問題をクリアできたタミル系の
人々が、単調なプランテーション労働から離れて、海外の新しい環境に思いを寄せるので
あろう。この二村での聞取り調査の印象から、次のことを発見した。第一に、海外出稼ぎ
の準備段階では、ネットワークによって多くの情報が入り、出稼ぎ条件をより優位にする
ことが可能なこと。第二に、出稼ぎ先でもネットワークが構築できるか否かで、労働環境
に影響が出ること。第三に、宗教や文化、言語等の要因によって、労働環境が決定される
こともあるということ。やはり、イスラム教徒は有利であることが明らかになった。 
次に、バドゥッラ県の研修所でのインタビューでは、3 人の出稼ぎ希望者と話す機会を得
た。その中で、特に印象に残ったインタビューがある。バドゥッラ県の隣県であるモナラ
ーガラ県の農村（乾燥地帯に位置する）から、約 12 日間の研修に参加していた、シンハラ
系の 25 歳の女性とのインタビューである。この研修中の女性は、9 歳になる自分の娘と高
齢の母親と 3 人で暮らしているという。夫は娘ができると同時に、別の女性と付き合い始
めたので離婚した。その後、母親名義の農地で農業をしていたが、ある年に不作になり、
多額の借金を抱えた。さらに母親が病気したので、薬代などの医療費が必要になった。兄
弟や親戚たちも、自分たちの生活で手一杯になったため、以前のように頼ることはできな
くなったと話した。他に生計手段の方法がないので、家事労働者として中東湾岸諸国へ出
稼ぎすることを決心したのだという。それを話すと、この研修女性は突然泣き出し、「自分
が 2 年も海外出稼ぎすると、病気を患う母と 9 歳の娘を残さなければならず、毎日心配で
たまらない」と訴えた。乾燥地帯の農村で、農業で生計を立てることの難しさを理解した。
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また、特に女性は農村で現金収入を得られる機会が限られていることもわかった。さらに、
母親が子供を残して出稼ぎせざるを得ない時の心理状態や精神状態なども理解できた。 
 
キャンディ県： 
第 4 番目の調査地は、キャンディ県（Kandy）である。同県の人口は約 140 万人で同国
では 3 番目に大きい。一人当たりの平均所得は 8,285 ルピ （ー約 72.7US ドル）である（DCS, 
2011: 11）。キャンディは、スリランカ最後の王朝があった古都である。1815 年にイギリス
に占領されたことで、スリランカ全土が英国の植民地支配下に置かれた。また、世界的に
有名な仏歯寺やペラハラと呼ばれる祭などの文化的遺産があるため、国内外から多くの観
光客が訪れる場所である。昔から住む人々の多くは、キャンディに強い愛着と誇りを持つ。 
同県の調査地は、キャンディ市内にあるスドゥホンポラ村(Suduhompla)である。キャン
ディ市内は人口過密であり、中心街から 5 キロ以上離れているが、この村の周辺には、学
校や学習塾、スーパーマーケット、雑貨店、商店、レストラン、自動車整備工場、病院、
宿などがあり、いつも賑やかである。病院は昔からあり、病院のシーツやタオルなどの洗
濯業を引き受けて生計を立てる人々が居住する村であった。スリランカのカースト制度は、
インドのそれとは異なり、結婚の時にだけ問題になる。結婚以外の場面で、例えば就職や
進学の時に、差別の対象になることは全くない。しかし、かつてのスリランカのカースト
でいえば、洗濯業を生業とする人々は、身分の低いカーストの一つに属すものである。 
30 年以上ほど前に、地主がこの村の土地を売り出した。土地の購入者は、小分けに貸し
出し始め、外から多くの人々が移り住み、急速に人口が増加したことで、同村の状況は大
きく変化したという。そのため、シンハラ系、タミル系、ムスリムなど多民族多文化を形
成する一帯となっている。また、この村には、当時、皮革工場があった。さらに、キャン
ディ県内の紅茶プランテーションのタミル系の人々や、シンハラ系の人々など、多くの人々
が移り住んできたという。 
昔からキャンディに住む人々の間では、この村の評判はあまり良いものではない。なぜ
なら、もともと低カーストの住む村であったことと、外部から多くの素性のわからぬ人々
が、わずか数十年程度で住みつき始めると、麻薬や犯罪などが蔓延るようになり、治安が
悪いというイメージが根付いてしまったからである。同市内の他村に住むある人は、「近年、
スドゥホンポラ村の所得レベルが以前より上昇したことで、子供への教育投資熱が高まっ
ている。以前なら、その村出身の子供たちは、勉強する機会もなく、小さいうちから働か
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されるだけだったのに。現在では、その村出身の子供が、市内の有名学校や私立学校に入
学するようになっていることに、少し抵抗を感じる」と話していた。 
また、この村は、寺が所有する土地も村の境界内にあり、その土地に住む人々は、寺に
地代を納めなければならなかった。その土地のあるエリアには、ムスリムが多く住んでお
り、彼らのなかには仏教寺院に対し、借地料を支払い続けなければならないことに、抵抗
を感じる者も少なくなかった。また、土地を所有することで、土地を担保に融資を受ける
ことも可能となるため、土地を購入したいと願う者も多い。しかし、寺院が所有する土地
の場合、土地の売買は難しいということであった。 
同村に、中東湾岸諸国へ家事労働者として出稼ぎした女性の自宅があると聞き、その家
族をたずねた。自宅は幹線道路沿いの住宅密集地区にあった。彼らは、17 人がわずか 3 部
屋で暮らす大家族のムスリムで、世帯主の娘だけで 10 人いた。世帯主は、肉屋に牛などを
屠殺して解体して卸す仕事をしていたが、55 歳を過ぎると、体力的に昔ほど仕事ができな
くなったという。世帯主は、長女と次女が中東湾岸諸国へ家事労働者として出稼ぎした経
験を持つのだと話した。次女は、調査時では、ドバイに出稼ぎ中であった。長女との親子
関係については、海外送金の使い道と結婚相手をめぐって大喧嘩をしてしまい、長女は出
て行ったきりで、父親である世帯主には一切連絡を取ろうとしない状態が続いているとい
う。長女との間に生じた海外送金の使途をめぐる争いは、次の理由からであった。長女は、
家族全員が快適に住める家を建てるために出稼ぎした。一方、父親は、長女が送金した金
を全額、勝手に長男のビジネス投資や、次女が商店を開業するための諸経費に使ったのだ
という。しかし、長男のビジネスは結局、失敗に終わり、一家は借金を抱え込んでしまっ
た。長女には帰国するまでそのことを隠していたという。そのため長女は、すぐに再び海
外出稼ぎすることになった。その後、二度目の帰国で、長女はクウェートで出会ったイン
ド人男性との結婚を許して欲しいと許可を得るために父親を訪ねてきた。父親は猛反対し
た。さらに父親は、長女が海外から送ってきた金を、再び長女の意に反して、一家が食べ
るための田んぼと、繁殖用の牛一頭を購入した。その際に、軌道に乗り始めていた次女の
商店を閉店させ、牛舎に建て直した。一方、次女は再び海外出稼ぎに出ることにしたのだ
という。そのため、とうとう長女は我慢できずに、家を飛び出して、インド人と結婚し、
現在はインドにいるということであった。しかし、牛が鳴いてうるさく、牛舎の臭いが強
すぎることを理由に、隣の住人たちから裁判で訴えられてしまった。判決結果は、父親に
対し、牛を手放すことと、隣人に 5 万ルピーの賠償金支払いを命じられた。 
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これまでの経緯を述べた後、最後に父親は、子供の数が多すぎて、イスラム教徒の多く
は貧困に陥りやすい。また、国内では、娘よりも、まずは長男に仕事をさせ、立派に自立
させたかった。しかし、これまで上手くいったことがないと話した。この父親は、最近、
大病を患い、ドバイの次女の送金で手術を受けたばかりだと涙ながらに語った。 
この他、スドゥホンポラ村では、帰国女性 31名から聞取りインタビュー調査を実施した。
帰国女性たちは、主婦、小規模店舗の店員、行商や露天商、工場のオペレーターまたは清
掃員、市内の富裕層の家で家事労働者（タミル系女性のみ）などをしていた。また、既婚
女性の夫は、三輪自動車タクシーの運転手、大工や左官、商店経営者、郵便局員などが見
られた。この村の帰国女性たちは、農村やプランテーションに住む帰国女性たちとは異な
り、学歴もわずかに高めで、海外出稼ぎに関する有用な情報を比較的多く持っていた。ま
た、中東湾岸諸国の家事労働者出稼ぎの契約賃金では、低すぎるという意見も多く聞かれ
た。これはキャンディ市内が商業的に発展しており、現金収入の機会が他県よりも多いか
らであろう。この村の帰国女性たちは、他県の農村やプランテーションの帰国女性たちと
比べると、金儲けに貪欲であったように感じられた。 
 
 
（４）質的および量的調査実施地：ハンバントタ県 
ハンバントタ県は、インド洋に面した同国の南部州（参照：地図２－２）の一つである。
同県のタンゴール（Tangalle）を含む西側以外の地域は、農業気候分類によれば、乾燥地帯
に属す。降雨量は、1961 年から 1990 年の平均を見ると、Yala 期で 102.83mm、Maha 期
で 64.22mm であった。熱帯気候であるため、1 月の平均気温の 26℃から、最も高い 4 月
の平均気温の 30℃である。同県の面積は 2,593 平方キロメートルであり、国土の約 4％程
度を占める。人口は約 57 万人（2010 年）で、そのうち男性が 50.3％、女性が 49.7％を占
める。県の人口密度は、1 平方キロメートル当たり 228.02 人である。全人口の 97.1％はシ
ンハラ人であり、スリランカで最もシンハラ系の比率が高い。また、全人口の約 95.6％の
人々は農村地域に居住し、就業者人口のうち 42.2％は農業部門、23.2％は工業部門、34.5％
はサービス業部門である。しかし、同県の労働力人口のうち、約 13.4％は失業状態であり、
国内平均の 8.3％と比較すると失業率は高い状況である（DMC, website 2011）。県内の産
業は、主に農業や製造業の他、砕石業、漁業や製塩業も盛んである。一人当たりの平均所
得は 8,950 ルピー（78.5US ドル）である（DCS, 2011: 11）。経済の中心地であるコロンボ
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からは約 200 キロメートル離れており、近年、高速道などの道路建設が盛んである。バス
の交通網は発達しており、国営の他、私営の参入が多いため比較的安く国内の移動が可能
である。一方、鉄道路線においては、2011 年現在において未だ発達していない。博士論文
の調査対象とした地域は、地図２－２の格子柄で表した部分にあたる。 
ハンバントタ県は 2004 年 12 月に起こった歴史上最も深刻な津波被害22を直接的に受け
た漁村や集落も多く、県全体で 857 名の死者および 245 名の行方不明者を出している23。
調査対象となった村落の中にも津波被害を受けて家屋倒壊、家族員の行方不明者を出した
世帯が見られた。また、2008 年には、それまで小さな漁港に過ぎなかった県庁所在地のハ
ンバントタが、コロンボ港に続いて第二の国際的な貿易港となるべく、港湾開発計画が中
国の支援のもとで開始された24。さらに政府軍は、30 年近く続いた民族紛争を 2009 年 5 月
に完全に弾圧し終結させた。 
 ハンバントタ県は、12 の行政的な区（Divisional Secretariats）で構成される。地図２－
３は、それら 12 区の位置を示した。北西から順に、カトワナ区、ウィーラケティヤ区、ア
ングナコラペレッサ区、アンバラントタ区、ハンバントタ区、スーリヤウェワ区、ルヌガ
ムヴィハーラ区、ティッサマハーラーマ区、タンガッレ区、ベリアッタ区、オケウェァ区、
ワラスムッラ区である。これらの中で、調査対象地として、地図２－３で模様のつけられ
た同県内のアンバラントタ区とハンバントタ区の二区を選んだ。どちらの区も農業気候分
布では乾燥地帯に属し、且つ、インド洋に面している。 
 
 
 
                                                   
22 2004 年 12 月 26 日、マグニチュード 9.0 もの地震がスマトラ半島沖で発生したことで、イン
ドネシア、タイ、スリランカなどへの津波が起こった。この津波はスリランカの歴史の中で、最
悪な自然災害として位置づけされている。スリランカでは、2005 年 3 月 1 日付けの推計では
36,603 名もの人々が津波被害で命を落としているとされ、海岸線沿いに住む約 80 万名もの人々
が津波の被害を被っており、約 9 万件の家屋倒壊などが報告されている（参考：
http://academic.evergreen.edu/g/grossmaz/HELGESTJ/）。 
23 参考、（DCS website: 2011 年 11 月 9 日アクセス ）
http://www.statistics.gov.lk/tsunami/final/hamban/index.htm 
24 2010 年 11 月現在において港湾建設は完了しているが、この他にも国際空港、工業団地、石
油精製所、鉄道、国際クリケット競技場などの建設が予定されている。将来的には 5 万人の雇
用創出が期待され、シンガポールよりも発展していく可能性があるともいわれている。 
参考：スリランカ港湾当局（Sri Lanka Ports Authority）ウェブサイト（2011 年 1 月 4 日アク
セス）＜http://www.slpa.lk/port_hambantota.asp?chk=4＞ 
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地図２－３： ハンバントタ県における調査対象区（アンバラントタ区とハンバントタ区）の位置 
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この二区で、質的かつ量的データを収集するために、聞取りアンケート調査を実施した。
調査対象者は、中東湾岸諸国で家事労働者として出稼ぎ経験を持つ女性（以下、帰国女性
と表記する）500 名を、スノーボーリング方式で探し出し、一人当たり 30 分から１時間か
けて、質的かつ量的データの収集に努めた。アンケート調査では、帰国女性の現在の世帯
構造や経済状況の他に、海外出稼ぎの経験、海外出稼ぎの意思、つまり再参入の可能性な
どを尋ねた。その結果、500 世帯 2141 名分と、独立し他出した帰国女性の子供 450 名分の
社会的・経済的なデータを収集することができた。しかし、本調査では、時間的制約から
各 500 世帯の経済状況を必ずしも世帯主25から聞取ることができなかった。回答者である帰 
国女性の 14.8％が世帯主、76.4％が世帯主の妻、そして残り 8.2％がその他であった。 
調査対象として選んだアンバラントタ区およびハンバントタ区の状況を次に簡単にまと
めている。 
 
（a）アンバラントタ区 
アンバラントタ区は、人口 66,878 人（男性 34,054 人、女性 32,824 人）とタンガッレ区
に次いで二番目に大きな人口規模である。面積は 210 平方キロメートルあり、行政区の下
に、さらに 51 の村（GN Divisions）があり、そこには行政的な管轄を行なう村長（GN: Grama 
Niladhari）が設置されている。さらにこの下には、147 の集落で成り立つ。地図２－４は、
アンバラントタ区の調査地周辺の地図である。アンバラントタの国道沿いにある中心街に
は、バス停留所、市場、生協スーパーマーケット、商店、洋品店、美容院、家電製品店、
インターネットカフェ、金物店、自動車や機械整備工場、レストラン、ホテル、銀行、そ
の他サービス業などが立ち並び賑やかである。2004 年の津波災害の後、海外から多くの
NGO 団体が、アンバラントタ区内に数ヶ月から数年ほど滞在し、様々なボランティア活動
を行なっていたため、それを機にこの中心街が発展した。なお、津波災害以前の 2001 年の
スリランカの統計局のデータによれば、アンバラントタ区の人口のうち、98.5％は農村地帯、
残り 0.5％はエステートに居住するとし、都市部はないとされていた。しかし、津波災害を
機に、この中心街はもはや農村地帯とは言い難いほど、賑やかな場所になっている。 
 
 
                                                   
25世帯データを収集する上で世帯主は重要な情報提供者としての役割を担う。世帯主とは通常当
該世帯に居住し、世帯員全員の状況を把握している者と定義される（DCS, 2008: 7）。 
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地図２－４： アンバラントタ区の調査対象村落周辺の状況 
 
（出所）作者作図  
（注１）記号参照： □〒：郵便局、Ⓟ：警察署/派出所、✚：病院、◎：バス停、ⓢ：学校、△：仏教寺、☾：モスク 
（注２）地図参照： 
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地図２－５： アンバラントタ区の調査対象村（26 村落：DS Divisions） 
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さらに、2008 年から、ハンバントタの港湾開発で、中国人の建設業者や労働者たちがハ
ンバントタ県内に住むようになると、トラックの荷台に乗って、この中心街を訪ねる風景
も時折見られるようになった。近年、急速に賑やかになったのである。しかし、地図２－
４が示す通り、アンバラントタ区の中心街を少し離れると、田園風景が広がり、農村地帯
に入る。南に下れば漁村が点在し、村内を自転車または自動二輪車に乗った男性がとれた
ばかりの新鮮な魚を売って回る風景をよく目にする。アンバラントタ区には、ワラワ川が
流れ、地元の人々はワニが生息するとして、子供たちには近づかないように注意を呼びか
けていた。 
本研究では、地図２－５に示す計 26 村を調査対象として実際にたずねた。これらは区の
南東部に集中する地域である。聞取りアンケート調査を実施した際に、同村で帰国女性の
自宅を直接訪問して調査を実施する方法と、同村に住む協力者の力を借りて、協力者の自
宅にて、周辺に住む帰国女性を集めてから調査を行なう方法を取った。そのため、必ずし
も収集したデータの 500 名全員が地図２－５に示す村出身というわけではない。 
 
（b）ハンバントタ区 
ハンバントタ区は、人口 55,249 人（男性 27,722 人、女性 27,527 人）である。面積は 322.54
平方キロメートルあり、県東部のティッサマハーラーマ区の 776.6 平方キロメートルに次
いで二番目の面積である。ハンバントタ区は、30 の村（GN Divisions）があり、そこには
行政的な管轄を行なう村長（GN: Grama Niladhari）が設置されている。さらにその下に
は、98 の集落がある。地図２－６は、ハンバントタ区の調査対象村周辺の状況を示す地図
である。アンバラントタの中心街から通じる国道は、2008 年に開始された港湾開発のため
に、ミリッジャウェラ村周辺からハンバントタ区の中心街まで通行止めになっていた（2010
年 2 月現在）。そのため、アンバラントタの中心街からハンバントタ区の中心街へ向かうに
は、カラガン湖の北部を通らなければならない。ハンバント区の中心街は、津波の影響で
特に漁港や周辺の市場は壊滅的な被害を受けた。しかし、海外から国際ＮＧＯや政府機関
から多額の援助を受け、現在では修復も進み、かつての活気を取り戻している。中心街に
は、バス停留所、市場、生協スーパーマーケット、商店、洋品店、美容院、インターネッ
トカフェ、金物店、レストラン、ホテル、銀行、その他サービス業などが立ち並び、賑や
かである。 
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地図２－６： ハンバントタ区の調査対象村落周辺の状況 
 
（出所）作者作図 
（注１） 記号参照： □〒：郵便局、Ⓟ：警察署/派出所、✚：病院、◎：バス停、ⓢ：学校、△：仏教寺、☾：モスク、  ：塩工場、 
       ：ハンバントタ県庁、Ⓒ：裁判所 
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図２－７： ハンバントタ区の調査対象村（11 村落：DS Divisions） 
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なお、津波災害以前の 2001 年のスリランカの統計局のデータによれば、ハンバントタ
区の人口のうち、約 76％は農村地帯、約 24％が都市部に居住していた。ハンバントタ区
の中心街から北方面、西方面、および東方面の内陸には、国際ＮＧＯや政府機関、多国籍
企業の援助等により建設された住宅地が多数存在する。それらは、家屋損壊や、家族を失
った人々に対し提供されたものである。しかし、交通の便が悪いなどの問題も多く場所に
よっては、ほとんど人々が住んでいない住宅地も存在する。また、広大な塩田があり、製
塩工場で塩を製造している。津波災害を機に、この中心街はもはや農村地帯とは言い難い
ほど、賑やかな場所になっている。 
本研究では、地図２－７に示す計 11 村を調査対象として、実際にたずねたところであ
る。これらはハンバントタ区の南西部に集中する地域である。聞取りアンケート調査を実
施した際に、同村で、帰国女性の自宅を直接訪問して調査を実施する方法と、同村に住む
協力者の力を借りて、協力者の自宅にて、周辺に住む帰国女性を集めてから、聞取り調査
を行なう方法を取った。そのため、必ずしも収集したデータの 500 名全員が、地２－７に
示す村出身というわけではない。その村の周辺から集まった女性も、本研究で用いたデー
タに含まれている。 
 
 
４．おわりに 
 国際労働移動は、人々が国境を越えて労働目的で移動する現象であるため、様々な分析
視角から研究を進めることが可能である。よって、学際的にならざるを得ない。本論文は、
労働力輸出政策を実施する発展途上国が研究対象である。そこで本研究では、経済学、特
に開発経済学の分析視角を基本とする。なぜなら、開発経済学の対象は、発展途上国の社
会経済の問題を扱っているからである。また、開発経済学の分析視角がなければ、発展途
上国の多くで採用されている労働力輸出政策を導入するに至った経済的背景と社会的背景
を理解することができないからである。さらに、開発経済学の視点があれば、発展途上国
の国際労働移動、すなわち労働力輸出政策の、経済的便益と社会的費用を判断することが
可能だからである。そこで本研究の目的は次の通りである。第一に、国際労働移動を生じ
させる経済的、社会的な背景を明らかにすることである。第二に、国際労働移動の影響を
評価することである。この影響については、経済的便益と社会的費用を検討することで評
価を行なう。これら二つの目的は、マクロレベルとミクロレベルの双方から達成されなけ
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ればならないと考える。つまり、国家レベルと世帯／個人レベルで、国際労働移動の背景
を理解し、その経済的便益と社会的費用について丁寧に分析することが重要だからである。 
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第Ⅲ章 
労働移動と経済発展に関する理論的サーベイ 
 
 
 
１．はじめに 
人々が、より高い経済機会を求めて、海外へ渡航することは、現代のグローバル化が特
徴とする新しい現象の一つとは言えない。欧州諸国や日本でも、近代期の産業革命と経済
発展の過程において同様の現象が見られてきた。しかし、現代の国際労働移動のメカニ
ズムと、その背景に潜むものは、近代のそれと大きく異なる点に注意しなければなら
ない。いつの時代にあっても、経済的要因が引き金となって国際労働移動が生じてい
るのだが、現代と近代とでは、移動技術や費用、情報量と伝達速度、送出国または受
入国として国際労働移動に参加する国の数、母国外で働く労働力の規模、出入国管理
に関する制度体制、人権問題に対する人々の意識が格段に異なっている。現代は、そ
れらいずれもが発展、拡大、強化されているのである。また、近代期で欧米諸国が経
験したものは、単に労働市場の需給バランスに応じて労働力が移動しただけではなかった。
欧州諸国の国民には、定住、開拓、資源獲得、そして新規ビジネス展開や産業発展のため
の投資活動の自由が新大陸や植民地で保障され、規模の拡大を通じた経済発展を進めるこ
とができたのである（Shrestha, 1987: 333; Massey, 1988; Thomas, 1954）。 
現代でも国際労働移動は、経済発展戦略の一つの手段として認識されている。特に、発
展途上国には、貧困、失業、低技能、貯蓄と投資水準の低さ、労働生産性の低さにより商
品貿易赤字や対外債務問題などの構造的な経済問題を抱え、低成長、低開発の悪循環が存
在する。その結果、発展途上国の労働者は、国際的な労働市場において低賃金労働者とし
て位置づけられている。現代グローバリゼーションにおいては、出入国に関する管理的な
法整備が、特に受入国側で徹底化された。発展途上諸国は、受入国側との契約関係のもと
に、受入国側の要望を満たす「出稼ぎ型」の労働力を多数輩出するようになった。このよ
うな出稼ぎ労働者に対し、受入国は、一時的な労働力不足を補うためだけに、活動条件、
滞在期間を限定的に定めている。この条件下において、途上国政府は積極的に海外雇用政
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策を採用し、海外労働市場を探し求め、自国の労働力を輸出しているのである。 
本章では、発展途上国の経済発展と国際労働移動の現状について、実証的かつ政策的に
説明できる理論を中心に取り上げている。それら理論は、次の４つに分類した。それらは、
マクロ経済的アプローチ、ミクロ経済的アプローチ、経済政策的アプローチ、そして開発
経済学的アプローチである。 
 
 
２．マクロ経済的アプローチ 
 国際労働移動が生じる現象について、マクロ経済的に説明する中心的理論は、国際経済
学分野のリカードに由来する古典的な貿易理論であろう。単純に二国を想定し、貿易開始
前のそれぞれの経済的特徴や資源賦存を比較し、それぞれの生産活動の得意分野に関して
特化（specialization）することで、効率性を高め生産規模の増大をはかり、貿易を開始さ
せ、市場拡大を通じて、利潤拡大を目指すものである（Appleyard and Field, 2001）。こ
のとき、二国の間にはそれぞれの長所や短所があり、つまり格差が存在していることを必
要条件とし、この二国間の格差を利用して貿易を開始させ、経済規模の拡大を推し進める
ことが暗に示唆されている。しかし、古典派貿易理論が主流だった時代、通信・輸送手段
技術や金融取引技術の制約的問題から、生産要素である労働と資本は国内で使用されるべ
き要素であり、国際移動は困難なものだとみなされていた。そのため、古典的貿易理論が
提唱された時代には、自国の国民を単純に労働力として扱い、国際労働移動の理論的メカ
ニズムに巻き込むほどの合理性はなかった。 
 しかし、歴史をふり返ると、ヨーロッパ諸国が次々と産業革命を迎える中、海運・運輸・
通信手段の技術的な発達によって、経済発展が加速していった。すると、それまで伝統的
な農業部門に滞留していた労働力が、都市部の近代的な部門へ移動を開始し、やがては海
外への自由な渡航も始まった。Ravenstein は、その当時の労働移動も含めた、人々の移動
現象を認識し、それを法則として導き出し、「人口移動の法則（Laws of Migration）」とし
てまとめた（Ravenstein, 1889）。その後に続く研究により、一国の経済発展に伴って、人
口移動パターンにも、ある共通的な変化が生じること、そして、送出国と受入国のそれぞ
れに、プッシュ要因とプル要因があると考えるようになった（Lee, 1966; Lowry, 1966; 
Dorigo and Tobler, 1983）。つまり、労働力を外部へ輩出する地域または国が持つ共通する
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特徴は、過剰労働力が存在すること、失業率が高いこと、その他の経済的な問題が多く存
在し、それらの要因が、人々を外部へ押し出す（プッシュする）作用をもたらすと考えら
れたのである。一方、受入側となる地域や国には、雇用機会があり、高い賃金率、教育や
医療環境などの社会的インフラ設備の充実など、人々を惹きつける（プル）要因が、より
多く存在すると考えられたのである。別の言い方をすれば、社会経済的な格差が受入国と
送出国との間に存在することで、国際労働移動を発生させるというものである。 
 その後、国際経済学的説明においても、古典的な貿易理論では移動困難と仮定されてき
た労働についても、ヘクシャー＝オリーン・モデルによって、労働力も輸出財としての意
味を持ち、ある国は豊富な資源を利用して輸出でき、足りない資源は輸入して生産活動と
貿易を実施するといった事象を貿易理論として説明可能にした（Appleyard and Field, 
2001: 125）。また Mundell が財貿易と生産要素の移動が代替的である（Mundell, 1987: 21）
とし、それまでの古典的貿易理論では想定しなかった国際労働移動が、資本、労働の移動
は全て生産要素返還によって均衡化するとし、労働力の国際的な移動も理論的には貿易論
として扱う議論が新古典派経済学者の間で出てくることとなった。 
それでは、これらの仮説をわかりやすく単純に説明するために、低所得国（X 国）と高
所得国（Y 国）のそれぞれの労働市場における需要供給曲線を用いて図式化したものを図
３－１で示している。図３－１を基に国際労働移動を経済学的に説明したい。X 国と Y 国
のそれぞれの労働市場において、単純に労働移動のみに言及するため、労働供給曲線 Sx, 
Sx’, SY, SY’はそれぞれ資本供給において完全に弾力性がないとし、結果、雇用機会が増え
ないという設定である。また、雇用 QX>0、雇用 QY>0 であり、QX 上に関して 0qEX>0qD、
QY 上に関して 0qD>0qEY である。 
まず、二国間で労働移動が始まる直前の初期状態は次の通りである。低所得国である X
国の労働移動が始まる前の国内労働市場では、労働需要線 DX と労働供給線 SX の交差す
る点 EX で均衡し、そこで X 国の労働者の賃金 Wx と、雇用量 0qEx が決定される。同様
に高所得国である労働移動が開始する前の Y 国内の労働市場では、労働需要線 DY と労働
供給線 SY の交差する点 EY で均衡し、そこで Y 国の労働者の賃金 WY と雇用量 0qEY が
決定される。高所得国の賃金は低所得国の賃金よりも高いので、WY>WX である。 
ここに、高所所得国での期待所得が高いという設定もこの両国の労働市場に表現されて
いる。しかし実際においては、単純なプッシュ＝プル要因が二国の間で成立していても、
それだけでは国際労働移動は引き起こされない。むしろ、両国の間に自由な労働移動を促
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す労働市場の開放的政策が導入されて始めて国際労働移動が生ずるケースが普通である。
そうした現実を踏まえて、この二国間で労働移動の自由化（または生産要素としての労働
力の輸出・輸入）が認められたと仮定すると、X 国および Y 国の労働市場の需要と供給バ
ランスは次のように変化する。 
 
図３－１： 低所得国と高所得国の労働市場関係（移動開始前後の状況） 
 
（出所）高所得国の労働市場は Borjas（Borjas, 1999）、低所得国の労働市場は Mishra
（Mishra, 2006）、全体としては大塚（大塚, 1994）を参考にした。 
 
労働移動が X 国と Y 国の間で自由化されるようになると、両国の賃金が均衡する賃金
WE に設定されるまで、両国労働市場の需給関係は変化する。つまり、X 国においては、
新たな供給線 SX’と需要線 DX の均衡点 DXE で決定され、Y 国においては新たな供給線
SY’と需要線 DY との均衡点 DYE で決定される。つまり X 国においては賃金が WX から
WE へと上昇し、一方の Y 国においては賃金が WY から WE へと下降するのである。そ
の過程において、X 国の労働者は賃金 WX 状態よりも期待所得がプラスである限り Y 国へ
移動しようと決心するだろう。一方、Y 国労働者は賃金 WY よりも低い WE の賃金では働
きたくないと望む者がおり、その分が労働力不足という形になる。よって、Y 国の賃金
WE で働きたがらない国内労働者（0qD－0qEY）分を補充する形で、X 国から労働者（0qEX
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－0qD）分を受け入れるという単純な説明が図１は可能になるのである26。 
ここで、労働者力を X 国から受け入れたことで変化する Y 国の国民所得は三角形
DYEEYNY の面積で表され、これは余剰である。また、X 国から来た労働が受け取る全て
の所得は四角形 DYENYqEYqD で表される。また一方で、X 国の労働力が Y 国へ移動した
ことで X 国では、三角形 DXEEXMX の面積で示される部分が国内の産出に関して失われ
る分と考えられる。しかし、X 国の賃金率が上昇するので、残留していた労働者は四角形
DXEMXWXWE を得ることになる。さらに X 国での雇用者は、労働力が Y 国に吸収され
ることによって、それ以前と比較して面積 DXEEXqEXqD 分を失うことになる。このよう
にして受入国および送出国双方の経済的な損失や利益の算出や、賃金率の影響などが計量
経済学の基に分析がなされている（Borjas, 1999; Mishra, 2006; Hanson, 2009）。さらに、
X 国の一部の労働力が Y 国で働いた結果得られる送金の効果と比較して、X 国における経
済的な損益を見ることができるだろう。その他、経済成長に対する国際労働移動における
影響なども計量経済学的な分析が行われている。 
理論的には、Rodrick が主張したように、商品や資本の貿易市場のさらなる自由化より
も、国際的な労働移動の自由化をより一層進展させる方が経済規模拡大を期待できる余地
が十分にあるとされる（Rodrick, 2002: 314, 参照: Hatton, 2009: 341）。先進諸国の外国
人労働者の受け入れに関する経済的な効果や労働市場への影響などを分析した実証研究は
多く出される一方で、まだ発展途上諸国の経済的な影響を分析したものは少ないという指
摘はある（Mishra, 2006）。ようやく南米諸国を地域的に取り上げ、経済発展と海外送金
の影響を実証的に研究したものは出始めている（参照：Fajnzylber and López, 2008）。近
年、海外送金の流入による発展途上国経済への影響は明らかにポジティブであり、開発資
                                                   
26 こうした労働市場の需要と供給関係を用いて、国際労働移動が与える経済的な影響を計量経
済学的にモデル化し分析を試みたものは多い（Borjas, 1995; Borjas, 1999; Mishra, 2006）。
Borjas は移民国家であるアメリカ合衆国の労働市場を研究したところ、未熟練外国人労働者か
らの税収はあまり期待できず、政府の様々なサービスを利用するだけで、結局は政府の純支出
を増やすだけで負担が大きいとした。さらに国民と労働市場において競合するばかりか、国民
所得を減少させ、その一方で、そうした外国人労働者を利用する資本家たちの所得は上昇する
と結論づけた（Borjas, 1995: 19）。しかし 2005 年のタイ国のデータを利用してコブ・ダグラ
ス生産関数を用いた実証研究では、合法または非合法労働者が１％流入することで経済成長率
は 0.035％上昇したという（Sukharomana, 2006: 17-19）。その一方で、タイ人の未熟練労働
者はアジア諸国で働いており受入国での資本形成に貢献していると述べている。Mishra はメ
キシコのデータを用いて、労働力の流出によって国内の賃金がどのような影響を受けるかを実
証した。それによれば、国内労働力の海外流出と賃金には強い正の相関が見られ、さらに労働
力の流出がメキシコの交易条件にも影響を与えうるとした（Mishra, 2006）。 
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金としての役割を持つという共通認識は強まりを見せている。例えば Kapur は、海外送金
は ODA とは異なりドナー国の税金に負担をかけることがなく、また政府機関や NGO な
どの組織などを介すことがないため、取引費用は低く抑えられ、官僚やコンサルタントら
によるレントシーキングといった資金流用も少ないというメリットがある。そのため直接
的に資金を必要とする家計に入るため、貧困削減効果は ODA 援助計画によって投入され
る額よりも高くなると考えられる（Kapur, 2004: 18）。さらに ODA の多くは借款がベー
スであり、後に援助受入国には返済義務が生じる。また、FDI などを実施する多国籍企業
は、好都合な投資インセンティブを提供する国を選ぶ傾向がある。グローバル化が急速に
進む現代において、投資受入のための競争が各国で繰り広げられるため、FDI の受入国に
とっては 100％の利益は期待できない。さらに FDI の流入は、相手国の景気変動や両国の
政情によってその投資額が大きく変動するというデメリットもある。その点、送出国国内
の経済不安や政情不安の厳しい局面を迎える際でも、海外送金は安定的に供給されるため、
発展の制約が高い諸国にとって非常に重要な資金源となる。 
 また国際労働移動による経済発展と人的資本に対する影響についての研究も行われてい
る。高い人的資本を確保できることで得られる経済発展の効果は次の３つが考えられる。
第一に、教育レベルの高い労働者自身が生産的であること。第二に、自己の教育の結果か
らのみならず、近隣者または集合的な影響によって生産性を高めることから、他者の教育
の結果からも個人の収益を増加できる。そして第三に、熟練した人員による社会の技術力
の進展に貢献し、その結果、経済成長と全体に便益をもたらしうる（Lucas, 2005: 118）。
しかしながら、特に発展途上諸国からの「頭脳流出」については問題が多い。何故なら、
上記の３つのメリットを失うばかりでなく、優秀な人材の多くは政府の補助の下、教育を
受け、その後、彼らが海外へ流出すれば課税対象から外れ、政府が教育に投資した分を当
事者から回収できなくなる（Bhagwati & Rodriguez, 1975）。Romer が指摘したように、
発展途上諸国の経済発展の制約として、先進国と発展途上国との間に二種類の技術格差が
やはり存在するだろう。一つは、工場、道路、近代的機械などの物的な格差と、もう一つ
は、流通、在庫管理や取引処理などといった知識や労働者の意識などを含む知識格差が存
在しているとして人的資本の重要性を述べている（Romer, 1993）。Homer-Dixon（Thomas 
Homer-Dixon）は、現実の社会的および技術的な問題を解決するための改革的なアイデア
を創意工夫できる力にその格差があると指摘し、この創意力の如何によって発展できるか
否かの別れ道となると述べている（参照：Todaro and Smith, 2003: 92）。このように質の
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高い人的資本は経済発展に重要な役割を担うと考えられる。このことから、発展途上諸国
の質の高い人材が流出することで、経済発展のテイク・オフを阻害すると考えられるだろ
う。Di Maria らによる研究では、「頭脳流出」の結果、労働力の送出国の経済成長率の伸
びを減速させていると結論付けている（Di Maria and Stryszowski, 2009: 311）。 
 「頭脳流出」を伴う国際労働移動は、質の高い人的資本を受け入れられる諸国にとって
は経済発展において重要な役割を担うだろうが、その送出国にとっては経済発展の妨げや
制約になりうると考えられる。しかし、海外移住の可能性はスキル形成に対するインセン
ティブを与え、さらに実際には、海外で働く可能性が増えると同時に、送出国にとっても
人的資本の質の改善につながるとする見方も出ている（Stark et al., 1998: 367; Beine et 
al, 2001: 287-288）。だが、いまだに発展途上諸国にとって「頭脳流出」の経済的影響に関
して普遍的な見解は出されていない。 
しかしながら、国際労働移動を行う労働者の人的資本が単純・未熟練労働者である場合、
その議論は変わってくる。つまり、労働力豊富国の労働市場では吸収されにくい低学歴、
未熟練の労働者の受け入れ先が期待所得の高い国にあるのなら、そちらに流れるのが普通
であろう。また、彼らが貧困に悩み、失業状態にあるのなら、貧困問題や失業問題などの
国内の社会問題も軽減できる意味で、未熟練労働者の受け入れ先があるということは送出
国政府にとっては非常に都合の良いものとなるだろう。さらに未熟練労働者の多くは出稼
ぎして送金することが目的であり、未熟練労働者を多く海外へ送る発展途上諸国において、
海外送金による経済的な効果はマクロレベルで見ると非常に大きい（Ratha et al, 2010）。
海外労働者送金によるマクロレベルの効果としては、外貨獲得が期待できるため所得増と
なり、投資用貯蓄の増加も見込める。送金増大は投資資金の入手を容易にし、資本支出を
もたらす。その投資の伸びは雇用の拡大を導くことができ、次第に発展のジレンマからの
脱却が期待できると理論的には考えられるのだ。そのため労働力送出国政府にとって、海
外労働者送金によるマクロ経済的な貯蓄や投資などへの補填的役割は非常に高く、また確
実な効果を期待できる。その結果、海外雇用業務に関する公的機関の創設の他、民間ビジ
ネスの育成などの展開も見込める。また、海外送金の流入によって貯蓄が増加し、国内の
消費市場も活発化するだろう。さらに、失業者や貧困層向けの社会保障サービスなどにつ
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いても、受給当事者層が海外出稼ぎすることで、政府の財政負担を軽減できる効果も考え
られる。こうして発展途上国政府が経済発展戦略の一つとして海外雇用政策を重要視する
理論的かつ政策的な背景となっている。 
現在、世界的な規模で見ると、発展途上諸国が受け取る海外送金総額は増加傾向を続け
ている（Ratha et al, 2010: 18）。一方、政府開発援助（ODA）の総額は緩やかな伸びであ
り、海外送金総額の 2 分の 1 以下の規模に留まっている。発展途上諸国向けの海外直接投
資（FDI）の総額は、2007 年に海外送金総額の約 2 倍もの数値を示したが、2009 年にな
ると経済危機の影響で FDI 総額は海外送金総額の下落幅以上に大きな下降線を描いた
（Ratha et al, 2010: Figure 1）。世界の海外送金総額の 76％前後は発展途上諸国へ流れる
もので占められている。この事実の他にも非合法な国際労働移動が存在し、各国中央銀行
でも把握できない送金の実態があり、公式統計の数値以上に海外送金総額の実態は巨額で
あると推測される。 
 
 
３．ミクロ経済的アプローチ 
Massey らによれば、ミクロ経済モデルの中心的考え方は個人が合理的なアクターとし
て、国際労働移動が将来的に経済的利益を生じさせうるものなのか、費用と便益について
検討し、海外への移動を決意するか否かを決めるという（Massey et al, 1993: 65; Massey 
et al, 1998: 19）。多くの場合、海外送金は所得を増加させ、かつ必要な時に必要な額の資
金を手に入れられると期待できる。そのため貧困問題を軽減する効果があると考えられる
（Taylor, 1999）。このように、国際労働移動は個人の決定に負うものと仮説を立てる方法
もあるが、必ずしも個人のみならず、家計を支える家族の一員として、またはコミュニテ
ィの一員として、家族間やコミュニティの影響を通して国際労働移動が決定されるという。
Stark は出稼ぎの決定プロセスにおいて、個人の一存ではなく、世帯または家族単位で決
められると考えた（Stark, 1991）。リスクシェアリング、つまり世帯の経済的危機を回避
するための戦略として出稼ぎが決定されるというものだ（Stark and Levhari, 1982; de 
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Haas, 2011: 242）。つまり、家族単位で家計を管理する方がリスクを回避し易いと考える
ことの方が実情にあっていると考えたのである。その際、必ずしも出稼ぎ先での期待所得
の拡大のみが目的とはならず、国内の労働市場の問題とは別の様々なタイプの市場の失敗
から被る経済的危機やリスクを最小化するための手段の一つとしても国際労働移動が決定
されると考えられるようになった（Stark, 1991: Massey et al, 1998: 21 を参照）。つまり
家計を中心的に見る場合、家族員が地理的にも職業的にもそれぞれ異なる労働市場におい
て収入を得る手段を見つけることで、特に発展途上諸国のように様々な市場の失敗から被
る不利益からある程度逃れることが可能になり、かつ、家族経済運営上の失敗からくるダ
メージを軽減することができる。例えば、現地の産業に従事する者、国内の都市部で働く
者、そして海外での就労を決心する者が世帯内にいることで、収入源の多様化・分散化を
図り、様々な負の状況から家計上のリスクを最小限に留めるという考えである。送金によ
る家計の生活水準の維持を期待するのである。また、送金収入によって他階層との所得格
差の是正にも効果が期待できる。生活水準を満たし、余剰が生まれれば貯蓄も増え、投資
に回す資金が増えることで様々な経済効果が期待できる。例えば、ビジネス投資の他、子
供への教育投資や医療サービスの充実化、生活水準の向上に使用する資金が増え、より豊
かな生活を送れるようになるだろう。 
 さらに発展途上諸国の場合、多くの低所得層の世帯はフォーマルな金融市場や信用取引
へのアクセスがない、または、アクセスがあるとしても、多くの場合、リスクが非常に高
いこともあり、耐久消費財や家屋建設、その他、ビジネス開始のためへの資本金を蓄える
ことの実現が難しい。そこで貯蓄や資本形成を実現させるためにも、まとまった金額を定
期的に得る期待の持てる海外への出稼ぎに駆り立てられる要因が存在する。それゆえ、必
ずしも海外の賃金が国内のそれよりも高くなければならないというわけでもない（Massey 
et al, 1998: 27）。つまり、国内で貧困と失業に直面しているのなら、たとえ国内の賃金率
と比較して差額の少ない海外の賃金率であっても、収入源を長期で安定的かつ定期的に得
られる就業機会があるならば、海外出稼ぎを考えるであろう。特に発展途上諸国の場合、
主婦の就業機会は非常に限られていることが多い上に、夫の収入が不安定である貧困世帯
も少なくない。もし、他の稼ぎ手が家族内におらず、経済的に困窮状態にあるのならば、
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国内で家族の健康や生活を守る無報酬的な家事労働に従事するよりも、海外での就業機会
を選択する可能性は高まるだろう。 
 そのため海外送金によって家計にもたらされる影響、つまり家計総収入に占める海外送
金の割合や、結果として消費行動がどう変化したかなどの研究は重要である（Taylor, 
1999）。国際労働移動によって得た送金を、実際に何か「生産的な投資」に向けることで、
経済発展に役立つ良い効果をもたらすものだと暗に仮定される（同書）。しかし送金の使途
に関する調査のほとんどが、家計や個人が、送金を投資として使うよりも、単なる消費行
動の一環として使われていると結論づけている。また、海外で得た収入を現地で使うこと
が多いという報告もある（Taylor et al, 1996; Durand and Massey, 1992）。 
 
 
４．経済政策的アプローチ 
歴史的にみると、産業革命以前の欧州諸国や封建時代の日本においては、生産技術は低
く農業部門に多くの労働力を必要とし、かつ地球全体の人口が希少な時代背景も手伝って、
国内労働者たちは今日以上に重要な生産要素であった。そのため農業部門での国内労働力
不足を危惧して、政府または領主などは労働者の移動について徹底的な管理や規制などを
用いて、労働者が他へ流出することを厳しく禁じていた。しかし 19 世紀に入り産業革命
を通じて近代産業が芽生え、人口が増加し始める。また日本においても明治維新を通じて
鎖国政策を取りやめ、積極的な近代化政策を実施し始めた。やがて近代部門の資本家たち
が労働力を必要としたことで労働移動の自由化が必要視されはじめる。技術力の上昇にと
もなって農業部門の一人当たりの生産性も伸び、近代部門での就業機会が増えた。次第に
経済機会を求める自由な移動が増え、農村から都市への人口移動が増大する。しかし同時
に、そのような近代資本主義化への変容過程で、都市部の失業問題や貧困、犯罪率の増加
などの社会問題が露呈し始める。通信・輸送、運輸技術も目覚しい発達を見せたことで、
国内で行き詰まっていた人々は、新しい活路として、かつ、農村の過剰労働力の捌け口、
社会問題や国内労働市場問題の緩和策として、政府はそれまでの国内の労働移動の規制を
撤廃し、北米大陸、オーストラリアなどへの自由な渡航を許可するようにもなっていった。
1920 年代後半までその自由な海外への労働移動は続いた（Massay, 1988）。 
しかし、このような自由な国際移動も含めた欧州諸国の近代化の歩みは、外国の資源と
市場を独占するための植民地政策の続行なしには維持しえなかったことは明らかである
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（Shrestha, 1987: 333）。戦前の日本もまた、アジア諸国への植民地獲得政策が実施され、
敗戦によって植民地的領土の全てを失うまでの間、日本と植民地的領土との間には貿易・
商業関係が築かれ、その経済的チャンスをめぐって日本人による自由な渡航と移住が政府
により積極的に奨励された（鹿毛, 2007）。このように先進諸国は自国民には比較的自由な
渡航権を与えていたが、その一方で、植民地支配政策下においては、奴隷制や、その後は
強制労働といった形をとって、従属国の労働力不足地域へ宗主国の経済発展に好都合な方
法で自由に配置してきたのである27。これが近代期グローバリゼーション下の国際労働移
動の特徴である。現在、先進諸国の歴史を振り返ると、土地、天然資源などの収奪をめぐ
る自国民の定住化策と、国内の社会問題対策の一環としての労働移動策が採用されてきた
のだ。しかし、パスポートやビザによる管理の強化・徹底化、1920 年代後半の世界的経済
不況、世界的な戦争を通じて、上述したような自由な国際的移動は収束に向かっていった。 
戦後多くの発展途上諸国が独立を果たすと、主権国家の数が増加し、上述してきたタイ
プの宗主国の経済政策主導の従属国に対する強制的な国際労働移動はほぼ完全に無くなる。
欧州諸国や日本において、1950 年代、60 年代を通じて急速な経済発展が始まり国内労働
市場において労働力に対する需要が高まると、国内からの自由な海外への渡航者数が大き
く減少した。労働力不足の結果、当時冷戦構造下の欧州資本主義諸国政府はこぞって海外
から一時的に労働者の受け入れ政策を導入するようになった。現代グローバリゼーション
の幕開けである。日本政府も 1980 年代後半から南米の日系人を中心に受入を開始させ、
近隣諸国の中国など他のアジア諸国からも労働者が流入するようになった。また 1970 年
代の石油価格の高騰を受けて湾岸諸国の急速な経済発展が進み、特に南アジア諸国を中心
に家事労働者や清掃業などの単純労働、建設現場や製造業労働、専門技術職にいたるまで
多くの労働者が湾岸諸国経済へと渡航していった。また、韓国や台湾に続き、マレーシア
やタイも経済発展が進むにつれて、近隣諸国からの外国人労働者受入数が、国内労働者の
                                                   
27 欧州の列強諸国間では、アジア、アフリカ、北米、南米、豪州や太平洋地域で資源獲得競争
があった。アフリカ植民地支配の拡大は、天然資源の他、労働力の獲得競争も行われた。大英
帝国は 1807 年に最初に奴隷制度を禁止し、他国を批判する。だが当時、「良い経済は良い宗教
なしに継続できない」という信条の下、道徳的・宗教的命令から禁止された。だが、実態は経
済的理由であった。奴隷貿易で労働力が減少したため、アフリカのプランテーションや鉱山で
の労働力確保が難しくなっていた（Shrestha, 1987: 334）。奴隷貿易が終了すると、形を変え
て宗教的信条には抵触しない強制労働（例、indentured labour）として、人口圧力の高かった
インドから、スリランカ、マレーシア、フィジーなどの他の英国植民地のプランテーション等
の労働力不足を補う形で労働力輸出が行われるようになっていった。中国も同様、国内に高い
人口規模と貧困問題を抱えており、インド人労働者と中国人労働者も海外へ多く移動した
（Kaur, 2003）。 
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海外流出数を大きく凌ぐ規模になっていった。 
しかしながら現代、市場の開放性と自由度が増しているようだが、国際労働移動に関し
ては必ずしもそうではない。理論的にはサービス貿易の一つとして捉えられ、労働力の移
動を完全に自由化することで経済的便益を多大に生じさせるものと考えられている。しか
し、現実には商品貿易や資本移動のように世界共通認識に基づく自由化に向けた動きはほ
とんど見られていない。特に受入国となる先進諸国は、商品貿易などに関して積極的に自
由化を要求してくるものの、労働の移動に関しては非常に消極的姿勢を貫いている。たと
え GATT 第４モード（Mode4）にあたる労働力（自然人：natural person）の移動自由化
交渉が WTO でも対象になっていても、現実には多国間交渉や協議がほとんど進展を見せ
たことはないのである（Hatton, 2009; 東條, 2007: 1）。そのため現代の国際労働移動のメ
カニズムは、労働力の輸入国または輸出国になるにせよ、各主権国家の裁量によって国際
労働移動の開始や取引国の選択ができる。しかし、経済発展の結果による労働需要拡大と
いうプル要因（輸入国側の国内の経済的誘引）が最も中心的な原動力であり、また、その
グローバルな政策的支配権を握っていると考えられる。 
このような現代グローバリゼーションにおける高度産業社会の中に内蔵された労働需要
創出が国際労働移動を生じさせることを最初に理論的に説明したのは Piore であろう
（Piore, 1979: 参照：Massey et al, 1998: 28）。Piore によれば、低い賃金と高い失業率の
プッシュ要因を持つ送出国、そして慢性的な状態で外国人労働者を必要とするプル要因を
持つ受入国との関係を前提としながら、受入国であるアメリカの労働市場の状況を現地の
労働者と移民および外国人労働者をも考慮した状況を分析し、そこから４つの基本的特徴
を明らかにしている。 
第一は、構造的インフレーション（structural inflation）である。賃金率および社会的
な期待または職場の階級との関係は比例することから、ある職種部門が労働不足に陥った
場合、雇用者はその職種の賃金率を引き上げてまで国内労働者を雇う選択をするよりも、
賃金率をそのままに据え置き、そのような条件でも働く外国人労働者を雇うような経営を
実施すると考えられる。 
次に第二は、動機づけに対する階級的な制約（hierarchical constraints on motivation）
である。人々は収入のためだけに働くのではなく、社会的地位を形成し維持につながる仕
事をしたいと望む。経済社会の高度化はそれまでの伝統的階級制度も変化させる。そのた
め、労働者の社会的地位が職業内容によって新たに形成または再編成される。その結果、
82 
できる限り良い職業に就きたいというモチベーションが人々の間に生じる。つまり、経済
が発展し、求められる仕事上のスキルや知識が高度化すると、特に最下層の単純労働や危
険できつい労働をやりたがらなくなる。その社会構造に従属する人々の仕事に対する姿勢
の変化と回避行動の結果、底辺の職種は労働者不足に陥りやすくなり、その埋め合わせに
都合の良いのが、その労働市場での社会的な階級意識を持たない、低賃金労働でも受け入
れる出稼ぎ目的または入国後間もない外国人労働者である。 
そして第三は、経済的な二重構造（economic dualism）である。これは第一と第二であ
げたプロセスの結果的作用である。この二重構造は高度経済社会の特徴であり、その本質
は労働と資本とが分離していることに起因する。資本は生産の不変的要素であり、労働は
生産の可変的要素である。そのため資本家は労働量の調整に関して柔軟性を求める傾向に
ある。さらに産業の高度化によって、資本集約的な生産手段と労働集約的な生産手段が必
要となる。資本集約型に従事する労働には企業戦略や専門家となりうるための人材育成が
必要であり、教育やトレーニングによって知識や技術を高めるための投資が必要となる。
さらに責任なども任され、人材の価値も高いとされた。このような人材グループをプライ
マリー・セクター（primary sector）とした。一方、労働集約型に従事する人材は、未熟
練労働者からなり、経済状況や雇用者側の都合によりいつでも解雇される不安定な立場に
いる。このようなグループをセカンダリー・セクター（secondary sector）と呼んだ。高
度産業経済社会の労働市場はこのように分断的な様相を呈すようになるという。セカンダ
リー・セクターの仕事は、低賃金、不安定条件、そして正当な昇進の見込みがないため、
そのため国内労働者はやりたがらない。雇用者は労働力不足を補う手段として外国人労働
者の受け入れを積極的に考えるため、セカンダリー・セクターは単純労働者として外国人
が多く雇われるケースが見られる。しかしその他、国内の既婚女性、10 代の若者などもこ
のセクターに雇用される傾向があるという（Massey et al, 1998: 32-33）。しかし基本的に
プライマリー・セクターには、国内の労働者で多数を占めることが一般的である。こうし
た現状を見て、Zolberg はグローバルな経済格差構造と受入国での社会的制約条件の中で、
雇用者（資本家）が中心となって経済政策の策定に深く関与しており、得に発展途上諸国
からの労働者たちは彼らの搾取対象として存在していると指摘している（Zolberg, 1989: 
406-410）。 
最後に第４は、エスニック・エンクレイブ（ethnic enclaves）の形成である。人々の国
際的移動後を民族別に分類してみると、プライマリー・セクターにもセカンダリー･セクタ
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ーの職種にも従事する同国出身者または同民族で構成されるグループの存在が見えてくる。
特にアメリカ、オーストラリアなどの伝統的な移民国家や、外国人労働者を多く受け入れ
る国に見られる。初期の移民が築き上げた財力、人的資本、社会関係資本（social capital）、
文化的資本(cultural capital)などが都市地域に集中し、彼らが隙間産業を狙って新しいビ
ジネスを展開させ生活が安定し成功する者が出はじめる。このような海外へ出て成功した
者の存在が、結果的に同国出身者にさらなる国際移動への大志や希望を抱かせる（Massey 
et al, 1998: 31）。しかし、永住者や外国人労働者は受入国政府による様々な管理制度の対
象となり、また文化的かつ民族的出自の違いから来る社会的な困難や衝突にも直面しやす
い。そこで受入国で民族的結束を強め、ネットワークを広げコミュニティを共有しあうこ
とで民族固有の文化的製品や文化的サービスを利用しやすくする。さらに新しく来た同国
出身者や同民族の生活サポートや仕事の斡旋や就業を円滑に促す基盤を作る傾向が見られ
るというものである。 
 この Piore による労働市場の社会的メカニズムと分断性の分析は、欧米先進諸国の受入
国のみならず、近年のアジア諸国の受入国にも応用できる分析手法である。近代グローバ
リゼーションと現代のそれに共通するものは、常に経済利益を中心にして国際労働移動が
開始されている点である。受入国にとっては、国内の労働力不足を補うことで経済発展と
その維持が目的となる。海外から質の高い人的資本が入ることで、より高度な技術革新が
可能になるであろうし、また、単純・未熟練レベルの労働者の流入は生産コストを抑えた
い中小の民間企業（資本家）の経営の保護政策としての機能も期待できるであろう。一方、
送出国にとっては、政府の財政収入を短期的にサポートできるものとして、さらには国際
労働移動に関連する政府機関や民間企業（特に海外雇用斡旋・手続きなどに関わる事業）
の育成や保護的な政策が採用されるだろう。 
 
 
５．開発経済学的アプローチ 
開発経済学は発展途上諸国を対象とした経済発展に関する研究であり、比較的新しい学
問である28。第二次世界大戦が終結してから初めて発展途上諸国の経済発展に関心が向け
                                                   
28 政治的レベルで初めて発展途上諸国の経済発展の必要性が認識されたのは、1949 年 1 月の
当時米国大統領トルーマンによる「ポイント・フォア計画（point-four program）」であると言
われている（参照：Ratnayake, 1992: 1; Illich, 1981: 9-25）。 
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られるようになった。経済発展の開発政策は、基本的に国内の経済社会の開発に目が向け
られ、ハロッド＝ドーマー・モデル（参照：Todaro and Smith, 2003; マイヤー, 2000: 11）
が中心概念となり、経済成長を重視する開発政策が長い間続けられた29。経済成長や資本
形成、貯蓄の増大や投資に関する理論が開発政策のメインとして扱われていた。このよう
な開発理論の根強い中、Lewis は初めて労働移動のメカニズムを構造的に捉え、経済発展
と関連づけで理論的な説明を可能とするモデルを築いた。経済発展の進展度や近代化の道
程を客観的に捉える上でも重要な理論として指摘できる。ルイスは経済発展に伴い構造的
転換が生ずる現象を理論的に捉えた二部門間アプローチを構築した。経済発展の過程で自
給自足的な伝統的農業構造から、近代的な工業やサービスを中心とした経済構造へと変化
する点に着眼し、農村部には限界生産性がゼロの労働力が無制限に存在すると仮定し、そ
れによって伝統部門の産出力に影響を与えることなく、近代部門がその過剰労働力を吸収
すると考えた。さらに近代部門の資本集約性ゆえに賃金が高く設定されるため、近代的な
産業に農村から労働力が吸収されること理論的に説明できるものである（Lewis, 1954）。 
しかし、次第に発展途上諸国の経済発展に関するデータ蓄積が進むと、経済成長戦略重
視の開発政策がモデル通りにトリックル・ダウン効果をもたらしていない実態が明るみに
なった30。都市偏重の成長戦略は地域間格差をもたらし、その結果人々に都市部へと出稼
ぎの流れを形成させた。しかし大多数の人的資本の教育レベルは高くなく、都市や近代部
門での雇用吸収力を大きく上回る数の未熟練労働者が溢れた。その結果、失業中もしくは、
低賃金・不安定な都市インフォーマル部門にしがみつく不完全就業状態に甘んじる他ない
状況であった。発展途上諸国の工業化または近代化は、現状の過剰労働者の実態に十分に
                                                   
29 資本形成、新しい資源、技術革新、人口増加の４つが基本的要素として考えられモデル化
された。特に、資本形成は成長の重要な鍵を握ると重要視された。具体的には、経済社会の財・
サービス獲得能力またはそれらの生産力の拡大速度を人口増加よりも速めれば良いとされたの
である。さらに生産力を高めるために貯蓄の増大は重要であり、結果的に、資本形成に役立つ
技術革新や人的資本への投資が可能になると考えられた。この理論が、FDI や ODA 政策を発
展途上諸国向けに実行すれば、発展途上諸国は貯蓄率を上昇させ、それに応じて資本形成も進
み、産出力の拡大と経済成長に刺激を与え、いずれはその生活水準や制度などを先進諸国の発
展レベルに到達できるという考え方を支持した。さらにトリックル・ダウンの恩恵により、特
に貧しい人々の生活水準を改善できると考えられたのである(Hirschman, 1958)。日本の研究者
らは、伝統的な経済発展（economic development）の概念は、経済成長（economic growth）が中
心的であり、または経済進歩（economic progress）とが同義的に混同して用いられることが多
かったと述べている（斎藤, 1973; 徳原, 2004）。 
30 経済成長モデルに準じた開発政策から、ＦＤＩやＯＤＡ政策を発展途上諸国向けに実施すれ
ば、発展途上諸国の貯蓄率は上昇し、それに応じた資本形成も進み、産出力の拡大と経済成長
に刺激を与え、いずれはその生活水準が制度などが改善され、貧困者層にもその恩恵が滴り落
ちるという考え方（Hirschman, 1958）。 
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対応できるほどの雇用創出機能を持ちえていない。先進諸国の経済発展の経験をもとに作
られたルイスモデルでは、発展途上諸国の労働市場を明確に説明するには無理があるのだ。 
そこで Todaro は、期待所得を加味したことで、途上国の労働移動を政策的判断と決定
に際して説明づけを可能にしえた。Todaro は都市部での期待所得を仮説に取り入れ、以下
の４つの基本的な労働移動（出稼ぎ）のメカニズムをあげている（Todaro, 1969）。第一に、
合理的な経済的判断の下、主に金銭的な便益と費用を相対的に見て出稼ぎの検討が進めら
れるが、さらにその精神的な便益と費用についても考慮される。第二に、都市と農村の実
質賃金格差よりも都市部で稼げる「期待」所得と、都市の近代部門での就業の可能性によ
って出稼ぎの決定が行われる。第三に、都市部で仕事を得られる確率は、都市部の失業率
に関連する。第四に、都市と農村の期待所得の格差が正であり続ける状況は、都市部の雇
用機会の増加速度が労働移動の増加速度を超える状態が継続している可能性があり、また
そこに合理性もあるとした。Todaro は出稼ぎ労働者が都市部へ移動して近代部門の仕事を
得るまでの間、失業者となるか伝統部門（都市のインフォーマル部門）で働くかのいずれ
かが最初のステップであるとした。次のステップでは、出稼ぎ労働者が無事に都市の近代
部門で雇用されると、失業期間中や伝統部門で就業していた頃よりも十分に高い所得を得
られるようになると考えられる。また、この段階になると、都市部で得られる現在の生涯
所得が、現在の農村所得と転居費用を上回っている限り、出稼ぎ労働者は合理的な行動を
すると仮定される。 
さらに、Todaro は Maruszko と共にこのモデルを海外市場も包括した三部門モデルに発
展させたことで国際労度移動のメカニズムが理論的に説明付けられるようになった
（Todaro and Maruszko, 1987）。つまり、国際労働移動（海外出稼ぎ）を農村から都市へ
の出稼ぎの延長線上にあるものと捉え、国内の都市で失業状態が続く場合や、より高い期
待所得や雇用機会が海外で見込めるのならば、海外出稼ぎを実施するような意識が働くと
して、このモデルを用いて説明したのである31。このモデルは発展途上諸国の国際労働移
動が生ずるメカニズムを如実に説明し得たと評価できる。 
しかし近年になると、これまでの経済的な視点、構造的な背景、メカニズムからのアプ
ローチとは異なる新しい国際労働移動を捉える見方も出てきている。2009 年に発刊された
                                                   
31 Todaro のモデルでは、出稼ぎを実施する可能性がある労働者のスキルや姿勢には個人差が
ないと仮定されている点は主な弱点であろう。また、出稼ぎする可能性がある労働者が常に近
代部門の仕事を探しているという仮定、常に近代部門の賃金率よりも伝統部門の賃金率の方が
低いという仮定。 
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UNDP のレポートでは、センのケイパビリティ・アプローチを踏襲し、以下のような見解
を示している。それによれば、「人々が移動行動を起こして居住を変えるか否かを決定する
彼らのケイパビリティを見ることで、彼らの置かれている状態を認識できる。これまでの
伝統的な移動に関する分析では、『豊かさ（well-being）』に対する移動の影響を見るもの
であったが、UNDP の関心事は、移動それ自体のみでなく、人々が移動を決定する際、そ
こに『自由』が備わっているか否かであるという。しかし、もし、移動後の人々の新しい
土地で公平な人生を歩むために必要な経済的資源、安全保障、ネットワークが欠落してい
る状態である場合、または、もし、差別のようなインフォーマルな制約が人々に首尾よく
移動できる機会を著しく阻害している状態に置かれている場合、たとえ国内移動および国
際移動に関する法的な規制がない場合でも、それが人々に移動の「自由」を与えていると
は言えないとしている」（UNDP, 2009: 15-16）。おそらく国際移動後の受入国での労働者
の状態および状況は、彼らのケイパビリティの分析およびエンタイトルメントの検討を行
うことでその問題点などを明らかに認識することができるだろう。また、国際労働移動を
実施したことによる経済的・社会的な影響やそれら損益分析ツールの構築など、このアプ
ローチを適用すべく考察の余地があると考える。 
また、近年の開発経済学的な考え方として Todaro と Smith は、「発展とは、社会の物
理的現実と精神的状態の双方が社会的、経済的、そして制度的プロセスとが組み合わされ
ることを通じて、より良い生活を獲得する手段を保障することである。より良い生活を構
成するものが何であれ、全ての社会の発展には少なくとも次の３つを目的がなければなら
ない」としている（Todaro and Smith, 2009: 22）。 
 
① 食糧、住居、健康、安全確保という基本的生活維持の財の分配を広め、人々がその
財を獲得できる可能性の拡大を目的とすること。 
② 高い収入、雇用創出、良い教育の実現、そして文化的・人間的価値に注目を向ける
ことも含めた生活水準の向上のためには、物質的な豊かさ（well-being）を増大させ
るだけでなく、個人や国家の自尊心を育むことを目的とすること。 
③ 他者や他国との関係性だけでなく、無知や人間に対する無情の力に対する隷属と従
属から自由になるために、個人と国家の経済的、社会的選択の幅を拡大させること
を目的とすること。 
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開発経済学的アプローチに立ち、上記３つの経済発展の目的を明らかにしたとき、果た
して国際労働移動はどこまでこれらの目的を達成しうるものなのであろうか。確かに国際
労働移動によって、海外送金よる外貨獲得効果はマクロレベルで見て国家の経済力を高め
られるだろう。さらに国内の労働市場の未発達による不完全就業問題の解決でき他、貧困
削減にもメリットがあるだろう。また、伝統的価値観によって経済活動への参加の道が閉
ざされがちな発展途上国の女性に対し、海外での雇用機会を与えるならば経済的価値をも
たらす労働資源を開拓したことになるだろう。このように労働移動の経済発展に対する役
割を検討したとき、これまでの「経済的便益が得られる」ものと期待され、経済政策的に
ポジティブに語られることが多かった。しかし開発経済学は単なる経済学を超越した視野
を必要とし、社会システムを分析するための道具である。この社会システムには経済的、
非経済的な要素の相互依存関係を意味している。非経済的要素には、人生や仕事、権威に
対する姿勢や態度、公共および民間の官僚的な行政機構、姻戚関係や宗教の型、文化的伝
統、土地所有制度、政府機関の権威の高潔さ、社会経済開発への意思決定や活動に対する
一般市民の参加度、経済や社会階級の柔軟性と硬直性が含まれる。また、グローバリゼー
ションの中で世界経済の機構や行動規範、これらがどのように形成され、誰が管理し、誰
が利益を得るのかを考えるものである。市場経済の中で急速に広まる労働移動によって、
誰が利益を得て、誰が不利益を被るのか、またその不利益を被るのは誰であり、具体的に
どのような不利益が生じているのかを追求することも重要である。これまで経済発展と労
働移動の理論やモデルの中で、あまり注目を受けることがなかったのが労働移動によって
生ずる「社会的費用」である。開発経済学はこの側面に対しても注意を支払うものである。
次に、「社会的費用」について労働移動と経済発展に関する理論の残された問題として取り
上げる。 
 
 
６．残された問題点：社会的費用 
人間を中心とした社会や文化、行動規範や規則、態度・姿勢、生活環境の変化に焦点を
当てると、「損失」や「費用」といった視点が必要である。そもそも経済発展に固有の構造
変化には伝統的な生産方法や古い生活様式といったものの崩壊に似た実質的な「社会的費
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用（social costs）」32も発生する。現代グローバル社会において途上国政府が実施する「出
稼ぎ型」の海外雇用政策は、完全に労働者を家族単位ではなく、一時的に単身で海外労働
市場に参入させるものである。Sjaastad は「機会費用」33を念頭に置きながら、転居費用
の金銭的費用の他に、研修期間など移動者が新しい環境に慣れて生産性を高めるまでにか
かる時間、さらには居慣れた環境、家族や友人から離れることによる心的な費用もあると
考えた（Sjaastad, 1962: 91）。Todaro と Marszuko も海外出稼ぎの意思決定モデルの中で
出稼ぎ先での努力や苦労、その他精神面での費用があるとした（Todaro and Maruszko, 
1987: 914）。しかしそれだけでは現在の労働者送出国の出稼ぎ労働者が受ける極めて深刻
な社会的費用を説明することができない。社会的費用は経済的便益と異なり価値基準が存
在せず、大きさを表す単一の指標がないため、個別に具体例をあげて因果関係や相関関係
を示さなければならない。 
例えば 2009 年版のスリランカ海外雇用庁（SLBFE）の統計によれば、2006 年～2009
年までによせられた出稼ぎ先での苦情件数は 40,996 件にのぼり、そのうち約 8 割は女性
から出たものであった。さらに苦情をよせた女性全体の中で 9 割以上は家事労働者34から
であった（SLBFE, 2009: 75, 78）。主な苦情として、契約した賃金の減額や未払い35、コ
ミュニケーション不足、虐待36、病気、雇用契約の不履行、死亡事故などがあげられる。
                                                   
32  カップによれば、社会的費用とは生産活動に伴って発生する有形・無形の有害な諸影響で
あり、累積的かつ循環的な因果関係の原理が働いて「経済的」および「非経済的」な様々な変
数の相互作用を受けてシステムの均衡状態を破るものだとしている。そしていずれは経済発展
に限界を設け、現在のみならず将来の世代にも影響を及ぼす。つまり社会的費用は第三者や社
会全般にも転嫁される性質のものである。結果的に、経済全体からして見れば社会的費用は決
して「ただ」ではない。労働移動もまた経済発展に固有の構造変化であり、社会的費用を発生
させるものだと捉えた（カップ（翻訳：柴田徳衛, 鈴木正俊）, 1975: 241）。なお、カップの
研究自体は、経済発展に伴う環境破壊という負の損失によって生じる社会的費用について議論
したものである。本稿では社会的費用の概念を参考にした。 
33 機会費用とは、その行為をしなければ得られたはずの便益で、その行為をすることで「諦
めなければならない便益」という意味で機会費用という。我々はある行為をするときに、その
行為がもたらす便益と機会費用とを比較する。経済学で言う費用とは全て機会費用のことであ
る。機会費用には現金の支払い義務が発生するものと、現金化されないものがある。意思決定
では貨幣化されない機会費用の方が重要な場合も多い。 
34  SLBFE の統計によれば、家事労働者として出稼ぎする女性は女性全体の約 9割近くを占め、
また、男女合計でも 46％に達しており、ほとんどが中東湾岸諸国の家庭で雇用されている。こ
のことからスリランカは世界で女性家事労働者の国としてのイメージが強い。 
35  サウジアラビアで家事労働者として働いていたスリランカ人女性が 15 年間賃金未払いで
あったというケース（BBC, 2011 年 7 月 3 日）などがある。 
36  雇用者が針などを家事労働者の手など体内に打ち込んで虐待・拷問したというショッキン
グな事件がある(Daily Mirror, 2011 年 2 月 18 日)。 
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2001 年のサウジアラビアでの調査では、過剰労働、性的虐待、雇用者の妻の嫉妬による肉
体的虐待などから逃れるため37、少なくとも 2,800 人のスリランカ人家事労働者が雇用者
のもとを脱走したと推計されている（St. Petersburg Times, 2002 年 7 月 23 日）。ある国
際機関がスリランカに帰国後の女性家事労働者を対象に行なった調査によれば、約 3％が
出稼ぎ中に雇用者から外出はおろか外部の者との会話が許されなかったことを明らかにし
ている。さらに 5 人中 1 人が家族とのコミュニケーションが全く許されず、そのため送金
することができなかったと回答している（INSTRAW and IOM, 2000: 126）。また、差別
的で威圧的な扱いを雇用者から受けることが多く、レバノンで働く外国人の家事労働者
100 名のうち 65％が自分の置かれている状況が強制労働だと感じると回答している
（Hamill, 2011: 5）。現在、中東諸国の刑務所に収監されているアジア諸国からの出稼ぎ
労働者は少なくなく、逃亡や不法就労、レイプ事件38、殺人その他の罪状で投獄されてい
る39。スリランカの新聞報道によれば、2010 年の死亡件数40は 460 件に達し、過去最高を
記録したという（Sunday Times, 2010 年 12 月 26 日）。出稼ぎ先で、孤立、過剰労働、虐
待、ホームシックや夫の浮気などからうつ状態になり自殺するケースも少なくない（Sri 
Lanka guardian, 2008 年 6 月 22 日; Daily Mirror, 2011 年 5 月 25 日）。このように外国
人労働者が受ける精神的ダメージは大きく、出稼ぎ先で受けた心の傷や肉体的傷は、帰国
後も癒えることなくトラウマとなって心に残ることが多い。特に低所得層の女性たちがこ
のような社会的費用を被る傾向が高い。 
特に女性家事労働者は出稼ぎ先で人権が損なわれるケースが目立つ。なぜならば、女性
であること、家事サービスを担う者は社会的に低い階層に所属すること、多くの受入国で
家事労働者は労働法の適用外であること、外国人であること、契約ベースの滞在であるこ
                                                   
37  サウジアラビアの高速道路高架下に不法に占拠するアジアとアフリカから出稼ぎに来た者
たちが存在する。彼らの多くが雇用者による不当な扱い、虐待などを理由に当ても無く脱走し
た者、または不法就労者である（AFP, 2009 年 11 月 6 日）。 
38  外国人女性労働者が雇用者やその息子などからレイプや性的虐待を受けたといって訴えて
も、それが証明できなければ、被害者であってもシャリア法のもと、わいせつ罪や密通罪で起
訴され、鞭打ち刑、投獄、または死刑判決が出ることもある（HRW, 2008: 7）。 
39  サウジアラビアで家事労働者をしていたスリランカ人女性が誤って乳幼児を死亡させ、死
刑判決を受けたリザナ裁判（The Island, 2011 July 7）は、社会に大きな影響をもたらした。 
40  自然死、事故死、殺人、自殺、さらにレバノン戦争等による死亡などが含まれる。 
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と41、孤立しやすく第三者の目が届き難い環境にいることから出稼ぎ先で様々なトラブル
に巻き込まれ易いからである。また、Moukarbel はレバノンで働くスリランカ人の女性家
事労働者を対象に行なった調査結果として、家事労働者が抑圧的な雇用者に対して、自己
の権利を主張したり、何らかの形で抵抗すると、多くの場合、得ることよりも損すること
の方が多いと述べている（Moukarbel, 2009: 219）。さらに雇用者に対して家事労働者が
反抗すればするほど、家事労働者に対する雇用者の監視と支配力が増し、その反動で家事
労働者たちは嘘をついたり、盗みを実行したり、脱走などといった負の行動に走ると見て
いる（Maukarbel, 2000: 220）。このように海外で人権擁護体制の行き届かぬ政府が家事
労働者として女性たちを海外で働かせること自体が、様々な社会的費用を生み出している
といえる。結果として、海外で自国労働者が問題に直面すればするほど、政府が負担しな
ければならない費用、例えば死亡事故や疾病による賠償金支払い、海外での労働問題に関
する裁判費用、大使館での様々な事務的処理や管理費などが増すのである。さらに海外で
その手の問題処理に対応できる人員を増員する必要も増え、結果的に政府負担の人件費も
増加するだろう。このようにして海外雇用政策の社会的費用のツケが国家の財政的負担と
なって転嫁されるのである。加えて、「出稼ぎ労働者の国」、「家事労働者の国」、「海外で自
国労働者の権利が守れない国」、「貧しい国」という国際社会で低い地位のレッテルを貼ら
れ、国家形成に何がしかのマイナス的影響を与えることになるだろう。 
しかし、移動した者自身だけでなく、残してきた家族や親類縁者、地域社会にも社会的
費用が何らかの形で発生することに注意しなければならない。例えば、母親が海外へ出稼
ぎすることで、残された家族の中で誰かが家事を担当しなければならなくなる。多くの場
合、均等に家族内で負担されることはなく、特に 10 代の長女が家庭内の大半の仕事を引
き受ける（INSTRAW and IOM, 2000: 142）。また親戚も残された子供たちの世話を分担
                                                   
41  多くの国で雇用契約期間は 2 年となっている。ちなみに、中東諸国の多くの国々で伝統的
に”Kafala”と呼ばれる雇用者によるスポンサーシップ制度が慣行されている。近年、中東諸国
で問題視され、制度の一部変更や廃止措置が議論されている。その大きな理由は、Kafala シス
テムのもとでは、外国人労働者の転職や雇用者変更が難しいことにある。雇用者は外国人労働
者のパスポート所持が許可され、変更手続きには複雑な法的プロセスが必要だからである。そ
のため労働者が不服を感じて脱走すれば、多くの場合、パスポートやビザの無所持ということ
になる。そのまま新しい雇用者の下で働けば不法就労となる。 
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するようになれば、兄弟姉妹はバラバラになる可能性もある。残された子供たちは寂しさ
から学校をドロップアウトしたり、親の管理不足から駆落ちや早婚したり、非行に走るな
どの問題行動が指摘されている。一方、フィリピンでの調査によれば、出稼ぎした母親も
子供を残してきた罪悪感に苛まれ、その埋め合わせに子供たちに物を買い与えるようにな
る。そして子供たちにとって送金とプレゼントが母親の愛情のシンボルとなる。その結果、
そうした子供たちの中には自分たちの教育費や結婚準備金、さらには自分の子供の養育費
用までも親の海外送金に頼るようになるという（Dizon-Anouevo, ND）。またあるフィリ
ピンの報告によれば、子供と出稼ぎ中の母親との普段の交流が電話やネットに限られるた
め、親の一時帰国の際、子供は反抗的な態度を示し、まともに母親の顔を見ることも会話
しようともせず、母と子のやり取りが iPhone や携帯電話を通してのみであったという
（IPS, 2008 年 9 月 27 日）。このように子供たちへの精神的負担は大きく、親と子の関係
についてもまともな愛情の意思疎通ができず、不自然なものに陥る傾向が強まるようだ。
INSTRAW と IOM の調査では、スリランカ人女性の出稼ぎに起因した離婚率は 8％程度
と男性の出稼ぎ世帯のそれと比較してわずかに低いという結果が出ている42。妻の出稼ぎ
で夫は寂しさとともに家事や子供の世話などの負担が増える。妻が出稼ぎ中に夫が別の女
性と不倫関係を持つことは出稼ぎの多い地域社会ではよく聞かれる話である。また、妻の
出稼ぎ中にアルコール中毒になった夫は、5 人に 1 人の出稼ぎ中の妻を持つ夫と、4 人に 1
人の帰国女性の夫に見られた。このことから、妻の帰国にはそれら家族の問題を解決させ
る効果があると指摘している（INSTRAW and IOM, 2000: 143）。 
家庭・家事の仕事が伝統的に女性の役割として根強く認識される社会において、母親が
出稼ぎで不在となれば、残された家族の家事負担の他、精神的、社会的な負担も大きくな
る。特に子供の教育と発達に大きな負の影響を与えており、それは子供たちの態度や姿勢
までも大きく変容させている。そして次世代にも少なからず何らかの影響を及ぼすことが
                                                   
42  同調査によれば、夫によるアルコール中毒や薬物中毒、虐待といった結婚生活の難しさか
ら逃れるために海外出稼ぎした女性が 9％確認されている（INSTRAW and IOM, 2000: 142）。フ
ィリピンは世界でも珍しく、カトリック教の信条のもとに離婚が禁止されている。そのため結
婚生活の難しさから逃れるために海外出稼ぎのプッシュ要因として影響しているのではないか
と言われている。 
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予想される。しかしこの影響は数量化できるものではなく、事前に具体的な推測ができる
ものでもない。ここに労働移動によって生じる社会的費用を問題視すべき点がある。社会
的費用を誘引する相互依存関係を丁寧に因果的および記述的に分析し、問題点や改善点を
明らかにしていくことが必要なのである。 
こうした実態から、労働移動の結果として得られる経済的便益と社会的費用について、
深く掘り下げて調査研究することが望まれている。看護士など医療部門に従事する海外出
稼ぎ女性労働者を対象に実施した調査によれば、一般的に海外出稼ぎ労働者の便益は過剰
評価されており、実際は人種や性別などによる差別に苛まれるなど、社会的費用が非常に
高いという結論が出されている（Eyck, 2003: 16）。それでは、特殊技能も教育レベルも必
要とされない家事労働者を海外の家庭に送り込むことで、どれほどの経済的便益といかな
る社会的費用が発生するのだろうか。マクロ経済的にみて実際にどれほど貢献できている
のか。果たして、低所得者層の貧困問題の削減にどれほど貢献できているのか。そして具
体的にどのような社会的費用が生じているのか。労働移動と社会的費用の間にはいかなる
因果関係が潜んでいるのか。後者についてはミクロ的視野で調査研究を実施しなければ明
らかにできない問題である。しかしながら、海外出稼ぎを実行した帰国後の労働者とその
家族の社会経済的な実情や、地域社会の状況などを深く分析した研究はまだ少ない。特に、
スリランカの国際的な労働移動の歴史は比較的浅く、社会的費用の実態が国内外で公に語
られることがあまりない。社会的費用の目に見えない影響を政府も社会もまだほとんど把
握していない。 
 
 
７．おわりに 
 本章では、これまで議論されてきた国際労働移動と経済発展に関する理論について述べ
てきた。労働移動と経済発展の理論の多くは、経済的便益が得られるという前提のもとに
モデル化されたものである。本章で取り上げた、マクロ経済的アプローチ、ミクロ経済的
アプローチ、経済政策的アプローチ、開発経済学的アプローチは、いずれも労働移動が経
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済発展の過程で生じ、人々の経済的機会を獲得する意思、または国家の経済開発目標の中
で国益を拡大するために実施される諸経済政策の能動的な行動によって、引き起こされる
ものだというのが暗黙の前提である。しかしながら、それらのアプローチは、国際労働移
動は人の移動がともなうことから、社会的費用も付随するという視点が非常に希薄であっ
たのも事実である。特に、国益を拡大させるために実施される労働者輸出政策は、経済的
な便益を重視するあまりに、人々が移動することで同時に生じる社会的費用が見過ごされ
続けてきたのである。開発経済学的アプローチは、労働移動によって生じる社会的費用に
ついて、分析する視角の余地があるのだが、まだ十分に発展しているとは言えない。なぜ
なら、これまでの調査研究で、経済学的な立場から、国際労働移動によって生じうる社会
的費用が明らかにされていないからである。そこで、本章では、我々に残された労働移動
と経済発展に関する理論的な課題として、社会的費用を取り上げ、問題点を論じている。
しかし、社会的費用はいまだに多くのことが未知数であり、どのような問題があるのか、
またどのようにして引き起こされるものなのか、どのような関連性があるのかなど、今後、
さらなる研究や調査が実施されなければ発見できないものである。 
次の章では、送出国側の立場に立って、国際労働移動の経済的便益と社会的費用につい
て、明らかにするための研究の手法について論ずる。 
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第Ⅳ章 
労働移動と経済発展 
～スリランカの経験に関する実証分析～ 
 
 
 
１．はじめに 
 本章は、スリランカにおいて、国際労働移動がどのような状況下で開始され、そしてど
のような経済的、社会的な変化や影響を生じさせたのかについて、マクロレベルの視点で、
時系列的に分析する。本章では、特に、スリランカの経済発展と海外雇用政策の関連性、
女性労働者の労働移動の動向と経済発展における役割、さらには労働移動によって露呈し
た社会的問題について、二次的データを中心に分析を進める。特に、理論的には、国際労
働移動は、過剰労働力問題および失業問題を軽減し、海外で働く自国民労働者によって実
行される母国への送金が、高い経済効果を生み出すと考えられている。その結果、国際労
働移動は、特に、発展途上国の経済発展の戦略の一つとして、注目を浴びている。そして、
過剰労働力問題を抱え、輸出指向型工業化政策を採用するも、工業品輸出が振るわず、貿
易赤字や累積債務問題を抱え、経済成長が停滞気味の発展途上諸国の多くが、それらマク
ロ経済的な問題解決の一つの手段として、労働力輸出政策を採用しているのである。 
スリランカも同様の問題を抱え、多くのスリランカ人労働者が、特に中東湾岸諸国へ出稼
ぎに向かっている。本研究は、家事労働者の海外出稼ぎに注目しているのだが、このよう
な労働力の輸出政策は、マクロレベルで捉えると、どれほどの経済的、社会的効果がある
のか、またその影響はどのようなものかを明らかにする必要がある。そこで、本章は、特
に海外出稼ぎ労働者の渡航が増加した 1980 年頃から 2010 年までの、マクロ経済的なデー
タを用いて、スリランカの経済発展と労働移動の経験を中心に検討する。また、同時に、
国際労移動によって生じた社会的な問題にも注目し、マクロレベルで見て、どれほど深刻
な状況なのかについても検討する。そして、最終的には、スリランカ経済社会にとって、
国際労働移動の経済的便益と社会的費用がどれほどのものであるのか、マクロレベルでの
実証分析を行いその結論を導く。 
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２．経済発展と海外雇用政策 
 1948 年にイギリス植民地支配から独立を果たしたスリランカの当初の経済構造は、植民
地経済を踏襲する近代的なプランテーション部門と、85％以上の人口をまかなう伝統的な
農業部門の二重経済で成り立っていた。しかし、独立したものの紅茶を中心とするプラン
テーション輸出の売上げ利益、配当はほとんど旧宗主国イギリスなどのヨーロッパ諸国へ
流れ、労働力はインド人を利用していたために労働者賃金はインドへ送金されていた。そ
こでスリランカは 1950 年代半ばからこの二重経済構造から脱却するために、それまでの
資本主義的な市場開放政策を止め、内向き志向である輸入代替工業化戦略を採用し、伝統
的農業部門を中心とした経済発展政策を推し進めたのであった。しかしながら、確かに輸
入代替工業化戦略は理論的にはすばらしいものであったが、現実には上手くいかなかった。
伝統的農業部門が都市部や海外市場から分断されたままであったこと、非効率な国営企業
による生産活動と、低技術・低技能と資本不足により工業化による発展があまり進展しな
かったことなど、結局、輸入超過を招き貿易収支は悪化しただけであった。結果的に輸入
代替工業化戦略は失敗に終わってしまった。その経済問題の解決策として 1970 年代後半
に入ると再び市場を開放し、外向きの経済発展政策に転換したのであった。しかしこの劇
的な経済政策の変更は、スリランカ社会に最も大きな衝撃を与えることとなった。 
1977 年に右派新自由主義政党である UNP が政権の座につくと、経済発展政策はそれまで
の内向きから、市場経済を導入した外向き政策へとドラスティックにシフトした。スリラ
ンカは、輸入代替型経済政策から輸出指向型経済政策に、実に明瞭な変貌を遂げた 4 カ国
のうちの１つといわれている（参照：Ratnayake, 2004: 19）。市場開放政策は輸出拡大を
優先課題とし、民間部門の役割を増大させ、市場メカニズムを通じて経済発展を目指すも
のである。経済政策の変更は、輸出産業の活発化に伴う外貨獲得額の増大を通じて、民間
部門の役割の拡大を期待して実施された。また同時に、当時、深刻だった国内の失業率を
減少させることも、開放政策を導入した際の主な目的の一つであった（Lakshman, 2004: 
27）。特に、自由貿易地区（FTZ）の設立は、海外直接投資と国内投資による民間投資を
誘引することで、輸出産業の活性化を通じた外貨獲得を目指すための最初のステップであ
り、また、スリランカ人の雇用を促すことも意図されていた。そして、その主な投資家は
海外の民間多国籍企業であった。 
 スリランカが市場開放政策を導入した同じ頃、中東湾岸諸国では石油価格の上昇による
経済ブームが沸き起こり、アジア諸国から労働者を受け入れ始めていた（Brochmann, 
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1993: 43; Shadid et al., 1992）。1970 年代前半頃、中東湾岸諸国のことを知るスリランカ
人はほとんどいなかった。しかし、1975 年になると、民間の海外雇用斡旋業者がいくつか
設立され、労働者の派遣業務が始められるようになっていた。一般の人々向けに海外渡航
の規制が解かれたのもこの頃である（Kelegama, 2006: 261）。1976 年に、政府は、それ
ら民間の海外雇用斡旋業者の業務活動に対し、指導と規制を布くために、労働省の中に海
外雇用局を設立した（Brochmann, 1993: 66; Gamburd, 2002: 51）。これが海外雇用政策
のはじまりである。 
しかし、1977 年における初期の政策目標は、国内の FTZ で製品を生産し輸出の拡大を
目指すことに力点を置いていたので、それほど政府は海外雇用政策に対し、積極的な関心
を示していなかった。そのため、海外雇用自体の業務責任は、自ずと自由経済政策と民営
化促進の下、民間企業に託されたのであった。その後、急速に海外雇用斡旋業者による開
業申請のための登録件数が増加を続ける。それと同時に、中東諸国へ出稼ぎするスリラン
カ人労働者の数も拡大し始めた。ちょうどこの頃、スリランカ政府は為替介入を通じて、
大幅なスリランカ・ルピー安が続いていた。その結果、海外就労による外貨獲得の効果が
高まり、スリランカ国内の失業者および被雇用者にとっても、海外での就労のインセンテ
ィブが増したことは、海外出稼ぎ者の数を増加させた大きな要因である（Kelagama, 2004: 
261）。 
このように、海外出稼ぎ希望者が増えると同時に、政府に開業申請や許可を取らずに非
正規で海外雇用斡旋業務を行う業者の数も増加した。すると、出稼ぎ希望者と非正規業者
の様々なトラブル件数も増加したのである。そこで政府は、非正規の悪徳業者に対し、監
視策を導入する。それと同時に、海外雇用策で期待できる経済的便益に対しても注目する
ようになる。次第に政府は、スリランカ人労働者を大量に海外へ送ることに関心を示すよ
うになっていった。こうして 1970 年代終わり頃から、労働力輸出が政府にとって有効な
政策だと認識されるようになった。1980 年に入ると、政府は、民間の海外雇用斡旋業者に
対する監督業務を強化し、労働者の最低賃金の固定、国内で需要の高い職業の斡旋禁止な
どの海外雇用斡旋業務法を制定した（Raj-Hashim, 1992: 127）。また、政府は、業務開設
の際の登録手数料の値上げや、出稼ぎ労働者の補償制度なども設定し、さらに、罰則規定
なども設けている。そしてスリランカの内閣は、1982 年に少なくとも 10 万人の雇用を中
東湾岸諸国で達成させることを目標とするとしている（Raj-Hashim, 1992: 123）。政府は、
国内の海外雇用に関する法的制度を定める一方で、アラブ首長国連邦（UAE）、サウジア
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ラビア、クウェート、ヨルダン、レバノン、イラクなどに大使館や領事館を次々と設置し
ていった（Brochmann, 1993: 67; Gamburd, 2002: 51; Raj-Hashim, 1992: 123）。これら
在外の大使館の役割は、受入国の政府機関とスリランカ政府をリンクさせ、労働市場に関
する情報の入手の他、自国労働者の権利を守ることにあった。 
 1985 年に入ると、政府は、さらに海外雇用斡旋業務法の内容を強化した。そして、スリ
ランカ海外雇用庁（SLBFE）を設立させている（参照：附録 A-8）。SLBFE は、労働省の
管轄の下、半行政的な組織として、労働移動に関する様々な業務を一括して行なうことを
目的に設立された特殊な機関である。この機関が行なう業務内容は、海外市場の開拓と雇
用機会の促進、サポート業務、登録業務、雇用斡旋業者等の管理、契約基準の強化、労働
者の研修業務、労働移動に関するデータの収集、海外出稼ぎ労働者の福利と保護の監督、
海外移住のための投資、帰国者の同化サポートなどである。 
 しかしながら、スリランカ政府は、トップダウン式で中東湾岸諸国向けの民間の海外雇
用斡旋業務を管理する努力をしてきたが、それでも少なくとも一つの未認可の業者が各村
落にあるとまで言われている（参照：Korale et al., 1985）。それほどスリランカ国内で、
海外出稼ぎが流行するようになったのである。当時のスリランカの大統領は、1992 年から
2001 年までを、「外貨獲得の 10 年」とし、それが経済成長を促すだろうと断言している
（Raj-Hashim, 1992: 123）。この宣言の下、SLBFE は、1990 年代前半に入ってから、全
国 200 ヶ所の地方行政機関とマスメディアを通じて、海外雇用に関する大々的な宣伝活動
を開始した。そのことで、地方の村落レベルに急速に海外雇用に関する情報が浸透し、海
外出稼ぎが雇用の一つの選択肢として、スリランカ社会に急速に広まったのであった
（INSTRAW and ILO, 2000: 113）。1994 年には、SLBFE の海外雇用に関する半行政的
役割と機能がさらに強化された。政府は、専門的能力を持つ官僚を雇い、民間業者の管理
の徹底と出稼ぎ労働者の実態データの収集を始めたのである。そして 1996 年には、外務
省管轄によるスリランカ海外雇用事務所（SLFEA: Sri Lanka Foreign Employment 
Agency）が設立された。特に青年の海外雇用を促進する目的で設立され、国内外の海外雇
用斡旋業者をサポートする機能を持つ。また、同年には、家事労働者で出稼ぎを希望する
女性に対し、研修義務を定め、その受講証明書を海外就労許可の条件とした。 
 中東湾岸諸国への海外出稼ぎが増加するに従って、様々な問題も露呈してきた。例えば、
賃金未払い、虐待、雇用契約の不履行などの他、殺人事件、労働者の自殺など、メディア
が取り上げるようになったのである。出稼ぎ者数の増加と同時に、出稼ぎ先でのトラブル
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も増加するようになった。SLBFE は、ILO（国際労働機関）や IOM（国際移住機関）の
指導を受けながら、スリランカ労働福祉省と協力して海外にいるスリランカ人労働者の保
護に取り組み始めた。2007 年になると、SLBFE は海外雇用促進・福祉省の管轄になり、
海外雇用促進の機能を改善させるための政策策定、計画立案、モニタリングや予算案など
の責任を一括し、より海外雇用政策とその実施に関する権限が拡大した（MFEPW, 2008: 
3）。これ以降、スリランカ政府は、中東湾岸諸国向けの女性家事労働者を含む、スキルレ
ベルの低い労働者の送出を減らす努力目標を発し、民間の海外雇用斡旋業者に対し指導す
るようになった。そして、専門職やスキルを持つ労働者の送出を、さらに拡大させるよう
な海外雇用政策を重視しはじめた。 
また、SLBFE は、国際労働機関（ILO）の助言の下で、国家労働移動政策を作成した。
その政策の主な目的は、より良い行政ガバナンスの提供、スリランカ人労働者の移動に対
する管理と規制、スリランカ人労働者のための効果的な保護とサービスの導入、海外送金
のより効果的な貢献策、そして帰国者の社会同化の円滑化である。さらに政府は、海外に
いる労働者たちを守るにあたり、国際関係の中で、労働移動に関する二カ国間協定や覚書
協定の重要性を強く認識し、SLBFE を外務省の所轄に置くことを定めた（CBSL, 2010: 
94）。こうして、外務省の外交ノウハウの下で、受入国側との問題処理を迅速かつ効率的
に行なうことを期待したのである。そして、クウェート、サウジアラビア、オマーン、カ
タール、UAE、レバノン、バーレーン、ヨルダン、キプロス、シンガポールの 10 カ国と
の間で、出稼ぎ労働者と雇用者の契約条項に、搾取的関係を防ぐことを約束する覚書協定
が結ばれた（IPS, 2008: 40）。現在、ヨルダン、クウェート、カタール、レバノン、リビ
ヤ、バーレーン、韓国などの受入国と海外雇用と規制に関する二カ国協定と覚書協定が結
ばれている（外務省ウェブサイト）。しかし再び SLBFE は、海外雇用促進・福祉省の管轄
下に置かれるようになった。また、SLBFE は、シンガポール、中東諸国、香港の外国人
労働者紹介所との間で、スリランカ人家事労働者を雇用する者に対し、必ず労働者がスリ
ランカを離れる前に在外スリランカ大使館が認定する雇用契約書にサインを交わすことを
義務づけさせるための協定にも調印した。 
 また、ILO は 2011 年 6 月に行なわれた第 100 回総会において、「家事労働者のためのデ
ィーセント・ワーク」に関する条約（第 189 号）および勧告（第 201 号）を採択した（附
録 A－１０、附録 A－１１参照）。世界中に 5,300 万から 1 億人いると推計される家事労働
者を労働基準の枠内に置くことが、同採択の目的である（ILO website, 2011; ILO, 2011）。
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しかし、2012 年 1 月現在において、主要な家事労働者の出稼ぎ先である中東湾岸諸国も
含めた世界のいずれの国もこの条約を批准していない。もちろんスリランカもこの条約に
批准していない。 
 近年、スリランカでは学識者や政府関係者、一部の政治家などが、スリランカ人女性が
海外の出稼ぎ先で様々な問題に直面していること、また、残された子供や夫などの家族や
社会に与える影響等を深刻に捉え、「政府は女性の海外出稼ぎを完全に禁止すべき」との論
調が多く出てくるようになった。しかしながら、ある国際 NGO や政府関係者たちは、希
望者に対し禁止措置を設けるのは、早くから民主主義国家として歩んできたスリランカの
理念に反するといった論調も出ている。つまり、貧困女性に対し、所得向上の機会を妨げ
るべきではないというのである。 
 
 
３．労働移動と女性労働者の経済発展に対する役割 
（１）労働移動の特徴 
1970 年代後半の開放政策導入と同時期に海外出稼ぎが活発化したことから、スリランカ
の国際労働移動の歴史はまだ 30 年程度である。開放政策導入以前の政府は、社会主義政
策を前面に打ち出していたため、スリランカ人による海外渡航は一部の人々に限られ、海
外就労についてはほとんど確認できない。しかし、政権が代わると、海外への渡航規制が
解かれ、スリランカでも労働移動の動きが顕著になり始める43。 
図４－１は、男性海外出稼ぎ者数、女性海外出稼ぎ者数、そしてその男女合計出稼ぎ者数
の推移を 1986 年から 2010 年まで見たものである。この間、海外出稼ぎ者数の数は、1986
年には 16,456 人だったものが、1994 年になると 172,486 人になり、2010 年では 266,455
人に増え、一貫して上昇傾向を示してきた。また、SLBFE の推計した統計によれば、2010
年現在、海外で就労しているスリランカ人の数は、193 万 2245 人に達するとされる。そ
れはスリランカ国内の労働力人口の 23.8％、また就労人口では 25.1％に該当する規模であ
る（CBSL, 2011: 21）。海外就労者数の国内労働力人口および就労人口に占める割合は、
海外出稼ぎ者数の増加と同様に一貫して増加傾向を示してきたのである。 
                                                   
43  2009 年の SLBFE による推計では、約 183 万人ものスリランカ人が海外で雇用され働いて
いるという。その規模は、国内の労働力人口の 22.7％、就業者人口の 24.1％に匹敵する（SLBFE, 
2009: 140）。 
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図４－１： 男性海外出稼ぎ者数、女性海外出稼ぎ者数、男女合計の推移、1986-2010 年 
 
（出所）CBSL, Annual Report, various issues. 
 
時系列的に見ると、1980 年代から政府によって海外雇用政策が実施され始め、1985 年
の SLBFE 設立を機に国際労働移動の公式統計を取るようになった。そのため、それ以前
のデータは欠如している。また、1990 年代に入ると、地方の農村でも海外就労斡旋キャン
ペーンを大々的に行い、より正確な海外出稼ぎ労働者数の把握も含めた、国際労働移動の
実態的なデータ収集に努めるようになった。そのことで、海外出稼ぎ労働者の数が急速に
増加を見せている。女性の海外出稼ぎ者数の割合は、1990 年代前半を除いて一貫して高い。
逆に、同じ時期、男性の海外出稼ぎ者数は女性のそれと比較し非常に大きい。しかし、1995
年以降、女性の出稼ぎ者数は男性のそれを大幅に引き離し、約 10 年以上にわたって女性
の海外出稼ぎの流出圧力が顕著に見られた。当時、スリランカは民族紛争が激しく、農村
の男性を中心に兵士としてかり出されていた。男性海外出稼ぎ者数は、2000 年頃より徐々
に増加傾向を示し、現在では男性の数が女性の数をわずかに上回っている。これは、2005
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年頃から政府が男性労働者に対して、海外雇用を積極的に進めたこともある。また、男性
たちの中には、兵役に就くのを避けるため、または脱走兵たちが軍の罰則規定から逃れる
ために出稼ぎした者も少なくないと言われている（現地聞取, 2008 年）。これらの背景か
ら、相対的に見て女性労働者の割合は徐々に減少傾向を示し始めている。しかし、出稼ぎ
を実数で見ると、女性の海外出稼ぎ自体が減少しているわけではない。 
次に、図４－２で、スキルレベル別の出稼ぎ状況を見ていきたい。ここでは大まかに、
家事労働者、非熟練労働者、熟練労働者の 4 つに分類している。なお、家事労働者は、女
性労働者のみが該当する。非熟練労働者は、病院やホテルなどの清掃員、ヘルパーなどが
該当する。熟練労働者は、運転手や建設現場作業員、工場労働者などが含まれる。また、
その他には、専門職、教員、ホワイトカラーの職種で海外就労する者である。 
 
図４－２： スキルレベル別で見た出稼ぎ労働者の割合、1995-2000 年 
 
(出所)CBSL, Annual Report, various issues. 
 
ほぼ、一貫して、専門職の仕事に従事する割合は非常に小さく、家事労働者と非熟練労
働者の割合が全体の 7 割以上占めている。特に、家事労働者の占める割合は一際高く、女
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性海外出稼ぎ者数の割合が圧倒的に高かった 1990 年代半ばには 7 割近くを家事労働者が
占めていた。その後、男性海外出稼ぎ者数の増加に伴って、家事労働者の出稼ぎの割合は
減少傾向を示している。最近のデータによれば、家事労働者 42.4％、非熟練労働者 22.5％、
熟練労働者 26.0％、そしてその他 6.5％である（CBSL, 2011: 21）。2009 年 5 月に内戦が
終結すると、他業種に従事する男性海外出稼ぎ者数がさらに増え、相対的に女性が従事す
る家事労働者の割合が減少している。 
また、SLBFE の統計によれば、海外出稼ぎ者を年齢別に見ると、男性労働者は 25～29
歳に集中していた。男性の場合、多くは建設業、輸送・運送業や個人宅の運転手、ホテル
のボーイ、ガードマンなど肉体的な労働に従事する割合が高いために、働き盛りの若い年
齢層の出稼ぎが目立つ。一方、女性労働者の場合は、25～44 歳の年齢層に幅広く多く分布
していた（SLBFE, 2009: 63）。海外の出稼ぎ先で、幅広い年齢層の女性労働者が受入れら
れる背景として指摘できることは、①家事労働者が全体の 4 割を占め圧倒的に数が多いこ
とと、②受入国の家庭で、育児や子供の世話などのできる既婚者や家事ベテランが好まれ
ること、③また、既に信頼ある者と雇用契約の更新を雇用者側が望むといったものが指摘
できる。特に、雇用者側の要望によって、ある程度、受け入れられる労働者の性別や年齢
が決定されている。 
次に表４－１によると、スリランカ人労働者の主な海外就労先は、労働移動が見られる
ようになって以来、一貫して中東湾岸諸国の労働市場となっている。実に出稼ぎ労働者の
9 割以上が中東湾岸諸国へ渡航している。特にサウジアラビア、クウェート、UAE の三国
が伝統的に人気の高い就労先である。この他、規模は小さいがレバノンやヨルダンも人気
のある出稼ぎ先である。近年ではカタールが就労先として渡航者数が増加してきており、
特に男性労働者が多く出稼ぎに出ている（SLBFE, 2009: 15）。カタールの一人当たりの所
得レベル（参照：表１－５）は非常に高い。同国は経済成長によって建設ラッシュが沸き
起こり、人気の高い出稼ぎ先になってきている。一方、スリランカ人労働者たちにとって、
シンガポールやマレーシア、台湾、日本など、東南アジアや東アジアへ就労する割合は、
全体的にまだ低い44。また表４－２の集計結果によると、家事労働者の送出数を減らす取
り組みが行なわれているものの、家事労働者全体の 96.5％は依然として中東湾岸諸国へ渡
航している。スリランカの経済発展政策とほぼ同時期に進められた海外雇用政策の約 30
年に及ぶ成果は、中東湾岸諸国へ向かう女性家事労働者の存在の大きさに集約される。 
                                                   
44 工場労働者として雇われていることが高い。シンガポールで家事労働者として雇われている。 
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表４－１： 出稼ぎ労働者の主な海外渡航先、1986 年、2003 年、2009 年 
 
1986 年 2003 年 2009 年 
渡航者数 % 渡航者数 % 渡航者数 % 
中東湾岸諸国 15,226 92.5 198,008 94.4 229,840 93.0 
サウジアラビア 7,247 44.0  75,830 36.1  77,849 31.5  
クウェート 3,270 19.9  38,258 18.2  42,400 17.2  
UAE 1,700 10.3  32,173 15.3  39,653 16.0  
カタール 61 0.4  23,699 11.3  43,744 17.7  
レバノン 29 0.2  13,175 6.3  5,907 2.4  
ヨルダン 40 0.2  7,076 3.4  9,032 3.7  
オマーン 1,063 6.5  4,084 1.9  5,326 2.2  
バーレーン 1,816 11.0  3,713 1.8  5,929 2.4  
モルディブ 459 2.8  3,174 1.5  3,904 1.6  
キプロス - - 3,029 1.4  2,929 1.2  
韓国 - - 2,036 1.0  3,991 1.6  
シンガポール 150 0.9  1,059 0.5  1,026 0.4  
マレーシア - - - - 1,050 0.4  
その他 621 3.8  2,540 1.2  4,386 1.8  
合計 16,456 100.0  209,846 100.0  247,126 100.0  
（出所）1986 年と 2003 年の統計データは Tilakaratne（2006: 47）、また、2009 年のデ
ータは SLBFE (2009: 15)および CBSL（2010: 95）を用いた。 
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表４－２： スリランカ人家事労働者の主な渡航先、2009 年 
 渡航者数 ％ 
中東湾岸諸国  96.5 
サウジアラビア 42,906 37.8 
クウェート 31.384 27.7 
UAE 11,812 10.4 
カタール 6,210 5.5 
レバノン 5,474 4.8 
ヨルダン 5,347 4.7 
オマーン 2,804 2.5 
バーレーン 3,508 3.1 
キプロス 2,424 2.1 
モルディブ 270 0.2 
シンガポール 593 0.5 
マレーシア 438 0.4 
香港 272 0.2 
その他 335 0.3 
合計 113,777 100.0 
（出所）SLBFE（2009：15） 
 
 
（２）国内雇用状況と国際労働移動 
次に、スリランカの国際労働移動と経済発展の関連性についての検討に入る。最初に、
スリランカの経済発展政策とともに国内の雇用がどのように推移したのかについてみてい
く。表４－３は、スリランカの労働参加率、男性労働参加率、そして女性労働参加率の推
移を表したものである。 
同表によれば、輸入代替型経済発展政策の実施期間である 1971 年から 1975 年の労働参
加率は 35.5％、男性の労働参加率は 49.8％、女性の労働参加率は 20.5％であった。しか
し、輸出指向型の経済発展政策が導入された翌年の 1978 年になると、労働参加率は 38.0％
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と大きな伸びを見せた。同年、男性の労働参加率に大きな変化はみられなかったが、女性
の労働参加率は 26.2％と著しい成長を見せている。しかし、1980 年代初頭はオイルショ
ックの影響による世界的な不況の影響により、労働参加率は一時的に激減し、とりわけ女
性の労働参加率に大きな負の影響をもたらしている。1980 年代半ばになると、雇用環境は
改善しはじめる。女性の労働参加率上昇の背景には、1960 年代後半より進められた教育機
会の拡大策が功を奏し、識字率の上昇とともに女性の教育レベルが上昇したことが大きい
（Jayaweera, 2002: 110-118: Lakshman, 2004: 284）。しかし、1990 年以降からは、労働
参加率は約 49％、男性は 66％前後、女性は約 33％前後で推移し、大きな変化は見せてい
ない45。大方、男性の労働参加率は女性の 2 倍程度で推移し、女性労働参加率は伸びてお
らず、低いままである。 
 
表４－３： 男女別の労働参加率の推移、1971－2010 年 
 
労働参加率（％） 男性（％） 女性（％） 
1971-1975 年 35.5  49.8  20.5  
1978 年 38.0  50.4  26.2  
1981-1982 年 34.1  49.6  18.3  
1985 年 38.9  52.7  25.4  
1990-1995 年 49.3  65.3  32.3  
1996-1999 年 49.9  66.7  33.5  
2000-2005 年 49.4  67.1  32.5  
2006-2010 年 49.5  67.5  33.2  
（出所）CBSL (2010: 1). 
 
 
                                                   
45 参考のため、他のアジア諸国との比較を ADB のデータを用いて行なう。男女別の労働人口
に占める経済的に活動する割合を見ると、中国（2005 年）：男性 87.8％、女性 75.8％； 韓国
（2006 年）：男性 74.1％、女性 50.3％； インドネシア（2006 年）：男性 84.7％、女性 48.6％； 
フィリピン（2006 年）：男性 79.2％、女性 49.6％； シンガポール：男性 76.2％、女性 54.3％； 
タイ（2006 年）：男性 80.9％、女性 64.0％； ベトナム(2005 年)：男性 55.7％、女性 51.2％； 
バングラデシュ（2003 年）：男性 87.4％、26.1％； インド(2005 年)：男性 55.1％、女性 22.4％、
モルディブ（2005 年）：男性 73.0％、女性 49.1％； スリランカ（2006 年）：男性 68.1％、
女性 35.7％であった（ADB, 2007）。南アジア地域全体に指摘できることは、他のアジア地域
と比較すると、女性が経済活動に従事する割合は低い。 
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それでは次に、図４－３で、国内の就労人口を農業部門、工業部門、サービス業部門の
３部門それぞれの国内就労人口に対する割合と、さらに、国内就労人口に対する海外就労
人口の割合を比較している。それによれば、農業部門就労人口の国内就労人口に占める割
合が、1990 年代から 2000 年代初頭にかけて約 10％以上急激に減少し、その後はだいた
い 32％前後で推移している。逆に、サービス業部門就労人口の割合は、同期間で約 10％
近く増加するも、その後は約 42％前後で推移している。 
 
図４－３： 国内就労人口に占める、農業部門就労人口、工業部門就労人口、サービス業
部門就労人口、そして海外就労人口の占める割合 
 
（出所）ADB (2011).  SLBFE (2009: 140). 
 
一方、開放政策のもと、輸出指向型の経済発展政策のメインとなった工業部門の就労人
口の割合は、1990 年から上昇傾向にあるものの、比較的緩やかな動きである。全体として、
工業部門の雇用吸収力は弱い。一方、国内就労者人口に占める海外就労人口の割合を見る
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と、海外就労人口の占める割合は、一貫して拡大を続け、1990 年代後半にはその割合が
10％を越えるまでになっている。当時からスリランカ政府が実施してきた海外就労斡旋の
ための、テレビや新聞、自治体などを巻き込んだ宣伝・普及活動が、人々の間で海外出稼
ぎの意志を強めさせた。また、経験者の話などが人伝に広がったこと、ソーシャル・ネッ
トワークを通じて海外就労機会がより身近になったこともあり、海外出稼ぎが一気に流行
したのである。 
このような流行の背景には、やはりスリランカ国内の、特に農村地域の所得レベルの低
さや、国内農業問題などを抱える現状が後押したことも大きな要因である。2010 年になる
と、国内就労人口に対する海外就労人口の割合は約 25％に達し、工業部門就労人口の割合
を上回る規模である。マクロレベルでスリランカの国内雇用実態に対して見ていくと、国
内労働市場における海外就労の存在感が非常に大きいことが理解できる。 
 
表４－４： 国内就労人口に占める農業部門、工業部門、サービス業部門の男女別割合（％） 
 
農業部門就労 工業部門就労 サービス業部門就労 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 
1981 年 44.1 51.0 19.0 17.5 36.9 31.5 
1985 年 47.2 54.2 18.3 19.9 34.5 25.9 
1992 年 40.6 46.0 19.1 22.7 40.3 31.4 
1996 年 35.3 42.4 21.1 24.1 43.7 33.5 
2000 年 33.3 41.6 22.4 26.2 44.3 32.2 
2004 年 30.0 39.3 24.0 26.6 46.0 34.1 
2008 年 30.0 37.5 26.1 26.4 43.9 36.1 
＊2011 年 29.3 38.0 25.0 25.1 45.6 36.9 
（出所）1981－2004 年のデータは、Vidyaratne and Nigamuni (2006: 17). 2008-2011 年
のデータは、DCS（2010）.（北部州のデータは除く） 
（注意）＊第一四半期 
 
 続いて、男女別の国内の就労人口を農業部門、工業部門、サービス業部門の 3 部門それ
ぞれについて、1981 年から 2011 年の第一四半期までの推移をまとめものを表４－４でみ
ていく。図４－３に見たように、過去 30 年間でスリランカの産業別の雇用状況は男女と
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もに劇的な変化を見せているわけではないが、いくつかの特徴を指摘できる。男性労働者
はサービス業部門に最も多く就労している。1990 年代初頭までは男性の主な就労先は農業
部門であったが、1990 年代半ばにはサービス業部門がトップになっている。LTTE による
内戦の激化によって軍隊の需要が増したためであろう。一方女性は農業部門の就労者の割
合が過去 30 年で減少しているものの、2011 年においても女性にとっては主な就労先とな
っている。また、1980 年代初頭から 21 世紀初頭にかけて、女性による工業部門への進出
は、同時期の男性のそれと比較すると、急速に進んでいる。これは、スリランカの工業化
が、衣類縫製産業を中心とした軽工業部門は労働集約的であり、特に、若い女子労働力を
必要としたからである。 
それでは次に、雇用状況別（経営者、被雇用者、自営業者、無給家族労働者）に見た男
女の比率をそれぞれ時間とともにどのように変化していったのかを見ていきたい。1971
年から 2010 年までの、男女別の雇用状況の推移をスリランカ政府が公表した統計データ
をまとめたものを表４－５でみていく。 
 
表４－５： 男女別の雇用状況の推移（％）、selected years 
年 経営者 被雇用者 自営業者 無給家族 
労働者 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 
1971 3.8 0.8 63.7 76.9 28.9 11.2 3.5 11.2 
1981 2.4 1.2 62.3 79.4 32.5 12.9 2.8 6.5 
1985‐86 3.0 0.9 58.2 58.4 29.6 17.7 9.2 23.0 
1990 2.3 0.6 55.2 55.1 34.6 17.9 7.9 26.5 
1995 3.1 1.1 58.4 63.2 33.5 16.7 5.1 19.1 
2000 3.1 0.8 56.6 55.5 33.8 17.2 6.5 26.5 
2005 4.1 0.9 59.9 58.3 32.9 22.7 3.2 18.2 
2010 3.3 0.8 55.6 53.8 36.6 22.2 4.5 23.2 
（出所）1971 年、1981 年、1985－86 年のデータは、Jayaweera（2002: 118) . 
    1990-2010 年は、DCS（2010）. 
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1970 年代および 80 年代において、女性の被雇用者、つまり給与所得を得る割合は、女
性労働力全体の 7 割以上を占め、男性の被雇用者の割合と比較して非常に高かった。その
背景には、1978 年以降、政府はカトナーヤカをはじめ、西部および南部にも輸出加工区を
設置し、多国籍企業などから、積極的に資本を受入れ始めたのである46。さらに 1980 年代
以降、スリランカ経済は、グローバライゼーションの影響を受け、女子の低賃金労働者の
需要が拡大したことが大きな要因である。スリランカ国内の都市部を中心に、輸出向け企
業の下請け工場などが出はじめ、衣類縫製品の他、ゴム加工製品、玩具、セラミック類、
電子機器などの製造業部門が展開されるようになった。これら輸出加工区の多国籍企業資
本による工場と、都市部の現地中小企業の工場の製造を担う労働者たちは、特に、農村部
および都市部の低所得者層の家庭出身の女子の労働力が中心となって、低賃金の工員とし
て吸収された（Jayaweera, 2002: 121; Hewamanne, 2008）。 
1990 年代に入ると、衣類縫製工場が農村地域にも進出してくるようになり、ますます女
子労働力が低賃金設定のもとで吸収されていったのである。その結果、輸出加工区におけ
る全労働者に占める若い女子労働者の割合は約 8 割を占め、衣類縫製産業全体では、若い
女子労働者の割合は全体の 9 割を占めている（Jayaweera, 2002: 122）。Jayaweera によ
れば、被雇用者として給与や賃金を受け取る女性労働者は、低賃金、または日雇い労働者
として、経済活動の周縁部に追いやられていると指摘している（2002: 119）。また、
Hewamanne は、政府の外資受入れ政策のもと、企業の利益が重視され、多くの女性労働
者たちは、低賃金で、昇進の機会も与えられることなく、結婚や出産を機に職場を離れる
ことが慣例化していると指摘している（Hewamanne, 2008）。一方、男性は、教育レベル
や能力に応じて、昇進の機会が約束され、経営管理や技術レベルの高い仕事に就いている
という。1980 年代には、政府や民間企業などのフォーマルな雇用部門における賃金額の男
女平等が制定され、育児休暇などの条件も良くなったのだが、このような法的権利を受け
られる女性労働者はごくわずかである（Jayaweera, 2002: 119）。そして、1980 年代半ば
から 90 年代前半にかけて、女性被雇用者の占める割合は落ち込み、1995 年の値を除き、
男性の割合と変わらないレベルになっている。その代り、1980 年代半ばから、女性の無給
の家族労働者の割合が増加し、常に男性の４倍から５倍程度高い割合を示している。女性
                                                   
46 約 8 割以上の輸出向けの製造活動を行う多国籍企業は、生産活動をスムーズに行なうた
めにも、現地企業との合弁会社を設立している。その中で、現地企業は、生産とマーケテ
ィング活動のノウハウを吸収しているといったメリットも指摘されている（Athukorala, 
2009: 159）。 
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の多くがインフォーマルな雇用部門に属し、労働法や労働権利の適用外に留まっている現
状がある。 
国内の雇用関係と関連付けて検討するのはこれで最後である。国内の失業状態の変化を
見ていきたい。図４－４は、男女別でみた失業率の推移である。 
 
図４－４： 男女別でみた失業率の推移、1975～2010 年 
 
（出所）CBSL, Annual Report, various issues. 
 
経済開放政策が開始される以前の 1975 年において、失業率は男性で約 15％、女性で約
35％と二倍以上の開きをもって女性の失業率は高かった。1977年以前のほとんどの期間、
スリランカは輸入代替工業化戦略を実施していた。しかし、政府補助を受けた輸入資本財
の投入と中間製品の輸入が増大し、外国企業によって利潤の大部分が民間移転支出の形で
海外送金されていた。また、過度の保護政策のもとで国営企業は非効率な運営を行い、そ
の雇用効果は極めて小さかったのである。一部の資本所有者の利潤が向上する一方で、小
規模農家や自営業は不利な立場に追いやられ、特に農村部門と低所得者層の経済状況は悪
化し、その結果、失業率が増加したのだった（Lakshman, 2004: 277; Ratnaykae, 1992: 
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Kelagama, 2004）。また、オイルショックによる影響も、紅茶のプランテーション部門に
依存する構造が根強かったスリランカ経済に大きな影響を与えた。1970 年代の失業率は、
その後開放政策が導入されると、1978 年には男女共に失業率は減少している。1980 年代
初頭、オイルショックに起因する世界的な不況の影響を受け、再び失業率が男女共に増加
するも、1980年代後半のJVP紛争による経済停滞や、2000年初頭の経済不況期を除いて、
常に失業率は、順調に減少傾向を示している。特に、1980 年代前半及び 1990 年代に見せ
た女性の失業率の減少速度は著しい。その結果、2010 年において、男性の失業率は 3.5％、
女性は 7.7％にまで減少している。  
実際にスリランカ国内の産業構造は、開放政策後にそれなりの変化は見られたものの、
依然として男女ともに農業部門の就労人口が工業部門の就労人口よりも高い割合を示して
いるのである。また、労働参加率も 1990 年代初頭に、男女ともにその割合を拡大させた
が、その後それらの割合が大きく増加することなく推移している。失業率は順調に減少を
示しているが、やはり、スリランカ国内産業の雇用創出効果は限られたものであり、小さ
いといえる。一方、そのような国内の労働市場において、海外へ出稼ぎする人口は増加を
続け、国内就労人口に占める割合も、最新のデータでは工業部門のそれを上回るようにな
っていた。また、2009 年 5 月に内戦が終結したことで、それまで兵士として軍部で雇用
吸収されていた多くの男性たちのその後の就労先も気になるところである。2005 年頃から
男性の海外出稼ぎが増加している。今後もますます男性の国際労働移動の割合が増加して
いくものと考えられる。 
 こうして国内の労働市場で吸収し切れなかった労働力を、「余剰のはけ口」として海外の
市場へ放出することで、国内の失業問題を軽減させることが理論的に説明できる。事実、
統計データを見ても、ある意味、国民の海外出稼ぎは、海外での雇用創出効果と、失業率
の低下の役割があると考えられる。しかしながら、元来、契約ベースの海外就労では雇用
契約期間が終了次第、帰国しなければならないため、海外雇用で渡航する量と同時に帰国
する量も考慮しなければならないという指摘がある（Rodrigo, 1992）。Marga の調査結果
によれば、主に中東湾岸諸国で家事労働者として働き、帰国した後、彼女たちは国内の低
賃金かつ悪い労働条件で働くよりも、出稼ぎで蓄えた貯蓄を崩して生活する方を好むのだ
という（Marga, 1986）。このように、帰国者自らが進んで失業状態を好む傾向も見られる
ため、海外雇用政策がどこまで効果的な失業対策になっているのか疑問である。また、
SLBFE が算出する推計値によると、海外に居住し雇用されるスリランカ人労働者の人口
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は、年々増加傾向にあり、2010 年には過去最高の 193 万 2245 人に達している。このこと
から、必ずしも毎年の渡航者数と同じだけの帰国者が、スリランカに戻って失業状態にあ
るというわけではない。しかし、一旦、海外へ出稼ぎした者の多くが、再び現地で雇用契
約を更新するなどして、海外で働き続ける人々が増加傾向にあると考えられる。彼らの多
くはスリランカ国内の労働市場に対し、賃金率および労働環境等に不満があり、海外で働
くのを好むのである。 
一方、Kelegama は、民族紛争が激化し始めた 1983 年以降にタミル系の若者たちがス
リランカを離れ、主に欧米先進諸国に居住し、彼らの残った配偶者や子供、親族が、彼ら
の送る海外送金に頼ってしまい、スリランカ国内の労働市場の賃金率では働きたがらなく
なったと指摘した。また、似たような現象として、海外で家事労働者として出稼ぎ中の妻
を持つ夫もまた、妻の送金に頼り、スリランカ国内で積極的に働きたがらなくなっている
現状も指摘している（Kelegama, 2006: 272）。このように、海外雇用政策を進めることに
よって、人々の労働価値観や行動価値観、経済的価値観などの社会的価値観に対し、負の
影響を与え、失業率の減少を期待したはずが、国民の国内で働く意欲を失わせ、自ら失業
状態に甘んじるなどの社会的現象を招いたという側面も見られる。 
 
 
（３）海外送金のマクロレベルの効果 
次に、海外送金の実績について見ていく。経済発展と労働移動の関連性で最も重視され、
発展途上国に流入する海外労働者送金についてである。CBSL の統計によれば、2010 年に
スリランカ国内に流入した海外送金総額は 41 億 1600 万 US ドルに達し、前年と比較する
と 23.6％の伸び率を示し、過去最高額であった（CBSL, 2010）。また、2010 年の海外送
金純受取額は同年 GDP の約 7.4％に値し、海外送金がスリランカ経済に及ぼす影響力は無
視できない程になっている（CBSL, 2011: 3）。また、主な海外就労先が中東諸国であるた
め、同地域からの送金額が最も高い。2001 年から 2010 年までの 10 年間にわたって、海
外送金総額の約 6 割を中東湾岸諸国からの送金で占められている（CBSL, 2011: 88）。な
お、中東湾岸諸国に続いて高かったのは、EU 諸国からの送金であり、その割合は平均し
て全体の 17％から 19％前後で推移していた。他の地域では、東アジア諸国が続いている。
近年、同諸国からの送金は徐々に増加傾向を示している。しかし 2010 年において、まだ
全体の 6％程度を占めるに留まっている。 
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ここでは、海外労働者送金の効果について、具体的な経済的データと比較しながら分析
していきたい。まずここで、海外から国内に流入する主として大きく３つの金融資源につ
いて触れておく。第一に、民間による海外直接投資と間接投資があり、具体的には、①通
常は先進国に本社を置く多国籍企業による海外直接投資（FDI）と、②発展途上諸国に出
現しつつある信用・株式市場における「民間機関（例えば、銀行や投資信託などの金融機
関、有限会社など）、および、個人による海外民間間接投資（例えば、株、債券、手形など）」
の二つがある。第二に、公的および民間による開発援助がある。それらは、①個々の国家
政府と多国間援助機関によるものと、②発展途上諸国と直接に結びついた民間の非政府組
織（NGO）によるものの二つがあげられる。そして最後に、海外で働く自国民からの海外
送金の大きく３つの金融資源が考えられる（Todaro and Smith, 2003: 634-635）。伝統的
な新古典派および新成長理論の経済成長分析によれば、海外投資や海外援助は、国内で供
給可能な貯蓄、外貨、政府収入、人的資本の技能、そして成長および開発目標を達成する
ために必要な資源の望ましい水準との間のギャップを埋める典型的な方法とみなされてい
る。しかしながら、海外直接投資をもたらす多国籍企業の活動に対しては、効果的に FDI
を受入れた発展途上諸国の経済発展にどれだけ貢献しているのかについて、むしろギャッ
プを拡大させているのではないかといった、様々な疑問や批判が多い（参照：Todaro and 
Smith, 2003: 640-642）。 
海外から流入する金融資源の中から、海外労働者送金、貿易収支額、ODA 額を取り上
げ、1975 年から 2010 年までの推移を表したものを図４－５に示した。発展途上諸国の経
済問題として共通的に見られるのが貿易収支の赤字である。開放政策を導入する発展途上
国は、輸出拡大を通じて外貨獲得を目指すものの、初期の経済発展段階においては輸入超
過による貿易収支赤字は問題となる。スリランカも初期の経済発展段階にあるように貿易
収支赤字を抱える国である。同図によれば、2003 年頃まで、貿易収支額はマイナス 20 億
ドルを下回ることは無かったのだが、その翌年から現在まで大幅な赤字を計上している。
1990 年頃までは海外労働者送金と ODA 額はほぼ同額で推移していた。しかし、1990 年
代初頭のメディアによる海外雇用の宣伝効果により、海外出稼ぎ者数が増大し、海外送金
額も大幅に増えた。それ以後、海外送金額は ODA 額を大きく引き離し増大し始めた。特
に貿易収支赤字が 20 億円を越えて拡大し始めた 2000 年代半ばから、急速に海外送金額は
増加している。まるで貿易赤字のマイナス幅を埋め合わせるかのように海外送金額が増大
している。 
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図４－５： 海外労働者送金、貿易収支額、ODA 額の推移、1975-2010 年 
（百万 US＄） 
 
（出所）CBSL, Annual Report, various years. 
 
一方、ODA流入額は 2005年頃に一時的な増加を見せるも、ほぼ一定額で推移している。
また、ODA といった海外開発援助には、返済義務はないが何らかの形でヒモ付きの贈与
と、低率ではあっても返済義務のある借款の二つがある。そのため ODA は何らかの形で
ドナー国の都合も、受取国にとっては考慮しなければならない。さらに、援助資金がトッ
プから草の根まで行き渡るまでに、往々にして NGO や官僚のもとへ一部流れる事が多い。
また、援助プロジェクトを通じて、様々な取引費用が発生し、必ずしも 100％必要とされ
る所へ援助が流れるわけではない。このように政府開発援助には、ヒモ付きまたは借款の
場合に返済義務が生じるというデメリットがある。しかしながら、海外送金はそれらいず
れもが発生しない。経済的問題を解決させたい本人が、直接、海外で働いて所得を得て、
直接、必要な所へ送金する。そのことから海外送金は ODA などの開発援助よりも開発効
果が高いと捉えることが可能である。 
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図４－６： 主要輸出品目、海外労働者送金の推移、1986-2010 年 
（百万 US＄） 
 
（出所）CBSL, Annual Report, various years. 
 
また図４－６では、スリランカの主な輸出商品と海外送金の推移を比較した。スリラン
カの代表的な商品輸出による外貨獲得手段は衣類縫製製品・織物と紅茶である。紅茶は伝
統的なプランテーション作物であり、生産物の大半を中東湾岸諸国、ヨーロッパ諸国など
へ輸出している。1980 年代後半以降、海外直接投資を積極的に受入れるようになり、欧米
を中心とした有名ブランドの下着や衣料品などの縫製工場が設置された。それらの外資の
力を通じて衣類縫製・織物輸出は大幅な生産拡大と輸出市場の獲得につながった。その結
果、数値の上では伝統的な紅茶などの一次産品輸出に依存していた伝統的な貿易構造から
脱却し、衣料縫製・織物産業はスリランカの工業部門の中心となり、その結果、輸出額を
伸ばし経済を牽引してきた。 
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図４－７： 海外労働者送金額と主要輸出品の対輸出総額のシェア、 
1984－2010 年 
 
（出所）CBSL, Annual Report, various issues.  
 
続いて、海外送金額と主要輸出品である紅茶と衣類縫製・織物製品の輸出額を、それぞ
れスリランカの輸出総額に占める割合の変化を見たものが図４－７に示している。それに
よれば、紅茶輸出額の輸出総額に占める割合は、1990 年代初頭に 10％代に落ち込み、そ
れ以来、そのレベルを維持している。一方、衣類縫製・織物製品輸出は、1980 年代後半お
よび 1990 年代前半に急速にそのシェアを拡大し、2000 年ごろまで 50％前後のシェアを
占め、スリランカの代表的な輸出商品となった。しかし、2000 年始め頃まで全輸出額の約
2 割を維持してきた海外送金のシェアが、2005 年頃から急速に伸び始め、2010 年にはそ
れまでスリランカの輸出をリードしてきた衣類縫製・織物製品輸出を大幅に上回った。そ
の結果、海外送金額のスリランカの輸出総額の 51.5％を占める規模となり、労働力が主要
な輸出商品と同等の意味をもたらすようになったのである。 
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図４－８： 海外労働者送金額と主要輸出品の対ＧＤＰシェア、 
1984－2010 年 
 
（出所）CBSL, Annual Report, various issues. 
 
同様に、海外送金額と紅茶および衣類縫製・織物製品輸出額を、それぞれ、ＧＤＰに占
める割合を、1984 年から 2010 年までの推移を比較したもの図４－８に示した。紅茶の輸
出額はＧＤＰシェアにおいて、1980 年代以降、急速に減少し、現在ではＧＤＰの 2.8％に
留まっている。一方、衣類縫製・織物製品輸出額は、1980 年代後半から急速にシェアを伸
ばし、2000 年にはＧＤＰの 18％の規模に達している。しかし、2000 年をピークに、衣類
縫製・織物製品の対ＧＤＰシェアは、急速に落ち込み、2010 年現在において 7.1％のシェ
アである。海外送金額の対ＧＤＰシェアは、徐々に増加し、2000 年代は 2007 年を除き、
7％から 8％前後で推移している。このように、スリランカ経済において、海外送金の影響
が非常に大きいことが理解できる。 
また、表４－６をみると、1977-1990 年における輸出全体に占める農業関連輸出は平均
して約 58％であったが、1990 年代以降は大きく減少し約 2 割以下に落ち込んでいる。一
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方、工業部門の輸出額は 7 割以上にまで伸ばしている。輸入状況については、それといっ
て大きな変化は見られないが、開放政策導入以来、中間財の輸入は 5 割以上を占めている。
なお、最新の 2010 年の CBSL の統計データの分析では、スリランカの商品貿易構造は、
輸出全体の約 77％が工業品輸出であり、衣類縫製・織物は工業品輸出の約 57％であった。
一方、輸入全体の約 57％が中間財であり、FTZ の多国籍企業工場が輸入する繊維、布、
パーツ等の中間財輸入が 2 割程度占められていた（CBSL, 2010）。 
 
表４－６： 輸出・輸入の構成、1977-2010 年 (%) 
 
1977-1990 年 1991-1999 年 2000-2010 年 
輸出 100.0 100.0 100.0 
農業関連 57.7  23.6  19.3  
工業関連 38.4  72.8  75.1  
(衣類縫製・織物) (a) （56.9）  （66.3）  （61.7）  
鉱物関連 3.9  2.2  1.6  
輸入 100.0 100.0 100.0 
消費財 21.2  20.0  17.6  
中間財 50.8  53.4  58.4  
(繊維, 衣類, 木綿) (b) （21.0）  （40.5）  （29.3）  
投資財 23.0  24.6  21.2  
（出所） CBSL, Annual Report, various issues. 
（注意） (a) 工業品輸出に占める割合; (b)中間財輸入に占める割合 
 
この他、FTZ の多国籍企業の工場用機械などの設備用の輸入もあるため、衣類縫製・織
物製品を輸出するには莫大な中間コストがかかっている。よって、スリランカが FTZ を通
じた工業品輸出から得られる経済的便益は、そこで雇用される労働者に直接支払われる賃
金でほぼ占められているといっても過言ではなかろう。そのため衣類縫製・織物産業によ
る実質の外貨獲得額と比較して、1990 年代から 2007 年ごろまで見られる海外送金額との
間にそれほど大きな開きはなかったとみられる。さらに、2009 年になると、海外送金額が、
衣類縫製・織物輸出による輸出額を上回り始めている。海外送金額が外貨獲得額に占める
119 
割合は順調に拡大しており、2002 年には 27.4％だったものが、2005 年には 30.6％、そし
て 2009年には 47.0％と大きく増大し、最新の統計によれば 2010年には過去最高の 49.6％
に達したのである（CBSL, 2011: 21）。 
このように、主に外資依存により形成された貿易構造の下で、今ひとつ伸び悩むスリラ
ンカの輸出指向型の工業化戦略による経済発展政策の弱点を、海外送金がカバーしている
経済状況が理解できる。さらに、海外送金は、直接的に出稼ぎ労働者の家族の家計所得に
組み込まれるものである。特に、スリランカの海外出稼ぎ労働者の特徴は、大半が家事労
働者や非熟練労働者で７割以上を占められ、多くは低所得者層に属している。もし、海外
送金の受け取り手が貧しい場合には、開発および貧困削減に対する貢献は明らかである。
残された家族のために、家屋を建設や、子供たちに食事を与え、学校へ行かせるために不
可欠な資金を送るのに役立てられるのである。資金が必要な者が、海外で雇用されること
を通じて、効果的に家計所得のギャップを埋めることができ、また、所得格差の是正にも
効果があると評価できる。 
 
 
４. 労働移動と社会的問題 
 経済理論に従ってみれば、海外出稼ぎ労働者とその家族にとって、国際労働移動は見返
りの高い効果が得られるものである。また、海外で働きながら技術を獲得する喜びや、文
化や風土、経済環境などの異なる新しい場所で様々な経験を積み、新しい人間関係を築く
ことは、刺激的であるかもしれない。しかし、現実は、多くの出稼ぎ労働者たちが、海外
の雇用先で様々な問題や苦難、ストレスやプレッシャー、寂しさなどの精神的苦痛に直面
している。特に、発展途上諸国からアジア新興諸国や西アジア諸国へ送出された出稼ぎ労
働者たちが直面する問題のケースの多くは、時に人権を無視した深刻なものが報告されて
いる。例えば、嶋田が 2005 年にドバイのスリランカ領事館で行なった調査によれば、ス
リランカ人労働者を保護するセイフハウスには、雇用先でトラブルに遭遇し、脱走してき
た女性家事労働者が 330 名以上いるという。また、同年に実施したクウェートのスリラン
カ領事館での調査によれば、セイフハウスに 160 名以上の女性が滞在しており、だいたい
一日平均で 20 名前後の女性家事労働者を中心としたスリランカ人労働者が助けを求めて
駆け込んでくるという（嶋田, 2010）。海外出稼ぎ労働者たちは、家族や友人たちのいる住
み慣れた母国を離れ、全く何もわからない外国へ移動し、新しい環境で仕事をするため、
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何か問題に直面した場合、すぐに対処法がわからない他、文化の違いから理解しがたいこ
とも少なくない。また、差別を受けることも少なくないだろう。さらに、親身になって助
けてくれる友人や知人の少ない環境で過ごさなければならない。そして、問題に直面する
労働者たちの多くが、受入国のインフォーマルな労働市場に吸収される、家事労働者、建
設現場作業員、農業労働者、中小企業の工員などであり、彼らは労働法の適用外におかれ、
社会的地位の低いいわゆる「３K 仕事（きつい、汚い、危険）」に従事している。 
 
図４－９： 苦情件数、解決済苦情件数、賠償金支払額の推移、1994-2009 年 
 
（出所）SLBFE, Annual Statistic Report, 2009. 
 
図４－９は、現地スリランカ大使館や領事館、SLBFE に寄せられた苦情件数と、問題
解決した件数、および賠償金支払額の推移を 1994 年から 2009 年までみたものである。出
稼ぎ労働者たちが訴える海外雇用先で受けた問題に対する苦情は、一貫して増加傾向にあ
る。さらに、労働者の死亡事故等に関して、スリランカ政府が支払う賠償金についても、
増加傾向を示している。賠償金については、1998 年、2003 年、2007 年、そして 2009 年
の４回ほど巨額な支払いが行なわれている。1998 年および 2003 年には、約 10 万ドル程
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度の支払いが実施されたが、2007 年および 2009 年には、15 万ドル前後が支払われてお
り、賠償金の支払いが増加傾向にある。1998 年に解決した苦情件数は、約 1 万 1 千件あ
り、それまで累積していた苦情等の問題を、賠償金の支払いで解決につなげたことがうか
がえる。しかし翌年には、寄せられた苦情件数が約 9,800 件にのぼり、毎年上昇傾向にあ
る。そして、2009 年には、苦情件数が 1 万 2 千件に達している。このように、出稼ぎ労
働者から出た苦情等を、年々かさむ賠償金支払い等を通じて解決しても、解決した数を上
回る苦情が、新たに噴出しており、まるでイタチごっこのようである。また、毎年の状況
を平均すると、5～6％の出稼ぎ労働者が苦情や問題を報告する割合である。 
 
表４－７： 男女別で見た苦情（％）、2005-2009 年累計 
 
男性 女性 合計 
契約賃金額の不払い 16.8  83.2  17.1  
コミュニケーション不足 5.0  95.0  16.9  
病気 10.4  89.6  7.5  
虐待 (肉体的、性的) 4.8  95.2  14.2  
死亡 59.2  40.8  2.6  
雇用契約終了後の帰国補助・送迎なし 5.4  94.6  6.6  
空港到着時に歓迎・送迎なし 5.7  94.3  0.1  
家庭内の問題 (スリランカ) 5.3  94.7  2.3  
契約不履行 49.1  50.9  17.2  
雇用なく、現地立ち往生 42.1  57.9  4.5  
早期解雇 85.8  14.2  0.5  
違法な金銭的取引 10.0  90.0  0.0  
その他 (Domestic Sector) 14.0  86.0  0.3  
その他 (Non-Domestic Sector) 23.8  76.2  1.7  
未分類 17.5  82.5  6.0  
合計 20.9  79.1  100.0  
（出所）SLBFE, Annual Statistic Report, 2008, 2009. 
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次に、具体的に出稼ぎ労働者たちから寄せられた苦情や問題の内容について、SLBFE
が集計した 2005 年から 2009 年までのデータをもとに、それぞれ男女別で割合を出したも
のが表４－７である。男女の合計を見て、苦情としてあげられた項目の中で多いものは、
雇用契約不履行 17.2％、契約賃金額の不払い 17.1％、スリランカの家族や外部との連絡や
つながりを雇用者によって剥奪されたというコミュニケーション不足 16.9％、そして、主
に雇用者から受ける肉体的または性的な虐待や体罰が 14.2％であった。雇用契約不履行は、
スリランカ社会で非常に深刻な問題となっている。悪徳の海外雇用斡旋業者が、この他に
も、病気、また到着後に雇用先が決まっていなかったといった問題があげられている。2005
年から 2009 年までに出稼ぎ労働者から寄せられた苦情や問題件数の総数は、実に 52,286
件に達しているのだが、そのうち約 8 割（79.1％）である 41,344 件は女性出稼ぎ労働者
から寄せられた苦情や問題であった。男性からの苦情は全体の約 2 割程度であった。実に
男性と女性とでは４倍もの開きが見られた。また、表４－７には 15 項目の苦情や問題に
分類されているが、このうち 13 項目は、男性よりも女性が寄せる割合が非常に高い。一
方、残り 2 項目は男性から寄せられた苦情や問題が、女性のそれを上回っていたが、それ
ら二つは、死亡と早期解雇であった。 
図４－１０は、海外出稼ぎ労働者の現地での死亡件数と、出稼ぎ労働者に対する死亡者
数の割合の推移を 2006 年から 2009 年まで男女別でみたものである。それによれば、その
４年間だけで、海外で出稼ぎ労働者が死亡した件数は増加しており、2009 年には 332 名
の死者が出ている。増加傾向は 2010 年でも続いており、ある統計では約 460 名のスリラ
ンカ人出稼ぎ労働者が海外 41 カ国で死亡しているという（Sunday Times, 2010）。同図に
は、女性出稼ぎ労働者の死亡件数はほぼ横ばい状態を示しているが、男性出稼ぎ労働者の
死亡件数の伸びは大きい。また、男性が死亡する割合も、常に女性のその割合と比較して
高い。それは男性の出稼ぎ労働者数が、2000 年頃から年々増加傾向を示していることと関
連して、男性の海外での死亡件数も増加しているのである。女性は出稼ぎ先で、多種多様
な問題に直面し易すく、それが苦情件数の多さとなって現れているが、男性の場合は、苦
情を訴える前に、海外で死亡する確率の方が高いのである。死亡原因別に見ると、事故死、
自殺、殺人事件などがあげられた。男性労働者は、主に、中東湾岸諸国で、大型トラック
や専属ドライバーとして、または、建設・土木作業員として働く者が多い。外気温が 40
度から 50 度という過酷な環境で、建設・土木作業に従事することは、健康面において、
過労や日射病、転落事故などの危険を伴うことも多い。また、ドライバーは交通事故のリ
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スクが非常に高い。 
 
図４－１０： 男女別、出稼ぎ労働者の死亡件数と、出稼ぎ労働者に占める 
死亡者の割合（％）、2006－2009 年 
 
（出所）SLBFE, Annual Statistic Report, 2008, 2009. 
 
また、もう一つの出稼ぎ労働者が海外で直面する問題は、精神的な問題である。表４－
７の項目にあげた「コミュニケーション不足」とは、特に、家事労働者として自宅で働く
女性出稼ぎ労働者に対し、雇用者が外部との接触を許可しないことや、スリランカの家族
に電話することを許さないケースが、よく苦情として寄せられていた。それにより、女性
の出稼ぎ労働者が、誰とも相談する相手もなく、さらに家族と話すこともできないとなれ
ば、孤独感やホームシック、疎外感、そして、ノイローゼやうつ病等の精神的な病を患う
ことも少なくない。居慣れた環境と親しい関係から遠く離れることは、多くの人々にとっ
て多かれ少なかれ精神的に非常に弱く陥りやすい。新しい環境で生活スタイルに慣れ、新
しい人間関係や信頼関係を築くには、大変な努力が必要なのである。しかし、精神的な影
響を受けるのは出稼ぎ労働者本人だけでなく、残してきた家族にもその影響が及ぶ。夫や
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父親である男性が出稼ぎした場合の、母国や家族に対する社会的インパクトについては、
あまり研究や調査は進められていない。一方、妻または母親である女性が出稼ぎした場合
の社会的インパクトについては、数多くの調査結果が出され、様々な場面で議論されてい
る。このような、出稼ぎ労働者と家族が受ける精神的なインパクトは、今後、どのような
社会的影響が出てくるのかについては、未知数である。しかし、はっきりしているのは、
多くの出稼ぎ労働者たちが、渡航先で様々な精神的、肉体的苦痛を受けていることは明ら
かである。このまま経済的な便益ばかりを重視する余り、社会的な影響を見過ごしても良
いものか、疑問である。 
 
 
５．おわりに 
 この章では、スリランカの経済発展と労働移動の経験について、開放政策導入後の状況
を中心に分析を進めた。スリランカ経済は、開放政策を導入し、工業製品の輸出を拡大し
ようとするが、外資に強く依存した工業化戦略では、常に資本財や中間財などの輸入額が、
輸出額を上回り、貿易赤字と対外債務問題を抱えていた。しかし、その戦略にもそれなり
の効果は見られた。工業化戦略は、国内の輸出加工区に設置した工場、主に衣類縫製・織
物工場産業が、当時 30％を超えていた女性の失業率を大幅に減少させることに貢献したの
である。しかし、依然としてスリランカの過剰労働力問題と失業問題は解決できたわけで
はなかった。そんな中で、スリランカの海外雇用政策は政府によって積極的に進められた
のであった。なぜなら、海外送金による外貨獲得効果は、非常に大きく、対輸出額、対Ｇ
ＤＰ規模で見ても、その潜在的な貯蓄および投資効果は大きいものであった。また、雇用
機会創出の意味でも、非常に大きな効果が期待できたのであった。しかし、海外へ労働者
が出稼ぎする規模が増えるにしたがって、スリランカの在外公館やＳＬＢＦＥなどの海外
雇用行政機関に寄せられる苦情件数は、年々、増加傾向であった。また、海外で起こった
事故や戦争などの賠償金や慰謝料等の支払いも増加している。そして、貴重な労働力の死
亡件数も増加傾向が見られていた。確かに、マクロレベルで見ると、国際労働移動の経済
的便益は、スリランカのような開放政策を採用する小経済では、非常に大きな効果をもた
らしている。しかしながら、同時に、海外出稼ぎ労働者の数が増え、海外送金額の流入額
が増えるにしたがって、出稼ぎの結果、人々が被る様々な問題も増加しているのである。
そのような、海外出稼ぎに起因する社会的な問題、すなわち、社会的な費用は、政府が公
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表する二次的データや、マスメディアが取りざたする諸問題からのみでは、その実態を把
握することはできない。また、それらの改善点を導くには、やはり、ミクロレベルで、海
外出稼ぎ経験者たちから、経験談や、問題点など詳細にたずねるしか、その実態を掴むこ
とはできない。 
そこで、次の章では、ミクロレベルで国際労働移動の経済的便益と社会的費用について
実態をみるために、スリランカの代表的な労働力として世界で知られる家事労働者に焦点
を当てる。しかし、まず、彼女たちから、詳細な聞取り調査を通じて、なぜ、出稼ぎする
のか、その原因を理解するために、帰国した女性たちから、聞き取りアンケート調査を実
施して得られたデータを中心に、彼女たちの経済的背景および社会的背景について、分析
する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
126 
第Ⅴ章 
海外出稼ぎ女性家事労働者の経済的・社会的状況 
～ハンバントタ県の実態調査～ 
 
 
 
１． はじめに 
 前章で、労働力を海外へ輸出することによって生ずる経済的便益と社会的費用について、
マクロレベルで分析した。しかしながら、マクロレベルだけでは、海外出稼ぎ労働者やそ
の家族が受ける経済的、社会的な影響の実態を理解することはできない。また、マクロレ
ベルだけを見て、国際労働移動の利点を理解することは難しい。事実、前章の後半でみた
ように、ＳＬＢＦＥが集計した出稼ぎ労働者たちが直面した問題について分析すると、特
に女性家事労働者による苦情件数が最も多いことが明らかになった。さらに、現地での死
亡件数も年々増加傾向にあり、受入国の労働環境や外国人労働者の人権保護が不十分であ
ると考えられる。このような問題は、ミクロレベルで調査研究を実施し、その問題点や関
連性を明らかにする必要がある。しかし、なぜ人々は海外出稼ぎをするのか。なぜ女性た
ちが家族を残し、海外の危険もともなう仕事を得て、わざわざ出稼ぎせねばならなかった
のか。そして、なぜ一度だけでなく幾度にもわたって出稼ぎを繰り返すのか。本章では、
家事労働者として、主に中東湾岸諸国で働いた経験を持ち、現在は帰国している女性たち
を中心に、ミクロレベルで、女性およびその家族の経済的背景と社会的背景を明らかにす
ることを目標としている。この分析にあたって、帰国女性たちに、家事労働者として中東
湾岸諸国の労働市場へ再参入の可能性があるかについて見ながら、現在の社会経済的背景
との関連性を分析する。これらのデータは、スリランカのハンバントタ県において、聞取
りアンケート調査をもとに実施した実態調査で得られたものが中心である。彼女たち一人
一人に会い、詳細に現在の社会経済状況などを聞き取った。また、彼女たちの周辺部の人々
に対しても聞取り調査を実施した。本章では、調査で得られたデータの中から、特に、海
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外出稼ぎ女性家事労働者の経済的、社会的状況を取り上げ分析し議論する。 
 
 
２．回答者：帰国女性の特徴 
（１）回答者の特徴 
本調査データの収集にあたり、回答者である帰国女性の特徴について述べる。まず、調
査対象とした 500 名の帰国女性の世帯主との関係、および配偶者（夫）の有無、そして、
養育中の子供の有無状況について、クロス集計を実施した結果を表５－１にまとめた。ス
リランカの統計局の定義によれば、世帯主は、世帯データを収集する上で重要な情報提供
者としての役割を担う。世帯主とは、通常当該世帯に居住し、世帯員全員の状況を把握し
ている者と定義される（DCS, 2008a: 7）。本調査では、時間的制約から各 500 世帯の経済・
社会状況を必ずしも世帯主から聞取ることができなかった。帰国女性から、世帯の経済お
よび社会状況を聞取っている。そのため表５－１にて、帰国女性の世帯主との関係を表示
した。 
 
表５－１： 帰国女性と世帯主との関係、配偶者および養育中の子供の有無（％） 
 世帯主との 
関係 
配偶者の有無 養育中の子の有無 
有り 無し 有り 無し 
世帯主 14.8  4.1 95.9 29.7 70.3 
世帯主の妻 76.4  100.0 0.0 71.5 28.5 
世帯主の娘 6.8  38.2 61.8 47.1 52.9 
世帯主の義理の娘 1.2  83.3 16.7 66.7 33.3 
世帯主の姉妹 0.6  0.0 100.0 0.0 100.0 
その他 0.2  0.0 100.0 0.0 100.0 
合計 100.0  80.6 19.4 63.0 37.0 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
配偶者の有無については、調査対象である帰国女性の 8 割が、配偶者（夫）がいると答
えた。残り約 2 割は、未婚者、離別者、未亡人である。また、帰国女性全体の 63％が現在
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養育中の子供がいると回答している。帰国女性が世帯主の妻や、義理の娘の場合は、本人
がまだ若く、養育中の子供がいるケースが多い。一方、帰国女性が世帯主の場合、高齢で
あることが多く、子供の大半が独立していることから、養育中の子供を持つ割合が小さく
なる。もちろん、女性の年齢に比例して、養育中の子供の有無や人数の多少に影響が見ら
れる。ちなみに、世帯主の姉妹またはその他の関係にあると回答した帰国女性全員が未婚
であり、子供を持たない状況にあった。なお、養育中の子供、または独立した子供を持つ
帰国女性の割合は全体の 94.9％である。つまり、調査対象とした帰国女性の約 5％は子供
を出産した経験がない。 
次に表５－２は、帰国女性の年代・年齢階層別に見た教育レベルについて、集計したも
のである。20 歳代を除く 30 歳以上の帰国女性には、就学年数が 4 年以下の割合がある程
度見られ、平均就学年数も 20 歳代と比較すると、2 年前後低い数値が出ている。大卒以上
の学歴を持つ女性は、どの年代・年齢階層にも見られなかった。また、中学卒業程度以上
の学歴を持つ者は、全体の 3 割程度に留まっており、教育レベルの低さがうかがえる。中
東湾岸諸国へ家事労働者として出稼ぎする女性の53.2％が、就学年数5～10年程度であり、
全体の 12.6％が 0～4 年程度の教育レベルである。帰国女性の多くが、低学歴に属してい
ることが理解できる。少なくとも O/L 終了（中学卒業）程度以上の学歴を有す帰国女性た
ちは、アンケートの質問内容を比較的すんなりと解すことができた。しかし、無学歴や低
学歴の帰国女性の場合、質問の意味を解すことが難しくなるようであった。特に、収入額
や消費額など、数量的な把握や、質問に対し回答に窮する場面が頻繁に見られた。 
 
表５－２： 帰国女性の年代・年齢階層別で見た教育レベル分布割合（％） 
      
 全体 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50-66 歳 
無学歴 4.2 0.0 14.3 47.6 38.1 
１－４年 8.4 0.0 16.7 42.9 40.5 
５－１０年 53.2 9.8 28.2 37.6 24.4 
O/L 終了 28.0 15.0 37.1 27.1 20.7 
A/L 終了 6.2 9.7 29.0 35.5 25.8 
平均就学年数(年) 8.1 10.2 8.8 7.5 8.1 
（注）聞取りアンケート調査の集計。 
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 次に、調査対象者である海外出稼ぎ帰国女性たちを年齢階層別に分類し、スリランカで
の就業経験の有無について集計を取ったものを表５－３にまとめた。スリランカは経済開
放政策の導入によって社会は大きく変容したと言われている。食料や製品、情報などが流
れ込み、生活環境は次第に変化し、伝統的な価値観や規範が次第に薄れ始めていったとい
う。海外直接投資の受入と FTZ 設立が進むと 1970 年代後半から衣類縫製工場がコロンボ
周辺に建設される。若い新卒の女性たちは工員として働きに出るようになった。地方へも
企業は進出し、近年ではハンバントタ県のルナマやミリッジャウェラなどの村にも衣類縫
製工場が建てられた。その結果、女性たちの年代が低くなるに従いスリランカでの就業経
験者の割合が増えている。開放政策開始後、女性の労働市場参加率が増加した。 
 
表５－３： 年代・年齢階層別に見たスリランカでの就業経験の有無（％） 
 経験無し 経験有り 
20 歳代 48.0  52.0  
30 歳代 74.0  26.0  
40 歳代 88.7  11.3  
50～66 歳 93.7  6.3  
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
 Amaratunga によると、開放政策が導入される以前のスリランカの伝統的な農村では、
男性は稲作に従事し、女性は家内の仕事、例えば、炊事、洗濯、掃除、子育て、子供の教
育などの役割を担っていたという。特に、1960 年代から 70 年代にかけて導入された輸入
代替工業化政策下において、スリランカ国内の産業部門が保護されていた時代に、伝統的
な農村に家内制手工業や織物業が発展した。そこで重要な役割を担ったのが女性たちであ
った。村内の女性たちは、年上の女性のいる自宅に集まり、手織り機で織物を作り、それ
を市場で売って現金収入を得ることが当事一般的なことだった。しかし、1977 年に開放政
策の導入によって、海外の完成品に対する輸入規制が撤廃されると、生産コストが割高で
品質の劣る国際競争力の弱い国内の製品は市場を失ってしまった。海外から食料品、日用
品、衣類などありとあらゆるものの輸入品がスリランカ国内に流れ込むようになった。そ
の影響を受けて、輸入代替期に保護され育成過程にあった国内の家内制手工業は、存続の
危機に立たされた。その結果、農村女性たちは村内で得られる現金収入の機会を失われて
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しまったのだという（聞取り, 2012 年 1 月）。その後、現金収入を失った農村女性たちに
経済機会を創出する必要性が高まった。しかし、輸出指向型の開放政策下における工業化
戦略は、女性たちを家族や農村のコミュニティから引き離し、労働力としてコロンボやカ
トナーヤカの FTZ の衣類縫製工場に送り込むことでしか解決の糸口が見つけられなかっ
た。このような劇的な経済社会の変化によって、女性の海外出稼ぎも、その延長線上に過
ぎないものとして位置づけられるといえよう。そして女性、特に子供のいる母親は、子供
を育てるためであれば、低賃金や労働条件が多少悪くとも、働く意識が男性よりも強くな
るものである。初期の頃は、主に夫を失った未亡人、離婚した女性などが村を離れて現金
収入を得るために出稼ぎしていた。しかし次第に、国内農業の経済的問題、内戦問題など
の社会問題が悪化し、特に農村で農業に従事する夫の生活力は弱まっていった。さらに、
海外出稼ぎが流行するにつれ、夫や子供を残して出稼ぎする妻・母親の数が増加していっ
たのである。独身時代には、都市部の工業団地で働くことができても、村に戻って結婚し
ても、多くの女性には村内で現金収入を得る機会が少ないのである。この点については次
の項目以降で調査結果を通じて現状を見ていく。 
 さて、聞取り調査によれば、コロンボやカトナーヤカの FTZ の衣類縫製工場で働いてい
た経験のある女性は、同僚たちと海外出稼ぎの話をすることがあったという。また、工場
や寮の掲示板などに海外雇用の宣伝ビラが貼られ、時折海外雇用の斡旋を行う者も出入り
していたために、海外出稼ぎに関する情報を容易く得ることができたという。そうした環
境の中で、次第に海外出稼ぎの意思を高めていく者も少なくない。 
 
 
（２）回答者の社会経済的な地位 
 スリランカ社会は、職業構成を中心としたカースト制度が 1960 年代ごろまで存在して
いた。それ以後は、政府によって禁止された。しかし社会ではいまだに結婚の際に秘密裏
に問われる相手のカーストを確認することが多く見られる。両親や夫の職業をたずねるこ
とで、ある程度の社会経済的な地位が予測できる。そこで、回答者の現在の就業状況、回
答者の配偶者（夫）（既婚者のみ集計）の就業状況、および、回答者の両親の就業状況（回
答者が子供の頃）について、表５－４に集計したものをまとめた。 
回答者の調査時の就業状況を見ると、75.8％の女性が主婦であると回答した。また、回
答者、すなわち、家事労働者として中東湾岸諸国へ出稼ぎしたことのある帰国女性の
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21.8％は、村に住みながらにして、何らかの収入源を得ていると回答した。帰国女性の中
で収入源を得ている者のうち、民間従業員または公務員としてフォーマルな雇用部門に従
事する者は、全体のわずか 5.4％程度である。民間従業員は、縫製工場の工員が最も多く、
その他、わずかであるが幼稚園の教員や事務職員がみられた。公務員では、農業省の農業
研究所の作業員、政府運営のバス停の事務職などの仕事に就く者がみられた。一方、残り
16.4％が、村内のインフォーマルな雇用部門に従事している。また、調査時から 1 ヵ月以
内に海外出稼ぎする予定であると回答した帰国女性は、0.4％であった。一方、配偶者につ
いては、農業従事者が 26.6％、日雇い賃金労働者が 22.6％であった。最も多かったのが、
自動三輪車タクシーの運転手や、大工、行商などを生業として小規模の自営業を営む割合
が 3 割程度見られた。配偶者である夫の就業状況は、11.6％が民間従業員や公務員として
従事しており、帰国女性よりもフォーマルな雇用部門に吸収されている割合が高い。しか
し、男性の場合、公務員では兵士や軍人の割合が高い。 
 
表５－４： 回答者（帰国女性）、配偶者、両親の就業状況（％） 
 回答者 
（帰国女性） 
配偶者 父親* 母親* 
農業従事者 1.4 26.6 42.2 24.0 
日雇い賃金労働者 3.0 22.6 31.2 25.6 
その他自営業者 12.0 30.4 17.2 5.8 
民間従業員 4.4 5.0 2.2 1.0 
公務員 1.0 6.6 4.4 1.2 
海外出稼ぎ労働者 0.4 1.8 0.0 7.0 
主婦 75.8 0.0 0.0 33.6 
失業者 0.6 1.4 0.2 0.0 
無職者/退職者 1.4 1.8 - - 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
（注意）* 父親および母親の就業状況は、回答者の子供時代の状況である。 
 
一方、回答者の両親の世代の就業状況には相違点が多い。まず、父親については、農業
従事者が最も多く４割を占めた。続いて、日雇い賃金労働者であり３割を占めた。そして、
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その他自営業者が約 17％程度であった。回答者の父親の中で、海外出稼ぎを経験したこと
がある者はいなかった。次に、母親については、主婦だったと回答した割合は 33.6％であ
り、回答者の半分を占めた。そして母親の約半数が、農業従事者または日雇い賃金労働者
として、収入源を得ていたのである。さらに、回答者の母親の 7％もまた、海外出稼ぎを
経験しており、ほぼ全員が、家事労働者として中東湾岸諸国へ出稼ぎしていたと回答した。 
 
 
（３）回答者の出稼ぎ実績 
回答者たちの海外出稼ぎの渡航の実績について集計したものを中心に見ていく。図５－
１で 1980 年から 2006 年までの帰国女性たちの渡航状況の推移を表したものを見たい。こ
の図から明らかなことは、1980 年から 1990 年代半ばにかけて増加傾向を示し、1998 年
にピークを迎えるまでほぼ毎年 60 人強の女性が出稼ぎしていた。1999 年に入ってから
徐々に出稼ぎ数が減少傾向を示している。 
 
図５－１： 帰国女性たちの渡航実績の推移、1980－2006 年 
 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
（注意）2007 年以降に出稼ぎした女性の多くが、調査時点で帰国していなかったために、
この集計値からは除外した。 
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表５－５は、回答者の海外渡航回数と雇用年数をみたものである。それによれば、海外
出稼ぎした帰国女性たちの平均渡航回数は 2.1 回であった。約 36％の女性は一回のみ、残
り 64％の女性は 2 回以上海外出稼ぎをしている。また、海外雇用年数の平均は約 4 年であ
った。サウジアラビアでは雇用者と 3 年の雇用契約を結んでいたという回答もよく聞かれ
たが、その他の中東湾岸諸国では、通常、雇用契約は 2 年であった。そのため、海外出稼
ぎ者は 2 年おきにスリランカに帰国することが一般的であった。約 11％の女性は 1 年未満
で帰国、約 14％の女性は 2 年未満で帰国している。聞取り調査によれば、2 年未満で帰国
した女性の多くは、病気、雇用者とのトラブル、スリランカの家族の問題などを理由に帰
国しているケースが多くみられた。また、合計 4 年以上、海外で働いていた女性は約 47％
見られ、そのうち約 13％は 10 年以上働いていたという回答であった。中東湾岸諸国を中
心とした海外で家事労働者として働くベテラン女性は少なくない。 
 
表５－５： 帰国女性の海外渡航回数と雇用年数 
  全体 
海外渡航回数（％）  
1 回 36.2 
2 回 34.8 
3 回 17.0 
4 回以上 12.0 
平均渡航回数 2.1 回 
海外雇用年数（％）  
1 年未満 11.4 
1 年以上 2 年未満 13.6 
2 年以上 4 年未満 27.8 
4 年以上 6 年未満 21.4 
6 年以上 10 年未満 12.4 
10 年以上 13.4 
平均雇用年数 4.1 年 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
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表５－６： 帰国女性たちの渡航年代別に見た主な渡航国上位 8 カ国 
 1984年以前 1985-89 年 1990-94 年 1995-99 年 2000-04 年 2005-09 年 
1 位 クウェート 
（39.6%） 
クウェート 
（44.4%） 
クウェート 
（37.6%） 
クウェート 
(35.6%) 
クウェート 
（30.5%） 
クウェート 
（35.9%） 
2 位 UAE 
（22.8%） 
UAE 
（23.1%） 
UAE 
（22.8%） 
UAE 
（20.2%） 
UAE 
（21.5%） 
サウジ 
（20.6%） 
3 位 サウジ 
（19.5%） 
サウジ 
（17.0%） 
サウジ 
（19.3%） 
サウジ 
（20.0%） 
サウジ 
（19.2%） 
レバノン 
（12.9%） 
4 位 バーレーン 
（6.0%） 
レバノン 
（4.3%） 
レバノン 
（5.1%） 
レバノン 
（8.3%） 
レバノン 
（12.4%） 
UAE 
（12.0%） 
5 位 レバノン 
（3.4%） 
オマーン 
（3.3%） 
バーレーン
（4.2%） 
オマーン 
（5.4%） 
オマーン 
（4.1%） 
オマーン 
（6.7%） 
6 位 シンガポール 
（2.4%） 
シンガポール 
（1.8%） 
オマーン 
（3.2%） 
ヨルダン 
（3.7%） 
ヨルダン 
（4.1%） 
ヨルダン 
（3.3%） 
7 位 オマーン 
（2.0%） 
キプロス 
（1.5%） 
キプロス 
（2.6%） 
キプロス 
（2.2%） 
キプロス 
（2.7%） 
キプロス 
（1.9%） 
8 位 ヨルダン 
（1.3%） 
ヨルダン 
（1.5%） 
ヨルダン 
（2.6%） 
シンガポー
ル 
（1.0%） 
シンガポー
ル 
（0.5%） 
シンガポー
ル 
（0.5%） 
 その他 ME 
（1.3%） 
その他 ME 
（1.3%） 
その他 ME 
（1.7%） 
その他 ME 
（1.5%） 
その他 ME 
（1.9%） 
その他 ME 
（3.8%） 
その他アジア 
（0.7%） 
その他アジア 
（0.0%） 
その他アジア 
（0.1%） 
その他アジア 
（0.2%） 
その他アジア 
（0.2%） 
その他アジア 
（0.5%） 
年 代
別 集
計 
 
5.0％ 
 
13.5％ 
 
25.6％ 
 
27.4％ 
 
21.5％ 
 
7.0％ 
（出所）アンケート調査の集計。 
（注）(1)その他 ME：カタール、シリア、エジプト、イスラエル（パレスチナ）。 
(2)その他アジア：韓国、香港。 
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表５－６は、帰国女性たちの渡航年代別に見た主な渡航国上位 8 カ国である。中東湾岸
諸国に出稼ぎ経験がある者だけをアンケート調査の対象としたために、500 名全員の女性
が、中東湾岸諸国での出稼ぎ経験を持っており、中にはその経験に前後して、EU メンバ
ーであるキプロスや、アジア諸国へ出稼ぎ経験を持つ女性もここに含まれる。また、渡航
の度ごとに集計を行っているため、同一人物が幾度も同じ国へ渡航した場合も、カウント
に入れている。同表最下段には、渡航年代別に見た渡航者数の規模の相対割合を出してい
る。海外出稼ぎが調査地域で始まってから、徐々に家事労働者として海外出稼ぎする者が
増加し、1990 年代後半をピークに、その渡航規模が減少し、2005-09 年代で 7.0%と渡航
規模が縮小したようである。しかし、アンケート調査時期と重なっていること、調査時に
出稼ぎ中の者が存在することが影響している。調査印象から、対象世帯グループによる中
東・湾岸諸国へ出稼ぎする女性家事労働者の規模は依然として多くて 20%前後、少なくと
も 10%強前後にあたると推測している。 
次に主な渡航国を見ると、クウェート、UAE（アラブ首長国連邦）、サウジ（サウジア
ラビア）の三カ国の割合が非常に高い。80 年代ではこれら 3 カ国だけで 8 割以上を占め、
90 年代以降、そのシェアは徐々に低下傾向を示すものの 2000 年代に入ってからも依然と
して 70％前後を占めている。その他 ME（その他の中東湾岸諸国）やその他アジア諸国地
域のシェアが小さいながらも拡大傾向を見せていることからも、渡航国の多様化傾向が見
られ始めていると指摘できるだろう。おそらく 1990 年代以降、その他のアジア諸国での
外国人労働者に対する需要増加の影響も考えられるだろう。いずれにせよ、調査対象とな
った帰国女性たちの家事労働者としての主な海外出稼ぎ先は、クウェート、アラブ首長国
連邦、サウジアラビアの三カ国に大きく偏っている。 
 
 
（４）回答者の出稼ぎをした理由 
 帰国女性たち全員に対し、初回出稼ぎ時の理由について、また、二度以上出稼ぎした者
からは、最後の出稼ぎ時の理由をたずね、集計結果を表５－７にまとめた。なお、初回出
稼ぎの回答率は約 99％、最後出稼ぎの回答率は約 60％である。 
調査の集計結果によると、初回出稼ぎでは 96.4％の女性が経済的理由をあげたが、最後
出稼ぎではさらに経済的理由をあげる女性の割合が増加した。回答内容別に、経済的理由
として：①収入手段の欠如、②生活上の困難、③子供への教育投資、または家族の医療費、
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④資産投資、貯蓄、⑤その他の 5 つ、そして、非経済的理由を⑥として 6 項目に分類した。
初回出稼ぎの回答状況を見ると、最も回答率が高かったのは、④資産投資、貯蓄であり、
特に、「家屋建設」を理由にあげた女性が全体の 3 割を占めた。次に多かった回答は、①
収入手段の欠如であった。特に、「収入がない」との回答が全体の 28％を占めた。 
 
表５－７： 初回出稼ぎと最後出稼ぎ（二回目以降の出稼ぎのうち最近のもの）の理由（％） 
出稼ぎ理由 初回出稼ぎ 
（回答率 99.4％） 
最後出稼ぎ 
（回答率 59.2％） 
①収入手段の欠如 35.0  12.8  
収入がない 28.0  10.1  
仕事がない 2.0  0.3  
家計支持者との死別、または離婚 5.0  2.4  
②生活上の困難 16.1  8.8  
経済的困難 8.5  6.4  
借金返済 6.2  1.7  
子供の数が多すぎる 1.4  0.7  
③子供への教育投資、医療費 8.6  15.5  
子供の教育費 7.4  15.2  
家族の医療費 1.2  0.3  
④資産投資、貯蓄 35.8  58.5  
貯蓄が欲しかった 2.6  5.4  
住む土地がなかった 2.4  1.4  
家屋建設 30.8  51.7  
⑤その他経済的理由 0.4  1.0  
生活水準の維持 0.0  0.3  
ビジネス開始 0.4  0.7  
⑥非経済的理由（友人の影響／好奇心など） 3.6  1.0  
合計 100.0  100.0  
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
137 
 一方、最後出稼ぎの集計結果について検討していく。表５－７の集計結果から特徴的な
点は、④資産投資、貯蓄が最も大きく、特に、「家屋建設」を理由にあげた女性の占める割
合が約 5 割にまで増加したことである。また、初回出稼ぎには比較的多く見られたものの、
最後出稼ぎになると、①収集手段の欠如、②生活上の困難といった経済的な問題を理由に
あげた女性の割合が減少する。さらに、③子供への教育投資、医療費の項目を理由にあげ
る割合も増えている。初回出稼ぎ時も、最後出稼ぎ時にも 7 割以上の女性に、出稼ぎした
時に養育中の子供がいた。おそらく、女性の年齢が上昇するとともに、子供の人数が増え
たこと、子供の成長や社会の変化などから、教育投資を真剣に考えるようになったことが
背景として考えられるだろう。これらの結果から理解できることは、女性が出稼ぎを決め
る理由の多くは、家屋建設などの生活環境の改善や、家族の経済的な問題の解決、そして
子供の教育に関わるものが多いということである。 
しかしながら、同表結果のように、多くの女性が主に経済的理由をあげて、出稼ぎを決
意したと回答することが多かったのだが、必ずしも出稼ぎの理由は単純なものでもないよ
うである。これは実体験として、調査対象地域で聞取りを行なう中で強く感じられたこと
であった。つまり、計量化、可視化、そして表出化されにくい、非経済的もしくは社会的
な背景が、経済的な問題の影になって潜むケースも実際に感じられたのである。 
 
 
（５）回答者の信教：文化的影響 
最後に、海外出稼ぎ女性家事労働者の主な渡航先が、中東湾岸諸国に集中していること
から、改宗経験の有無もあわせて、帰国女性たちの現在の宗教について、論じておく必要
があるだろう。まず、調査対象地域は、スリランカ南部の農村地域に位置することから、
シンハラ人が多い。そのため、仏教徒の割合が最も高く、調査対象となった帰国女性全体
の 96.4％を占めた。同様に、帰国女性の家族の多くもシンハラ仏教徒である。タミル人は、
ハンバントタ県にあまり居住していないことから、調査サンプルに含まれることがなく、
ヒンドゥ教徒は確認できなかった。また、漁港近くや中心街には、イスラム教徒のコミュ
ニティがあるためムスリムは少なくない。また、中東湾岸諸国で改宗した者もおり、回答
者である帰国女性の中にイスラム教徒は 1.8％ほど確認できた。この他、2004 年 12 月に
スリランカの海岸地域を襲った津波被害を受けた地域には、多数の国際ボランティアNGO
が流入した。国際 NGO の中には、援助活動を行ないながら布教活動も行なわれ、その結
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果、キリスト教徒が増えたとも言われている。回答した女性たちの中にも、わずかながら
キリスト教に改宗した女性も見られ、全体の 1.8％の帰国女性が該当した。 
 SLBFE の分類によれば、海外から受注されるスリランカ人家事労働者に対する希望の
内訳には、「ベビーシッター／子守」、「アラビア語のできる家事労働者」、「キリスト教徒の
家事労働者」、「夫婦連れの家事労働者」、「英語のできる家事労働者」、「一般的な家事労働
者」、「イスラム教徒の家事労働者」、「イスラム教徒以外の家事労働者」の 8 項目47があり、
2009 年のスリランカ人家事労働者に対する需要は、合計 356,157 件48にのぼった。同年に
おいて、労働者の信教を選定条件としたものは、「イスラム教徒の家事労働者」114,404 件、
「イスラム教徒以外の家事労働者」118,925 件、そして「キリスト教徒の家事労働者」4,371
件の 3 項目であり、それらの合計は 237,700 件、全受注の 66.7％を占めている。また、「イ
スラム教徒の家事労働者」のみの需要については、全受注の 33.3％であった。このような
需要状況からも予想できるとおり、聞取り調査で、仏教徒の帰国女性の多くが、海外出稼
ぎ中に、雇用者からイスラム教への改宗を迫られたと回答していた。さらに、出国前の時
点でも海外雇用斡旋業者から、キリスト教徒と云うように指導されたという女性もいたの
である。表５－８を見ると、多くの女性が本当は仏教徒であっても、キリスト教徒だと雇
用者に嘘をつき通したと答える者も少なくなかった。また、出稼ぎ回数が増えるほど、信
教について嘘（特にキリスト教徒として）を伝える割合が増加している。中東湾岸諸国で
は、仏教を知らない、または、宗教の一つとして認めていない家庭が多いという。中東湾
岸諸国の多くの家庭が、文化的共通性を、外国人家事労働者に希望することから、イスラ
ム教徒、もしくは、せめてキリスト教徒の家事労働者の需要の方が高いのである。しかし、
イスラム教徒の家事労働者は、受入国で賃金が高く設定されているため、雇用者の中には
労働者の信教を問わずに、「一般的な家事労働者」を指定してくることが多い（脚注参照）。
そして、雇用した後に、家事労働者に対し、改宗を迫ることもあるようである。中東湾岸
                                                   
47 2009 年に出された受注のうち、実際に雇用契約を結んで出稼ぎしたのは、受注の 24.6％程
度であり合計 156,720 人であった。なお、SLBFE の統計をもとに受注に対する供給率を算出
したところ、「ベビーシッター／子守」3.3％、「アラビア語のできる家事労働者」4.6％、「キリ
スト教徒の家事労働者」26.4％、「夫婦連れの家事労働者」0.0％、「英語のできる家事労働者」
9.3％、「一般的な家事労働者」51.7％、「イスラム教徒の家事労働者」3.4％、「イスラム教徒以
外の家事労働者」22.4％であった（SLBFE, 2009: 24）。このように、家事労働者を希望するス
リランカ人の間では、信教や語学力を問わない一般的な家事労働者の人気が高い。また、スリ
ランカの労働力の供給能力を遥かに凌ぐほど、海外での家事労働者の需要は高い。 
48 なお、家事労働者に対する受注の割合は、全職種の受注件数 782,223 件のうち、45.5％を占
め、家事労働者が最も需要の高い職種なのである(SLBFE, 2009: 124)。 
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諸国のそのような宗教に対する社会的な観念から、スリランカ国内の海外雇用斡旋業者の
中には、キリスト教徒だと嘘をつくように指導する輩が存在するというわけである。しか
しながら、帰国女性たちの中には、そうした嘘が雇用者やその親戚らによって、すぐに見
抜かれてしまい、それ以後、やさしく親切だった雇用者の態度が激変し、残りの雇用期間
中ずっと辛い思いをしながら、我慢して働いてきたと話す者も少なくなかった。こうした
背景もあり、中東湾岸諸国で働く間に、イスラム教徒に改宗したと答えた女性は、全体の
4.0％を占めている。しかし、帰国すると同時に、仏教徒へ戻る女性が大半であった。その
ため、調査時点で帰国女性の 96.4％が仏教徒だと回答しているのである。また、逆に、雇
用者から改宗を迫られても、頑なに断り続けた帰国女性も少なくない。しかし、このよう
な女性たちの多くが、もう二度と出稼ぎしたくないと回答していた。雇用者家族との宗教
を中心とした文化的衝突を引金として、雇用関係の悪化が生じ、深刻な雇用者による傷害・
虐待事件等へと展開していくケースが意外に多く聞かれた。一般家庭で、外国人家事労働
者を雇うということは、文化の異なる外国人を家庭に受入れて、家事/育児などを任せるこ
とである。特に、子供への文化的形成に、影響を与えることになるだろう。帰国女性たち
の話を聞くと、中東湾岸諸国では、雇用者の文化的許容力が試されることよりも、外国人
家事労働者自身の文化的柔軟性が、一方的に強制されることが多く、それが当前のごとく
社会自体が考えているという。中東湾岸諸国のようなイスラム教を主体とする地域では、
宗教は重要視される。こうした背景から、家事労働者本人の宗教に対する文化的許容力は、
最も重要な海外出稼ぎ意思決定の背景として捉えられるだろう。 
 
表５－８： 中東湾岸諸国の雇用者に伝えた回答者の信教（％） 
 初回出稼ぎ 最後出稼ぎ 
仏教 36.7 29.5 
キリスト教 50.6 56.0 
イスラム教 1.9 1.7 
言及せず（問われず） 9.9 12.9 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
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（６）回答者の出稼ぎ意思 
次に表５－９では、年代・年齢階層別に見た今後の海外出稼ぎの可能性について、集計
をおこなった。ここで今後の海外出稼ぎの可能性とは、再び中東湾岸諸国へ家事労働者と
して、海外出稼ぎをする可能性があるのかどうかをたずねたものである。「予定がある」、
「まだ今はわからない」と回答した場合は、海外出稼ぎの可能性を肯定したグループとし
てまとめ、一方、「したくない、必要なし」、「できない」と回答した場合を、否定したグル
ープとして集計した。この集計結果によると、年齢が上がるにつれて海外出稼ぎの可能性
が弱くなる。特に、50～66 歳のグループで「できない」と回答した者が、半数以上を占め
ている。それは、出稼ぎ先での年齢制限、病気を患っていること、健康や体力的な不安か
らくるものである。また、「したくない」と回答した帰国女性についても、年齢が増加する
に従って、増える傾向が見られた。したくないと回答した女性たちからは、「収入が安定し
ているので必要ない」、「村内で収入源があるのでわざわざ行かなくて良い」、「湾岸諸国で
嫌な思いをしたからもう二度と行きたくない」、「家事労働の仕事は嫌いだ」といった気持
ちが聞かれた。 
 
表５－９： 帰国女性の年代・年齢階層別で見た今後の海外出稼ぎの可能性（％） 
 海外出稼ぎの今後の可能性を肯定 海外出稼ぎの今後の可能性を否定 
年代･年齢階層 合計 予定あり わからない 合計 したくない できない 
20 歳代 84.0 32.0 52.0 16.0 16.0 0.0 
30 歳代 67.1 18.5 48.6 32.9 29.5 3.4 
40 歳代 49.7 10.2 39.5 50.3 34.5 15.8 
50-66 歳 11.8 7.1 4.7 88.2 34.6 53.5 
全体 48.6 14.0 34.6 51.4 20.2 31.2 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
やはり、年齢が低くなるに従って、海外出稼ぎの可能性が高まることが理解できる。ま
た、若い年代ほど今後の海外出稼ぎの可能性について、「わからない」と回答する割合も増
える傾向にあった。聞取り調査を通じて、帰国女性たち自身には、「仕事がしたい」、「夫の
収入だけでは不安なので自分でも収入を得たい」、「子供の教育費や将来のことを考えると
蓄えが欲しい」という気持ちが感じられた。しかし、スリランカ国内において多くの場合、
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雇用機会は女性に対し閉ざされているため、今後の海外出稼ぎの可能性を完全に否定しえ
ない気持ちが生じるのだと理解できた。しかし一方で、「子供が反対している」、「子供の面
倒を見る者がいない」など、母親としての家庭の役割認識を感じる女性も多数を占めた。
中東湾岸諸国へ家事労働者として出稼ぎをすると、一般的に、雇用者との間で 2 年契約を
結ぶので、その間はほぼ帰国することができない。さらに、雇用者の中にはスリランカの
家族との電話や文通さえも許さないことがある。やはり女性も家族と離れ、海外でいるこ
との寂しさや不安はつきものである。母親の出稼ぎ中に、いったい誰が子供の面倒を見る
のか。物心ついた子供たちの多くは、母親の海外出稼ぎを非常に嫌がる。夫たちの多くは、
スリランカ国内で妻が村内で仕事をすることや、村を離れて都市部へ国内出稼ぎをするの
を許さない。しかしその一方で、夫は妻が海外で働く場合に限ってのみ、賛成するような
者も少なくない。また、夫自身が、自分の商売や自営業の資本金集めのために、妻に対し、
出稼ぎに行ってくれるよう頼むことさえもある。こうして、「まだわからない」と回答した
女性たちの心の内には、何かジレンマに苛まれているような印象を受けた。 
 
 
３．女性家事労働者の帰国後の社会経済状況 
（１）経済的状況 
（a） 収入と消費 
 調査対象世帯の平均月収状況について表５－１０にまとめた。なお、比較のため、スリ
ランカとハンバントタ県の世帯平均月収と一人当たり所得、そしてスリランカの一人当た
り GDP も同表に表示している。対象女性の世帯当たりの月収額の平均は約 87.6 ドルであ
った。ジニ係数を求めたところ、わずか 0.29 であったことから、女性家事労働者を輩出し
た世帯間で、大きな所得格差は認められないことは明らかである。聞取り調査によれば、
世帯の家族構成員全員の就労状況を見ると、収入源を複数持つケースが少なくないことも
明らかになった。例えば、農業収入を得ている世帯で、世帯主以外の家族員の中に、非農
業収入または給与収入を得ている者がいる場合である。なぜなら、村内で定期的な収入が
見込めるのは、非農業収入と給与収入であることが理由である。農業経営の場合、先行投
資が必要である。借金をしてから作付けを始めることが多い。しかし、収穫量は天候や農
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業技術等に左右され、市場や流通上の問題など課題が多いため、収入源を複数持つ傾向が
高い。なお、農業収入を得る世帯はちょうど 2 割であった。約 5 割の世帯が、非農業収入
または給与収入を得ていた。日雇い賃金収入は、農業関連の仕事や、建築・土木作業等の
仕事が主であった。 
 
表５－１０： 調査対象世帯の平均月収と個人月収入の状況、2008/09 年（US$） 
項目 月収額（US ドル） 該当世帯割合（％） 
世帯月収（調査対象地） 87.6 100.0 
日雇い賃金収入 56.0 32.3 
農業収入 66.9 20.0 
非農業収入/給与収入 77.0 49.8 
サムルディ 5.2 27.6 
国内労働者送金 32.9 7.6 
海外労働者送金 84.0 9.2 
世帯平均月収（スリランカ） 319.7 - 
世帯平均月収（ハンバントタ県） 323.5 - 
一人当たり平均月収（スリランカ） 79.7 - 
一人当たり平均月収（ハンバントタ県） 78.5 - 
一人当たり GDP（2009 年） 171.4 - 
（出所）アンケート調査結果の集計 
（注１） 非農業収入には村内自営業収入、漁業収入が含まれる。給与収入には公務員ま
たは民間従業員が受け取る給与である。 
（注２） スリランカおよびハンバントタの世帯月収と一人当たり月収は 2009/10 年の
データである（DCS, 2011）。 
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また、国内労働者送金および海外労働者送金は、世帯主の子（独身）、または世帯主自身、
世帯主の配偶者による送金である。全体を見渡すと、海外労働者送金の家計収入に及ぼす
影響が最も大きいことがわかる。聞取り調査によれば、これら送金収入を得る場合、世帯
主が出稼ぎしている場合はほぼ毎月送金収入があるとの回答が多く、世帯主の子（独身）
による送金は年に 1 回から数回のペースであった。調査対象世帯の平均月収は、ハンバン
トタ県の平均と比較すると非常に小さい。一方、調査対象地域では、非農業収入/給与収入
以外の個人による収入額は、ハンバントタ県の平均月収額から大幅に低い金額である。サ
ムルディは政府による貧困者への補助金・貯蓄奨励制度であるが、対象世帯のうち約 3 割
が受給対象になっていた。 
次に、調査対象世帯の年間の消費傾向を図５－２の円グラフで見ると、食料費・飲み水
代が家計消費に占める割合は、約 75％である。2006/07 年の政府統計によれば、非貧困世
帯の食料費・飲み水代が占める割合は 38.3％、一方、貧困世帯のそれは 63.1％であった。
このことから、調査対象世帯が食料費・飲み水代以外の消費活動は、国の貧困層世帯の平
均値を下回ることがわかった。つまり、調査対象世帯の消費活動は、限られた範囲に留ま
るのだ。その中で教育費の占める割合は大きい。近年、スリランカ国内で教育熱が高まり、
調査地域内では、個人経営による学習塾が点在していた。調査対象世帯が貧困層であるに
もかかわらず、子供を塾へ通わせる世帯が意外に多かったのである。次に、消費傾向の特
筆すべき点として、酒・タバコの消費量の高さである。スリランカでは、夫が財布のヒモ
を握っていることが多い。つまり、まず夫が収入の中から先に使う分だけを取り、残りを
家計費として妻に渡すのである。聞取りによれば、もし、夫のアルコール依存度が高い場
合、収入の 5～7 割を酒代に使っているとの回答があげられた。アルコール問題は、貧困
を助長させるだけでなく、様々な社会問題を引き起こしていることが調査で明らかになっ
た。この他、過度の飲酒がたたって、様々な病気を発症させた例を少なくなく、そのため
医療費がかさむといった悪循環も見られる。 
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図５－２： 調査対象世帯の消費傾向 
 
（出所）アンケート調査結果をもとに作成。 
 
表５－１１には、公的貧困線と絶対貧困線の比較をまとめている。統計局が算出した
2009 年におけるハンバントタ県の公的貧困線（DOPL）は、2,836 ルピー（25.1US$）で
ある。これを基準値とすると、調査対象世帯のうち 64.5％はハンバントタ県の公的貧困線
以下に分類される。スリランカ国内の基準に照らし合わせると、中東諸国へ家事労働者と
して出稼ぎした女性を輩出した世帯の 6 割以上が、貧困世帯に分類されることが明らかに
なった。 
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表５－１１： 世帯一人当たり平均消費月額（Rs.）、公的貧困線と絶対的貧困（％） 
 基準月額 Rs． 
（US ドル） 
調査対象 
世帯(%) 
ハンバント
タ県(%) 
農村地域 
(%) 
全国 
(%) 
公的貧困線 
（OPL） 
2,233 Rs. 
(19.8 ドル) 
 
40.0 
 
12.7 
 
15.7 
 
15.2 
ハンバントタ県
の公的貧困線
（DOPL） 
2,836 Rs. 
(25.1 ドル) 
 
64.5 
 
- 
 
- 
 
- 
絶対的貧困 
（1 日 1＄以下） 
3,390 Rs. 
(30.0 ドル) 
 
78.5 
 
- 
 
- 
 
- 
絶対的貧困 
（1 日 2＄以下） 
6,780 Rs. 
(60.0 ドル) 
 
99.2 
 
- 
 
- 
 
- 
（出所）(1)調査対象世帯：アンケート調査の集計をもとに下記のそれぞれの算出方法に従って求めた。 
    (2)ハンバントタ県、農村地域、全国の公的貧困線：DCS, 2008, p.1 の Table.1 にある「Poverty 
Head Count Index（HCI）」。及び統計局のウェブサイト上の 
     データ＜http://www.statistics.gov.lk/poverty/monthly_poverty/index.htm＞ 
（注）(1)公的貧困線（OPL）の基準月額は 2006/07 年のデータを用いて割合を算出した。 
   (2)ハンバントタ県の公的貧困線（DOPL）の基準月額は 2009年のデータを用いて割合を算出した。 
   (3)それぞれの絶対的貧困は 2008 年 12 月末の為替レート（1US$=113Rs.）を用いて算出した。 
 
（b）就業状況 
 調査対象世帯の男女別の就業状況を表５－１２にまとめた。まず、特徴的なのは、女性
の労働参加率が非常に小さく約 2 割程度に留まっていることである。その職種や業種が限
られていることから、調査対象地域における明瞭な男女間の分業が見られる。聞き取りに
よれば、女性の仕事としてあげられたものは、村内での小規模自営業の場合、商店経営、
学校給食用の調理、ケータリングサービス、雑貨やドレスメイキングであった。また、民
間部門では衣類縫製工場や製塩工場での工員があげられた。 
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表５－１２： 男女別、職種・産業別による世帯員の就業状況（％） 
 女性全体 男性全体 世帯 全国 
小規模自営業者 13.7 74.1 73.1 29.0 
農業従事者 1.1 22.6 19.6  
賃金労働者 3.2 22.1 21.0  
漁業従事者 - 5.8 4.8  
建設業従事者 - 2.7 2.2  
砕石業従事者 - 4.4 3.7  
運輸/運送従事者 - 7.6 6.3  
小売/サービス業従事者 5.1 4.7 8.2  
修理工等従事者 - 2.5 2.1  
食品加工/裁縫/製造業従事者 4.3 1.7 5.2  
民間従業員 5.9 6.7 10.4 42.1 
民間非熟練職 0.8 2.4 2.6  
民間専門職・熟練職 0.9 3.2 3.4  
民間工場労働者 4.2 1.1 4.4  
公務員 1.7 5.2 5.7 15.2 
公務非熟練職種 0.8 2.2 2.5  
公務専門職・熟練職 0.9 1.4 1.9  
軍人/兵士 - 1.6 1.3  
専業主婦 69.0 - 10.8 11.0 
失業者 8.8 13.8 - - 
一時帰国中の海外出稼ぎ者 0.9 0.2 - - 
総数（人） 648 634 1282 - 
（出所）(1)女性全体、男性全体：聞取りアンケート調査の集計。 
(2)全国：CBSL, 2009: 18). 残り 2.7％は経営者。 
（注）小規模自営業者（Own Account Workers）、民間従業員（Private Employees）、公務員
（Public Employees）、専業主婦/失業者等（Unpaid Family Workers）、経営者
（Employers）とそれぞれ訳した。 
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一方、男性の仕事は、村内の土木建設関係、運輸・運搬業、農業、漁業と多岐にわたる。
また、公務員で最も多かったものが軍人・兵士であった。日雇い賃金労働者の多くは、農
業関連の仕事が大半であった。 
 
（c）土地の所有と利用 
調査対象地域は内陸へ入ると、稲作が広がる農業地帯である。就業状況を見ると、農業
に従事する割合は高い。土地所有は、社会経済的な地位を示す意味で、重要な社会的経済
的な資産である。アンケート集計結果によると、全 500 世帯が利用する総土地面積（稲作
用、畑作用、家庭菜園を含む宅地の合計）は、約 445 エーカーである。このうち稲作また
は畑作に利用される土地面積は、全体の 54％を占めた。残り 46％は家庭菜園と宅地であ
る。畑作では、バナナ、ココナッツ、豆類などの栽培が見られた。バナナは年中収穫でき、
需要も高く、売値も良い商品であった。 
稲作地は、農地面積として使われるうちの 9 割を占める。表５－１３は稲作または畑作
として使われる農地のみについて、所有形態を規模別にみたものである。調査結果によれ
ば、農地を持たない世帯は全体の 75.2％を占め、農地を持つ世帯は 24.8％であった49。ま
た、農地の正規所有権を持つ世帯は、全体の 12.6％であった。このうち 0.8％の世帯は、
正規所有に加えて、借地や共同利用/共有地も含め、合計 2 エーカー以上の土地を使って農
業経営を行う。借地利用も含めて 4 エーカー以上の農地を利用する世帯は、家族の若手が
中心となって、大規模な農業経営を展開していた。しかし、大規模経営を行う世帯は非常
に少ない。一方、農業後継者がいない世帯、世帯主の海外出稼ぎを機に他者に農地を貸し
て、地代収入を得る世帯も少数ではあるが見られた。農地貸付を行う世帯は、全体の 1.2％
であった。 
また、借地を利用する世帯は全体の 1 割を占めた。地代の支払い方法には、いくつかの
形態が見られた。最も多いのは、借地から収穫したもみ米のうち 3 割を、土地の所有者に
                                                   
49 土地所有の形態と規模に関して年齢階層ごとに差がみられた。世帯主の年齢が 40 代以上か
ら土地の権利を持つ傾向が強まる。 
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渡す方法であった。二期作が行われている土地を使用している場合は、その度に地代とし
て渡していた。肥料や農具などは、土地の所有者が負担すると回答した世帯もあった。土
地の貸付者には、親戚、父親、友人や知人が主であった。血縁が深まるほど地代支払いは
緩やかになっていた。 
 しかしながら、土地の所有に関するトラブルは多く聞かれた。調査した全 500 世帯のう
ち、10 世帯で土地所有の権利等に関する事件のため、裁判で争っているとの回答があげら
れた。内容は、兄弟による相続争い、開墾した土地の土地権利認定の結果をめぐって、政
府に異議申し立てしたものなどがあげられた。 
 
表５－１３： 農地に関する土地所有形態とその規模別土地利用（％） 
 土地 
なし 
1 acre 
未満 
1 以上 
2 未満 
2 以上 
4 未満 
4 acre 
以上 
所有形態
(回答率） 
土地なし 75.2 - - - - 75.2 
正規所有 - 1.2 3.0 7.2 0.4 11.8 
正規所有&他の所有形態 - 0.0 0.0 0.6 0.2 0.8 
借地 - 0.8 3.6 5.4 0.4 10.2 
貸付 - 0.2 0.4 0.6 0.0 1.2 
共同利用/共有地その他 - 0.2 0.4 0.2 0.0 0.8 
利用面積（回答率） 75.2 2.4 7.4 14.0 1.0 100.0 
（出所）アンケート調査の集計。 
（注）(1)共同利用：兄弟、友人・知人と共有する土地を意味する。 
(2)共有地：多くは国有地である（ジャングルを不法で開墾したもの）。 
 
（ｄ）資金調達：借入金と消費・住宅ローン 
 調査では、現時点での借金額とその使用目的をたずね、次の二つに分類した。一つは、
土地や自動三輪車などの資産や耐久財の購入や、海外出稼ぎに関する費用50など、経済活
                                                   
50 ここでは男性家族による海外出稼ぎの費用、または女性でも他業種・他地域（先進諸国）への海外出
稼ぎの費用を準備する際の借金である。これらの海外出稼ぎには費用がかかる。 
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動または投資目的で使用するための借入金。そしてもう一つは、医療費、冠婚葬祭の費用、
生活費、教育費の他、住宅建設時に借金した際の消費・住宅ローンである。聞取り調査に
よれば、資金調達は、政府や民間の金融機関、農業や農村開発系の銀行などから多くの世
帯が融資を受けていた。代表的な機関として、サルボダヤ財団、サムルディ銀行、農村銀
行、農業開発プロジェクト銀行などがある。また、セイロン銀行やピープルズバンクなど
の政府系銀行の他、民間系列のセイラム銀行、ジャナシャクティ銀行から借り受けていた。
利子率は 1.5～18％とバラつきが目立った。この他、個人的なつながりによる資金調達方
法は最も多く聞かれた。特に家族や親族、地縁などを利用して、小口で借るケースが資金
調達の主流手段であった。その利子率はほぼ 10％で統一されていた。また、村内にはイン
フォーマルな現金貸付を行う商人や村人が存在する。村内の小規模自営業者、特に露天業
者や農業従事者などが、日頃の様々な経済取引において利用している。 
この他、貯蓄や金の融通のために組織した村内の相互扶助の団体、いわゆる講（無尽講、
頼母子講）の形成が、女性グループや青年会など、親しい者どうしで見られる。構成員が
定期的に集まって、一定額を集め、くじ引きや順番制、または希望制で受け取る人を決定
し、ある程度まとまった額をいずれは構成員全員が受け取るシステムである。冠婚葬祭51の
費用として利用される他、手術費用、農具などの購入費、また、教育費など多岐にわたる。
将来的な出費に備えて講に参加する人々は多い。また、質入による資金調達手段も多く利
用され、帰国女性が海外出稼ぎ先で購入、もしくはプレゼントされた宝石やアクセサリー
を質入して、生活費や教育費用、住宅改築費などに補充するケースも見られた。スリラン
カでは、政府系銀行でも質入サービスを行っており、利用する世帯は少なくない。 
表５－１４は、調査対象世帯の借入金と消費・住宅ローンによる借金の総額について、
世帯分布状況をまとめたものである。約 7 割の世帯が借金をし、残り約 3 割の世帯は借金
を持っていない。特に 250から500ドル程度の借金をする世帯が最も多かった。ちなみに、
5000 ドル以上の借金を持つと回答した世帯は、男性家族員による韓国出稼ぎの手続きと、
諸費用に要した金を工面するためのものであった52。 
                                                   
51 調査地域に滞在中によく見られたセレモニーとして娘の成人を祝うものがある。娘が初潮を迎えると、
娘にきれいな衣装を着せ、村人を呼んで食事を振舞い、大音量の音楽を鳴らし朝から晩まで大規模なパー
ティを開くのである。親によっては娘の成人パーティの大きさが自慢であり思い出となる。しかし夜にな
ると村の男性たちはそこで酒を飲み始める。この他、葬儀の時も村内のあちこちに張り紙をして通夜と葬
儀の日程を知らせる。家族は参列した村人全員に飲み物や食事を振舞う。そこでは故人を偲ぶ親戚や村中
の人々が必ず集まり、世間話や近況などを夜遅くまで語り合う。 
52 政治家への口利き料、推薦状依頼に関わる賄賂、海外雇用斡旋業者に支払う紹介料など総額
30～80 万ルピーの資金調達費を工面しなければならないのだ。中東・湾岸諸国へ家事労働者と
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表５－１４： 借金総額の分布（％） 
 調査対象世帯 全国の貧困層 全国の非貧困層 
借金なし 28.8  46.8  37.3  
1 万ルピー以下 6.8  32.2  15.4  
10,001-25,000 16.0  11.0  11.6  
25,001-50,000 21.6  6.1  11.6  
50,001-100,000 16.0  3.9  9.3  
100,001-500,000 10.0  -  11.4  
50 万ルピー以上 0.8  -  3.3  
（出所）(1)調査対象世帯：アンケート調査の集計。 
(2)全国の貧困層および全国の非貧困層：DCS（2009: 35）. 
（注）一般的な利子付の借金の他にも、質入で借りた金額、また、講（無尽講や頼母子講）
に参加している場合、将来受け取る予定の総金額も聞取り調査時点では借金額とし
て捉え集計に加えている。 
 
次に表５－１５では、資金調達（借金）した理由について項目別にまとめた。同表によ
ると、家屋建設に関わる借金が、最も大きく３割以上の世帯が該当し、その平均額も最も
高く、一世帯あたりほぼ 100 ドルであった。続いて、自営業経営に関わる借入金で約２割
の世帯で見られ、平均額は約 92 ドルである。農業経営に関する借入金も、２割の世帯で
確認され、平均額は約 82 ドルであった。この他、自動車やバイク、トラクター等などの
資産・耐久財購入による借金が目立つ。また、生活費を理由とする借金を有す世帯は 15.7％
を占め、その平均額は、一世帯当たり 23.2 ドルであった。医療費に要した借金の平均額は、
約 60 ドル近くであり高額である。政府系病院であれば、医療費等は無料だが、緊急を要
する場合には、民間のクリニックや病院などへ行くことも少なくない。また、癌、白血病
などの病人がいると、専門医による手術や治療を受けるために、コロンボにしかない病院
へ通院するための交通費、また、特殊な薬などに費用がかかるという。聞取り調査で、医
                                                                                                                                                     
して女性が出稼ぎする場合にはそのような高額な負担はない。しかし、男性による海外出稼ぎ
や、先進諸国への海外出稼ぎには桁違いに大きな費用が生じることが一般的である。 
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療費が高すぎて、途中で治療を断念した者や、手術の必要な者が医療費を工面できずに悩
みを抱える者がいることが明らかになった。また、内戦がもたらす社会的な影響は非常に
深刻である。戦地から帰還した兵士の中には、負傷した者、下半身不随となって寝たきり
生活を送る青年は少なくなかった。 
 
表５－１５： 資金調達の理由とその状況 
 借金総額に占める
割合（％） 
該当世帯率 
（％） 
平均借金額 
（Rs.） 
消費・住宅ローン       
治療費 12.9  12.4  6,472  
冠婚葬祭 2.6  4.5  1,306  
生活費など 5.2  15.7  2,622  
教育費など 2.2  5.3  1,110  
住宅建設 22.6  32.9  11,306  
借入金       
農業経営 18.4  20.5  9,242  
その他自営業経営 20.6  19.9  10,347  
資産・耐久財の購入その他 15.4  17.1  7,721  
合計/平均 100.0  71.2  50,126  
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
（e）その他の資産 
 就業状況について 73％の世帯が小規模自営業者と賃金労働者であり、個人での生産管理
と経営活動を行う世帯であることは、表５－１２で明らかにしてきた。農業は土地所有の
他に農業機械、家畜や作業小屋の所有状況も経営活動を左右させるだろう。漁業、建設業、
砕石業、小売/サービス業、運輸/運送業、修理業、食品加工/裁縫/製造業も生産活動に必要
な耐久財の所有状況が経営活動のパフォーマンスにかかわってくる。表５－１６では、小
規模自営業者が、生産と経営活動に使用できる経済的耐久財、または資産の所有状況につ
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いてまとめた。 
農業世帯ならば、トラクターや二輪トラクター等の農業機械の所有の有無次第で、農作
業の効率化や、収穫した農産物の運搬車両としての用途も高いため、それらの所有は、収
入額にプラスの影響を出すと考えられる。しかし、農業機械の普及率は、わずか 4.6％で
あった。また、家畜については、ハンバントタ地域で有名な乳製品53の製造用途のために
水牛や乳牛が飼育されており、1 頭所有の小規模なものから 40～100 頭を所有する大規模
なものまで見られた。この他、ヤギの飼育や養豚業が見られた。漁業従事者世帯ならば、
小舟の有無によっては、自立した漁業活動が可能になるだろう。小舟の普及率は、わずか
1％であった。商売に従事する世帯であれば、定期市場での露天業よりも、商店を構えて
経営する方が安定的収入につながるだろう。帰国女性が、帰国後に商店を構えて自立する
者が比較的目立って聞かれた。なお、商店を所有する世帯は、全体の 6％であった。また、
三輪自動車タクシー運転手や、運送・運搬に関わる自営業世帯ならば、自動車輪全般の所
有状況は重要になる。例えば、ある世帯がバスを一台所有し、ハンバントタとコロンボを
結ぶ路線で営業権を持っているならば、家族や親戚内の男性を中心として、運転手やバス
料金の精算係の仕事を得られ、安定的な収入確保の実現につなげられる。その他、自動二
輪バイクや三輪自動車を所有していることで、遠方までの物品等の仕入れや、売買等の経
済活動に従事できる機会を得られる。この他、乗用車、小型トラックや大型トラックの所
有によっても経済活動の幅を広げられ、安定収入の獲得につなげられるのである。しかし、
自転車を除く移動/運搬手段関連の資産、つまり、自動車輪類を所有する世帯の割合は極め
て低い54。また、作業場などは、大工、修理工や溶接工の仕事場として使われる他、食品
加工、贈答品・インテリア用のプラスチック製造花の組み立て等に、利用される場合を対
象としたが、全体の 1.6％の世帯で所有が確認された。 
 調査で明らかになったことは、女性が唯一村内で経済活動が可能な分野として、商店経
営や小売/露天業、貸部屋業、食品加工/製造/裁縫業であった。また、帰国女性が海外出稼
ぎ送金を用いて家屋建設や部屋を拡充した後、他地域から来る通学児童向けの貸部屋業を
営んでいたのだ。ミシンの所有は衣類や小物、蚊帳などの縫製作業に参加でき、定期市場
                                                   
53 ミーキリと呼ばれる水牛のヨーグルト状のもの。キトゥル・ペニという椰子の一種から取り
出される甘い蜜や砂糖をかけて食す。同地域で作られる素焼きの器に入って売られている。ハ
ンバントタは美味しいミーキリの産地として全国的に有名である。 
54 調査体調地域では 2004 年の津波復興援助の一環で、津波被害該当世帯に対し自転車が無料
で配られている。そのため自転車の普及率が 6 割となっている。 
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以外でも製品を契約企業に売って現金収入を得る女性も確認している。これら経済活動目
的に、利用または応用できる経済的耐久財の所有状況が女性たちの村内での現金収入の可
能性の幅を広げていることが明らかにされた。 
 
表５－１６： 経済的耐久財、資産の所有状況（％） 
 所有する世帯 所有しない世帯 
農業生産関連の資産/耐久財 6.2  93.8  
 家畜（水牛/乳牛、ヤギ、養豚） 1.8  98.2  
 農業機械 4.6  95.4  
  トラクター 1.8  98.2  
  二輪トラクター 2.8  97.2  
移動/運搬手段関連の耐久財 52.2  26.0  
  自転車 60.6  39.4  
  自動二輪車 20.8  79.2  
  自動三輪車 6.4  93.6  
  乗用車/小型トラック 1.0  99.0  
  バス/大型トラック 0.4  99.6  
  小舟 1.0  99.0  
作業場/小屋等 1.6  98.4  
商店/貸部屋/ミシン 40.0  60.0  
  商店 6.0  94.0  
  貸部屋 0.6  99.4  
  ミシン 35.4  64.6  
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
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（２）社会的状況 
（a）人口構成と家族構成 
 表５－１７は調査対象世帯の年齢階層別で見た人口構成である。15 歳以下の人口は、全
体の 27.5％を占め、66 歳以上の高齢者の人口はわずか 2.5％であった。その結果、従属人
口比率は 42.9％である。 
 
表５－１７： 調査対象世帯の年齢階層別人口構成（％） 
 同居者のみ 
男女全体 男性 女性 
0-15 歳 27.5 28.3 26.8 
16-25 歳 18.6 21.1 16.1 
26-35 歳 14.6 13.8 15.3 
36-50 歳 23.7 20.9 26.4 
51-65 歳 13.1 13.1 13.2 
66 歳以上 2.5 2.8 2.1 
従属人口比率 42.9 - - 
生産年齢人口率 70.0 - - 
(1)従属人口比率(%)＝｛（年齢階層 0-15 歳）＋（年齢階層 65 歳以上）｝/（年齢階層 16-64 歳）
×100 (2)生産年齢人口率(%)は、全人口に占める年齢階層 16-64 歳人口の占める割合である。 
 
家族形態についてまとめたものが表５－１８である。大きく核家族と拡大家族の二つに
分け、核家族についてはさらに単身世帯、夫婦世帯、親子世帯、片親と子の世帯の 4 つに
分類した。そして、それぞれの家族の平均人数、収入ある家族員の平均人数をまとめた。
核家族世帯が約 73％、拡大家族世帯が約 27％であり、それぞれの家族の平均人数は 4.0
人と 4.6 人、そして、収入ある家族員の平均人数は、それぞれ 1.5 人と 1.8 人であった。
やはり、拡大家族世帯の家族数と、収入のある家族員の数は最も多いが、それでも核家族
世帯のそれと比較して、大差ある結果ではない。核家族世帯では、親と子によって成り立
つ世帯が全体の 6 割近くを占めた。また、夫婦のみで構成される世帯は 4.0％であった。
単身世帯とは、帰国女性の一人暮らしを意味し、2.2％であった。また、離婚や別居、死別
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によって帰国女性とその子で構成される世帯は 6.2％であった。単身世帯が全体の 2.2%を
占めており、40 代後半過ぎの未亡人に多く見られた形態である。また、片親とその子供に
よって形成される世帯も全体の 6.2％を占めていた。 
 
表５－１８： 家族形態とその規模 
 該当世帯割合（％） 家族員の平均人数 収入源のある家族
員の平均人数 
核家族世帯 73.4  4.0  1.5  
単身世帯  2.2  1.0  0.4 
夫婦世帯  4.0  2.0  1.2 
親子世帯  59.0  4.3  1.5 
片親と子の世帯  6.2  2.9  1.2 
拡大家族世帯 26.6  4.6  1.8  
合計/全体平均 100.0  4.1  1.5  
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
次に、表５－１９は、帰国女性を年代別にして、その子供の状況をまとめたものである。
帰国女性全員のうち、94.9％の女性は養育中および独立した子供を持つ母親であった。こ
こでまず特徴的だったのは、子供総数、失業中の子の数、就労独立の子の数は、母親の年
齢が高まるにつれて多くなっている。また、40 歳代以上の年齢の女性が、5 人以上の子供
を持つ割合は、年齢階層全体の 8 割以上を占めている。そして、最も養育/就学中の子の人
数を多く持つグループが 30 歳代の母親であった。 
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表５－１９： 帰国女性の年齢別に見た子供の平均人数とその分布（％） 
 20歳代 30歳代 40歳代 50‐66歳 
子供総数     平均人数 1.4 2.5 3.0 3.2 
1－2人 18.8 32.3 30.6 18.3 
3－4人 2.6 27.9 38.2 31.3 
5人以上 0.0 18.8 45.8 35.4 
従属する子供   平均人数 1.4 2.1 1.3 0.3 
1－2人 15.4 34.4 39.6 10.6 
3人以上 6.8 59.1 34.1 0.0 
失業中の子供   平均人数 0.0 2.0 2.0 2.8 
1－4人 0.0 18.1 43.8 38.1 
就労独立の子供  平均人数 0.0 1.4 1.6 2.0 
1－2人 0.0 8.2 45.6 46.2 
3人以上 0.0 2.6 25.6 71.8 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
（ｂ）教育 
帰国女性および同居者、一時的な他出者、独立他出した帰国女性の子の教育レベルを男
女別に分け、表５－２０にまとめた。教育レベルに関する調査から、家事労働者として出
稼ぎした女性の平均就学年数は 8.1 年であり、10 年生以下の学歴を持つ割合が約 66％を
占め、大卒者はいないことから、帰国女性の学歴は低い。村内に住む世帯の同居者も、同
じく学歴が低い傾向があり、男女差はそれほど大きいものではない。しかし、他出者の平
均的就学年数は、村内在住の世帯員のそれと比較すると、男女共に 2 年以上長い。また、
O/L 終了以上の学歴を持つ割合は、同居者では約 48％と半数にも満たなかったのに対し、
他出者では、男女共に 7 割以上を占めている。大卒者の数で学歴の差を見ると、それは明
瞭である。 
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表５－２０： 家族員の教育レベル（％） 
 帰国女性の家族員 うち就学終了者のみ 
家族
全体 
同居 他出 男女
全体 
同居 他出 
男性 女性 男性 女性 
平均就学年数（年） - - - 8.8 8.1 8.3 10.5 10.8 
無学歴 3.8 4.5 0.7 5.0 5.9 7.0 0.0 0.8 
１－４年 5.8 6.8 1.5 8.0 12.8 7.4 3.2 0.4 
５－１０年 28.4 29.0 25.4 39.1 42.4 44.0 27.0 25.7 
O/L（中卒程度）終了 25.4 19.8 50.3 36.8 30.8 31.8 54.0 54.4 
A/L（高卒程度）終了 7.2 5.6 14.4 10.1 7.4 9.5 13.2 16.6 
大学卒業以上 0.6 0.3 2.0 1.0 0.8 0.3 2.6 2.1 
就学/従属の子供         
大学生 0.8 0.3 2.8      
初等/中等教育 20.7 24.9 1.8      
その他教育研修 0.3 0.1 1.1      
5 歳児以下 7.0 8.6 0.0      
（注意）他出に該当するのは、調査対象世帯の家族員による労働または就学目的の一時的
他出者、および帰国女性の独立した子供が含まれる。 
 
（c）生活環境と社会的地位 
 女性が初めて海外出稼ぎを決心した時の理由の多くは、経済的問題に起因するもの55で
あった。表５－７で見たように、多くの女性は「家屋建設」を理由にあげて出稼ぎした。
また、初回出稼ぎの目的が他の経済的問題を理由にあげたとしても、経済的問題が解決す
ると、二回目以降からは「家屋建設」を理由にあげて出稼ぎする女性がよく見られた。ア
                                                   
55  「家屋建設」の他の経済事情に起因する理由として、「収入が無い」、「経済的困難」、「借金
返済」、「子供の養育または教育」、「主たる家計支持者の喪失」、「仕事が無い」、「実家を出て独
立する必要がある/住む場所が無い」などが回答としてあげられた。これらスリランカの雇用状
況、収入状況では直ぐに解決できない経済的な問題が 93.2％を占めた。残り 6.8％は、「興味本
位/体験してみたかった」、「経済問題はなかったが友人・知人等の勧誘」、「単に貯蓄が欲しかっ
た」などであった（現地アンケート調査結果 2009 年）。 
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ンケート調査では、約 65％の女性が送金した資金を家屋建設に使用したと回答した。また、
現時点で家屋建設が完了できたと答えた女性は、全体の約 26％に留まっている。スリラン
カでは、立派な家を持つことが一つの社会的ステイタスである。伝統的な農村地域である
調査対象地域も、経済的に成功して家を建て、娘の結婚持参金として花婿に家を渡すこと
が慣行となっている。しかし、FTZ 工場や海外へ女子労働者を輩出するような世帯の大半
は、娘に十分な結婚持参金を持たせられるほど裕福でない。また、結婚後も夫の不完全雇
用や失業、低収入、家計負担の放棄などの諸事情により、生活環境の改善が難しい世帯も
少なくない。特に、市街地や工場地帯から離れた農村地域であれば、女性が安定的に収入
の得られる機会は非常に限られてくる。そのため、地方には経済状況の建て直しや生活環
境の改善の手段を海外雇用に求める女性が少なくないのである。 
表５－２１に、生活環境の現状についてまとめた。それによれば、約 56％の帰国女性が
家屋所有権は夫にあると回答し、約 3 割が帰国女性の所有であった。95％の世帯でレンガ
と瓦屋根を使った近代的な家屋の所有がみられた。室内の床については、9 割の世帯がセ
メント床、わずか 2％足らずの世帯がタイル加工であった。また、トイレの設置も 9 割近
くは屋外にあり、室内に水洗トイレを持つ世帯は、7.4％程度に留まっている。タイル加工
の床と室内トイレの施工費用は、高額で維持費もかかるため、安定収入が保障されない限
り、設置は難しい。調査対象となった世帯の就業状況や収入状況を鑑みると、近代的な生
活環境を維持する経済力はない。これら現状を見ると、中東湾岸諸国へ女性が家事労働者
として出稼ぎしたからといって、スリランカ国内での彼らの世帯の社会的ステイタスが上
昇したとは言えない。社会的地位の向上は、中東への家事労働者出稼ぎでは実現が難しい
ように思われる。確かに、1980 年代および 1990 年代に初めて出稼ぎした女性たちから、
両親や娘のためにも送金で家を建ててやったと回答した者はかなりの人数見られた。しか
しながら、2000 年代以降に初めて出稼ぎした女性たちからは、自分の家すら、まだ建てて
いないと話す女性の割合が高まる。なぜなら、国内の度重なる物価高騰、伸び悩む中東湾
岸諸国の契約賃金額、そして、2000 年代前半以降の比較的好調な GDP 成長率などが原因
となって、国際労働移動による経済的便益が減少しているからである。 
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表５－２１： 調査対象世帯の生活環境 
家屋所有者 住居タイプ 寝室数 床タイプ トイレ設備 その他 
帰国女性 
30.8％ 
レンガと瓦 
95.2％ 
なし 
0.2％ 
タイル床 
1.8％ 
屋内水洗 
7.4％ 
電気普及率 
86.8％ 
夫 
55.8％ 
土壁と簡易
屋根 4.8％ 
１間 
2.4％ 
セメント床 
91.4％ 
屋外水洗 
87.0％ 
水道普及率 
79.8％ 
親 
10.6％ 
 ２間 
39.0％ 
土床 
6.8％ 
共同トイレ 
0.4％ 
 
子供 
0.6％ 
 ３間 
36.0％ 
 設備なし 
5.2％ 
 
その他 
2.2％ 
 ４間以上 
22.4％ 
   
 
テーブル/机数 椅子数 ベッド数 
なし 7.8％ なし 2.8％ なし 3.6％ 
１台 58.4％ １～３脚 4.6％ １台 26.6％ 
２台 24.0％ ４～８脚 56.4％ ２台 18.4％ 
３台 6.4％ ９～１５脚 34.4％ ３台 12.8％ 
４台以上 3.4％ １６脚以上 1.8％ ４台以上 3.6％ 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
 
４．帰国後の出稼ぎ意思と社会経済的状況 
（１）出稼ぎ意思と経済状況：多項ロジスティック回帰分析 
ここでは、どのような経済状況の下で、女性が家事労働者として中東湾岸諸国へ出稼ぎ
を実施しようと考えるのかを検証する。帰国女性の将来的な海外出稼ぎの可能性が、ある
かどうかを表５－９で見たが、48.6％の帰国した女性が海外出稼ぎに対して再び実行する
可能性があると肯定的な意思を示し、残り 51.4％は否定的意思を持っていた。この結果を
もとに、現時点での世帯の経済的状況を説明変数として、多項ロジスティック回帰分析を
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用いて、海外出稼ぎ女性家事労働者を輩出させる経済的な背景について検討する。なお、
多項ロジスティック回帰分析では、回帰係数の大きさをもって直接的に比較することはで
きない。そこで、世帯の経済的特質を端的に説明する世帯員全員の就業状況を中心に、三
段階で徐々に経済状況に関する説明変数を加えていきながら、その就業別の世帯員数の回
帰係数の変動値を見て分析を進める。つまり、具体的な手順は第一回目の多項ロジスティ
ック回帰分析を行うために、家族員総数、帰国女性自身の現金収入手段の有無、そして世
帯の就業別で見たそれぞれの世帯員数を、説明変数として用いて、その初期条件を定める。
次に、第二回目の多項ロジスティック回帰分析として、第一回目で用いた説明変数に総土
地利用面積や、経済的耐久財の所有状況を、新たに加えて分析を行う。そこで再度、世帯
員全員による、就業状況の回帰係数結果の変動を見て、それらが初期条件と比較して、ど
のような変化があったのかをみて検討する。その分析で、世帯の経済的耐久財や、資産の
所有状況が、女性の海外出稼ぎの意思に対して、どのような影響を与えるのか、ある程度
理解できる。そして、最後の第三回目の多項ロジスティック分析において、世帯の現時点
での消費ローン額や、一人当たり家計消費月額といった世帯の生活状況、または家計運営
に関わる説明変数を加えて、同じく就業状況に関する回帰係数の変動を見て分析を行う。
これにより、世帯の就業状況が、どのような経済的耐久財や資産、家計消費の状況等にお
いて、女性の海外出稼ぎ意思に影響を及ぼしうるのか、その状況判断に利用できると考え
られる。つまり、世帯員全員の就業状況の回帰係数結果の変動値を分析することで、どの
ような経済的ケイパビリティのもとで、女性が海外出稼ぎを実行する傾向が高まるのか、
ある程度説明できるようになる。この分析結果について、さらに順位をつけ、表５－２２
にまとめた。なお、海外出稼ぎを経験した女性が、再度出稼ぎをする可能性がある場合を
１とし、ない場合を０と設定した。そのため、回帰係数値、およびｔ値がマイナスを示し
ていれば、その説明変数は、今後の海外出稼ぎの可能性を低める効果があると考えられる。
そのため、第一回目から第三回目の多項ロジスティック回帰分析による家族員の就業者数
の説明変数は、一貫して全てマイナス値を示している。つまり、いかなる職業であっても、
世帯内の就業者数が増えるに従って、女性の海外出稼ぎの可能性が低くなる。また、ここ
では、失業者数や専業主婦数も、家族員の就業状況のグループに説明変数として加えてい
るが、農業生産活動を行う世帯では、失業者も専業主婦も重要な家族労働の担い手となる。
失業者や専業主婦は、低賃金でも必要な時だけ使える「隠れた労働者」として重要な労働
力である。そのため、農村地域では、季節的な日雇い賃金労働者として、柔軟に農業部門
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へ参加することが可能となる。そのため、失業者数も専業主婦数も、回帰係数の値がマイ
ナスを示すのである。最後に、回帰係数のマイナスの値が大きな説明変数ほど、女性の海
外出稼ぎの可能性を弱めると説明できる。そこで表５－２２の順位のつけ方は、マイナス
値が最も大きいものを１位とし、逆にマイナス値が最も小さいものが最下位とする。 
それでは、最初に初期条件を検討するために、第一回目の多項ロジスティック分析の結
果を見る。ここで、女性の海外出稼ぎの可能性を低める家族の職業と考えられるものは、
運輸/運送従事者であると考えられる。続いて、民間従業員/公務員、そして、農業従事者
と続いた。運輸/運送従事者には、小型運送用トラック、バスや三輪自動車タクシーの運転
手などが該当する。調査地域において、彼らは比較的安定して収入を得ていた。民間従業
員や公務員についても、安定的な収入確保が見込めるため、女性は、海外出稼ぎを積極的
に考える必要がなくなるようだ。また、農業従事者については、息子の同居など安定した
農業経営に欠かせない後継者や人手の存在が、このような結果として現れたと考えられる。 
しかし、第二回目の多項ロジスティック回帰分析において、土地資産や経済的耐久財な
ど、経済活動に関する説明変数を加えて分析すると、農業従事者数の回帰係数の値は、初
期段階の 3 位から一気に 8 位へと急落する。つまり、世帯の土地資産の規模や農業機械等
の所有状況の如何によっては、女性の海外出稼ぎの可能性が強まると考えられるのだ。こ
こで、土地の所有規模や経済的耐久財の所有状況、つまり、経済的ケイパビリティの状態
如何によって、農業従事者世帯の女性の海外出稼ぎに関する意思決定に対して、大きな影
響を与えることが明らかにされたと言える。特に、総土地所有面積については、その回帰
係数がマイナス値を示しながら、統計的に有意水準 5％で説明力を持つため、農業従事者
世帯にとって土地所有面積が大きいほど、世帯収入の安定性や将来への安心感が高まり、
女性の海外出稼ぎの可能性を低めると考えられる。 
一方、逆に大きく上位に繰り上がった説明変数は、家族員当たりの食品加工/裁縫関連従
事者数であった。これは、女性が現金収入を獲得できる数少ない職種である。回帰係数の
大きさは、第一回目分析の結果では 4 位を示していたが、二回目の分析で 2 位に上昇して
いる。つまり、ミシンの所有台数、商店や作業場という経済的耐久財や資産を持つことで、
女性が村内で経済活動に参加できる機会を獲得する。それによって、女性が海外出稼ぎを
考える必要がなくなったと説明できるのだ。海外出稼ぎ以外の方法で、現金収入を得る機
会の有無については、世帯の経済的耐久財や資産の所有状況で決定され、海外出稼ぎの可
能性を低くめると結論づけられる。調査対象世帯の 7 割以上は、村内の小規模自営業にた
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ずさわっていることから、経済的ケイパビリティは、彼らの村内での経営・運営のパフォ
ーマンスに影響を与え、結果として、家族員である帰国女性が、将来の海外出稼ぎを決心
するか否かの重要なバロメータにもなっていると説明できる。 
 次に、第三回目の多項ロジスティック回帰分析結果を見ていく。ここでは、一人当たり
月額平均の家計消費額と、個人消費/住宅ローンの借入金額の生活面の消費状況に関する、
二つ説明変数を加えて分析を実施した。二つの説明変数の回帰係数結果は、いずれも非常
に小さく、ほぼゼロの値であった。また、一人当たり家計消費月額については、ｔ値がマ
イナス値を示し、有意水準が 5％であったことから、統計的説明力があると判定できる。
また、これら二つの説明変数を分析に加えた結果、食品加工/裁縫関連従事者数の回帰係数
の値が、1 位となり、帰国女性の今後の海外出稼ぎの可能性を最も低める影響力がある。
特に、世帯における一人当たり月額平均の家計消費額の状況が、その影響力を左右すると
言えるだろう。この時、ｔ値はマイナスを示していることから、女性の海外出稼ぎを輩出
するような貧困世帯にとっては、生活水準の向上を意味している。また、食品加工/裁縫は、
女性が参加可能な村内の仕事である。この回帰係数値が、男性の仕事である運輸/運送業の
回帰係数結果の値を抑えて、1 位に上昇したというのは、女性が村内で経済活動に参加す
ることで、可処分所得が増加したためである。もっと具体的に説明するならば、女性自身
が必要と思う家計消費へ回す現金の自由度が増え、それが分析結果に現れたものと考えら
れる。その結果、女性の今後の海外出稼ぎに対する肯定的意識を、低下させる影響を与え
たと考えられる。 
 最後に、この分析で明らかにした点二つを整理してまとめとしたい。第一に、農業従事
者世帯の経済運営は、所有できる経済的なケイパビリティの状況によって大きな影響を受
け、それは他部門の就業世帯と比しても、際立った特徴であった。特に、土地所有の規模
によって農業経営の運営に大きな差を生じさせる。農地を広く所有する世帯ほど、女性が
中東湾岸諸国へ家事労働者として出稼ぎする可能性は低くなっていた。農地などの資産規
模は、農業世帯の重要な経済的ケイパビリティを判断する重要な材料である。 
第二に、世帯が村内での安定した収入手段を持つならば、女性は海外出稼ぎについて肯
定的に考える可能性は低くなる。その安定した収入手段には、ある程度の教育レベル、技
術、そしてより高い付加価値を生み出す経済的耐久財の所有状況といった、経済的なケイ
パビリティに左右されるものでもある。分析では、家族員に占める運輸/運送従事者数、民
間従業員/公務員数、食品加工/裁縫関連従事者数の３つの説明変数の回帰係数結果値が、 
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表５－２２： 出稼ぎ意思と経済状況の関連性、多項ロジスティック回帰分析 
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常に女性の海外出稼ぎの可能性を低める傾向を示した。調査地域において、自動車輪類の
普及率は低く、バスなどの公共交通機関の路線も本数も非常に限られている。そのため、
小規模自営による運輸/運搬業は、僻地と街中を結ぶ重要な農産物や商品の運搬、人々の輸
送手段として、年間を通じて需要が高い。それゆえ、この部門に従事する男性世帯員は、
安定的な収入手段を得られる。また、食品加工/裁縫業は、女性の参加が多く見られ、地域
社会との連携や企業との契約を通じて、市場確保が実現していれば、年間を通じて安定し
た収入が期待できる。一般的に、一家の家計支出の管理を預かるのは女性である。調査対
象世帯の大半が、収入源は男性のみに頼らざるを得ないため、男性世帯員が手渡す収入の
みで家計をやりくりするのが女性の仕事となる。もし、夫が家族のために真面目に働かな
い、夫が家計に回す現金が少なすぎる、父または夫が死亡したなど、主たる収入獲得者へ
の経済的依存ができない状況に陥ったりすれば、多くの女性は、貧困状況にある（＝不満）
と感じるようになるだろう。そうなれば、女性たちは国内で他に方法がなければ、海外出
稼ぎを積極的に考えるようになるだろう。事実、海外出稼ぎの理由の多くが、上記の経済
的な面であり、海外に対する好奇心や憧れといった非経済的理由は非常に少なかった。ま
た、海外出稼ぎを今後しないと回答していても、夫への不満や生活上の苦労話は女性たち
の口からよく聞かれることであった。生活観念、または経済的価値観の強い女性にとって、
日常の家計管理や消費活動において、自由（余裕）度が高いほど、女性は海外出稼ぎを積
極的に考える可能性が弱くなるのである。また、民間企業の従業員や公務員が世帯員にい
る場合も、ごまかしのきかない一定額の収入が定期的に期待できるため、家計を預かる女
性も、比較的安心して生活管理や消費活動が可能となる。そのため、海外出稼ぎの可能性
を低める結果になっていると言えよう。 
 
 
（２）出稼ぎ意思と社会状況：多項ロジスティック回帰分析 
次に、いかなる社会状況のもとで女性が家事労働者として中東湾岸諸国へ出稼ぎを実行
するのか検討してみたい。前節同様、多項ロジスティック分析を用いて、社会状況と表５
－９に示した帰国女性の出稼ぎ意思との関連性を見ながら、どのような社会状況のもとで
女性が再度出稼ぎを実行しようと考えるのか検討する。結果を表５－２３にまとめた。 
 最初に、帰国女性の年齢の項目を見ると、いずれの年代においてもｔ値が高く有意水準
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も 1％で説明力は高い。海外出稼ぎの意思決定には、出稼ぎ希望者の年齢が大きく関係す
ることが示されている。５０歳代以上の帰国女性については、今後の海外出稼ぎを肯定す
る者が少数だったことから、本分析から除外している。分析結果では、回帰係数の値が２
０歳代の帰国女性の値が最も高い。若い女性ほど海外出稼ぎを積極的に受け入れる傾向が
見られたことは、やはり予想通りであった。しかし、この一方で、中東湾岸諸国へ家事労
働者として海外出稼ぎを行うか否かの意思決定に、希望者の就学年数は、影響力があまり
ないことが示されている。これは、帰国女性自身の特徴で確認したように、中東湾岸諸国
へ、家事労働者として出稼ぎした女性の学歴が全体として低い分布に偏っていたことによ
る統計的な結果である。 
 次に、帰国女性の経済社会的地位についてである。ここには、配偶者（夫）の有無、収
入手段の有無、送金で家を建設したことがあるか否かの回答結果を説明変数としている。
この中で、説明変数「夫がいる」のみに負の符合が示された。すなわち、配偶者がいると、
女性の海外出稼ぎの可能性を弱める作用が働くものと考えられる。若い独身女性の他、離
婚や夫の死亡が理由で、生計手段を失った結果、出稼ぎを決意した女性が少なくないとい
う事実が統計的に説明できる形となった。また、収入手段を持つ女性は海外出稼ぎの可能
性が高まるという結果も示された。 
 次に、ソーシャル・ネットワークは海外出稼ぎの意思決定に何らかの影響を与えると考
えられるのだが、本分析での統計的説明力は、弱いという結果が出た。説明変数が兄弟姉
妹の人数の場合、符号がマイナスを示し有意水準 10％であるため、兄弟姉妹の人数が増え
るに従い女性は海外出稼ぎに否定的になる傾向があると説明できるだろう。しかし、兄弟
姉妹の人数については、年代の高い世代の女性ほど兄弟姉妹の人数が多かったため、実は
この結果の信頼性はあまりない。一方、本分析では統計的な証明ができなかったものの、
男性親族による海外出稼ぎ経験者を多く持つ女性の方が、女性親族のそれよりも女性が海
外出稼ぎを積極的に考える傾向が見られるような印象を受けた。なぜならば、中東湾岸諸
国のような宗教的、文化的にも女性の行動に関して著しい制約のある地域の家庭で家事労
働者として働く場合、外部とのコンタクトが非常に難しい。そのため比較的自由な行動が
可能な男性親族が同じ出稼ぎ国にいれば、彼らを頼って助けを求めることや、様々な情報
の交換が可能になるからであろう。 
 次に、帰国女性の子供の数を説明変数にするとその統計的説明力は非常に高かった。子
供のいない女性は、海外出稼ぎを最も肯定的に捉えていることが強く示されている。
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表５－２３： 出稼ぎ意思と社会状況の関連性、多項ロジスティック回帰分析 
 回帰係数 （ｔ値） 
年齢 ２０歳代 3.11 *** ( 4.82)  
３０歳代 1.81 *** ( 3.87)  
４０歳代 1.51 *** ( 3.78)  
教育 就学年数 - .02  (- .39)  
経済社会的地位 夫がいる - .70 ** (-2.10)  
収入手段がある .64 ** ( 2.32)  
携帯電話を所有する .50 ** ( 2.20)  
送金で家を建てた .44 * ( 1.76)  
ソーシャル・ネット 
ワーク 
兄弟姉妹数 - .09 * (-1.76)  
男性親族海外出稼ぎ経験者数 .21  (  .68)  
女性親族海外出稼ぎ経験者数 .14  (  .90)  
子供の数 子供なし 5.24 *** ( 2.77)  
１～２人 4.51 *** ( 2.67)  
３～４人 3.98 *** ( 2.49)  
５～６人 3.16 ** ( 2.01)  
子供の年齢階層別人数 ２歳以下男女 .95 *** ( 2.53)  
３～５歳男女 .68 * ( 1.84)  
６～９歳男女 .83 *** ( 2.95)  
１０～１５歳男子 .58 ** ( 2.27)  
１０～１５歳女子 .85 *** ( 3.05)  
１６～１９歳男子 .44  ( 1.55)  
１６～１９歳女子 .45 * ( 1.64)  
２０～２４歳男子 .15  (  .56)  
２０～２４歳女子 .52 ** ( 2.02)  
２５歳以上男子 .15  (  .88)  
２５歳以上女子 - .11  (- .38)  
文化的許容力 海外出稼ぎ先で雇用者と同じ
宗教に改宗した経験がある 
2.23 *** ( 2.90)  
（出所）アンケート調査の集計。 
（注）(1) 従属変数は帰国女性が家事労働者として中東湾岸諸国へ出稼ぎする可能性が、 
     ある場合（肯定）を１とし、ない場合（否定）は０とした。 
   (2)括弧内は漸近的ｔ値、*** １％水準、** ５％水準、* １０％水準で有意である。 
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子供の数が少なければ少ないほど、女性の海外出稼ぎの可能性が高まっている。次の項目
で、帰国女性の子供の年齢階層別人数を見ると、ある程度、子供の年齢と性別によって母
親の海外出稼ぎ意思に影響を与える傾向が見られる。この分析の結果、説明変数が 2 歳以
下の子供の人数が女性の海外出稼ぎ意思に対して、最も肯定的な影響を与えており、続い
て 10～15 歳の女子の人数、そして 6～9 歳の子供の人数という結果が出た。全体として子
供の年齢が小さいほど、女性が海外出稼ぎを肯定的に考える可能性が高まっている。聞取
り調査で、女性たちがよく話していたことは、子供が 2 歳児以下の物心がつく前に、祖母
に面倒を任せて母親が海外出稼ぎをすると、母親のことを忘れて、祖父母を自分の両親だ
と思い込むようになるという。祖父母の家にいれば、きょうだいやいとこが遊びに来て、
子供の面倒を見てくれるので、心配はないと楽観視していた。スリランカの農村では、子
供の成長を社会全体で見守る環境が整っている。いとことはきょうだい同然で育てられる。
また、年上の子供が年下の子供の面倒を見る。このような社会構造のため、子供の年齢と
親族の状況が、女性の海外出稼ぎ実施の判断材料になるということも考えられる。 
 しかし問題は、説明変数が 10～15 歳の女子の人数の回帰係数結果で大きな数値が出たこ
とである。つまり、10 代前半の娘の数が多いほど、女性は海外出稼ぎを肯定的に考えるよ
うになるというわけである。10 代前半といえば思春期であり、女性として成長が始まる年
代でもある。そのため、母親による保護や家庭教育が大切な時期でもあるのだ。おそらく、
10 代前半の娘に年下の子供や夫の世話を、任せられるという期待があるから、このような
結果が出ているのではないだろうか。この他、10 代後半以降の子供の人数について、16～
19 歳の女子、および 20～24 歳の女子の人数以外は、統計的説明力のない結果であった。
いずれも女子であることから、娘に家事育児や夫の面倒を任せて、母親は海外出稼ぎに行
けると考えているのであろう。 
最後にまとめると、次のようなことが言える。子供が小さいほど海外出稼ぎを肯定する
傾向にある。また、就学中の子供を抱える母親の場合も、将来の子供の養育費や教育費な
どが不安材料となって、海外出稼ぎを肯定的に考える背景になっている。さらに、子供の
失業の人数についても、女性の今後の海外出稼ぎの可能性を高める傾向が示された。失業
中の子供を持つ母親の年齢は、３０歳代後半で見られたが、多くは４０歳代半ばから６０
歳ぐらいまでの母親に集中していた。母親には、失業中の子供の自立までサポートする意
識があるのかもしれない。または、子供が成人した後でも、ベテランの海外出稼ぎ家事労
働者の母親の送金に依存して、失業状態に甘んじているのかもしれない。 
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５．女性出稼ぎ労働者たちの背景と問題点 
本稿は、中東湾岸諸国へ家事労働者として出稼ぎ経験を持つ女性とその家族に限定し、
詳細な聞取りアンケート調査を実施して得られたデータの中から、特に女性の帰国後の社
会経済状況と海外出稼ぎ意思についてのデータを取り上げ、それら両者の関連性について
分析を試みるものであった。 
現代グローバリゼーションにおける発展途上国政府が、国際労働移動を展開する政策的
根拠に、「国際労働移動は経済的便益（主に雇用創出と外貨獲得）をもたらす」という概念
が根強い。そのため、国際労働移動が途上国にとって重要な経済発展政策の一つとして位
置づけられている点を明らかにした。本章では、スリランカの経済発展政策と労働移動の
経験について実証的な分析を行った。スリランカは 1977 年よりドラスティックな経済発展
政策の変更を実施した。それまでの内向き政策から、輸出志向型の開放政策を導入したの
である。国内において輸出指向型の工業化戦略が進められ、主に多国籍企業の外国資本に
よる衣類縫製工場が各地に設置され、多くの女子労働力を吸収し、女性の労働力参加率の
上昇と失業率の軽減に貢献した。現代グローバリゼーションにおいて、国家が経済発展を
強く志向するならば、民間部門の育成と、貿易や金融部門などの自由化策の導入はやむを
得ない。しかし長期に及ぶ民族間の内戦問題を抱え（2009 年 5 月終結）、JVP の暴動（1970
年代初め、1980 年代後半）、医療や教育費の無料化や政権交代の度に制度変更があることに
よる高い財政支出など、様々な経済成長を妨げる要因がつきまとっていたことから、工業
化戦略が効率的に経済発展につながっていなかった。さらに外資運営による工業化は中間
財の輸入が多いため、実際に外貨が国内に入るのは労働賃金程度に過ぎない。そうした背
景の下、政府は労働移動による外貨獲得によるマクロレベルの経済便益に注目し、海外雇
用政策を輸出奨励策の一環として積極的に勧めるようになったのであった。そして 1980 年
代以降、中東湾岸諸国で外国人家事労働者の需要が増大すると、政府は男性労働力のみな
らず女性労働力も大々的に輸出するようになった。現在、海外労働者送金の外貨獲得全体
に占める割合は約 5 割あり、最も外貨獲得力の高い手段として認識されている。そのため
国際労働移動には国内の経済発展の諸問題をマクロレベルで解決できる効果があるという
期待が高い。このようなマクロレベルの背景の下に、多くの女性たちが家族を残し、家事
労働者として中東湾岸諸国へ出稼ぎに行くのである。 
そして後半部分で、本研究の目的である帰国した女性たちとその家族の社会経済状況に
ついて概観し、女性たちの海外出稼ぎ意思とどのような関連性があるのかを、多項ロジス
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ティックの手法を用いて分析した。まず、主な社会経済的な状況について、①帰国した女
性たちの世帯において所得格差はさほど大きくないこと、②世帯の 6 割以上が公的貧困線
以下にあり、帰国後であっても貧困世帯が多いこと、③中東湾岸諸国の家事労働者の契約
賃金額は調査対象世帯の平均的な収入の 2 倍以上であること、④夫の飲酒が問題であるこ
と、⑤公務員または民間部門で雇用される割合が非常に小さいこと、⑥調査対象地域での
女性の労働参加率は約 20％程度しかないこと、また、⑦女性ができる仕事の種類が限られ
ていること、⑧帰国女性の社会的地位は向上しないことが示された。次に、帰国女性から
出稼ぎ意思についてたずねたところ、可能性があるグループとそうでないグループは同じ
割合で存在していた。女性の教育レベルは全体的に低く、大半が結婚し子供のいる状況で
あった。また、過去 30 年にわたる変化に注目すると、1980 年代および 1990 年代では中東
湾岸諸国で家事労働者として働く女性の送金による国内購買力は大きいが、2000 年代後半
からは送金額の相対価値が弱まっていることが聞取り調査の中で明らかになった。2000 年
代に初めて出稼ぎした女性の大半が家屋建設を実現させていないのである。徐々に中東湾
岸諸国へ家事労働者として出稼ぎする経済的なメリットが弱まっているのだ。そのため、
「出稼ぎしていくらか稼いで国へ戻ってきても、しばらくすればまた出稼ぎ前の生活レベ
ルに戻ってしまう」、「最近の物価高騰のため、我慢して中東で働いて送金してもすぐに全
部が生活費に消える」といった話が聞かれた。しかし、調査対象女性たちの中には、中東
湾岸諸国の給料は高く、面白くて良い所だというイメージを持つ者が多いため、「子供が反
対しなければ、また行きたい」、「ぜひまた行きたい」という声も多数聞かれたのである。 
多項ロジスティック回帰分析の結果で明らかになったことは以下の通りである。①若い
女性ほど出稼ぎ意思が高い。②土地資産がある世帯ほど、女性の出稼ぎ意思は弱まる。③
帰国女性に村内でできる仕事のスキル（食品加工や縫製など）があれば出稼ぎ意思は弱ま
る。④帰国女性の裁量で使える家計収入が多いほど出稼ぎ意思は弱まる。⑤配偶者がいる
と、女性の出稼ぎ意思は弱まる。⑥子供が小さいほど帰国女性の再度出稼ぎの可能性が高
い。⑦中東湾岸諸国でイスラム教に改宗したことのある女性は再度出稼ぎする可能性が高
い。以上、これらの結果を証明した。しかしこれらの他にも、女性の出稼ぎの背景には、
離婚歴、夫の飲酒や暴力、低収入による貧困問題も大きな要因であることが聞取り調査の
中で明らかになった。また、海外雇用斡旋業者の甘い口車や、周囲の成功話、政府や民間
業者による新聞やテレビ、ラジオなどの大々的な海外雇用キャンペーンなども女性たちを
出稼ぎに向かわせる大きな要因である。 
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しかしながら、まだ調査時点では海外出稼ぎ熱が高いが、調査対象地域はハンバントタ
港湾開発が 2008 年から本格化し、貿易港の他、国際空港や工業地帯、国際競技場など様々
な施設の建設ラッシュである。将来的には 5 万人もの雇用創出が起こるとも言われている。
また、長期間に及ぶ民族紛争が 2009 年 5 月に終結し、それ以後、スリランカは高い経済成
長を記録している。そのため一人当たりのGDPも近年急成長している。その勢いの一方で、
中東湾岸諸国のスリランカ人家事労働者に対する平均契約賃金額は 30 年前とわずかに 20
数ドル程度しか上昇していないのである。明らかに中東湾岸諸国へ家事労働者として出稼
ぎするメリットが減少しているのである。このことから、もしハンバントタ港湾開発がこ
のまま順調に進むなら、調査対象地域の労働力を開発エリアが吸収することは間違いない。
となれば、いずれ調査対象地域からわざわざ家族と離れて、賃金の低い中東湾岸諸国へ家
事労働者として出稼ぎする女性は少なくなり、そして国際労働移動自体が収束していくも
のと考えられる。 
最後に本稿の分析手法には弱点があることを述べたい。まず、本研究の実態調査は、中
東湾岸諸国で家事労働者として出稼ぎしたことのある女性たちの経験をもとに、国際労働
移動の「経済的便益」と「社会的費用」を明らかにすることが目的であった。そのため、
聞取りアンケート調査を実施した際、帰国女性とその家族のデータ収集に多くの時間と労
力を費やした。また、海外研究における自他様々な制約から、男性の海外出稼ぎ、女性の
他業種部門出稼ぎ、調査対象地域の海外出稼ぎ者を輩出していない世帯のデータは計量的
な分析対象になるまで収集することができなかった。そのため、本稿で帰国女性の社会経
済状況と海外出稼ぎ意思の関連性を分析するにあたって、調査対象女性たちの社会経済的
な出自を明らかにする点で説明力が弱くなっている可能性がある。 
 
 
６．おわりに 
 本章では、海外出稼ぎ女性家事労働者の社会経済的な背景をミクロレベルで分析した。
ここで一つ、国際労働移動の発生要因に関連して、明らかにしたことを述べておきたい。
スリランカの経済発展政策は、発展途上国の国際資本誘致重視の開放政策のもとに進めら
れた工業化戦略は、「一家の稼ぎ手」男性のもとに保護された、柔軟に供給量を操作しやす
い、女子労働力を低賃金で搾取することで進められたものである。さらに、経済発展政策
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から取り残された伝統的価値観の根強い農村社会では、女性たちの社会進出が今ひとつ進
んでいない状況である。もちろん、このような経済発展の停滞には、約 30 年近く続いた民
族内戦問題の影響が大きい。結局、この構造は、先進諸国の経験則をもとに作り出された
経済発展政策や、男性が「一家の稼ぎ手」として機能するという前提が、必ずしも発展途
上国の農村社会の社会経済状況に適していないのではないかという疑念を感じずにはいら
れない。出稼ぎを決意または検討するような女性の世帯では、父親または夫が「一家の稼
ぎ手」として、全く機能していないことが、本調査を通じて明らかになったことは確かで
ある。 
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第Ⅵ章 
海外出稼ぎ女性家事労働者の経済的便益 
～ハンバントタ県での実態調査～ 
 
 
 
１． はじめに 
第Ⅳ章では、スリランカの国際労働移動について、マクロレベルでみた経済的な便益を
分析した。その分析から導き出されたものは、スリランカ経済にとって、海外労働者送金
の外貨獲得能力は非常に高く、総輸出額に占める割合、GDP 比で見ても、その影響が非常
に大きいことであった。また、海外で就労しているスリランカ人労働者の人口を、現在の
国内労働力人口比で見ると、約 24％を占め、雇用吸収力の強さが明らかになった。また、
家事労働者として海外出稼ぎを行う女性の世帯の多くは貧困層に該当し、多くは農村地域
に住みながら農地を所有していない。多くは、日雇い賃金労働者として他者の農地で仕事
をしている状況であった。このように、貧困と過剰労働力問題を抱える農村地帯の貧困削
減と失業問題の軽減に効果があると考えられる。このように、マクロレベルで見れば、単
純に、海外雇用政策が外貨獲得による経済成長にプラスの効果があり、また、貧困や失業
などの社会経済問題の軽減にも効果が期待できると結論付けられる。しかし、ミクロレベ
ルで詳細に海外雇用政策の効果を調査研究した実績は少ない。そこで、この章は、ミクロ
レベル、つまり世帯および個人レベルの現状について、詳細な聞取り調査を実施し、それ
をもって、国際労働移動の経済的便益について分析することを目的としている。特に、ス
リランカの海外出稼ぎ労働者の 4 割を占める主に中東湾岸諸国へ向かう女性家事労働者56
                                                   
56  一般に、『お手伝いさん（helper）』、『女中さん（maid）』、『家政婦』などと呼ばれ、家事全
般、育児、病人や高齢者の世話など『穢れる』イメージのある仕事を行なう。また、研修や教育
などを必要とせず、女性なら誰でもすぐにできる女の仕事だと考えられている。Heyzer と Wee
は、そのような一般社会の認識によって女性労働者は安く、単純労働を担うものだというイメー
ジが形成されたと指摘する。その結果、家事サービスは正規賃金が設定されず、仕事の価値が低
いと認識される。さらに政府も家事サービス等の仕事について法的な保障制度から適応除外のま
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に注目し、聞取りアンケート調査を実施したものを分析しまとめた。このような世帯また
は個人は、女性の海外出稼ぎによって、どれほどの経済的便益が得られたのかについて分
析する。 
 
 
２． 海外送金の効果 
（１）世帯収入の改善 
まず、聞取り調査で得た出稼ぎ先の契約賃金月額のデータを中心に、調査対象世帯の経
済状況における、経済的インパクトを考える。そこでまず、スリランカの一人当たり GDP
との比較をもとに、海外出稼ぎの影響力について検討する。図６－１は、1980 年から 2009
年までの間に、主に中東湾岸諸国へ出稼ぎした女性たちの契約賃金の平均月額と、スリラ
ンカの一人当たり GDP の推移を、5 ヵ年平均で見たものである。この約 30 年間で、スリ
ランカの一人当たり GDP を月額に換算すると 120.3 ドル、つまり、約 5.5 倍に上昇してい
る。特に、2000 年代後半からの成長は著しい。一方、契約賃金は、同期間において、わず
か 23.1 ドル程度しか増加しておらず、わずか 1.2 倍の伸びに留まっている。海外出稼ぎが
活発化し始めた 1980 年代前半では、一人当たり GDP の約 4 倍にあたる契約賃金額だった
のが、徐々にその差は縮まり、2000 年代前半になると 1.6 倍の開きとなる。さらに、2000
年代後半には、一人当たり GDP 額が、契約賃金額を上回り始めている。契約賃金だけを見
ると、2000 年代前半までは、女性が家事労働者として、中東湾岸諸国へ出稼ぎする経済的
便益は比較的高かったと言える。しかし、次第にスリランカ経済の成長が進むと、2000 年
代後半以降、女性の家事労働者出稼ぎによって期待できる経済的便益の効果は、それほど
高くない状況になってきている。なお、2010 年の一人当たり GDP の推計額は 199.9 ドル
であった。中東湾岸諸国での、スリランカ人女性家事労働者に対する緩やかな契約賃金の
                                                                                                                                                     
ま、職業としての妥当性を認めないばかりか、正式な名称すらない（Heyzer and Wee, 1992: 31）。
本稿は、このようないまだに根強いジェンダーや伝統的・社会的価値観の呪縛から離れ、公平か
つ学術的に研究を進めるために、家事仕事を担う労働者の意味で、『家事労働者（Domestic 
Worker）』という用語を用いている。 
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上昇率では追いつけないスピードで、スリランカの一人当たり GDP は伸びている。 
 
図６－１： 契約賃金と一人当たり GDP の推移（5 ヶ年平均）、1980-2009 年（US$） 
 
（出所）契約賃金：聞取り調査をもとに集計 
一人当たり GDP：CBSL, Annual Report 2010. 
 
次に、聞取り調査で得られた調査対象世帯の 2008～2009 年の収入データを用いて、家事
労働者による出稼ぎの経済的便益を検討する。さて、第Ⅴ章の表５－１０で示したデータ
と一部重なるものであるが、調査対象世帯の 2008～2009 年の平均月収と、海外雇用先での
契約賃金額を表６－１にまとめたものを見てみたい。2008 年から 2009 年にかけて、家事
労働者として出稼ぎした女性の契約賃金の平均額は170ドルであった。それと比較すると、
調査対象世帯の収入状況はだいたい 2 分の１以下と大きく下回っている。2005-2009 年の
契約賃金 131.4 ドルと比較しても、調査対象世帯の収入状況は低い。調査対象地域は、農
村地域に位置し、世帯主の 7 割が農業関連の仕事に従事している。また、村内女性の労働
参加率は 3 割程度に留まる（参照：表５－１２）。再び、表５－１１のデータに戻って、調
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査対象世帯の貧困状況を見ると、国内の公的貧困（OPL）の該当世帯は 40％、ハンバント
タ県の公的貧困（DOPL）では 64.5％が該当した57。このことから、開発が進んでいない農
村地域と、女性の雇用が著しく制限される地域の人々にとっては、収入確保と雇用確保の
側面から、失業者もしくは専業主婦の女性が、家事労働者として中東湾岸諸国へ出稼ぎす
る経済的便益は少なくともまだあると考えられる。 
 
表６－１： 調査対象世帯の月収入状況と契約賃金（月額）、2008/09 年（US$） 
項目 US ドル 
調査対象世帯の平均月収 87.6 
日雇い賃金収入 56.0 
農業収入 66.9 
非農業収入/給与収入 77.0 
一時的収入 23.6 
雑収入 62.3 
契約賃金額（2008-09 年平均） 170.0 
（出所）聞取り調査をもとに集計 
（注）2008 年末の為替相場を用いた（1US$＝113.14Rs．） 
 
また、1980年から 2009年の間に家事労働者として出稼ぎした経験を持つ女性たちから、
出稼ぎ回数と年数と、それぞれの出稼ぎ時の契約賃金額、実質の賃金受取額、出稼ぎの全
費用等を聞き出した。それをもとに、全ての出稼ぎ経験で得たであろう期待賃金総額、実
質賃金受取総額（海外送金総額）、純利益総額を算出し、表６－２にまとめた。この算出結
果によれば、帰国女性の中に、出稼ぎしたものの、全く賃金を得られずに帰国した者が 3.6％
存在する。さらに、支払った出稼ぎ費用を差し引いた後、それでも出稼ぎ費用を取り返す
                                                   
57 国際的な貧困指標を見ると、同地域の調査対象世帯は一日 1 ドル以下で暮らす絶対的貧困に
該当する世帯が 78.5％、一日 2ドル以下の場合では 99.2%である。 
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ことができなかった者が 3.8％、出稼ぎ費用を差し引き後に、全く出稼ぎの便益が得られな
かった者が 0.8％と、出稼ぎしても骨折り損で終わった者が合計 4.6％に達している。最も
多い分布は、3,000 ドルから 5,800 ドルである。聞き取りでは、大多数の女性が賃金を受け
取ると、その大半をスリランカへ送金していたことから、ここでは、実質賃金受取額と海
外送金額は、ほぼ等しいものとして扱う。実質賃金受取総額、すなわち海外送金総額の平
均額は、6,263 ドルであり、その最高額は 35,260 ドルであった。10 年以上、ベテラン家事
労働者として地道に働けば、低い賃金額でも、それだけの金額を稼ぎ、スリランカへ送金
し続けることは可能なわけである。 
 
表６－２： 期待賃金総額、実質賃金受取額（海外送金総額）、純利益総額の分布（％） 
 
金額 
期待賃金総額*1 実質賃金受取総額 
（海外送金総額）*2 
純利益総額*3 
出稼ぎ費用-残余 - - 3.8 
0 $ - 3.6 0.8 
1-1,400 $ 10.5 10.3 11.1 
1,400-3,000 $ 17.9 19.5 20.5 
3,000-5,800 $ 27.1 25.8 26.4 
5,800-10,000 $ 25.6 22.9 22.0 
10,000-20,000 $ 15.1 14.1 12.6 
20,000-36,000 $ 3.8 3.8 2.9 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
（注意）この表は、帰国女性が契約賃金額、実質賃金受取額、純利益額について回答した
際のその分布状況を見たものである。 
*1 （期待賃金総額）＝（契約賃金額）×（実質雇用月数） 
*2  実質賃金受取総額：実際の賃金額。海外で支払った出稼ぎ費用もここで差し引いた。 
*3  純利益総額：海外送金額総額からスリランカで支払った出稼ぎ費用を引いた金額。 
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 それでは、海外で家事労働者として働く場合の経済的便益について、検討しやすくする
ために、表６－２で求めた帰国女性たちの全出稼ぎで得たそれぞれの総額を、出稼ぎ先の
滞在月数で割って算出し、表６－３にまとめた。契約賃金額の月平均は約 117 ドル、実質
賃金受取額（海外送金額）の月平均は 103 ドル、そして純利益の月平均は約 88 ドルであっ
た。また、契約賃金額の分布は、50 ドルから 150 ドル以上であるのに対し、実質賃金受取
額（海外送金額）の分布、さらには純利益額の分布は大きく広がっている。 
 
表６－３： 月平均の契約賃金額、実質賃金受取額（海外送金額）、純利益額の分布（％） 
 
金額 
契約賃金額*1 実質賃金受取額 
（海外送金額）*2 
純利益額*3 
出稼ぎ費用－残余 - - 3.8 
0 $ - 3.6 0.8 
50 $ 以下 - 3.6 6.7 
50-100 $ 10.5 24.9 37.0 
100-115 $ 45.6 34.6 28.9 
115-150 $ 38.4 28.7 19.7 
150 $ 以上 5.5 4.6 3.1 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
（注意）この表は、帰国女性が契約賃金額、実質賃金受取額、純利益額について回答した
際のその分布状況を見たものである。 
*1 契約賃金額：業者や仲介人を通じて、または直接的に雇用者との間で交わされた家事
労働者の月額の契約賃金額のことである。しかし、ここでは、帰国女性の全ての出稼ぎで
交わされた契約賃金額の平均である。 
*2 実質賃金受取額（海外送金額）：実際に受け取った賃金総額を、実質働いた月数で割り、
一ヶ月当たりの実質賃金額、または海外送金額を求めたもの。 
*3 純利益額：海外送金額から出稼ぎ費用を差し引いた 1 ヵ月当たりの金額のこと。 
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表６－３でみられるように、契約賃金額の分布から、実質賃金受取額（海外送金額）の
分布と純利益の分布を拡大した要因は何なのか。その傾向の多くは、マイナス方向であっ
た。それでは、次項目以降から、その要因を検討するために、帰国女性の出稼ぎ経験（海
外就労アクセスの手段、出稼ぎした年、出稼ぎ国、雇用者との使用言語、雇用者家族との
問題）、帰国女性の人的資本（教育レベル、出稼ぎした時の年齢、出稼ぎ前のスリランカで
の就労経験）、帰国女性の社会的・経済的背景（両親の就業状況、夫と帰国女性の現在の就
業状況、出稼ぎした時の婚姻状況と子供の有無）のそれぞれと契約賃金額、実質賃金受取
額（海外送金額）、純利益額との関連性を検証していく。 
 
 
（２）帰国女性の出稼ぎ経験と経済的便益 
ここでは、帰国女性の出稼ぎ経験と、家事労働者として出稼ぎした経済的便益との関連
性を見るために、次の５つの項目：（a）海外就労アクセスの手段、(b)出稼ぎした年、(c)出
稼ぎした国、（ｄ）雇用者との使用言語、（e）雇用者家族との問題をあげて、それぞれ検証
する。 
 
（a）海外就労アクセスの手段 
帰国女性の海外就労までのアクセス手段について、スリランカ国内の海外雇用斡旋業者、
国内の友人や知人、海外の家事労働者紹介所、海外の友人や知人または雇用者、そしてそ
の他の５つのグループに分類し、それぞれの初回出稼ぎと最後出稼ぎにおける契約賃金額、
実質賃金受取額（海外送金額）、純利益額の平均額を算出し、表６－４にまとめた。初回出
稼ぎでは、海外のソーシャル・ネットワークが形成される以前の段階であるために、海外
にいる友人や知人、または雇用者を通じた出稼ぎ手続きは確認できなかった。この分析か
ら明らかになったことは、契約賃金額について、国内外の友人や知人を介す手段が最も高
いことがわかった。しかしながら、国内の友人や知人を介すと、スリランカにいる段階で、
出稼ぎ費用を負担する額が大きいために、銃利益額は大きく減少している。一方、海外の
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友人や知人、または雇用者を介した出稼ぎを行うと、実質賃金受取額（海外送金額）、およ
び純利益額の費用差し引き分が少ないため、純利益額が突出して大きい。以上のことから、
スリランカ政府が、国内の正規海外雇用斡旋業者を通じて出稼ぎを奨励しているが、効率
よく純利益をあげる手段は、海外の友人や知人、または直接的に雇用者を通じて就労先を
決めることの方が、出稼ぎ労働者にとってはメリットが高いということが明らかになった。 
 
表６－４： 帰国女性の海外就労アクセス手段と経済的便益 
（初回出稼ぎと最後出稼ぎの比較）（平均額 US$） 
 
 
海外就労アクセス方法 
契約賃金額($) 実質賃金受取額 
（海外送金額）($) 
純利益額($) 
初回 最後 初回 最後 初回 最後 
海外雇用斡旋業者（国内） 108.9 122.1 90.9 104.6 57.0 86.3 
友人・知人（国内） 115.1 142.9 103.4 129.2 97.9 118.5 
家事労働者紹介所（海外） 102.0 116.0 95.3 76.7 88.7 59.1 
友人・知人・雇用者（海外） - 147.3 - 138.1 - 130.4 
その他 52.0 115.3 52.0 86.7 45.6 -19.3 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
（ｂ）出稼ぎした年 
 帰国女性の初回出稼ぎと最後出稼ぎを実施した年について、1980 年から 2009 年までを 6
期間ごとに分類し、それぞれの時期で得た、契約賃金額、実質賃金受取額（海外送金額）、
純利益額の平均額を算出し、表５にまとめた。本章の図６－１で、契約賃金の推移をみた
が、表６－５の契約賃金額については、数ある帰国女性の出稼ぎ経験の中でも初回出稼ぎ
と最後出稼ぎのみを取り出し、それぞれの平均額を求めたものである。まず、初回出稼ぎ
時の契約賃金額の推移を見ると、2000 年代の半ば頃までその金額はほとんど一定水準で推
移し、2005－2009 年に大きな上昇が見られた。最後出稼ぎ時の契約賃金額については、賃
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金上昇が見られており、1990 年代以降から約 130 ドル前後で推移している。実質賃金受取
額（海外送金額）になると、初回出稼ぎでは 85～100 ドル、最後出稼ぎでは 103～116 ド
ルで推移していたが、2005-2009 年に入ってから減少傾向を示している。一方、純利益に
ついては、初回出稼ぎ、および最後出稼ぎの金額が、1980 年代から一貫して、いずれも減
少傾向を示している。おそらく、この影響は、インフレーション等の影響により、スリラ
ンカで支払う出稼ぎ費用の負担額が拡大したことが考えられる。この分析で明らかになっ
たことは、1980 年代以降の純利益額を見ると、中東湾岸諸国を中心とした家事労働者出稼
ぎの経済的なメリットが、年々減少傾向を示していることである。 
 
表６－５： 帰国女性の出稼ぎした年と経済的便益（初回出稼ぎと最後出稼ぎの比較） 
（平均額 US$） 
 
 
出稼ぎした年 
契約賃金額（＄） 実質賃金受取額 
（海外送金額）（＄） 
純利益額（＄） 
初回 最後 初回 最後 初回 最後 
1984 年以前 108.7 119.1 99.0 114.8 88.6 109.5 
1985-1989 年 110.3 123.7 101.2 113.8 82.2 111.0 
1990-1994 年 109.8 124.5 93.8 106.3 54.0 74.4 
1995-1999 年 106.9 132.6 88.4 116.6 67.2 101.4 
2000-2004 年 110.6 127.2 90.9 112.0 57.6 98.0 
2005-2009 年 129.7 132.1 84.4 103.7 46.1 88.8 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
（ｃ）出稼ぎした国 
帰国女性の初回出稼ぎと最後出稼ぎで出稼ぎした国についてグループ化し、それぞれの
国で得た、契約賃金額、実質賃金受取額（海外送金額）、純利益額の平均額を算出し、表６
－６にまとめた。この結果、契約賃金額では、キプロスが最も高く、他国と比較して約 2
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倍またはそれ以上の開きが見られた。初回出稼ぎでキプロスへ行った女性は確認できず、
最初に中東湾岸諸国で家事労働者として出稼ぎした後にキプロスへ出稼ぎしていた。その
次に賃金が高いのはレバノン、アラブ首長国連邦（UAE）、クウェートであった。また、ア
ジアについては、1990 年代半ば以降渡航者が居なかったので、アジア以外の諸国で初回と
最後の賃金比較をすると、サウジアラビア以外の諸国で契約賃金額が 10 ドルから多い所で
は約 45 ドルも上昇していた。各国が家事労働者の賃金率を上昇させる中で、唯一、サウジ
アラビアの契約賃金額は約 30 年間ほとんど変わっていない。また、契約賃金額と実質賃金
受取額との差額を比較した所、初期出稼ぎではアジアが 22 ドルの差、そしてサウジアラビ
アが 19 ドルの差が見られた。次に最後出稼ぎで見たところ、最も差が大きかったのはレバ
ノンで 24 ドル、次がサウジアラビアで 22 ドル、そしてキプロスが 20 ドルであった。契約
賃金額と実質賃金受取額の差額からわかることは、差額が大きければ大きいほど、家事労
働者が雇用者から契約賃金の満額を受け取っていない可能性が高いということである。 
初回出稼ぎのアジアのそれら差額の高さの理由は、サンプル数が少ないために、今回は
明らかにすることはできない。次に、レバノンについては、2005 年ごろに戦争が勃発し、
当時レバノンで働いていた帰国女性たちの多くが、賃金を受け取れぬままにスリランカへ
帰国しなければならかなったという背景がある。しかし、サウジアラビアについては、初
回出稼ぎと最後出稼ぎについて、両者とも契約賃金額と実質賃金受取額に関して、他国と
比較すると、その差額が大きいという結果が出ている。つまり、サウジアラビアに出稼ぎ
すると、もともと契約賃金額が低いばかりでなく、雇用者から賃金を満額受け取れる確率
が低いということも、この分析で明らかになった。 
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表６－６： 帰国女性の出稼ぎした国と経済的便益（初回出稼ぎと最後出稼ぎの比較） 
（平均額 US$） 
 
 
出稼ぎした国名 
契約賃金額（＄） 実質賃金受取額 
（海外送金額）（＄） 
純利益額（＄） 
初回 最後 初回 最後 初回 最後 
クウェート 117.7 126.7 101.3 113.4 72.6 97.7 
サウジアラビア 108.9 110.7 89.9 87.7 58.2 61.4 
UAE 115.3 139.4 98.4 122.1 70.4 103.9 
レバノン 97.9 142.8 81.0 119.2 59.6 115.7 
その他中東*1 95.5 115.4 84.7 99.8 57.1 87.7 
キプロス - 253.4 - 232.8 - 230.7 
アジア*2 98.3 97.3 75.7 97.3 69.6 94.3 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
（注意）*1 その他中東には、オマーン、ヨルダン、イラン、パレスチナ自治区など。 
*2 アジアには、香港、シンガポールである。ただし、1990 年代半ば以前の 
データである。 
 
（ｄ）雇用者との使用言語 
帰国女性の初回出稼ぎと最後出稼ぎで出稼ぎした国で、雇用者との意思疎通で用いた言
語についてグループ化し、それぞれの国で得た、契約賃金額、実質賃金受取額（海外送金
額）、純利益額の平均額を算出し、表６－７にまとめた。項目に、「アラビア語とギリシャ
語」とあるが、これはキプロスの雇用者のもとで働いた女性たちから得られた回答である。
そのため、表６－６で確認したとおり、このグループは、最も高い契約賃金額を得ている。
また、「英語」のみを使用していたというグループの契約賃金額は高く、そして、「アラビ
ア語と英語」を併用していたグループの契約賃金額が続いた。家事労働者の賃金設定は、
出稼ぎ国の他に、英語を中心とした言語能力によって大きく異なる。しかしながら、帰国
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女性たちの言語能力は、日常会話や雇用者の命令口調を理解する程度の「聞く力」と「話
す力」に限られており、「読み、書き」はほとんどできない。 
 
表６－７： 帰国女性の雇用者との使用言語と経済的便益（初回出稼ぎと最後出稼ぎの 
比較）（平均額 US$） 
 
 
雇用者との使用言語 
契約賃金額($) 実質賃金受取額 
（海外送金額）($) 
純利益額($) 
初回 最後 初回 最後 初回 最後 
アラビア語 110.0 123.7 93.2 105.3 63.2 87.2 
英語 120.1 161.3 115.0 145.6 110.4 137.3 
アラビア語と英語 104.2 137.5 85.4 134.0 78.8 130.5 
アラビア語とヒンディ語 82.0 - 82.0 - 82.0 - 
アラビア語とギリシャ語 - 295.5 - 295.5 - 295.5 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
（e）雇用者家族との問題 
帰国女性の初回出稼ぎと最後出稼ぎの雇用先の雇用者（ボス）、雇用者の妻（マダム）、
そして雇用者の子供たちとの間で、出稼ぎ中に何らかの問題が生じたかどうかをたずね、
問題のなかったグループと、問題のあったグループの二つに分け、それぞれに契約賃金額、
実質賃金受取額（海外送金額）、純利益額の平均額を算出し、表６－８にまとめた。この結
果から、雇用者家族と何らかの問題があったグループと、なかったグループとの間に、契
約賃金額、実質賃金受取額、純利益額のいずれにも非常に大きな差が見られた。特に、初
回出稼ぎにおいて、それらの差は歴然としており、雇用者家族と何らかの問題が生じると、
出稼ぎで得られる経済的便益が大幅に激減することが理解できる。 
もともと、契約賃金額の段階で問題のあったグループの賃金は低く、さらに、雇用者家族
と問題が生じたことで、実質支払われない賃金の月数が伸び、さらには、契約期間満了前
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に帰国するケースが多いことから、十分に働くことができずにスリランカに戻ることにな
るため、純利益額が大幅に縮小するのである。そのため、雇用者家族と問題が起こると、
ほとんど海外出稼ぎによる経済的便益は期待できなくなる。なお、初回出稼ぎで「問題あ
り」のグループは、回答者である帰国女性全体の 28.0％であり、最後出稼ぎで「問題あり」
のグループは、全体の 22.4％が該当した。大体、７割の家事労働者が雇用者家族と問題な
く働くことができたという結果であった。 
 
表６－８： 帰国女性の雇用者家族との問題と経済的便益 
（初回出稼ぎと最後出稼ぎの比較）（平均額 US$） 
 
 
雇用者家族との問題 
契約賃金額($) 実質賃金受取額 
（海外送金額）($) 
純利益額($) 
初回 最後 初回 最後 初回 最後 
問題なし 111.2 130.8 104.6 122.2 90.7 115.6 
問題あり 107.9 122.4 69.0 74.5 3.8 23.6 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
 
（３）帰国女性の人的資本と経済的便益 
 ここでは、帰国女性の人的資本と、家事労働者として出稼ぎする経済的便益との関連性
を見るために、次の３つの項目：（a）帰国女性の教育レベル、(b)出稼ぎした時の年齢、(c)
出稼ぎ前のスリランカでの就労経験の有無、をあげてそれぞれ検討する。 
 
（a）教育レベル 
 帰国女性を学歴別にグループ化し、それぞれの契約賃金額、実質賃金受取額（海外送金
額）、そして純利益額の平均を求めたものを表６－９にまとめている。それによれば、やは
り学歴が高いグループの契約賃金額は、低いグループに比較して賃金が高い。また、最後
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の出稼ぎになると、契約賃金額は学歴の高いグループと、低いグループの差が広がってい
る。さらに、無学歴グループの実質賃金受取額と純利益額は、契約賃金額から極端に低く
なっている。実質賃金受取額は、雇用者から実際に受け取る賃金である。また、海外の知
人や紹介者に対し、出稼ぎ費用を支払った場合は、その分を差し引いたものである。その
ため、海外出稼ぎ中に何らかの問題に直面した場合や、雇用者の不払い問題に直面すれば、
実質賃金受取額は低くなり、スリランカに海外送金する金額も低くなる。また、スリラン
カで不当に高い出稼ぎ費用を支払った場合は、純利益額が減少する。表６－９の結果から、
学歴が高いグループは、スリランカで適当な額の出稼ぎ費用を支払い、比較的条件の良い
契約賃金額で出稼ぎし、雇用者から賃金を定期的に全額受け取って送金している傾向が高
い。しかし、学歴が低いと、特に、無学歴者の送金パフォーマンスと、純利益額は効率が
悪い。しかしながら、学歴が低いグループでも、出稼ぎ回数が増えて、知識や情報量も増
えると、送金パフォーマンスが向上している。 
 
表６－９： 帰国女性の教育レベルと経済的便益（初回出稼ぎと最後出稼ぎの比較） 
（平均額 US$） 
 
帰国女性の 
教育レベル 
契約賃金額（＄） 実質賃金受取額 
（海外送金額）（＄） 
純利益額（＄） 
初回 最後 初回 最後 初回 最後 
無学歴 105.5 107.2 70.4 69.2 15.4 51.4 
Grade1-4 年 107.2 127.0 81.2 117.1 44.3 112.8 
Grade5-10 年 109.1 127.2 92.4 110.7 63.1 95.1 
O/L 終了 111.9 132.5 98.5 115.3 77.2 97.8 
A/L 終了 119.1 144.1 109.5 125.2 97.9 90.8 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
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（ｂ）出稼ぎ時の年齢 
 帰国女性の出稼ぎ時の年齢をグループに分け、その時の契約賃金額、実質賃金受取額（海
外送金額）、純利益額の平均額を求めまとめたものが表６－１０である。まず、この表から
わかることは、20 代女性グループの契約賃金額、実質賃金受取額（海外送金額）がもっと
も高いことである。続いて 30 代女性グループであった。若く健康的で、働き盛りの年代の
賃金が高く設定されるようである。なお、10 代女性による家事労働者出稼ぎは、1990 年代
前半を最後にその後見られなくなった。しかしながら、世代間による賃金格差自体は小さ
い。 
 
表６－１０： 帰国女性の出稼ぎ時の年齢と経済的便益（初回出稼ぎと最後出稼ぎの比較）
（平均額 US$） 
帰国女性の 
出稼ぎ時の 
年齢（年代別） 
契約賃金額（＄） 実質賃金受取額 
（海外送金額）（＄） 
純利益額（＄） 
初回 最後 初回 最後 初回 最後 
10 代 101.8 116.0 93.3 116.0 74.3 112.8 
20 代 112.1 130.2 95.4 119.7 63.9 103.3 
30 代 109.3 129.6 92.3 105.9 72.9 85.3 
40 代 105.9 127.5 83.0 115.3 40.6 106.5 
50 代 - 112.9 - 89.0 - 54.9 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
（ｃ）出稼ぎ前のスリランカでの就業経験 
帰国女性の出稼ぎ前のスリランカでの就業経験について「就業経験あり」グループと「就
業経験なし」グループの二つに分け、それぞれ初回出稼ぎと最後出稼ぎで、それぞれ得た、
契約賃金額、実質賃金受取額（海外送金額）、純利益額の平均額を算出し、表６－１１にま
とめた。まず、この分析から明らかになったことは、「就業経験あり」のグループは、「就
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業経験なし」のグループよりも、初回および最後出稼ぎにおいて、契約賃金額が高く設定
されていることである。しかしながら、初回出稼ぎでは両者に大きな差額は見られなかっ
たが、最後出稼ぎになると、実質賃金受取額（海外送金額）および純利益額のいずれの金
額も、「就業経験なし」のグループが、「就業経験あり」のグループを上回っているのであ
る。つまり、契約賃金額では、「就業経験あり」のグループが優遇されるものの、雇用者と
の問題や、その他の諸事象により、実質賃金受取額が大幅に減少し、その結果、「就業経験
なし」グループに比べて海外送金が上手くできていないという結果が出ている。聞取り調
査で感じたことなのだが、出稼ぎ前にスリランカでの「就業経験あり」のグループは、海
外出稼ぎ回数が増えるにつれて、「中東湾岸諸国で家事労働者として働くこと」に対し、労
働インセンティブが低下し、雇用者に対する不満の声が高まる傾向が見られた。また、「就
業経験あり」のグループは、20 代女性の比率が最も多く、続いて 30 代女性が見られたこと
から、比較的若い世代が中心である。それはスリランカの経済発展による社会の変容の結
果、若者世代の「働き方」や「考え方」等に変化が現れた結果なのかもしれない。 
 
表６－１１： 帰国女性の雇用者家族との問題と経済的便益 
（初回出稼ぎと最後出稼ぎの比較）（平均額 US$） 
出稼ぎ前の 
スリランカでの 
就業経験 
契約賃金額($) 実質賃金受取額 
（海外送金額）($) 
純利益額($) 
初回 最後 初回 最後 初回 最後 
就業経験なし 109.1 128.3 93.1 112.2 65.5 96.5 
就業経験あり 115.0 132.0 94.2 106.6 66.4 85.8 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
 
（４）帰国女性の社会的・経済的背景と経済的便益 
ここでは、帰国女性の社会的背景、つまり、女性自身、両親や夫の就業を中心とした社
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会的地位と、家事労働者として出稼ぎしたことによる経済的便益との関連性を見るために、
次の２つの項目：（a）両親の就業状況、(b)帰国女性と夫の現在の就業状況、（ｃ）出稼ぎし
た時の婚姻状況と子供の有無をあげて、それぞれ検討する。 
 
（a）両親の就業状況 
 回答者である帰国女性に対する聞取り調査で、帰国女性たちの子供の頃の両親の就業状
況についてたずねた。その回答結果をもとにグループ化し、それぞれに対し、帰国女性た
ちの全ての出稼ぎ経験で得られた、契約賃金総額、実質賃金受取総額（海外送金総額）、純
利益総額に対し、それぞれの月額の平均を算出した。表６－１２は、帰国女性が子供の頃
の父親と母親のそれぞれの就業状況と、帰国女性が海外出稼ぎを通じて得られた経済的便
益との関連性についてまとめたものである。 
 
表６－１２： 帰国女性が子供の頃の両親の就業状況と経済的便益（全出稼ぎ経験） 
（平均額 US$） 
帰国女性が 
子供の頃の 
両親の就業状況 
契約賃金額（$） 実質賃金受取額 
（海外送金額）（$） 
純利益額（$） 
父親 母親 父親 母親 父親 母親 
農業従事者 117.2 118.5 107.3 106.7 91.3 90.0 
日雇い賃金労働者 113.7 113.8 93.9 98.3 76.7 83.8 
その他自営者 117.8 116.2 109.1 104.2 98.5 93.9 
民間従業員 110.0 112.9 104.0 99.5 95.2 95.0 
公務員 134.0 158.4 119.6 158.4 112.6 153.3 
失業者 112.0 - 66.0 - 66.0 - 
主婦 - 115.6 - 104.4 - 90.3 
海外出稼ぎ - 118.8 - 99.6 - 80.1 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
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この分析結果によると、両親の職業が公務員であれば、帰国女性が得た契約賃金額は非
常に高くなる。特に、母親が公務員であった場合、契約賃金額の条件は最も良くなる。一
方、帰国女性が子供の頃に父親が失業者であると、帰国女性の実質賃金受取額（海外送金
額）が非常に低くなるという結果が出た。この他、帰国女性の子供の頃の両親の就業状況
において、公務員以外の職種だった場合に、それぞれの間で、契約賃金額、実質賃金受取
額、純利益額に大きな差額は見られなかった。しかし、帰国女性の子供の頃の母親の就業
状況が「海外出稼ぎ、すなわち中東湾岸諸国向けの家事労働者」であっても、帰国女性が
海外出稼ぎ先で得た経済的便益である、契約賃金額、実質賃金受取額（海外送金額）のい
ずれもが、公務員以外の就業状況と大差ない結果が出たことは予想外であった。さらに、
母親が家事労働者として出稼ぎ経験があっても、実際の帰国女性の家族のもとに入る純利
益額は、それほど大きくなく、むしろ表６－１２の結果では最も低い純利益額に留まって
いた。 
 
（b）帰国女性と夫の現在の就業状況 
 帰国女性とその夫の現在の就業状況と、帰国女性の全出稼ぎ経験にもとづく経済的便益
との関連性を探るために、それぞれの就業状況ごとにグループ化し、それぞれ契約賃金額、
実質賃金受取額（海外送金額）、純利益額の月額の平均を算出し、表６－１３にまとめた。
この分析からいくつかのことが明らかになった。まず、帰国女性が家事労働者として出稼
ぎした際の契約賃金額について、夫の現在の職業が「海外出稼ぎ労働者」、「公務員」、「農
業従事者」である場合、契約賃金額が 120 ドル以上であった。続いて、夫の職業が「その
他の自営者」である場合についても、契約賃金額が 180 ドルと他業種と比較して高い結果
が出た。一方、帰国女性の現在の就業状況が、「海外出稼ぎ労働者（＝家事労働者）」であ
る場合、契約賃金額が最も高く約 135 ドルであった。それ以外の就業状況については、そ
れほど大きな差は見られない。しかし、実質賃金受取額（海外送金額）になると、事情が
それぞれの職種で異なってくる。 
例えば、夫の現在の職業が「日雇い賃金労働者」であると、帰国女性が出稼ぎ先の雇用
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者から、実際に受け取った賃金と契約賃金額との差額が最も大きく、約 18 ドルもの開きが
あった。つまり、夫の職業が「日雇い賃金労働者」であると、出稼ぎ先で家事労働者とし
て働く妻は、何らかの理由で、雇用者から契約賃金額の満額を受け取れない可能性が最も
高いと言える。この傾向は、夫の職業が「日雇い賃金労働者」に続いて、「失業者」約 15
ドルの差額、「その他自営者」約 14 ドルの差額という状況であった。一方、夫の就業状況
が、「定年」および「海外出稼ぎ者」の場合、帰国女性の出稼ぎ先での実質賃金受取額（海
外送金額）は、契約賃金満額からわずか 3～4 ドルの差額であった。次に、帰国女性の現在
の就業状況との関連性を見ると、帰国女性が「農業従事者」と回答した場合、出稼ぎ先で
の契約賃金額と、実質賃金受取額との差額は、わずか 1 ドルであった。続いて、帰国女性
が「失業者」と回答した場合についても、それらの差額はわずか 2 ドル程度であった。 
 
表６－１３： 帰国女性と夫の現在の就業状況と経済的便益（全出稼ぎ経験）（平均額 US$） 
 
帰国女性と夫の 
現在の就業状況 
契約賃金額（$） 実質賃金受取額 
（海外送金額）（$） 
純利益額（$） 
夫 帰国女性 夫 帰国女性 夫 帰国女性 
農業従事者 120.0 115.5 110.3 114.5 96.1 102.2 
日雇い賃金労働者 111.0 111.1 92.6 98.2 74.9 89.2 
その他自営者 118.0 114.6 103.5 100.0 85.8 88.9 
民間従業員 115.9 116.0 102.1 109.2 91.3 102.5 
公務員 121.6 110.4 110.8 99.9 99.0 87.3 
失業者 110.6 109.8 96.3 107.5 92.0 99.2 
主婦 - 117.2 - 103.3 - 86.8 
定年 111.2 116.1 107.9 109.1 100.8 89.4 
海外出稼ぎ 123.1 134.6 119.4 124.8 115.2 122.6 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
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調査地域では、「失業者」と答えた場合、農繁期の農作業手伝いなどに出向いて、農業賃
金を得て生活費を得る女性が多く見られた。農作業を行なう女性は、海外出稼ぎ先でも我
慢強く真面目に働く傾向が高いのであろう。一方、帰国女性で、「その他自営者」、例えば、
ドレスメイキング、学校給食作り、冠婚葬祭のケータリングサービス、菓子やヨーグルト
作りなどに携わって、生計を得る者は、契約賃金額と実質賃金受取額との差額が最も大き
く、約 15 ドルの開きが見られた。また、「主婦」と回答した帰国女性たちのそれらの差額
は約 14 ドルと開きは大きい。続いて、「日雇い賃金労働者」のそれらの差額は約 13 ドルで
あった。最後に、純利益額について見ると、最も純利益額の低いケースは、夫の現在の職
業が「日雇い賃金労働者」であった。この結果から導き出せることは、おそらく、夫の職
業が「日雇い賃金労働者」の場合、妻による家事労働者出稼ぎは、成功しない確率が最も
高くなることである。 
 
（ｃ）出稼ぎした時の婚姻状況と子供の有無 
 表６－１４は、帰国女性が初回出稼ぎおよび最後出稼ぎした時に、配偶者（夫）がいた
のか否か、また、子供がいたのか否かを質問し、回答結果によってそれぞれのグループに
分け、契約賃金額、実質賃金受取額（海外送金額）、純利益額の平均額を算出しまとめたも
のである。なお、集計結果によれば、初回出稼ぎで「夫あり」で出稼ぎしたグループは、
全体の約 75％を占めた。最後出稼ぎで「夫あり」で出稼ぎしたグループは、全体の約 79％
であった。一方、子供については、初回出稼ぎで「子供あり」だったグループは、全体の
約 74％、最後出稼ぎで「子供あり」だったグループは、全体の約 71％である。最初に、初
回出稼ぎの状況について見ると、「夫なし」と「子供なし」と回答した 2 グループは、契約
賃金額、実質賃金受取額（海外送金額）、純利益額がいずれも「夫あり」および「子供あり」
の 2 グループよりも平均額が高かった。おそらく、初回出稼ぎでは、初めて海外に出て、
夫や子供と別れて暮らす寂しさや心細さ、ホームシックなどから、出稼ぎ先での労働パフ
ォーマンスが低下し、それが実質賃金受取額に影響してしまうのであろう。しかしながら、
出稼ぎ回数が増え、最後出稼ぎになると、契約賃金額は、「夫あり」と「子供あり」の 2 グ
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ループの平均額が逆転して、「夫なし」と「子供なし」の平均額を上回っている。さらに、
海外での労働条件等により左右される実質賃金受取額（海外送金額）、および、実質の海外
での労働月数とスリランカ国内での出稼ぎ手数料の高低に左右される純利益額では、「夫な
し」のグループの平均額が最下位であった。特に、純利益額で第 3 位との開きが大きくな
っている。最後出稼ぎの純利益額で、最高額を得たのは、「子供なし」のグループの約 104
ドルであり、続いて、「夫あり」のグループの約 98 ドルであった。「子供なし」のグループ
は約 91 ドル、そして最下位の「夫なし」のグループは、最高位と約 19 ドルもの開きをも
って約 85 ドルの純利益額であった。 
 
表６－１４： 帰国女性の出稼ぎした時の配偶者または子供の有無状況と経済的便益 
（初回出稼ぎと最後出稼ぎとの比較）（平均額 US$） 
出稼ぎ時の 
夫または子供
の有無 
契約賃金額（$） 実質賃金受取額 
（海外送金額）（$） 
純利益額（$） 
初回 最後 初回 最後 初回 最後 
夫なし 111.6 120.4 99.4 108.1 75.6 85.1 
夫あり 109.7 131.2 91.3 112.4 62.3 97.5 
子供なし 111.4 120.7 97.3 110.9 70.8 103.5 
子供あり 109.8 132.2 91.9 111.4 63.8 91.2 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
（注意）「夫なし」または「夫あり」と、「子供なし」または「子供あり」との回答は、 
互いに重複する。また、ここでいう「子供」とは、「養育中の子供」であり、 
独立した子供は含まれていない。 
 
 次に、帰国女性が出稼ぎした時の社会的な地位との関連性について、より詳しく見るた
めに、さらに、「未婚者」、「既婚者で子供なし」、「離婚/別居中で子供なし」、「未亡人で子供
なし」、そして、「既婚者で子供あり」、「離婚/別居中で子供あり」、「未亡人で子供あり」と
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いう、帰国女性が出稼ぎした時の婚姻状況と子供の有無を中心に、7 つのグループに分けて、
それぞれ契約賃金額、実質賃金受取額（海外送金額）、純利益額の平均額を算出し、表６－
１５にまとめた。この分析結果を全体的に見渡して、明らかになったことは、「未婚者」で
出稼ぎすると、初回から最後まで、実質賃金受取額と純利益額が比較的高く得られるとい
うことである。つまり、結婚前の若い女性労働者による海外出稼ぎは、他のグループと比
較して経済的便益が高くなるという結果が出ている。 
 
表６－１５： 帰国女性の出稼ぎした時の婚姻状況と経済的便益 
（初回出稼ぎと最後出稼ぎとの比較）（平均額 US$） 
 
出稼ぎした時の 
婚姻状況 
契約賃金額($) 実質賃金受取額 
（海外送金額）($) 
純利益額($) 
初回 最後 初回 最後 初回 最後 
未婚者 112.4 123.1 104.0 116.2 85.7 106.6 
既婚者で子供なし 110.4 123.3 90.4 113.4 65.8 106.2 
離婚/別居中で子供なし 107.0 106.5 38.6 104.8 -156.7 99.3 
未亡人で子供なし 104.5 116.3 83.2 107.3 69.2 89.3 
既婚者で子供あり 109.6 132.9 91.3 112.1 62.0 95.7 
離婚/別居中で子供あり 111.9 122.8 102.7 84.1 88.9 -7.8 
未亡人で子供あり 110.5 128.2 94.3 112.0 85.9 96.4 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
しかし、同じ独身者であっても、夫婦不和による「離婚/別居中で子供なし」の女性労働
者のケースでは、初回出稼ぎの雇用先で、様々な問題に直面し易く、雇用者から賃金満額
を受け取れないなどにより、実質賃金受取額が最も低く、その結果、スリランカで出稼ぎ
費用の工面のためにした借金も返済できず、純利益額がマイナスになっている。つまり、「離
婚/別居中で子供なし」の女性が初めて出稼ぎすると、海外出稼ぎの経済的便益が最も低く
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なる可能性が高いのである。 
 「離婚/別居中で子供なし」のグループでも、二回目以降からは、比較的、実質賃金受取
額および純利益額ともに、平均的に稼げるようになっている。「離婚/別居中で子供なし」の
グループによる初回出稼ぎは、おそらく、夫婦間の不仲等が出稼ぎの社会的要因になって
おり、「経済利益の獲得」という確固たる目的のないまま、感情をコントロールできぬまま、
精神的にも不安定のままに出稼ぎしたことで、出稼ぎ先で様々な問題に直面しやすくなっ
ていたのかもしれないと感じた。なお、「離婚/別居中で子供あり」のグループで、最後出稼
ぎ時の純利益額が－7.8 ドルになっているが、このグループの中には、出稼ぎ先で、手術が
必要な事故に遭遇、病気による入院、水疱瘡などの感染症等により、短くて数ヶ月から 2
年未満の期間満了前に、スリランカへ帰国した事例が数例ほど見られた。そのため、出稼
ぎ費用を上回る経済的便益が得られなかったことがその理由である。 
 
 
３． 住居と生活環境の改善 
 女性が初めて海外出稼ぎした際の理由の多くは、経済的問題に起因するもの58であり（表
５－７参照）、特に目立った回答は「家屋建設」であった。また、初回出稼ぎの目的が他の
経済的問題を理由にあげていたとしても、一旦、経済的問題が解決すると、二回目以降か
らは、出稼ぎの目的が「家屋建設」に変更した女性がよく見られた。つまり、スリランカ
では、立派な家を持つことが社会的ステイタスの向上につながるのである。まずは世帯の
貧困問題を解決させ、その後余裕ができてからはじめて建設資金を現金や住宅ローン等で
工面などして家屋建設を実行できるのである。聞取りアンケート調査では、約 65％の女性
が送金した資金を家屋建設に使用したと回答した。しかし、家屋建設が完了したと答えた
                                                   
58  「家屋建設」の他の経済事情に起因する理由として、「収入が無い」、「経済的困難」、「借金
返済」、「子供の養育または教育」、「主たる家計支持者の喪失」、「仕事が無い」、「実家を出て独立
する必要がある/住む場所が無い」などが回答としてあげられた。これらスリランカの雇用状況、
収入状況では直ぐに解決できない経済的な問題が 93.2％を占めた。残り 6.8％は、「興味本位/
体験してみたかった」、「経済問題はなかったが友人・知人等の勧誘」、「単に貯蓄が欲しかった」
などであった（現地アンケート調査結果 2009 年）。 
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女性は、まだ全体の約 26％に留まっている。これが帰国女性たちの生活の現状である。 
 伝統的な農村地域である調査対象地域も他の地域同様、経済的に成功して家を建て、娘
の結婚持参金として花婿に家を渡すことが慣行である。やはり家屋の状態には、家族の社
会的な地位を村内で示す意味合いがみられた。しかし、FTZ 工場や海外へ女子労働者を輩
出するような世帯の大半は、娘に十分な結婚持参金を持たせられるほど裕福でない。また、
結婚後も夫の不完全雇用や失業、低収入、家計負担の放棄などの諸事情により、生活環境
の改善が難しい世帯も少なくない。特に、市街地や工場地帯から離れた農村地域に居住し
ているのであれば、女性が安定的に収入の得られる機会は非常に限られたものである。そ
のため、地方では、経済状況の建て直しや、生活環境の改善の手段を海外雇用に求める女
性が少なくないのである。 
海外送金の使途についてたずねると、第一回目の出稼ぎでは、借金返済、日々の生活費、
子供の教育費に消えたために、貯蓄はほとんどできなかったという回答が多かった。水道
設置、台所やトイレなどの設置・改修費用に投じたと回答した女性は少ない。第二回目以
降の出稼ぎで、やっとある程度の貯蓄ができるようになったと回答する女性が出はじめる。
また、帰国の際にアクセサリーや洋服、化粧品、子供のオモチャ等を購入することが多い。
なお、女性の海外出稼ぎの回数に比例して、空港の免税店等で、テレビや冷蔵庫、扇風機、
炊飯器、アイロンなどの家電製品を、帰国時に購入する者が出てくるようになる。また、
借金返済などの経済的問題が解消し始めると、家屋建設が、残された家族によって本格的
に開始される59。女性たちの住居環境の現状（参照：表５－２１）は、9 割の世帯がむき出
しのセメント床を使用しており、わずか 2％足らずの世帯が室内にタイル加工を施していた。
また、トイレの設置も 9 割近くは屋外にあり、室内にトイレを持つ世帯は 7.4％程度に留ま
っている。タイル加工の床と、室内トイレの施工費用は維持費の負担額が大きいため、国
内で安定的な収入確保が保障されない限り設置は難しい。1980 年代および 1990 年代に、
初めて出稼ぎした女性たちから、両親や娘のために、送金で家を建ててやったと回答した
                                                   
59  スリランカで家を建設しようとすると、非常に長い時間を要する。建設資材や材料費などの
値段交渉や、その他契約取引など、女性よりも男性が行なう方が良い。さらに現場で大工や作業
者たちの働きぶりなどを監視する必要もあり、簡単に進まないと言われる。 
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者はかなりいた。その一方で、2000 年代以降に初めて出稼ぎした女性たちからは、自分の
家すらまだ建てていないと話す女性の割合が高まる。図６－２は、1975 年から 2010 年ま
でのスリランカの消費者物価指数の上昇率を現したものである。開放政策の導入直後、イ
ンフレーションが加速し、1981 年には 18.3％に達している。さらに JVP の暴動が勃発し
た 1980 年代後半においても、急激な物価高騰が見られた。国内の消費市場がインフレーシ
ョンに苛まれる最中にあっては、海外出稼ぎ女性の送金は家計に大きな役割を果たしえた
と考えられる。 
 
図６－２： 消費者物価上昇率の推移、1975-2010 年（％） 
 
（出所）CBSL, Annual Report 2010. CCPI (Colombo Consumer Price Index) コロンボ消
費者物価指数 
（注）３年毎の移動平均法により算出した。 
 
しかし、スリランカ国内の消費者物価水準は常に上昇傾向を示す一方で、図１で確認し
たように、過去 30 年にわたる中東湾岸諸国の契約賃金額は、物価上昇に見合った増加は見
られなかった。また、一人当たりの GDP の成長は、1990 年代後半から 2000 年代前半まで
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一時的な停滞を見せるも、2000 年代後半に入ると急速に伸び始めた。そして、中東湾岸諸
国の契約賃金を上回るまでに増加している。さらに、2005 年から 2008 年にかけて、再び
インフレーションが加速している。聞取り調査によれば、この時期は、家屋用の建築資材
費や材料費の高騰も、ことさら著しいものがあったという。スリランカの度重なる高率の
物価上昇と、2000 年代後半以降の経済成長、および中東湾岸諸国の外国人家事労働者市場
における、スリランカ人労働者に対する停滞する契約賃金額の下では、出稼ぎの経済的メ
リットが、小さくなってきている。このままスリランカ経済が成長を続け、近年、国際貿
易港として開発が進むハンバントタ地域の開発がさらに進めば、トリックルダウン効果に
より、同地域に属する調査対象世帯でも、雇用機会や収入源獲得の機会が増えていく見込
みが十分にある。となれば、将来的に、調査対象地域の女性にとって、中東湾岸諸国への
出稼ぎに対する経済的便益がなくなることは明らかである。 
 
 
４． 子供の教育レベルの改善 
 初回出稼ぎの際に、子供を残して海外へ渡航したことのある女性は、全体の約 74％を占
めた。さらに、子供を残して出稼ぎした女性のうち、約 3.0％は未亡人、4.3％は離婚また
は別居中60のシングルマザーであった。調査によれば、女性たちの子供の数は平均して 2.7
人であった。だいたい 2～3 人の子供を持つ女性が全体の 53％を占めている。子供がいた女
性の初回出稼ぎの理由として、子供の養育または教育、医療費の工面を回答にあげた者が
13.6％であった。ある女性とのインタビューでは、「出稼ぎする前は、夫が家計に入れるお
金が少なすぎて、子供たちにミルクや食べ物、着る物を与えることができなかった」と話
した。また、別の女性は、「当時は大きな借金を抱えていた。学校の授業料は無料だけど、
文房具代、通学費などを工面するのが当時の経済状況では難しかった」と答えた。また、「子
                                                   
60  スリランカの仏教を重んじる社会では夫婦の離婚が非常に難しい。スリランカの農村社会で
は、「朝、離婚した女性と出会ったら、その日は運が悪い」と言われる程、離婚した女性の社会
的地位が低くなる。もし夫婦仲がこじれた場合、両親や親戚が離婚だけはさせないように説得す
る。裁判でも離婚調停はなかなか進まない。そのため別居中と回答した女性には実質的に夫婦関
係ではない。 
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供の数が多すぎて、日々の生活費だけでなく、子供の教育など金銭的不安を感じるように
なったので出稼ぎを決めた」と回答した女性もいた。近隣に主に女性労働者を雇う衣類縫
製工場などがあるが、独身の若年層を雇う傾向が強いため、子供がいるとなかなか雇われ
ることが少ないという。また、スリランカの子供を持つ多くの母親が、子供のことが気に
なって、積極的に仕事に就こうという意識が低いと感じられた。他にも農作業補助などの
仕事もあるが定期的な収入は見込めない。このような経済的状況にある世帯にしてみれば、
海外出稼ぎによって期待できる経済的便益は評価できるだろう。 
 子供を残して出稼ぎすることについて、「子供がもの心つく前に出稼ぎをしても、子供は
状況をつかめず、あまり精神的負担をかけることはない」と話す女性は少なくなかった。
もの心つく前の子供たちは、一番親身に世話してくれる女性を母親と思い込むようになる
のだという。女性が海外で働いて送金して子供たちに満足な食事や衣類、文房具類などを
買ってやれることの方が、子供の発達と教育面で良いと考えるようである。アンケート調
査によれば、女性の出稼ぎ中、主に子供の世話の責任を持つ家族または親類として最も多
くあげられたのが夫で約 55％の回答があった。続けて女性の母親が約 4 割、義理の母親、
実の姉妹または兄弟、そして義理の姉妹などの順で多く回答があった。長女や長男が下の
子の面倒を見ていたと回答した女性も 1 割弱みられた。また、女性の不在中は 1 人だけに
子供の世話の責任が負わされるのではなく、家族と親類の皆で子供の面倒を見ることが多
い。そのためいとこたちと同居したり、祖父母と生活を共にしたり、残された子供たちが
孤独になることは少ないようである。 
 しかし問題になるのは、もの心つき始めた頃の子供を残す場合、また、子供の O/L（中学
校程度）や A/L（高校程度）試験のための受験準備期間には、子供たちが勉強に集中できる
ように母親は出稼ぎするべきではないという意見を多くの女性が持っていた。これは経験
から出てきた意見であった。表６－１６は、女性が子供を残して出稼ぎしたことで、子供
の教育パフォーマンスにどのような影響があったかたずねたところ、大きく分けて次の 3
通りの回答があげられた。出稼ぎの前後で子供の教育パフォーマンスに大きな変化は見ら
れなかったという事例が 14.7％占めた。しかし、女性の出稼ぎを契機に子供の教育パフォ
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ーマンスが悪化したと回答したのは 85.3％に達している。残された子供たちの多くが、寂
しさや家事負担による忙しさで勉強に集中できないなどの悩み、登校拒否、喫煙や夜遊び
などの非行行為、家出や駆け落ちに走る傾向があるという。しかし、このうち 35.5％は、
家族や親類たちの力をかりて母親の出稼ぎについて子供に理解と改心させ、非行行為を止
めさせるように導いた事例と、母親自身の帰国を機に子供がもとの精神状態に戻って普通
の学校生活を送れるようになったという二通りの回答が含まれている。 
 
表６－１６： 子供の教育パフォーマンスに対する影響（％） 
子供の教育パフォーマンスの変化 割合 
出稼ぎの前後で変化なし 14.7 
出稼ぎ後に悪化した 49.9 
出稼ぎ後に悪化したが、後に良くなった 35.5 
（出所）聞取り調査の集計 
 
 表６－１７は、子供を残して出稼ぎした女性のうち、子供の最終学歴をまとめたもので
ある。無学歴から Grade5 年ぐらいまでの教育レベルでは、ほとんど読み書きがままならな
い。聞取り調査では、女性の出稼ぎ後、就学年齢に達した子供を毎朝早く起こしてご飯を
食べさせ学校へ行かせる者が側にいなかったために、読み書きもできない大人になったと
涙ながらに話した女性がいた。また、娘の O/L 進級試験前に母親が出稼ぎをすると、娘に
家事負担が増え、勉強ができなくなる。女性の夫が娘に全ての家事をさせるのだという。
出稼ぎ後の母の代わりを担うために、学校を辞めたと話した女性もいる。スリランカの学
校教育は進級試験が難しく非常に競争が激しい。そのため Grade5 年での全国奨学金試験、
O/L 試験、A/L 試験は子供たちにとっては人生に立ちはだかる挑戦である。近年、スリラン
カ社会で教育がかなり重視されている61。調査した女性のうち 5.6％は大卒の子供がいると
                                                   
61  調査地域のハンバントタ県の農村地域でも学習塾が少なくなく、多くの子供たちが進級試験
を突破するために学校から戻るとすぐに学習塾へ通っていた。また、学校の教員も学習塾を開校
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回答している。このような女性は、自分の母親に子供の世話を託して出稼ぎし、女性の海
外送金で塾代や教育費をまかない、各試験の受験期前には出稼ぎを辞めて帰国し、子供の
側にいて世話をしていたと話していた。しかし、このように子供の受験期や成長に合わせ
て女性が出稼ぎ計画をした事例は非常に少ない。なお、8 割以上の女性が、出稼ぎ後に子供
の教育に対する関心が高まったと回答している。伝統的に母親の家庭での役割が非常に大
きな社会において、特に母親の出稼ぎは子供の教育に大きなマイナスの影響を与えるよう
である。 
 
表６－１７： 女性の子供の最終学歴（％） 
学歴 割合 
無学歴 2.6 
Grade 1 – 5 年 6.7 
Grade 6 – 10 年 38.9 
O/L 68.1 
A/L 30.7 
大卒 5.6 
（出所）聞取り調査の集計 
（注） 就学を終えた子供を持つ女性 270 名のうち、該当者がいる場合に集計した 
 
 この他、就学を終えた子供を持つ女性から、調査時現在の子供の就業状況についても聞
き取りを行なったところ、3 割近くの女性は子供が失業状態にあると回答した62。一方、子
供が民間部門に雇用されていると回答した女性は 27.2％、子供が公務員であると答えた女
性は 17.7％であった。娘の場合は家庭の主婦になることが多く、一方、息子は村内の自営
業に従事するケースが多い。また女性の息子全員のうち 8.8％が軍人など兵役に就いていた。
                                                                                                                                                     
したり、パートタイム講師として働く者もいた。 
62  就学を終えて数年以内の若者の失業率が高い。特に A/L 文系出身、大学文系学部出身の女子
の就職難が目立つ。娘が失業状態にあると答えた女性は 17.3％であった。 
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調査当時のスリランカ農村の男子にとって、軍に入隊することは安定した収入と退役後の
年金を得られる手段であった。この他、女性の子供たちの海外出稼ぎの状況についてもた
ずねている。それによれば、16.9％の女性は子供が海外出稼ぎ中である、またはその経験が
あると回答した。息子が海外出稼ぎをしたと回答した女性は 4.4％、娘が海外出稼ぎを行っ
たと答えたのは 12.5％であった。さらに娘も海外出稼ぎをしたと回答したもののうち、9
割が家事労働者として出稼ぎしたものだった。母娘で家事労働者として海外出稼ぎする世
帯は少なくない。また、このような娘たちの多くは学歴が O/L 未満であった。一方、A/L
のサイエンス系の学歴を持つ娘たちの中には看護士として研修中、または病院で働く者が
数％程度見られた。調査した女性の多くが、看護士の娘をスリランカや中東諸国よりも、
給料も待遇も良い欧米諸国などで働かせたいと話していた。 
 母親の出稼ぎは、就学中の子供たちに大きな精神的負担を与え、学業にも負の影響をも
たらすことが聞取り調査の中で感じられた。しかし、出稼ぎする母親と共に、残された家
族や親族の協力を得て、子供の教育や発育に対して長期的な視野で愛情を持って取り組め
る環境であれば、必ずしも子供の教育面において失敗するとは言えないようである。むし
ろ、送金によって教育投資を促進でき、子供に高い教育機会を与えられるとも考えられる。
しかし、聞き取り調査で得たソフトな情報を全体的に掘り起こすと、やはり母親の出稼ぎ
は子供の教育パフォーマンスに対して、非常に高い確率で負の影響をもたらすという結論
にいたった。 
 
 
５． 海外出稼ぎで得た経験と学び 
（１）帰国女性による出稼ぎ国とスリランカとの比較 
 聞取り調査で、家事労働者として主に中東湾岸諸国で働いた経験を持つ女性たちに対し、
渡航経験のある出稼ぎ国とスリランカとの比較をしてもらった。その集計結果を表６－１
８にまとめた。この集計結果によると、9 割以上の女性が、出稼ぎ国の方がスリランカより
も、「賃金率が高く」、「貯蓄が可能」で、「生活水準が高い」とそれぞれ回答した。また、7
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割以上の女性が、出稼ぎ国の方がスリランカよりも「労働環境が良い」と答えている。さ
らに、6 割近くの女性が、スリランカよりも、出稼ぎ国で働く方が「より面白みを感じる」
と答えていた。しかし、5 割以上の女性は、出稼ぎ国よりもスリランカの方が「仕事の機会
が多い」と回答していた。帰国女性たちの出稼ぎ国の多くは、中東地域であり、レバノン
を除くほとんどの中東湾岸諸国が、外国人労働者はスポンサー（雇用者）の管理の下で働
くことになっており、さらに、スポンサーの変更や、職種の変更は非常に困難である。お
そらく、そのような制度的な背景からくるものと思われる回答も多い。また、スリランカ
よりも出稼ぎ国で働く方が、「自由が少なく」、「悩み事や心配事も多く」、「ストレスも大き
い」と、いずれの質問項目に対し、それぞれ 6 割以上の女性が該当した。 
 
表６－１８： 帰国女性による出稼ぎ国とスリランカとの比較（回答率,％） 
質問項目 そう思う そうは思わない 
出稼ぎ国の方が、賃金率が高い 93.5 6.5 
出稼ぎ国で働く方が、貯金ができる 90.3 9.7 
出稼ぎ国の方が、生活水準が高い 90.4 9.6 
出稼ぎ国の方が、仕事の機会が多い 46.5 53.1 
出稼ぎ国の方が、労働環境が良い 74.2 25.6 
出稼ぎ国の方が、仕事量が少ない 31.4 68.4 
出稼ぎ国で働く方が、ストレスが小さい 36.9 63.1 
出稼ぎ国で働く方が、悩みや心配事が少ない 36.6 63.4 
出稼ぎ国の方が、自由がある 39.3 60.7 
出稼ぎ国で働く方が、より面白い 58.9 40.7 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
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（２）帰国後の経済活動参加に対する海外出稼ぎの効果 
女性たち自身が、帰国してから後に、どのようにしてスリランカ社会に同化（integration）
していくのかについて理解することは、海外雇用政策の費用便益を検討する上で非常に重
要である。出稼ぎで得られた知識や経験が、帰国後の社会復帰に活かされるならば、出稼
ぎの便益は高く評価できるだろう。ここでは女性たちが得た経験や学びがどのようなもの
で、どのような形で社会経済活動に活かされるのかを検討する。 
まず、指摘できるのは外国語の獲得である。調査対象女性のほぼ全員が中東諸国に就労
し、アラビア語が雇用者家族とのコミュニケーション言語だったと回答した女性は 95％前
後を占めた。1990 年代半ばから１～３週間程度の事前研修が義務づけられ、全国各地の
SLBFE の研修所等で家事用家電の使い方、掃除の仕方、テーブルセッティング、雇用者と
の接し方、文化、アラビア語などを学ぶ。調査対象女性の 9 割以上は英語ができない。学
歴は低く、職歴はほとんどない。もちろん看護士や教員免許などの資格やスキルの無い女
性ばかりが家事労働者に志願するため、受入れ先にアピールできる強みや即戦力はない。
そのため配属先に着いてから数ヶ月かけて、雇用者の妻や先輩家事労働者から OJT で仕事
を学ぶ。スリランカで受けた研修だけでは不十分だからである。アラビア語も 3 ヶ月あれ
ば、理解できるようになると女性たちは話していたが、仕事内容自体が単純な掃除や洗濯、
介護や子供の世話に限られるため、知っている語彙数は単純な単語ばかりで、読み書きは
できない。しかし、学歴が高いグループの女性は、帰国後の経済的同化が比較的スムーズ
に行なえている。また、学歴が高い上に英語が使えるならば、中東の需要側、つまり雇用
者の中でも特に人的レベルが高く経済力もある家庭に就労する傾向が高いということが、
聞取り調査を通じて感じられた。例えば、英語が得意で大学進学を目指していたという文
系 A/L の学歴を持つ女性は、クウェートでオーストラリア人英語教師一家のもとで 2 年働
いた。英語が上達し、欧米の育児方法を体得したことが買われ、その後、キプロスにある
英語で英才教育を行なう幼稚園の仕事を紹介された。その海外経験を活かして国内で将来
幼稚園経営を始めたいと話していた。この他にも、中東諸国の家柄の良い家庭での保育・
育児経験が買われて、帰国後に国内の幼稚園で職を得た女性も数名ほど確認できている。
204 
しかし、スリランカ国内での高い英語需要とは異なり、アラビア語を活かす仕事はなく、
ほとんどが国内の経済活動と結びつかない。 
次に指摘できるのは、近代的な調理器具や家電製品の使い方、ケータリング、外国料理
の作り方などのスキルの獲得である。それらスキルを、スリランカ国内の家庭で家事労働
者となって活かそうと思うかどうか質問したところ、81％の女性が絶対にありえないと断
固否定した。残り 19％のスリランカで家事労働者の仕事をしても良いと答えた女性の多く
が、外国人の家庭で賃金が高ければやっても良いと条件付で回答している点は興味深い。
女性たちの多くが、「スリランカ人の雇用者家族は、家事労働者を差別し奴隷のように酷使
する上に、何をやっても良いと思い込んでいて、しかもケチで給料も低い」といった悪い
イメージを持っていた。加えて、その仕事自体が低下層のものであり、夫や子供が絶対に
同意しないと回答した。しかし、夫の中には妻の国内就労は絶対に許さないが、海外なら
家事労働者として働いて稼いでくれて良いという者が少なくなかった。スリランカ社会で
は、外国人の雇用者の下で働くことは一種のステイタスと感じる者が多いようである。そ
れはおそらく、コロナイゼーションオブマインドというものだろう。 
一方、調理スキルについては、村内の冠婚葬祭時のケータリングサービス業や、学校給
食などの調理業を起業した女性は数名ほど見られた。また、帰国後にジャムやジュース加
工業を起業した女性は、シンガポールや香港でも働いた経験を持っており、シングルマザ
ーの雇用者がビジネスを展開していたことから、その企業家精神や生き方を学べたような
気がすると話していた。さらに、海外の子持ちのキャリアウーマンと生活空間を共にして、
「スリランカの女性があまりにも伝統的価値観に縛られていて、全く自立しておらず、夫
や子供に強く依存していて甘えがあり、弱い女性だということがわかった」と続けた。そ
して、「スリランカ人家事労働者が中東で様々な問題に直面するのは、女性たちが怠け者で
勤勉でなく、自分中心で物事を捉えて、雇用者のニーズや立場を全く考えようともしない
からだ」と話した。「雇用者の気持ちに立って、誠意を持って働くならば、メディアに流れ
るような犠牲者にはならないはずだ」と述べた。だから、「もともと自立的でなく、自己中
心的な考え方を持つ女性たちの多くはスリランカに戻っても家庭の様々な問題で悩むこと
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になる」とさえ付け加えた。 
 聞取り調査では、9 割強の女性が出稼ぎ手続きのために、夫または親や兄弟、友人、サブ
エージェントが同伴したと回答している63。また、海外出稼ぎ後、女性が一人で行ける行動
範囲が広がったかどうかたずねたところ、76％の女性が広がったと回答した。続けて、出
稼ぎ後に何事にも自信を持てるようになったかどうかと質問すると、20％の女性は自信が
ついたと答え、54％の女性は以前と変わらない、26％の女性が自信を失ったと回答した。
調査では家事労働者以外にも工場労働者として中東諸国へ出稼ぎ経験を持つ女性十数名に
も聞取り調査を実施したが、この二者で大きく異なる点は、工場労働者として中東で働い
てきた者には自信やプライドがあり、リーダーシップを持つ女性が多いと感じたことだ。
工場労働者たちの経験を聞くと、友人がたくさんでき、色々と助け合って楽しかったし、
学ぶことも多かったと答えた者が多かった。また、賃金未払いや不当解雇などの問題が起
こったとき、工員全員でストライキを実行したなど自慢げに語っていた。出稼ぎを通じて
熟練度が増した上に、労働者として権利を主張する方法も学べたことで自信を持てるよう
になったのだろう。 
 出稼ぎ前に、国内のフォーマルな雇用部門（公務員と民間企業）に従事していたことの
ある女性は全体の 18.4％64、小規模自営業者などインフォーマル部門は数％に過ぎなかった。
一方、現在の帰国女性たちの就労状況（表５－４参照）を見ると、公務員 1.0％や民間従業
員は 4.4％であり、国内のフォーマルな雇用部門に吸収されている割合は、全体のわずか
5.4％にまで落ち込んでいる。一方、日雇い賃金労働者 3.0％、農業従事者 1.4％、調理・食
品加工や縫製などの小規模自営業者 12.0％となり、逆にインフォーマルな雇用部門に吸収
された割合が全体の 16.4％に達し、出稼ぎ前に比較して大幅に増加している。その他、海
外出稼ぎの家事労働者 0.4％、無職 2.0％であった。そして残りの 75.8％は、主婦で占めら
れている。スリランカの社会経済や雇用情勢、女性の年齢なども影響すると思われるが、
                                                   
63 2009 年 5 月の内戦終結までの約 20 数年間、商業施設や公的施設、バスや列車など人々が多
く集まる場所に自爆テロ攻撃が頻発していたので、非常に危険でもあった。 
64 大半が FTZ の衣類縫製工場に雇用されていた。特に 20 代と 30 代女性に集中し、40 代以上
の女性の出稼ぎ前の就業経験者は激減する。 
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帰国後のフォーマルな雇用部門への復帰は難しい。学歴や英語スキルを持つ一部の女性の
みフォーマル部門への復帰が可能である。一方、帰国後に小規模自営業者として経済活動
に参加した女性は増えている。この増加したグループは比較的、中東諸国の家事労働者と
して獲得したスキルや経験を、帰国後の経済活動に活かすことができた女性たちであった。 
 
 
（３）帰国後の経済活動参加に対する意識 
前節でも述べたとおり、帰国女性の現在の就業状況を見ると、実に 75.8％の帰国女性が
現在「主婦」であり、帰国後、積極的な経済活動に参加している状況ではない。スリラン
カの農村地域における、女性の就業機会の低さは第Ⅴ章でも説明したところである。しか
しながら、あえて、この主婦層に対し、なぜ、スリランカ国内で何がしかの仕事をしてで
も、現金収入を得ようと努力しないのかをたずねた。すると、主婦層の中で約 32.5％は、「乳
幼児や小中学生の子供たちの世話が忙しいため」に、スリランカ国内で働く時間がないと
回答した。また、約 15.8％の主婦層たちは、「健康上問題があるため」に仕事ができないと
回答した。しかし、健康上問題を理由にあげた主婦層のうち、2 割の回答者は海外出稼ぎが
原因で発症したリューマチ、関節炎、頭痛、咳、出稼ぎ先の事故による脚や背中の骨折、
出稼ぎ先での食生活が原因となった糖尿病、高血圧、高コレステロール等の病気により、
帰国後、スリランカ国内で仕事をするのが困難になったと回答している。残りの約 51.7％
の主婦層の回答は、「賃金が安い」、「家事と両立できる仕事がない」といった理由をあげた。
この他、夫が、妻が国内で働くことを嫌がるといった回答もあげられた。 
最後に、帰国女性たちから、国内外への出稼ぎ以外の方法、つまり、村内および近隣地域
において、何か現金収入を得るために働くとしたら、どのような職種・仕事に参加したい
（または、参加できる）のか質問し、その回答の集計結果を表６－１９にまとめた。なお、
表６－１９には、帰国女性たちが参加したい（参加できる）と思う職種・仕事全てについ
て、項目にあげた。そのため、回答者によっては、一種のみを回答したケースもあれば、
複数の職種・仕事をあげた女性も存在する。これらのことを踏まえて、第Ⅴ章表５－４の
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実際の就業状況と比較検討しながら、表６－１９の集計結果について分析を進めて行きた
い。まず、農業部門について検討したい。回答結果によれば、約 48％の帰国女性が、稲作
作業に参加したいと答えた。この項目が、最も回答率の高い回答であった。また、野菜・
果物の栽培または収穫の農作業に参加したいと回答した帰国女性は、稲作に次いで多く、
全体の 4 割を占めた。農地が広がる調査対象地域では、稲作、野菜などを中心とした農業
部門が、主な産業であり、多くの女性たちに経済的活動の参加の機会を与えるポテンシャ
ルが高いと言える。しかしながら、現実の就業状況を見ると、農業従事者である帰国女性
はわずか 1.4％、また配偶者は 26.6％であったに過ぎない。実際の就業状況と、「参加希望
を持つ」女性労働力の規模との間には、需要と供給の巨大な格差が存在している。この状
況に至る背景には、表５－１３で見たように、農地を所有（利用）する機会を持つ世帯が
24.8％に留まっており、残り 75.2％の世帯は自立的な農業活動に参加できないことにある。
農業部門の経済活動に対し、参加希望を持つ帰国女性だけについて言えば、農地を所有し
て経済活動に参加できない女性が、約 40％から 48％存在する。同様に、参加希望を持つ帰
国女性を、農業従事者である夫の妻という立場で見ても、20％前後は土地がないために、
農業活動に対する参加希望を実現できないのである。その結果、自立的な農業経営に参加
できない女性たちは、栽培期や収穫期などの農繁期の期間限定で、地主の広大な農地に労
働力となって、借り出されることでしか、農業部門の生産活動に参加できないのである。
さらに、農地を大規模に所有する同地域の村人は、ここ数十年の同地域の農業部門の状況
について、次のようなことを話していた。「農業の機械化が進み、収穫の際に使われる大型
ハーベスターや大型コンバインを使用する大規模土地所有者が増え、それまで人手に大き
く頼っていた農作業工程が、大幅な機械化の影響を受け、以前と比較すると、農業部門が
労働力をほとんど吸収しなくなった。さらに、大型農業機械の操作や修理のできる村人は
誰もいない。そのために、インド企業が派遣するインド人オペレーターや修理工を雇わな
ければならない。そのため、同地域の女性のみならず、男性労働力が農業部門に吸収され
にくくなっている」（現地聞取り、2008 年 12 月）。 
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表６－１９： 帰国女性が出稼ぎせずに、村内で参加したい（できる）経済活動（回答率,％） 
仕事・職種 回答率（複数選択可） 
インフォーマルな雇用部門 参加したい 参加したくない 
① 農業部門   
稲作 47.9 52.1 
野菜、果物 41.9 58.1 
畜産、乳牛 0.6 99.4 
小売 0.8 99.2 
② 水産業部門   
加工等 3.8 96.2 
③ その他   
商店、喫茶店など 8.6 91.4 
裁縫、小物・衣服作り 3.6 96.4 
ケータリング、食品加工 4.0 96.0 
レンガ造り 3.8 96.2 
その他*1 7.8 92.2 
村内の日雇い賃金労働者 3.8 96.2 
フォーマルな雇用部門 参加できる 参加したいが、機会なし 
衣類縫製工場 7.2 92.8 
製塩工場 1.8 98.2 
その他の製造工場 4.6 95.4 
その他 1.0 99.0 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
（注意）*1 その他には、清掃仕事、造花作り、スルットゥ（伝統的な葉巻）作り、 
ビンロウの噛みタバコ売り、ココナッツ繊維で作るロープ作り、素焼きの土器作りなど。 
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それ故、農業部門で大量の労働力を吸収する力が弱くなっていきている。このことは、
稲作、野菜などの農業部門に対して、参加したくないと回答者した帰国女性が 5 割以上を
占めたことに、何らかの影響を及ぼした要因の一つなのかもしれない。また、その要因よ
りも、より説明力の高いと思われる回答が、農業部門の経済活動に「参加したくない」と
答えた帰国女性たちから聞かれた。例えば、次のような意見である。「農業作業の賃金は安
すぎる上に、仕事がきつい。地主は土地も金もあるのに、ケチで、労働者をコキ使ってば
かりいる。私は、昼食とおやつ、噛みタバコがないような労働条件ならば、一日 800 ルピ
ー以上の賃金額が約束されない限り、働く気はない」（現地聞取り、2008 年 12 月）。また、
他にも、「農業経営は、天候や自然災害、病害虫の発生等に大きく左右される。不作になる
と、借金が残るだけである。また、収穫したものを市場に売らない限り、現金が入らない。
収入が不安定に陥り易いので、私は農業以外の別の仕事がしたい」（現地聞取り、2008 年
11 月）。さらに、「農業経営上の失敗により、父は商人から多額の借金を背負った。借金返
済のためだけに、まるで小作人のように両親は、田畑を耕す日々が続いた。こんな出口の
ない状況から両親を救うため、弟や妹たちにご飯を食べさせ、学校へちゃんと行かせるた
めに、私は、10 代の頃にクウェートへ家事労働者として出稼ぎした。農業だけでは生活が
難しいので、私は農業以外の仕事をして、収入が安定できるような生活をしたい」（現地聞
取り、2009 年 1 月）という意見があげられた。 
 やはり、農業経営上の難しさ、不規則かつ不安定な収入といった意見が多く上がったの
である。この他にも、特に、母親も同様に海外出稼ぎ家事労働者であった経験を持つなど、
農業部門以外で仕事をしていた場合、娘である帰国女性は「農業部門に参加したくない」
という意識を持つ傾向が強かった。おそらく、そのような帰国女性は、子供の頃から、海
外で働く母親によって定期的に送金されるお金で、比較的自由に欲しい物が買え、金銭面
および物質面で、他の世帯よりも、苦労を味わうことが少なかったという社会的な背景が、
帰国女性の仕事に対する価値観に、何らかの影響を与えたのかもしれない。 
 また、同地域で、大規模な土地を持つ階層は、ほとんど農作業をすることなく、農業賃
金労働者の雇用や、農地を貸し付けることが一般的である。そして子息らには、質の高い
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教育の機会を与え、教養や農業以外のスキルを身につけさせる。そして、ホワイトカラー
として、民間部門や公的部門などのフォーマルな雇用部門へ吸収されるような後押しをす
るのである。また、スリランカの教育制度は、高等教育まで無償化されており、優秀な学
生は高い学歴を身につけることができる。もともと社会的地位の低い階層出身者でも、フ
ォーマルな雇用部門に参加できる機会が開かれている。そのため学歴社会が形成され、学
歴の高い者が自ら社会的地位を改善することができるようになったのである。農業は学歴
や教養がなくても誰でも参加できる。さらに、不安定で不規則な農業収入の現実と、農業
経営の失敗に起因する貧困化などの頻発した社会的な問題が、農業という仕事の社会的ス
テイタスを低下させてしまったのである。その結果、農業地帯であっても、帰国女性の 5
割以上が、農業部門の仕事に参加したくないという価値観を形成させたと考えられる。 
その他、帰国女性たちから参加したいと回答が寄せされた仕事や職種の中に、商店や喫
茶店の運営、裁縫、小物や衣類作り、食品加工などがあげられた。これらは、稲作や野菜
作の農業部門とは異なり、参加したいと回答した女性の割合が、極端に落ち込み、帰国女
性全体の 4％前後から 8％前後に留まる。参加したいと回答できた女性たちは、それらの生
産活動に必要な耐久財、例えば、商品を陳列する棚、食品を保存する冷蔵庫、食品を加工
するためのガスコンロ、裁縫のためのミシンなどを持っていることに加えて、それらの生
産活動に関する知識や技術を持ち合わせていた。一方、9 割以上の帰国女性は、それらの生
産活動に必要な耐久財、知識や技術を持っていないため、「参加したくない」というよりは、
「現段階では参加できない」というのが正しい表現である。 
 また、公務員や民間企業などのフォーマルな雇用部門は、定期的で安定的な収入が得ら
れることから、全ての女性たちの本音は、「参加したい」のであるが、現実的には、「参加
の機会が与えられていない」という回答が多かった。聞取り調査で、何故、フォーマルな
雇用部門である工場で働かないのかと、ある帰国女性に質問したところ、その女性は次の
ようなことを話した。「近所の工場で仕事を見つけたいと思っても、それがたとえ工場での
単純な仕事であっても、地元の有力者、政治家とのコネクションがない限り、絶対に無理。
特に、選挙活動や金銭面で色々なサポートをしない限り、本当に難しいことなのよ」（現地
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調査、2009 年 2 月）。 
 公務員や民間企業などの定期的に一定額収入が得られるようなフォーマルな雇用部門で
仕事を見つけるには、やはり政治家とのコネクションが非常に重要だと、多くのスリラン
カ人たちは話していた。公務員はもちろん、それがたとえ工場での単純作業であっても有
力者との人間関係の有無は、仕事を見つける上で重要であるという。 
 
 
６．おわりに 
 本章では、帰国女性の出稼ぎ手段や環境、出稼ぎ時の人的資本や社会経済的な状況と、
その当時の契約賃金額、実際に雇用者から支払われた実質賃金受取額（本章では海外送金
額と同じ金額）、そして送金後、出稼ぎ費用を差し引いた後に女性の家族が受け取る純利益
額との関連性を見ながら、海外女性家事労働者がもたらす経済的便益をミクロレベルで詳
細に分析した。やはり、女性自身に家族のトラブルや迷いのない精神状態で、明確な目標
を持って出稼ぎしているのかどうかで、実質賃金受取額および純利益額を見て、成功でき
るか否かの判断がわれるようである。また、教育レベルは、初回段階で大きな差が出るが、
ベテランになると、教育レベルは関係しなくなる。しかし、教育レベルの高い女性の方が
良い出稼ぎ国、良い雇用者に恵まれる可能性が高いようであった。さらに、英語のスキル
があると、賃金条件は大幅に良くなる。しかし、全体として、海外の雇用者の質に大きな
影響があると感じられた。 
続いて、家事労働者として海外出稼ぎをし、帰国後に国内の経済活動に参加しようとし
ても、出稼ぎ中に得た経験の多くは、ほとんどが全く国内で利用することができないこと
が明らかになった。国内の同地域の雇用環境は、未発達のままであり、特に、帰国女性の
社会経済的な同化の難しさがある。2005 年以前のスリランカでは、家事労働者として中東
湾岸諸国で出稼ぎしても、それなりの経済的便益は期待できた。しかし、その後、数年程
度出稼ぎしたところで、経済的な便益はほとんど期待できなくなってきている。スリラン
カの経済発展と物価上昇、さらに中東湾岸諸国のスリランカ人家事労働者に対する低賃金
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策によって、近年、その経済的便益は低下していることが明らかになった。 
 年々、女性家事労働者による海外出稼ぎで生み出される、経済的便益は、世帯/個人レベ
ルで見ると、その効果は弱くなってきている。マクロレベルで見ると、海外送金の経済効
果は大きいように見えるが、ミクロレベルでの実際の経済的効果は、それほど期待できる
ものではないことが明らかになった。次章では、帰国女性たちの社会的費用はどのような
影響を受けたのか、分析する。 
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第Ⅶ章 
海外出稼ぎ女性家事労働者の社会的費用 
～ハンバントタ県での実態調査～ 
 
 
 
１．はじめに 
 国際労働移動に関する実証分析の多くは、経済的便益を中心に分析したものが多く、社
会的費用について、量的かつ質的に調査された研究はまだ少ない。本研究のこれまでの章
では、経済的便益について、マクロレベルおよびミクロレベルで検討してきた。確かに、
マクロレベルの経済的便益は、スリランカ経済に大きな貢献をもたらしていると言える。
しかし、ミクロレベルで見た経済的便益は、それほど高いとは言い難い結果が出た。特に、
前章において、海外雇用斡旋業者とのやり取りで生じる取引費用、つまり出稼ぎ費用の影
響が大きいこと、また、海外の雇用者の質にも大きく影響して受け取り賃金額が激減する
可能性や悪質な労働条件が設定されることが明らかになった。これらの要因は、社会的費
用を詳細に分析することでしか、明らかにできない。また、本研究でも、マクロレベルで
見た社会的費用を検討したが、家事労働者から上げられる苦情件数の多さ、出稼ぎ労働者
たちの死亡者数の増加が明らかにされた。そこで本章では、それらの諸問題の有無または
経験を、帰国女性たちから詳細にたずねたものを中心に分析する。さらに、女性たちが出
稼ぎしたことで、いったいどのような影響を家族に与えたのかについても、詳細にたずね
集計した。本章の目的は、国際労働移動の社会的費用について、ハンバントタ県で実施し
た実態調査をもとに、事例研究と量的データの分析を通じて分析するものである。 
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２．出国前の社会的費用 
（１）海外出稼ぎ費用 
 調査対象となった女性の多くが借金をして海外へ出稼ぎに出ていた。海外雇用斡旋業者
やサブエージェントから借金する者、家族や兄弟による肩代わりや、友人や親類から借り
る者、村内の商売人や金貸しから借金する者、仕事を紹介した海外の知人に一時的に借金
する者など、様々なルートを使って出稼ぎ費用が工面されていた。縁故や親類から借金す
る場合は利息 10％が最も多く、金融機関系や高利貸しなどからでは 20％前後の利息が見ら
れた。中東向け家事労働者の出稼ぎ費用は、国内の海外出稼ぎ斡旋業者を利用した場合と、
現地知人を介した場合や、家族や親類の伝手を利用した場合とでは、費用に大きな違いが
見られた。政府の営業許可を受け、正規登録された海外雇用斡旋業者で手続きを行なう場
合、雇用斡旋手数料が 7,500 ルピー、施設料が 200 ルピー、付加価値税が 1,150 ルピー、
さらに登録手数料が加算され、合計で 9,000～10,000 ルピー（約 9,000～1 万円）程度請求
されていた（2007 年暮れ調べ）。しかしそれらの項目は、どこか今ひとつ具体性に欠ける。
聞取りによると、これらの費用とは別に、海外保険加入や妊娠検査・健康診断の料金を請
求された女性もいた。これが政府の正式な認可を得ていない非正規の斡旋業者や、知人の
伝手を通すと、海外保険加入やその他登録手数料、事前研修費用、チケット代金、ビザ申
請料、空港までの送迎代金など別途請求されることもあれば、全く請求されないこともあ
り、個々人で出稼ぎ費用が大きく異なっていた。聞取り調査では、実際に支払った金額を
スリランカ・ルピーで質問したが、女性たちの 30 年間の経験を見ると、ルピーの額で大き
な変化は見られず、11,000 ルピー前後が出稼ぎ費用として支払われていた65（参照：附録Ｂ
－４）。 
 表７－１は、女性たちが出稼ぎした際の費用を、1980 年から 2009 年までの変化を 5 ヵ
年平均で見たものである。ドル額で見ると、表７－１に示すとおり出稼ぎ費用の負担額は
減少している。出稼ぎ費用は、平均して 1～3 ヶ月分の契約賃金額の規模に相当する。男性
                                                   
65 バドッラ県にある紅茶プランテーション地域での調査によれば、1992 年頃から同地域のタミ
ル人女性の間で中東諸国向け家事労働者出稼ぎが始まり、他地域の女性と比較すると渡航費用が
高く、2 万から 3 万 5 千ルピーの金額を同県にある斡旋業者から請求されていた。 
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の出稼ぎ費用や他地域への出稼ぎ費用66と比較すると、中東諸国向け家事労働者出稼ぎ費用
は最も低いものであった。ちなみに、2008 年以降になると、中東諸国向けの家事労働者出
稼ぎ費用について、本来は雇用者が負担するものという認識が、やっと全国に広まり、政
府も斡旋業者に対して、中東向け家事労働者を希望する者から手数料等の請求をしないよ
う、指導を徹底させた。そのため、2008 年以降に出稼ぎした女性の多くは、出稼ぎ費用を
業者に支払う必要がなかったと回答している。 
 
表７－１： 5 ヶ年平均で見た家事労働者の中東出稼ぎ費用、1980-2009 年（US$） 
出発年 出稼ぎ費用額（＄） 
1980-1984 年 237.9 
1985-1989 年 324.4 
1990-1994 年 254.7 
1995-1999 年 189.0 
2000-2004 年 145.1 
2005-2009 年 102.4 
（出所）アンケート調査の集計 
 
ちなみに、バドゥッラ県にて、クウェートの外国人家事労働者紹介所で働いていたとい
うスリランカ人女性に対し、聞取りを実施したところ、「中東湾岸諸国の紹介所側は、外国
人家事労働者の出身地が発展途上諸国の貧困層であるという認識から、雇用者に対し、出
稼ぎ費用の一切を負担させることを義務づけている。そのため、クウェートの雇用者は紹
介所を通じて、スリランカの海外雇用斡旋業者に対し、家事労働者の出稼ぎ費用分を 100
ドルから 200 ドルを別途渡している」と話していた。スリランカでは、正規登録済の斡旋
                                                   
66 2009 年に実施した現地聞取り調査によれば、男性では、中東の運転手や建設現場作業員だと
大体 10 万ルピー前後（約 10 万円）、ユニークなものでは日本の建設現場やイタリアのハウスボ
ーイの場合は 80 万ルピー（約 80 万円）であった。また、女性では、キプロスの家事労働者が
30 万ルピー（約 30 万円）を渡航費用として斡旋業者により要求されたという。 
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業者でさえも、イスラム教徒でない女性に対して、出稼ぎ費用を徴収することが 2008 年前
半頃まで一般的だったのである。2008 年以降、クウェート向け家事労働者に対し、出稼ぎ
費用の雇用者負担が徹底されるようになった。 
 
 
（２） 海外雇用斡旋業者とサブエージェントとのトラブル 
 調査結果によると、初回出稼ぎでは、8 割の女性がスリランカの海外雇用斡旋業者を利用
して渡航していた。残りの 2 割が家族や親類、友人や知人の紹介、いわゆるソーシャル・
ネットワークを使って初めて出稼ぎしていた。しかし、女性たちは出稼ぎ回数を繰り返す
うちに、海外雇用斡旋業者を通じて出稼ぎする割合が減少し、現地に滞在する間に、現地
の紹介所や友人を通じて新しい雇用先を見つけるケースが増えるようになる（参照：表７
－２）。 
 
表７－２： 初回および最後（最近）の出稼ぎ手段（％） 
 初回出稼ぎ 最後出稼ぎ（最近） 
海外雇用斡旋業者（国内） 78.9 58.0 
友人・知人（国内） 19.8 22.5 
家事労働者紹介所（海外） 0.4 7.4 
友人・知人・雇用者（海外） 0.0 11.7 
その他 0.9 0.4 
（出所）聞取りアンケート調査より集計。 
 
聞取り調査で感じたことは、初めて出稼ぎする際に、現地の状況や出稼ぎのノウハウな
どの諸事情を知らなかったことから、出稼ぎ前の段階で様々なトラブルに遭遇することが
多いようである。スリランカでは、海外雇用斡旋業者やサブエージェントとのトラブルは、
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一種の社会現象にまでなっている67。聞取り調査でも、業者やサブエージェントとの金銭的、
信用上のトラブル話が多数聞かれた。1990 年代半ば以降、斡旋業者に対し、業務登録の強
化、および海外就労者の登録を徹底させ、その他、海外保険の導入や事前研修の指導義務
が実施されたことで、幾分、問題は減少しているようである。それ以前に出稼ぎした女性
たちの中には、非認可の斡旋業者によって、本人とは異なる名義でパスポートやビザを渡
されて、到着後に問題が生じるケースが頻発していたようである。 
聞取り調査によると、ある女性の経験では次のような問題があったと話した。渡航して
雇用者の妻に初めて会った日に自己紹介で「仏教徒」だと言うと、雇用者の妻が急に怒鳴
り始め、スリッパで女性を何度も叩いた。理由が分からぬままに、雇用者と妻によって現
地の紹介所に連れて行かれると、そこで初めてパスポートの名前が別人のもので、しかも
イスラム教徒に多い名前だったことが判明した。女性は、パスポートや書類の手続きは全
て、サブエージェントを通じて海外雇用斡旋業者に任せており、英語は読めないので、自
分で確認することもできなかったのだという。さらに、パスポートが本人のものではない
ので、雇用者から給料を支払うことはできないと言われたのだという。もし、給料を支払
えば、不法就労者を雇ったことになるからだと説明された。帰国のチケット代についても、
雇用者は出すことはできないと言われた。そこで紹介所は、女性に対して、数日から 1 ヶ
月単位で家を変えて仕事をすれば、不法就労のお咎めを避けられると説得したという68。そ
の条件を飲めば、紹介所は、女性に帰国チケット代を補助しても良いと言った。その後、
女性は 3 ヶ月間何軒もの家を回ってタダ働きをして、やっとスリランカに帰国することが
できたという。 
帰国後、出稼ぎ手続きを仲介したサブエージェントに全てを話し、海外雇用斡旋業者に
アポイントを取って、話し合いのために事務所をたずねると、すでに業者は撤退して居な
くなっていた（2009 年 1 月聞取り調査）。 
                                                   
67 非正規の海外斡旋業者によって、嘘の韓国出稼ぎ話で男性労働者を斡旋した。しかし、いつ
まで経っても出稼ぎできないことから、約 5,000 人もの出稼ぎを申請した男性たちがその業者の
代理店に押しかけたという（2011 年 7 月）。 
68 本来は違法である。 
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 また、次のような問題も多い。ある女性は、近所の友人十数名と意気投合し、二度目の
海外出稼ぎを決意した。一度目の出稼ぎでも利用した同じ海外雇用斡旋業者の所へ行き、
十数名分のパスポートと手数料 5,000 ルピー（約 50US ドル）を業者に渡した。しかしそ
の後、突然、その斡旋業者と連絡が取れなくなり、事務所を訪ねると業者は廃業していた。
経営者は行方をくらまし、パスポートとお金を騙し取ったのだった（2008 年 12 月聞取り
調査）。スリランカ国内の他の県での出稼ぎ経験者を対象に実施した聞取り調査によると、
非正規の海外斡旋業者が、出稼ぎ希望者から出稼ぎ手数料とパスポートを騙し取って、そ
のまま行方をくらます事件はよく聞かれた。また、海外出稼ぎの手配等の事情に詳しい者
の話によれば、「海外で不法滞在かつ不法就労69状態にある出稼ぎ労働者が、帰国したい時、
または、不法滞在国の入管や警察の取り締まりから逃れたい時などに、闇ルートで出回る
盗まれた他人の有効期限内にあるパスポートの証明写真と似た人物に『なりすまし』て、
事なきを得る手段として悪用されている」という（聞取り調査, 2011 年 8 月）。また、この
ような事態について、スリランカの入国管理局は、スリランカ人労働者の出入国に関して、
あまり厳重な管理システム（例えば、指紋押捺など）を採用していないため、よほどのこ
とがない限り、そのまま問題なく通過できるということであった（聞取り調査, 2011 年 8
月）。さらに、賄賂やコネクションを利用して、本来なら不法行為であっても、実際には空
港で何事も起こることなくスムーズに出稼ぎ労働者たちの出入国手続きが進められるとい
う（聞取り調査, 2011 年 8 月）。また、外国人雇用者や警察たちにとっては、なかなか偽パ
スポートを所有する外国人労働者と、実際の証明写真の人物との違いを、明確に判断する
ことが難しいことも、このような事件が起こる背景として考えられるだろう。 
 聞取り調査で、ある女性は渡航準備で煩わされた問題について語った。現地で働く親戚
から仕事を紹介され、チケットとビザが女性のもとに送られてきた。そのため出稼ぎを決
意した。しかし、女性が働き始めてから数日経つと突然、雇用者は女性を紹介所に連れて
                                                   
69 不法就労になるケースは、①自国で正規のパスポートと就労ビザを取得してから入国し、有
効期限が過ぎても（逃亡やその他の理由により）、一時帰国も更新手続きもせずに、そのまま海
外で働き続ける場合、②自国で偽造パスポートと偽造ビザを手に入れてから入国し、海外で働く
場合、③何も入国手続きせずに不法で入国し、闇ルートを通じて海外で働く場合などが考えられ
る。 
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行った。シンハラ語のできる紹介所で働くスリランカ人の説明によれば、女性のビザが就
労ビザではなく、訪問・観光ビザなので女性を雇えないと、雇用者が紹介所に苦情を言い
に来たのだと話したのであった。さらに、紹介所スタッフは、そのような場合、ビザを変
更しなければならないと続けた。しかしながら、雇用者は、若い女性家事労働者を希望し
ていたので、変更したがっていたのだという。その後、女性は紹介所の斡旋で病院の清掃
員として 3 ヶ月働き、やっとスリランカに帰国できた。 
帰国後すぐに、コロンボにある海外雇用斡旋業者のもとを尋ねると、女性と同じように
ビザ問題でクレームに来ていた女性たちが 5 人ほど、待合室で待っていた。斡旋業者のス
タッフに事情を説明し、苦情を訴えると、また海外に行けるようにしてあげるからと、ま
ともに問題を受け止めることも、誤ることもしなかった。合計 6 回、夫と共に苦情を訴え
たのだが、スタッフは何度も同じ事を言っては出稼ぎ費用を返そうともしないし、ハンバ
ントタからコロンボまでの交通費や時間を考えると、面倒になってきたので、とうとう苦
情を訴えうることを諦めてしまった（2009 年 2 月聞取り調査）。 
また、家事労働者出稼ぎを希望する女性たちには、渡航前に、妊娠検査・健康診断が義
務づけられている。海外斡旋業者の指導に従って、指定された病院や診療所をたずね、健
康診断書を作成してもらう。しかし、この時の費用も医者や斡旋業者によってまちまちで
ある。そのため、割高な出稼ぎ費用を支払うことも少なくない。聞取り調査で、ある女性
は次のようなことを語った。女性は、出国直前に 2,500 ルピー支払って健康診断を受けた。
医者は何も問題ないと話し、診断書を渡した。しかし、現地に到着してから 1 ヶ月半経っ
て、夫との子供を妊娠していることが判明した。親切で理解ある、良い雇用者一家に恵ま
れたので、頑張って働いて、たくさん送金できると思える環境だったが、帰国せざるを得
なかったと女性は話していた（2008 年 11 月聞取り調査）。 
 聞取り調査によると、海外雇用斡旋業者へ行くと丁寧に接客し、にこやかに中東湾岸諸
国で、家事労働者として働く条件がいかに良いか延々と話してくるという。「食事つき、休
憩・昼寝つき、日用品や衣類も雇用者が負担し支給する」、「室内からドアに鍵をかけられ
る部屋を与えられるから安全である」、「契約賃金は毎月きちんと支払われ、スリランカで
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働くよりも高い賃金が得られる」、「現地での出費もほとんどないので貯蓄もできる」など
と夢のような話をしてくる。さらに、「もし万が一、問題に直面した場合は、斡旋業者と提
携する現地の紹介所に連絡すれば、必ず親身に丁寧に相談に応じるし、場合によっては助
けに来てくれるから大丈夫だ」と続ける。斡旋業者とサブ契約の下で斡旋するサブエージ
ェントも、同じことを言って女性たちに出稼ぎ話を持ちかけてくる。しかし、実際に行っ
てみて、初めて斡旋業者たちの話すことの多くが、誇張または嘘だということがわかった
と多くの女性が話していた。 
 
 
３．渡航先での社会的費用 
（１） 労働環境と人権問題 
 聞取り調査によれば、女性たちが働いた中東湾岸諸国の雇用者家族の規模は非常に大き
い。雇用者世帯は、約 89％は核家族であり、残り 11％は 2 世帯以上であった。また、表７
－３に示すとおり、家族員の数は多く、一家族（核家族と拡大家族）あたり平均 7.5 人が同
居し、子供数は、平均 5.5 人であった。だいたい 4 人から 6 人程度で構成される家族が全
体の 43.6％、続いて、10 人以上で構成される同居家族が全体の 22.8％も占めている。また、
7 人から 9 人で構成される家族も 21.9％であった。最も大きな拡大家族は、5 世帯 60 人が
同居する家族であった。そのため、雇用者の家は平均的に大きくて広く、部屋数もバスル
ームの数も多く、家事労働者など使用人の部屋も完備したものが大半である。雇用者の宗
教は、9 割以上がイスラム教徒であり、アラビア語を用いていた。雇用者の職業は、警察官、
公務員、教員、医者、銀行員、パイロット、農業・畜産業自営者、経営者などがあげられ
た。しかし、雇用者の家族と会話することがほとんどなかったために、雇用者の職業はよ
くわからないという回答数も多かった。さらに、雇用者の妻が主婦で常に自宅にいる世帯
と、妻も外に出て働く世帯の二つが見られた。しかし、まだアラブ諸国では現地女性の労
働参加率は低い。また、雇用者によっては、複数の家事労働者を雇うところも見られた。 
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表７－３： 中東湾岸諸国の雇用者の家族の規模（％） 
家族規模分布 ％ 
1 人～3 人 11.7 
4 人～6 人 43.6 
7 人～9 人 21.9 
10 人～60 人 22.8 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
聞取りによれば、同じスリランカ人の同僚家事労働者がいたという女性は、表７－４に
示す通り、約 13.2％、フィリピン人、インドネシア人、バングラデシュ人、インド人また
はエチオピア人の同僚家事労働者がいたと回答したのは 10.4％であった。大多数の約
76.4％の女性は、同僚もなく、家事労働者は自分 1 人だけだったと回答した。この他、運
転手、調理人、ハウスボーイ、庭師なども抱える家庭もあり、多くが南アジア諸国から来
た男性であったという。 
 
表７－４： 同僚家事労働者の有無（％） 
 ％ 
スリランカ人の同僚家事労働者がいた 13.2 
外国人の同僚家事労働者がいた 10.4 
同僚家事労働者はいなかった 76.4 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
 家事労働者の仕事分担は、雇用者またはその妻の要望や、同僚の有無によって異なる。
基本的には、掃除、洗濯、食事の支度、子守などである。調理人や教育レベルの高い子守
がいる場合には、掃除や洗濯のみを任せられていたと話す女性もいた。また、ある女性は、
初めて雇用者の自宅で働き始めた日、あまりの家の大きさと、仕事の多さと忙しさを知っ
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て、思わず泣いてしまったと、当時を思い出していた。 
聞取り調査をしたうちの約 80％の女性は、雇用者の自宅で鍵付きの使用人部屋が与えら
れ、一方、約 8％は、子供や赤ん坊の子守を兼ねて子供部屋で眠り、そして、1％未満の女
性が、介護を兼ねて雇用者の妻または高齢者や病人の部屋に同室し、さらに、残り 11％の
女性は、台所やリビングルーム、または、定まった部屋が与えられなかったと回答してい
る（表７－５）。 
 
表７－５： 家事労働者の部屋（％） 
使用人用の部屋 79.7 
子供／乳児と同じ部屋 7.7 
妻／高齢者と同じ部屋 0.8 
部屋なし（台所、リビング含む） 11.8 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
また、女性たちの 92.5％は全く週休が無かったと回答している（表７－６）。さらに、休
憩時間にいたっては約 65％の女性が全く定められていなかったと答えている（表７－６）。
いつでもどこでも、ちょっとした小さな仕事でも、何かと雇用者家族に呼び出されたとい
う。そして、その都度返事をして、呼んだ相手の所へすぐに行かなければならなかったと
話す女性も少なくなかった。そのため、一日の仕事を終え、部屋に戻って過ごせる時間が、
唯一の家事労働者が精神と身体を休められるプライベートな時間であったという。そのた
め、多くの女性が、平均的な睡眠時間が、自分の部屋で過ごせる時間でもあったと回答し
た。 
23.3％の女性がわずか 1～4 時間、63.9％の女性が 5～8 時間、そして残り 12.6％の女性
が 9 時間以上であった（表７－７）。逆に、その時間帯以外は、一日あたりの平均労働時間
ということである。さらに、雇用者から食事も満足に与えられなかったと回答した女性が
約 17.6％もいた（表７－８）。食事代の他、衣類や日用品までもが、雇用者によって契約賃
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金から差し引かれていたと回答した女性も少なからず確認された。また、基本的には、家
の敷地外へ許可無く出ることが許されなかったという。 
 
表７－６： 家事労働者の週休と、仕事日の休憩時間の確保状況（％） 
週休確保状況 
あり 7.5 
なし 92.5 
仕事日の休憩時間確保状況 
全くなし 65.0 
1 時間未満 14.5 
2～3 時間程度 18.5 
4 時間以上 2.0 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
表７－７： 家事労働者の一日の平均睡眠時間（％） 
1～4 時間程度 23.3 
5～8 時間程度 63.9 
9 時間以上 12.6 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
表７－８： 家事労働者の食事摂取状況（％） 
食事なし 17.6 
食事あり 82.4 
（出所）聞取りアンケート調査の集計。 
 
また、雇用者とその家族は家事労働者が家屋の外に出ることを絶対に許さず、外部者と
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の交流を一切禁止し、スリランカの家族や親戚から届く手紙を女性本人に知らせることも
渡すこともなく、そのままゴミ箱に捨てるような雇用者もいたと話した女性が少なくなか
った。しかし、雇用者との信頼関係が深まれば、家事労働者の自由度は増す傾向が確かに
見られた。だがそれは少数派であり、多くの女性が必要以上に雇用者家族から様々な方法
で束縛され、管理されていたようであること確かである。 
中東湾岸諸国の一般家庭に雇われる家事労働者たちの生活や労働環境は、上述したような
状況であった。やはり、多くの経験した女性たちから、労働問題や人権問題に関わるよう
な様々なトラブルや不満が聞かれた。仕事上、何らかのトラブルがあったと回答した女性
は実に全体の 71.2％を占めた。 
表７－９に、人間関係上の問題、またはトラブル内容ごとに分類し、女性の経験、およ
び、雇用者家族あたり70で、それぞれの項目に対し、女性が回答した割合を集計しまとめた。
それによれば、家事労働者が人間関係で、最も問題が生じ易くなるのは、雇用者の妻であ
るという結果が出た。調査対象の女性の約 33％は、雇用者の妻と、何らかの人間関係上の
問題が生じたことがあると回答している。一雇用者家族あたりに換算すると、どの程度の
割合で問題が生じているのだろうか。集計結果から、中東湾岸諸国の雇用者の妻と人間関
係上の問題が起こる割合は 100 家族あたり 23.7 家族であった。雇用者の妻の多くは専業主
婦である。また、雇用者の妻たちは新入り家事労働者に対し、最初の数ヶ月かけて、文化
も言葉も育った環境も異なる外国人家事労働者に対して、OJT を通じて家庭内のルールや
仕事を一から教えるため、家事労働者と二人きりで密室で過ごす時間が必然的に長くなる。
この最初の数ヶ月で、雇用者の妻と外国人家事労働者との間で、様々な問題が生じている
と、聞取り調査を通じて感じられた。問題内容については、特に、家事労働者の仕事上の
ミスや、また、家事労働者の態度が反抗的だと責められたことから、人間関係が悪化した
ケースが多いようである。具体的なトラブル内容についてたずねたところ、約 48％の女性
が過重労働だったと回答した。例えば、畜産業を営む雇用者のもとでは毎朝、乳牛やヤギ
                                                   
70 調査対象女性は平均 2.1回の出稼ぎ経験を持ち、平均して 4.1年働いている。そのため 2世
帯以上の雇用者のもとで働いた経験を持つ女性は全体の 7割を占める。 
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の世話、鶏小屋の掃除をしてから自宅の家事労働をしなければならなかったという。 
 
表７－９： 中東湾岸諸国における家事労働者の仕事上のトラブル（％） 
項目 女性の経験 
（n=500） 
雇用者家族 
(n=1075)* 
人間関係   
雇用者と問題が生じたことがある 27.3 19.3 
雇用者の妻と問題が生じたことがある 33.1 23.7 
雇用者の子供と問題が生じたことがある 19.5 23.7 
同僚と問題が生じたことがある 6.5 1.1 
トラブル内容   
過度な仕事量、オーバーワークだった 48.1 37.0 
何かと怒鳴られ、罵られた 30.2 21.3 
体罰や肉体的虐待を受けた 20.0 13.5 
レイプ、性的な虐待を受けた 8.7 4.8 
（出所）アンケート、聞取り調査の集計結果 
（注）＊各項目において無回答は集計に入れていない。 
 
聞取り調査によれば、ある女性は次のように自分の体験を語った。雇用者の娘が結婚し
たことを機に、娘の家でも家事労働をして欲しいと雇用者の妻から依頼された。しかし、
女性は、契約では現在の雇用者の家だけで働けば良いことになっているので、それを説明
した上ではっきりと断ったという。すると雇用者の妻は、大声で怒鳴り出してきたので、
女性も負けるまいと自分の拙いアラビア語と身振り手振りで主張を通した。それがきっか
けとなって、女性と雇用者の妻は掴み合い殴り合いの大喧嘩に発展してしまった。その場
は雇用者が仲裁に入り何とか静まった。しかし翌日になって、雇用者の妻は女性を紹介所
に連れて行った。そのまま一室に通され、雇用者の妻は紹介所の職員とともに、女性を怒
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鳴り、何度も殴った。その後、雇用者の妻は別の家事労働者を連れて自宅へ戻っていった。
女性はいわゆる紹介所に「返品」されたのであった。女性は 1 年 4 ヶ月その家で働いてき
たのだが、給料は帰国時に支払うという約束を、一方的に雇用者側から言い出されていた。
雇用者と雇用者の妻は、その事件以来まったく音沙汰がなく、1 年 4 ヶ月分の給料は受け取
っていない。紹介所にその苦情を訴えたが、紹介所は全く対応してくれなかった。どう主
張しても勝ち目がなかったので帰国したのだという（2009 年 3 月聞取り調査）。 
このように、家事労働者の労働環境は雇用者によって設定されることが多い。第三者であ
る紹介所も、労働者の権利保護よりも、消費者である雇用者の権利保護に重点を置いて業
務活動を行なっている。また、聞取り調査では約 3.4％の女性が仕事中に大怪我するような
事故に遭遇したことがあると回答している。例えば、雇用者の妻から 3 階建の家屋の屋根
掃除を依頼されたが、誤って足を滑らせプールサイドに転落してしまい、複雑骨折で帰国
した女性がいた。他にも、調理中に加熱器具が爆発し、皮膚移植が必要なほど顔面を大火
傷した女性もいる。また、雇用者の妻から、非常に重く高価な品物を二階から一階まで階
段を通って一人で移動するよう命じられた。しかし階段の途中で転倒し、その下敷きにな
り腰の骨を折る重傷を負った。その時、雇用者の妻は女性の安否よりも運ばせていた物の
破損状態を気にしていたという。調査の時、女性はギブスのまま調査に応じてくれた。 
また、聞取り調査結果によると、約 2 割の女性が体罰や肉体的虐待を受けたことがある
と回答した71。家事労働者による家事仕事上のミスや、貴重品の紛失または破損、信教の嘘
の他、特に、子供に関する問題が生じた場合、雇用者の妻は烈火のごとく怒り出し、感情
が治まらない時には、スリッパや素手またはモップの金具部分で女性の頭や脚を何度も殴
った上に、倒れれば次は何回も身体のあちこちを蹴り始めたといった話を女性たちの口か
ら何度か聞くことすらあった。さらに、その時受けた虐待の傷跡が、スリランカに帰国後
も消えずに残ったままであるという女性も少なくなく、実際にケロイド状になったものな
ど確認している。また、ある女性は腹部を足で何度も蹴られたために、帰国後手術を受け
                                                   
71 Dissanayake によれば、約 7％のスリランカ人家事労働者が、肉体的または精神的な虐待を雇
用者から受けたことがあるという（Dissanayake, 2002: 71）。 
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なければならなかったと話した。 
レイプや性的虐待の真の実態をつかむのは非常に難しいが、聞取り調査結果では、女性
の 8.7％はその被害者になったことがあると回答している72。雇用者家族別で見ると 100 家
族あたり 4.8 家族でレイプや性的虐待の被害を受ける可能性があると言える。加害者は雇用
者と息子が最も多かった。続けて雇用者の兄弟、親族、息子の友人、同僚の外国人運転手
などであった。 
ある女性の話では、雇用者は女性が寝る使用人用の部屋の鍵を持っており、夜中になる
と、ほぼ連日のように侵入してきては、強引に性的関係を迫ってきた。女性が抵抗や、大
声をあげようとすれば、女性の顔や体を殴るので我慢した。そのため、毎晩あまり眠るこ
とができなかったと話した（2008 年 12 月聞取り調査）。またある別の女性は、雇用者であ
る両親がいない時に、その家の年頃の息子たちが、従兄弟や友人たちを呼んで自宅でパー
ティを開いていた。彼らは、その度ごとに家事労働者を追いかけ回しては、からかって、
最後は皆で輪姦してきた。こんなことが幾度かあったが、借金返済に苦しむ自分の子供た
ちのことを考えると、当時はまだスリランカに十分な送金をしていなかったので、我慢し
て 1 年間は堪えたという（2009 年 2 月聞取り調査）。ある女性は、雇用者の息子とのちょ
っとしたトラブルを次のように語った。雇用者の息子が、家事労働者であった女性に対し、
執拗に性的関係を迫っていたので、非常に困っていた。ある日、そのことを、雇用者が知
り、息子の父親である雇用者は、責任を感じ、女性に息子との縁談を勧めるようになった
という。スリランカに夫と子供がいたので、そのことを説明したが、なかなか聞き入れて
もらえず、息子との縁談話をあきらめてもらうまでに、非常に困ったという女性もいた
（2009 年 3 月聞取り調査）。望まぬ妊娠にまで問題が発展した女性もいた。その女性は、
インタビュー会場にたずねて来た時、まず、周囲に誰も村人がいないことを確認してから、
                                                   
72 参考までに、スリランカで実施された家事労働者の出稼ぎ先での性的虐待の実態調査に関し
て、二つの研究結果を述べておく。まず、Dissanayake によれば、1000 人の家事労働者経験者
の女性のうち 14 人が、出稼ぎ中に雇用者たちの性的欲求を満たさなければならなかったという
(Dissanayake, 2002: 71)。このように、性的関係の強要に関する調査結果が非常に小さな割合
であった。しかし、INSTRAW と IOM による調査結果によれば、家事労働者として出稼ぎした
経験を持つ帰国女性のうち、20％の女性が性的虐待の被害を受けたという（INSTRAW and IOM, 
2000: 126）。 
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小声で少しずつ自分の体験談を語り始めた。女性は、クウェートでの雇用契約が終了する
わずか数ヶ月前から、突然、雇用者が頻繁に女性に対し、性的関係を迫るようになった。
それが原因で、雇用者の子供を妊娠してしまったと切り出した。もともと女性は、出稼ぎ
前は身体が弱く、夫との子供がなかなかできない体だった。何度も高い相談料を支払って
村の魔術師に祈祷を頼んだり、アーユルヴェーダの医師が進める薬を飲んだりしても妊娠
できず、ずっと悩んでいた。そこで、気分転換も兼ねて、クウェートへの海外出稼ぎを決
めたのだった。しかし、帰国を控えていた矢先、雇用者による性的関係の強要が繰り返さ
れるようになった。そして、妊娠が発覚した。すぐにスリランカ大使館に連絡を取り、雇
用者の自宅から脱走し、大使館職員に全てを説明し、雇用者を強姦罪で訴え、慰謝料や堕
胎手術費を請求したいと訴えた。しかし、大使館職員は、そのようなことで訴えても、雇
用者による性的強要の証明が難しく、逆に女性が雇用者を誘惑したとして、現地の法律で
裁かれることになると話した。そして、裁判が開かれれば、少なくとも 1 年はスリランカ
に帰国できないばかりか、女性が罪を問われて、牢獄に入れられることも十分可能性が高
いので、雇用者を相手取って法的に訴えるようなことは、辞める方が良いとアドバイスし
たという。さらに職員は、堕胎手術もクウェートで行なうのではなく、そのまま黙って帰
国し、スリランカで行なう方が良いと言ったという。 
女性は、大使館の手続きで無事に帰国し、そのまま夫の同伴で、ハンバントタにある違法
で堕胎手術を行なう医者のもとへ行き、1 万ルピー支払って雇用者の子供をおろした（2009
年 2 月聞取り調査）。 
家事労働者として海外出稼ぎ経験を持ち、現在帰国している女性たちに対する聞取り調
査によれば、中東湾岸諸国では雇用者の妻が太りすぎていることが多いようで、夫よりも
格段に気性が荒く、強いことも少なくないという。そのため雇用者は、大人しく従順で柔
和でにこやかで、身体は細いか、または小柄な、できれば器量の良いアジア系家事労働者
を好むのだという。おそらく、妻に対するあてつけもあるのかもしれない。イスラム社会
では第一夫人が許可すれば、夫は二人以上の妻を娶ることができる73。そのため、雇用者の
                                                   
73 イスラム教徒の女性たちの多くは、小さな頃からまたは結婚してからも、両親から夫が二人
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妻の中には、外国人家事労働者に対して嫉妬の炎を燃やし、様々ないじめや虐待、体罰を
行なうこともあるのだという。しかしその一方で、特に第一夫人であり、二番目以降の妻
を絶対に許可したくないような雇用者の妻は、夫と家事労働者との情事について、暗黙的
に許す者もいるのだという。確かに、アラブ諸国の家庭内での夫の立場が上で、夫に対し
絶対的服従が強いられている妻もいるであろう。そのため雇用者の妻が、夫との毎日の性
的関係の義務から解放されることを理由として、夫の勝手な情事を黙認するケースもある
とベテランの家事労働者はいう。しかし、必ずしも夫が圧制的に強い家庭ばかりでは決し
てないと話を続けた。夫が若いアラブ系女性に対して恋愛感情を抱き二番目の妻として迎
え難くなる効果もあるなど、少々楽観的に考える妻もいるようであるとのことだった。そ
のため、夫が自宅の密室内で家事労働者たちと浮気してくれることの方が、逆に助かると
考える妻も少なくないと、ベテランの家事労働者は話していた。さらにベテラン家事労働
者の話では、雇用者の妻は息子の母親としての立場から、就学中の息子が社会階層の異な
るアラブ女性と勝手に恋愛されて勉強しなくなると困るので、家事労働者たちが家庭内の
中で他所に知られることなく相手になってくれる方が助かると考えるということであった。
それらの事情から、自宅で起こる夫や息子による、外国人家事労働者に対するレイプや性
的虐待行為について、黙って見過ごす雇用者の妻は少なくないのだという。 
 
 
（２） 賃金問題 
 初回出稼ぎの集計によれば、7 割以上の女性が雇用者から現金で賃金を受け取り、残りは
小切手や口座振込みであった。送金回数については、約 30％の女性が毎月、約 25％は 2 ヶ
月おき、約 22％は 3 ヶ月おき、約 6％は 4 ヶ月から半年おきに送金していた74。なお、約 3％
の女性は、帰国時に、出稼ぎ先で貯蓄してきた収入全額を持ち帰っている。しかし、約 14％
                                                                                                                                                     
目以上の妻を娶ることに対し、寛容になるようにと教育されて育つ（マレーシアでの現地聞き取
り, 2004 年）。 
74 雇用者や雇用者の妻が郵便局や銀行で送金手続きをしたり、友人や同僚の運転手に頼んで送
金してもらったり、女性本人が手続きするなどして送金していた。住所宛送金、口座あて送金が
よく使われていた。ウェスタンユニオンの利用も増えている。 
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の女性は、送金できなかったと回答している。調査では、女性たちから様々な賃金に関す
る問題について、聞取ることができた。女性たちの約 46％は、何らかの形で賃金問題に直
面した経験があると回答している。別の見方をすると、雇用者 100 家族あたり約 33 家族の
雇用先で、何らかの賃金トラブルが生じていたことになる。表７－１０には、雇用者との
間に生じた具体的な賃金トラブルについて集計したものをまとめている。雇用者 100 家族
あたり約 67 家族は、雇用契約期間中、家事労働者に対し、きちんと契約賃金額通り満額で
定期的に賃金を支払っていた。しかし、それ以外の家族については、何らかの家事労働者
に対し、賃金問題が見られた。 
 
表７－１０： 雇用者との賃金問題の内容 
項目 雇用者 100 家族あたり（該
当家族数） 
問題なし（定期満額支払い） 66.9 
遅延、不定期（満額支払い） 3.5 
衣食住費、通信費、薬代等の控除 13.0 
労働態度、破損/損失、医療費や渡航費等を理由とした未払い 3.7 
雇用期間満額分の未払い 11.4 
その他 1.5 
（出所）アンケート聞取り調査の集計結果 
 
例えば、雇用者 100 家族あたり約 13 家族は、家事労働者に要した衣食住費、通信費、薬
代を理由に、毎月契約賃金額から控除していた。また、雇用者 100 家族中 3.5 家族では、
はじめの数か月分の支払いを遅らせ、それ以降、帰国まで毎月定期的に支払い、家事労働
者の帰国時に残りの未払い分の給料を支払うという手法を取っていた。この他、雇用者 100
家族のうち 3.7 家族は、理由は様々だが、家事労働者に対し、1 ヵ月分以上の賃金未納を行
なっていた。雇用者が賃金支払いを遅らせる理由として、よく聞かれたものの一つに、家
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事労働者の逃亡を阻止するためがあげられた。もう一つは、再び同じ家事労働者と雇用契
約を更新したいためである。つまり、数ヶ月から 1 年半分に該当する賃金を未払いのまま
家事労働者を一時帰国させ、再び雇用者のもとに戻らせるためである。その他の賃金問題
として回答があったものでは、家事労働者の日々の労働態度や、仕事上のミスに対し、賃
金を減額する措置がとられたという。また、雇い始めから一年未満で家事労働者の個人的
な都合で帰国した場合、雇用者が帰国の渡航費として数ヶ月分相当の給料を未払いにして、
帰国の飛行機代に代替する方法がとられたという話がよく聞かれた。また、雇用者 100 家
族あたり 11.4 家族は、雇用者または雇用者家族との間のトラブルを理由に、雇用者の勝手
な判断で給料が全額支払わなかったという。さらに湾岸戦争やレバノン紛争等による社会
経済状況の急激な変化によって、家事労働者に雇用期間分の賃金を支払えない状況になっ
た場合もみられる。 
 雇用者による賃金支払いの延滞や減額、未払いが生じると、逼迫した経済問題を抱えて
スリランカから出稼ぎしてきた女性や、借金を背負って出稼ぎしてきた女性にとっては、
非常に深刻な経済問題として認識される。だいたい 3 ヶ月ぐらいならば、言葉の問題等が
あるので我慢できるのだが、それ以上給料支払いが延期になると、スリランカで背負って
きた借金の利子返済だけでも相当な金額になる。そして、スリランカにいる家族のことが
気がかりになってくるので、女性たちは、つたない英語やアラビア語、ジェスチャーを使
って、雇用者に対し賃金支払いを要求するのである。中にはストライキまで決行し、終に
は雇用者に未払い分を全額支払わせたという女性もみられた。しかし、家事労働者が権利
を主張することに対し、横柄で態度が悪いと感じることが多いのか、雇用者や雇用者の妻
の怒りを買い、叱責に加えて、体罰も受けたと話す女性は非常に多かった。 
 聞取り調査によれば、ある女性は、なかなか雇用者が給料を支払ってくれないことに苛
立っていた。そこで、数ヶ月経ったある日のこと、雇用者に向かって、指で金を意味する
ジェスチャーをしながら、「Money, Money, Give me」と、女性が知っていたわずかな英単
語を使って、賃金を支払ってくれるよう主張した。すると、雇用者は、怒りだし、棒で何
度も女性の頭を殴ってきた。そして、逃げるように使用人用の自分の部屋に戻った。しか
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し、すぐに仕事をするようにと、部屋をつまみ出され、打撲の痛みに耐えながら、その日
一日の仕事をした。数日後、顔に内出血のアザが出てきて、本当に辛くなり、スリランカ
に帰りたいと思ったという（2008 年 10 月聞取り調査）。 
上述したような問題だけが、家事労働者の実質賃金減額の理由ではない。他にも、雇用
者や息子などによるレイプや性的虐待、または、雇用者の妻や娘との人間関係の悪化、体
罰や虐待、精神的プレッシャーや恐怖心に耐えきれずに脱走した場合も、ほとんど雇用者
から賃金がきちんと支払われていないケースが多い。多くの場合、たとえ家事労働者が被
害者であっても、雇用者やその家族と何らかの問題が起こると、家事労働者が受け取る賃
金にマイナスの影響が及ぶだけであった。雇用者の要望を断ったり、抵抗したり、反抗し
ようものなら、雇用者家族または、紹介所のスタッフたちから、さらに酷い仕打ちが待っ
ていた。家事労働者が賃金について、雇用者に自己の権利を主張することすら許さていな
いのである。なぜなら、受入国の第三者によって、家事労働者が守られるシステムが整っ
ていない上に、雇用者自身の中に、外国人家事労働者の労働基本権や人権を尊重する意識
が低いからである。多くの女性家事労働者たちは、渡航先で社会的費用を被るリスクが高
い上に、経済的便益の獲得もままならないのである。 
 
 
（３） 雇用先でのトラブル対処法 
 雇用先で問題が生じた時、どのような対処をしたかたずねたところ、約 4 割の女性から
回答があがった。つまりこれが意味することは、10 人中 4 人のスリランカ人家事労働者が、
中東湾岸諸国の雇用先で問題に直面したために、外部に助けを求めざるを得なかったとい
うわけである。表７－１１は、外部に助けを求めるために、家事労働者たちが、どのよう
な手段をとったのかをたずねたものである。それによれば、最も多かった回答が、スリラ
ンカの海外雇用斡旋業者、または現地の外国人家事労働者紹介所に、直接電話したという
ものであった。現地紹介所には、母国語のわかるスタッフ75が常駐しているため、電話で相
                                                   
75 聞き取りでは、クウェートやドバイにスリランカ人が現地人とジョイント経営する家事労働
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談に応じることができるとのことであった。次に多かった回答が、脱走・逃亡である。女
性たちの中には、「脱走すれば、外には南アジア諸国から出稼ぎに来た労働者や、紹介所社
員などがいるため、上手くいけば次の仕事の話を得て働くこともできる」と言う者や、「運
転手や建設作業員、工員、清掃員、通い家事労働者として働く同郷の友人や知人と、連絡
を取り、フリーランスの家事労働者として働くこともできるし76、もっと条件の良い仕事を
得ることもある」と話す者がいた。最初からその方法を狙って出稼ぎをしたと話した女性
もいたほどである。嶋田が UAE で実施した調査によれば、短時間労働で通いの家事労働者
の月給平均額は、1000Dirham で最も高く、住み込みの場合は、英語ができて学歴の高い
フィリピン人が 900Dirham、イスラム教徒のインドネシア人が 700Dirham、そして、ス
リランカ人がわずか 550Dirham だった。その賃金設定の安さから、スリランカ人家事労働
者の脱走や逃亡が目立つのではないかと指摘している（嶋田による現地聞取り調査, 2005
年）。その他、スリランカ人が運営する家事労働者紹介所へ駆け込むケースや、スリランカ
大使館に駆け込むという回答が得られた。女性の多くは、スリランカ大使館が最も安心で
きるシェルターだったと話していた77。しかしながら、そこは恒常的に収容能力を遥かに凌
ぐ数の脱走してきた女性が滞在していたという。 
聞取り調査によれば、ある女性は、賃金支払いを要求したら、雇用者から酷い虐待を受
けた。何とか雇用者の家から外に出ることができたので、助けを求めるために、警察に駆
け込んだという。しかし、その女性は、警察署に連行され、犯罪者扱いされ、そのまま、
                                                                                                                                                     
者紹介所があるという。スタッフにはスリランカ人イスラム教徒が多いようだ。スリランカに住
むイスラム教徒は、もともとシンハラ語もタミル語も堪能な者が多い。 
76 フリーランス（通い）の家事労働者は、中東諸国のスポンサー制度のもとでは違法であり、
見つかれば犯罪者扱いされる。聞取り調査によれば、オマーンでオープンビザをインド人から
10 万円で購入し、1 年間、通い家事労働者として働いたと話す女性がいた。これは明らかに偽
造ビザである。 
77 聞き取りでは、クウェートのスリランカ大使館で約 400 名、サウジアラビアで 600 名近くの
スリランカ人女性の脱走者が、ケア・ハウス、または、シェルターと呼ばれる場所にいたという。
そこでは、あまりにも人数が多すぎるので、毎朝のトイレはいつも争奪戦になっていたと経験者
は話した。大使館のシェルターには、再び現地で働くことを希望する女性と、帰国を望む女性に
分けられていた。帰国を望む女性については、スリランカへの帰国準備が整うまで、外出は禁止
されていたという。 
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数ヶ月間拘留されてしまったという78（2008 年 10 月聞取り調査）。 
ある報告書によると、レバノンを除くほとんどの中東湾岸諸国では、外国人労働者が雇
用者のもとを脱走するのは、違法行為であるため、実行した者は犯罪者扱いされる79
（Chammartin, 2005）。外国人労働者が脱走すると、雇用者は、まず警察に知らせる。捜
査が開始されると、脱走した外国人労働者の顔写真が新聞に掲載される。もし、脱走した
家事労働者が見つかれば、パスポートの再発行代金や強制送還の費用を、スポンサーであ
る雇用者が一旦負担しなければならない。そして後から、家事労働者に支払い義務が生じ
るため、給料の何カ月分かはそれに消える（Chammartin, 2005）。聞取り調査では、問題
が起こった時に警察がかかわったと回答した女性の大半が、拘置所に数ヶ月ほど収監され
と話していた。概算で見積もってスリランカ人家事労働者 100 人中 1.2 人に相当する。 
 
表７－１１： 雇用先で問題が起きた時の家事労働者の対処 
項目 ％ 
斡旋業者または紹介所に電話した 66.0 
脱走した 15.0 
紹介所に駆け込んだ 8.0 
大使館に駆け込んだ 8.0 
警察がかかわった 3.0 
（出所）アンケート聞取り調査の集計結果 
（注）雇用先で問題が起き、項目にある行動を取ったことのある女性は全体の 4 割である。 
 
                                                   
78 警察に駆け込んだと回答した別の女性の場合では、雇用者が警察と話し合い、数ヶ月に及ぶ
拘留は免れたというケースもあった。しかし、女性は帰宅後、雇用者から酷い体罰を受けた。そ
れから雇用期間が終了するまで、女性は雇用者の家で、半ば軟禁状態の中、我慢して働いたとい
う。 
79 逃亡者をかくまった者も犯罪者として咎められるという。ちなみに、レバノンの場合では、
脱走した家事労働者に対し、新しい雇用者（スポンサー）を見つける選択肢を与えている。近年、
中東湾岸諸国では、この外国人労働者を雇用するに際してのスポンサー問題に関連して、様々な
事件が起こっている。そのため、雇用者（スポンサー）制度の見直しの動きが、バーレーンなど
で出始めている。 
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 雇用先で起こったトラブルが原因であれ、もっと条件が良く自由になりたいという安易
な目的であれ、家事労働者が雇用者のもとから脱走または逃亡した女性は、10 人中約 1.4
人（表７－１１では 34％にあたる）であった。他国の家事労働者との比較はできないが、
脱走しやすいというイメージが強まれば、間違いなく雇用者による監視・軟禁行為や、賃
金調整による逃亡防止策は家事労働者に対し強まるだろう。このように、脱走のリスクは
非常に高い。しかし、聞取り調査によれば、逃亡が違法行為で犯罪者になるという事実を
知らなかったという女性が大半であった80。拘置所に入れられる精神的な負担は計り知れな
い。しかも、出稼ぎに失敗してしまったという心的ダメージも非常に大きい。 
 
 
（４） 外国人家事労働者紹介所とのトラブル 
 聞取り調査で、現地の外国人家事労働者紹介所とトラブルに直面したと話す女性は少な
くなかった。雇用者が気に入らない場合や何かトラブルがあった場合に、雇用者は家事労
働者を外国人家事労働者紹介所に連れ戻すケースが、特に初期出稼ぎの段階でよく聞かれ
た。その理由の多くが、言葉がわからない、仕事ができない、宗教が違う、若くない、雇
用者家族との問題発生や衝突などである81。しかし、女性たちが紹介所に連れ戻された（返
品された）後、明らかな虐待等による大傷を雇用者から受けていない限り、責められるの
は、外国人労働者である女性たちの方である。そこで、紹介所スタッフと共に雇用者また
は、雇用者の妻から叱責され、酷い時には殴られたり蹴られたり、髪を引っ張られたりし
たと話す女性は少なくなかった。 
                                                   
80 2000 年代以降に出稼ぎした女性の間では逃亡の違法性を知る者も増え、大使館に駆け込むケ
ースが増えているようだ。 
81 女性たちから聞取ったものなので、この他の理由も考えられるだろう。例えば、雇用者に対
し反抗的である、仕事を真面目にしない、盗みを働いた、大きな失敗をした、子供を虐待した、
逃亡をはかったなどの理由が本当はあったのかもしれない。例えば、2005年にインドネシア人
家事労働者を雇うマレーシア人雇用者の妻 10 名から聞取り調査を実施したところ、多くがイン
ドネシア人家事労働者に対して大小様々な不満を持っていた。一番多かったのはインドネシア人
家事労働者の逃亡である。マレーシアにはインドネシア人不法就労者が多く、先に出稼ぎに来て
いた夫や友人などの力を借りて、脱走を企てるのである。また、家事労働者が犯罪に加担するこ
とも少なくなく、雇用者も被害を受けていると話していた。 
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 聞取り調査によれば、ある女性は、雇用者の息子から性的関係を迫られるようになった
ので脱走した。スリランカにいた時に、出稼ぎ経験者たちが話していたことを思い出し、
現地の紹介所に助けを求めた。スリランカに借金を残して出てきたので、その紹介所で条
件の良い雇用者を斡旋してもらえると安易に期待していた。そこで、新しい雇用先を紹介
してもらった。しかし、次の家でも問題が生じたので、また新しい家でも働いたが、賃金
は全く出なかった。1 年経っても給料はもらえなかった。紹介所は、まともに女性の苦情を
対処してくれなかった。結局、スリランカ大使館に行き、一時パスポートの発行を待って
帰国したという（2008 年 10 月聞取調査）。 
聞取りによれば、中東湾岸諸国にある紹介所には、連日のように苦情を訴える外国人家
事労働者が、後を立たないという。それほど多くの外国人家事労働者の間に、問題が起き
ているのである。また、別の女性の話では、UAE の空港に着くと、十数名の女性とともに
そのまま現地の紹介所に連れて行かれた。その後、女性は 12 名の女性がいる部屋に通され
た。到着当日、そのうちの一人の女性が、紹介所の男性マネージャーに別室に呼び出され
た。その直後、その女性の叫び声や泣き声が聞こえてきた。しばらくして、その女性が戻
ると顔には殴られたアザがあったので非常に怖くなった。シンハラ語のわかるタミル系ス
リランカ人がいたので、スリランカに今すぐに帰りたいと訴えた。すると彼は、今すぐに 5
万ルピー（約 5 万円）支払わない限り、女性の帰国要求は受入れられないと言われた。女
性を家事労働者として雇ってくれる雇用者を紹介してもらうまでの 7 日間、女性は、ほぼ
毎日、誰彼かまわず性的関係を強要され続け、抵抗しようとすれば殴られたという（2008
年 11 月聞取り調査）。このように雇用者が見つかるまで、または最初から売春利用目的で
女性たちをタダ働きさせていた思われる紹介所の事例も、数例ほど女性たちの体験話から
聞かれた。 
 
 
（５）その他 
 その他の問題として、1990 年のイラクのクウェート侵攻（湾岸戦争）や、2006 年のレバ
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ノン戦争があげられる。渡航先での戦争体験を持つと回答した女性は、クウェート戦争が
約 7％、レバノン戦争が約 3％見られ、いずれかの戦争を経験した者が約 1 割程度存在した。 
 聞取り調査では、次のような話が聞かれた。ある女性は、湾岸戦争を経験した。爆撃音
や人々の叫び声が遠くから聞こえ始める中、雇用者が、家事労働者に対して、庭にある貴
重品を取ってくるように命じた。女性は、断れなかったので、恐怖を感じながらも従った。
しかし、後になって、その日に細菌兵器が使われたという噂を知って、恐ろしくなった。
実はその時、何かの煙を吸い込んでしまい、しばらくの間、体調が悪く咳が止まらなかっ
たのである（2008 年 12 月聞取り調査）。また、レバノン戦争に遭遇した女性は、爆撃音の
中、たくさんの人々が命を落とす光景を横目に必死で大使館まで非難したと話していた。
帰国した今も時々、当時の戦争の状況を夢で見ることがあり、それで夜中に目が覚めるこ
ともあるという。また、戦争体験が、トラウマになっていると話した（2009 年 2 月聞取り
調査）。 
クウェート戦争を体験した女性たちの場合は、出稼ぎ労働者として滞在していたという
証明（パスポート）と、航空チケットなどを政府に提示すれば、一人あたりだいたい 30 万
ルピ （ー約 30 万円）前後の賠償金を受け取ることができた。一方、2009 年の調査時では、
レバノン戦争の被災者に対して、賠償金の支払いは実施されていなかった。ちなみに、当
時のレバノン戦争被災者の大多数の女性が、雇用者から賃金を受け取ることができず、仕
方なく帰国したと話していた。 
 また、同僚との人間関係も問題になったことがあると回答した女性は、全体の約 6.5％で
あった（表７－９）。同僚との問題で具体的な例をあげると、雇用者が、2 年以上雇った家
事労働者を契約期間満了で雇い止めにし、新しい新人家事労働者と交換したい時に、新入
り家事労働者の OJT 研修・教育をしてもらうために 1 ヶ月程度、新入りと先輩家事労働者
とを重ねて雇うことがある。しかし、もしその時、先輩家事労働者が、同じ雇用者のもと
で、まだ働き続けたいという意志が強い場合、言葉も仕事内容も全くわからない新人家事
労働者に対していじめや嫌がらせをすることがあるのだという。具体的ないじめのやり口
として、新入りに残飯の食事しか与えない、仕事のミスを新人のせいにする、新人の悪口
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を雇用者に言う、新人が子供を虐待していた嘘の報告をする、新人が雇用者を誘惑してい
たと雇用者の妻にデタラメを報告したといった被害を受けたと、女性たちは話していた。
それらのやり方を通じて、最終的には新人を追い出すように仕向けるのだという。 
次にあげる、レバノンで家事労働者として働いていた母親が巻き込まれた事件について、
その息子が語る体験談は、非常に深刻なものであった。調査対象地域のある村に住む男性
は、5 年前のある日、レバノンで家事労働者として 10 年近く働いてきた母親が、レバノン
の街中のある場所で、自殺して変わり果てた姿が発見されたという知らせを受けた。その
息子は、どうしても母親の自殺が信じられなかった。なぜなら、母親の自殺の知らせを受
ける一週間前に、母親と電話であることについて話していたからであった。電話で母親は
息子に対し、「スリランカ人の同僚と一緒に 20 名ぐらいで『頼母子講』の組織を作って、
毎月のように皆で集まっている。来週は、私がお金を受け取る番になったから、そしたら、
すぐに 20 万ルピー（約 20 万円）をお前に送金するからね」と話していたのだった。息子
は、その頃、中東湾岸諸国で運転手の仕事をするために、貯金していた。しかし、その金
は非正規の斡旋業者に騙し取られていた。それでもなお海外出稼ぎが諦めきれず、次の出
稼ぎを準備していた。母親は、息子が再び海外出稼ぎに行けるようにと、まとまった金額
を送金する計画を立てていたのであった。 
母親の死亡事件を知らされてすぐに、息子は母親の同僚だったというスリランカ人の家
事労働者に連絡を取ろうとした。しかし、レバノンで働く叔母から、その同僚は、母親の
死体が発見される数日前から、突然、雇用者のもとから脱走し、行方不明になっていると
いうことを知らされたのだという。そこで、SLBFE に問い合わせると、それ以上の捜査を
スリランカ大使館や、レバノン政府、雇用者に依頼することは難しいと言われた。 
叔母がスリランカに帰国した際、母親の遺品を全て持ってきてくれた。その中に、レバノ
ンの雇用者宅や、街中で撮影された写真があり、集合写真のうち数枚ほど破られた写真が
あった。叔母はその写真を見て、その破られた方には、母親の同僚の姿が写っていたと話
した。破られた方の写真をあちこち探したが、どうしても見つからなかったのだという。
そこで息子は、その同僚が、20 万ルピー欲しさに仲間と結託して、母親を殺したに違いな
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いと話した。 
叔母と親しい友人が、レバノンでお金を出し合い、キリスト教式の葬儀をあげ、教会に
母親の遺体を埋葬したという。その一部始終を撮影した写真を見て、あらためて母親の死
を実感したという。 
さらに、このような悲しい事件に加えて、母親が海外で死亡したという証明書が、レバ
ノン政府によって出されていないために、現在、息子夫婦が住む家の名義が母親名義のま
まである。そのため、遺産相続手続きが進まないままである。つまり、銀行から融資を受
ける際に、自宅を担保にできる必要書類がそろえられないのである。現在、息子には妻子
がおり、家族を養うために、自分の経済能力改善のために、小型トラックの購入を考えて
いるが、銀行からまとまった金額の融資を受けることができないため、経済能力アップの
ための投資ができずに困っていると続けた（2009 年 1 月聞取り調査）。 
 このように渡航先での戦争や内戦、同僚による悪質ないじめ問題の他、金銭トラブルな
ど様々な事件や犯罪など、「雇用者-労働者」、または「業者-労働者」の間の問題だけにとど
まらず、その他、労働者間の多種多様なトラブルに巻き込まれる危険性も、海外出稼ぎの
費用として指摘できる。 
 
 
４．帰国後の社会的費用 
（１） 家族の問題 
 聞取り調査によると、もともと初回出稼ぎ前から夫婦関係に亀裂が生じていたと話す女
性も少なくなく、酒乱や家庭内暴力、浮気、賭博による借金を重ねる夫にもともと嫌気が
さしていたので出稼ぎした、というケースも実は少なくなかった。経済的問題に加えて、
夫婦生活の難しさから逃れるため、離婚を狙って出稼ぎした女性も少なからずいた。しか
し、出稼ぎを機に夫の酒量が増え、夫が精神的に不安定になり、子供たちに対し、暴力を
ふるうようになったなど、かなり深刻な問題にまで発展したと多くの女性たちが話してい
た。夫の死亡原因についてたずねると、アルコール中毒や密造酒の飲酒に起因する死亡が
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最も多かった。一方、母親の保護を失った子供たちは、父親の酒乱と暴力に怯えるだけだ
った。残された家族の問題があまりにも深刻だったので、いくつか代表的な事例を紹介し
ながら、スリランカ国内の社会的費用を明らかにする。 
 ある女性は、ゆっくりと話し始めた。女性の初回出稼ぎ前から夫の飲酒量は多かった。
収入の大半を酒と賭博に注ぎ込んでいたので生活状況は日々の食事もままならないほど困
窮していた。近所の村人や親戚による食事や資金の援助に甘える他なかった。夫との喧嘩
が絶えず、子供たちにも暴力を振るうようになったので、嫌になって出稼ぎを決めた。出
稼ぎ後、夫はさらに酷くなり、子供をあずけていた親戚から送金した金を強引に取り上げ
ることもあった。現金がなくなれば家の家具や家財道具、ドアや窓ガラスに至るまで全て
を売り払っては酒と賭博でできた借金返済に使っていた。女性は 10 年ほど出稼ぎし、全額
送金して子供たちの教育費と食費を工面しようとしてきたが、一時帰国するたびに家の惨
状は酷くなるばかりであった。息子 3 人は 14 歳前後で勉強を止め、母親である女性に「も
う出稼ぎしなくても僕たちが働いて家族を守る」と言ってくれたので出稼ぎを止めた。そ
の後、夫は廃人になって死んだ。今は残りの借金返済と、一番下の娘の教育に力を入れて
いる（2008 年 10 月聞取り調査）。 
 この女性の経験は、夫のアルコール中毒と博打問題の代表例である。そのため、女性の
出稼ぎ後も恒常的に借金を抱える貧困世帯であった。しかし、息子の数が多い家では、子
供の教育レベルは低くても、兄弟が結束し母親や姉妹を守り、父親を反面教師として真面
目に成長し、社会に出て家族を養うために仕事をするケースが多いようである。 
 また、ある女性は、次のことを語った。もともと酷い酒乱で村内の評判も悪く、女性は
仕事も得られないそんな夫に嫌気がさしていた。しかし 17 歳の息子は非常に優秀で将来が
期待されていたので教育費が必要だと感じ、出稼ぎを決意した。息子は父親である夫のこ
とを非常に心配していたので家に残り、14 歳になる娘は女性の実家に預けていた。クウェ
ートで働き始めて 1 年半後、実家の母からスリランカに戻ってきて欲しいと言われた。15
歳の娘が突然家出して、隣村の年上の男と暮らすようになって帰ってこないし、反抗的で
言う事を全く聞かないという。しかも夫は長年の過剰な飲酒がたたって肝臓を患い突然死
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してしまった。さらにちょうど大学受験（センター試験のようなもの）を控えていた息子
は、度重なるショックもあって受験に失敗し、家にひきこもるようになってしまったとい
う。病院ではうつ病と診断され、女性が帰国した今も息子は全く勉強も仕事もできない状
態で家にいるという（2009 年 1 月聞取り調査）。 
 この問題は、夫のアルコール依存症の悪化、母親の不在による娘の家出や駆け落ち、子
供の反抗的態度、受験期の息子の精神的不安が引き起こされた事例である。母親の不在に
よって子供たちの教育パフォーマンスが悪くなった、またはドロップアウトしてしまった
と回答した女性は約 85％（参照：表６－１６）を占めるほど、母親の出稼ぎは子供に非常
に大きな影響を与える。また、家庭において母親の役割は、日々の食事の世話や清掃を通
して家族の健康を管理し、子供たちを学校へ行かせ、娘に女性としてのふるまいを教え、
夫の度が過ぎるわがままな行為を正すことなどがあげられる。しかし母親の不在によって、
全ての機能がストップしてしまうと、様々な家族の問題が生じるのである。例えば事例に
もあるように夫の飲酒量の増加の他、母親の不在による子供のぜんそく症状の悪化やその
他病気の発症、子供の病死などが実際に起こっていたことも聞取りの中で明らかになった。 
 1980 年代に家事労働者としてサウジアラビアで働いていたことのある 50 代の女性は、
嫁の出稼ぎについて語り始めた。嫁はサウジアラビアで働いているが、全く手紙も電話も
よこさない。きっと、サウジアラビアで新しい男を見つけ結婚し、息子のことも孫のこと
も忘れてしまったのだろう。スリランカの生活が嫌になって連絡したくないのだろうと出
稼ぎ経験者である女性は話した。実は孫の心臓病の手術で 20 万ルピー（約 20 万円）かか
ったので、嫁からの送金を医療費による借金の返済に使う予定だった。しかし嫁は出稼ぎ
してから 2 年経つが全く送金したことがないという。残された家族は、出稼ぎしたまま連
絡も送金もしない女性に対して見捨てられたという感情を抱いている（2009 年 2 月聞取り
調査）。このように、出稼ぎ先から全く連絡も送金もない場合、残された家族は借金返済に
苦しみ、かつ出稼ぎした者への信頼までも失うという話である。海外出稼ぎは家族の絆に
大きな溝を生じることがある。特に、母と子の間にできる溝は、どれほど子供の発達に影
響を及ぼしうるだろうか。 
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カトナーヤカにある国際空港の到着ロビーで調査中に、ドバイから帰国する女性を待つ
50 代の母親と 5 歳ぐらいの息子の 2 人に出会った。女性は家事労働者の仕事を終えて一時
帰国してくるのだという。女性が待合ロビーに出てくると、すぐに母親と抱き合って再会
を喜んだ。しかし、女性が自分の息子を抱こうとすると、息子は逃げるように母親の後ろ
に隠れた。女性が息子の手を握ろうとすると、またそっぽを向いて母親の後ろに隠れたの
である。しかし息子は女性が渡したお菓子だけはしっかりと握り締めていた。女性は涙声
で「私はあなたのお母さんなのよ。忘れてしまったの？」と息子に言ったが、それでも息
子は女性に近づこうとはしなかった。女性にとってはわずか数年の出稼ぎでも、成長の早
い子供にとっては非常に大切で長い時間だったのである（2008 年 8 月現地調査）。 
また、調査地で 10 数年間出稼ぎしていた女性の自宅で聞取り調査を行なっていた最中、
26 歳になる息子が祖母に対しまるで赤ん坊のように終始甘えていた。その光景は、とても
成人男性が人前でやるような行為ではなく、目のやり場に困るほどであった。出稼ぎで母
親が不在中、祖母が母親代わりになって息子を育てたのだという。女性の話では、息子は
今でも女性のことを「アンミ（お母さん）」と呼ぶことはなく、相談事や大切な決め事の時
は母親である女性ではなく、祖母にしかしないと話していた（2009 年 3 月現地調査）。 
 この他、聞取り調査でも実際に、妻の出稼ぎ中、残された夫が村内の別の女性と不倫関
係に陥るケースが非常に多いことが判明した。出稼ぎ時に結婚していた女性のうち、出稼
ぎ中に夫が浮気していたと回答した女性は全体の 73.2％を占めた。夫が浮気していたと回
答した女性のうち、女性の帰国と同時に縒りを戻したと回答した女性は 9 割であり、残り
の 1 割は帰国を機に離婚または別居したと回答している。出稼ぎ中の妻を持つ男の浮気は
あまりにも多く、出稼ぎの盛んな地域では周知の事実であった。しかし、中には非常に深
刻でショッキングな事件にまで発展した事例もある。 
ある女性は夫が作った借金に悩まされ、いつまで経っても貧乏暮らしだったので、クウ
ェートへ出稼ぎすることにした。また、子供もなかなかできなかったので村から離れたか
った。2 年働くと夫の借金は完済できた。しかし、それまでは夫のために働いたが、今度は
自分のためにお金が欲しいと思うようになった。そして家を改修し商売を始めたいと思い、
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クウェートで次の雇用者を見つけ、チケットも購入してから帰国した。夫は女性の二度目
の出稼ぎに強く反対したが、夫に送金することを条件に再び出稼ぎを決行した。しかしそ
れから 1 年半経ったある日、夫が殺されたという知らせを受け、すぐに帰国した。警察や
両親の話によれば、夫は仕事もせず、送金した金を遊びに使い、家出してきた若い女性を
家に住まわせていた。その女性の兄弟が居場所をつきとめた時、言い争いになり、思い余
って夫をナイフで刺し殺してしまったのだという（2008 年 12 月聞取り調査）。  
 家族の問題に関して最後の事件は、調査地域で教職に就く教師から聞取った話である。
それによれば、事件が起こった 2000 年頃というのは、かなりの数の生徒の母親が家事労働
者として出稼ぎしていたという。その教師が受け持った双子の女子生徒の一家で起こった、
非常に残酷な事件であった。教師の話によれば、教師が当時受け持っていた双子の女子生
徒は、5 人姉妹の 3 番目であった。彼女たちの父親は、もともと裕福な家庭の出身で、両親
が亡くなった後、兄弟 8 人に均等に財産が分けられても十分生活できるものだった。そし
て結婚したが、父親は夢ばかりを見てちゃんと働くこともせず、相続した財産は自宅を残
して全て売り払った。それでも借金が残った。当初は母親が魚を売る行商で生活していた
が、娘 5 人も成長すると食費や養育費まで十分に工面できなくなり、生活が苦しくなって
きた。そこで母親はドバイへの出稼ぎを決めた。母親は、夫や親戚に娘たちの面倒を頼ん
でから渡航した。 
15 歳になった長女の学校での成績は非常に良く、本当なら大学まで進学させたかったが、
家庭の事情が芳しくないので、長女は自ら学校を辞め、家に残って家事を負担し、妹 4 人
の世話を一手に引き受けたのだった。しかし、母親が出稼ぎで不在中のある日のこと、毎
朝妹たちが学校へ行った後、父親は実の娘である長女に性的関係を迫ってきた。このよう
なことが、妹たちが学校へ行った後の朝、そして妹たちが寝静まった夜になると、頻繁に
父親が長女に性的関係を強要するようになっていたのである。長女は、誰にも言えず、ま
た、父親に抵抗もできずに一人で悩んでいた。 
ある日、この事実を偶然次女が知った。そして次女は、ドバイにいた母親にすぐに知ら
せた。母親は、すぐさま帰国し、夫を徹底的に問い詰め、攻め立てた。すると夫は、妻の
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言葉に激情し、妻に対し、とめどなく殴る蹴るの暴力を振るい始めたのである。それが原
因で母親は、床に倒れ込み、動かなくなってしまった。すると父親は、家の梁にヒモをか
けて、妻を首吊り自殺に見せかける細工をしはじめたのであった。 
一部始終を目の当たりにした娘たち 5 人全員は、恐怖のあまり急いで叔母の家に逃げ込
んだ。ちょうど次女が、叔母に全てを話し終えた頃に、父親が娘たちを探しにやってきた。
誰もが、娘たちがそのまま家に戻れば、父親に殺されると咄嗟に感じた。そのため娘たち
は、叔母家族にかくまわれ、難を逃れた。その後すぐに父親は警察に逮捕され、現在も刑
務所に服役中である（2009 年 1 月聞取り調査）。 
 教師は話の最後に次のような意見を述べた。彼らの自宅は娘たちの母親が父親に代わっ
て、日々の行商と中東諸国で苦労して働いて貯めたお金で建てた立派な家だった。しかし
その家で、長女は実の父親にレイプされ続け、母親は無残にも娘たちの目の前で、父親の
手によって殺されてしまった。いったいどこに幸せがあったのだろうかと空しくなくなる
と話していた。 
ある調査報告でも、若い娘たちが、出稼ぎした母親の不在中に、性的虐待や性的関係を
父親だけでなく親戚、近所の男性たちから迫られることが少なくないと指摘されている。
母親の不在で、娘を保護する同性の大人がいなくなり、そうした環境に曝される可能性が
高まるからである。それでも多くの母親が、年頃の娘を残して出稼ぎしているのが現実で
あった。さらに、教師は、若い娘たちがそうした問題に直面し、勉強に集中できなくなる
と、O/L 試験に失敗する。すると、国内で良い仕事に就けないので、だいたい中東諸国へ家
事労働者として、出稼ぎする傾向が強まると付け加えていた。結局、母親の出稼ぎで寂し
く辛い思いをした娘も、経済的な理由から、大人になって母親と同じように、自分の子供
を残して出稼ぎしているという、海外出稼ぎの循環構造ができているのだという。 
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（２） 病気、怪我 
 聞取り調査によれば、帰国後、様々な病気や怪我などの後遺症に悩まされていると回答
した女性は全体の約 3 割を占めた。最も多かったものでは、出稼ぎ先で発症したリュウマ
チや関節炎に今でも悩まされているというものだった。毎日子供を抱いていたので、両腕
が以前のように動かせないと話す女性もいた。また、雇用者の自宅ではエアコンの効いた
室内で過ごすことが多い中、毎日、冷たい水を使って各部屋にあるバスルームの掃除をし
ていたことが原因で肺炎をこじらせた者や、偏頭痛持ちになってしまったと話す女性がみ
られた。またある女性は、毎日のようにゴム手袋を装着せずに素手で塩素系洗剤とたわし
を使って掃除していたので、右手の爪にコケのようなものが生えるようになった。そのた
め 1 年も経たないうちに仕事ができなくなり、雇用者によって帰国させられたと話した。
この他、出稼ぎ先が内陸にあり肉食中心の食生活だったため、肉食が身体に合わず、消化
器官系の病気で手術しなければならなかったと話していた。他にも、出稼ぎ先で仕事中に
腰と肋骨を骨折した女性は、帰国してから数年経つ今でも立ち仕事がほとんどできず、走
ることもできないと話した。 
次にあげる女性の体験談は、非常に残念で衝撃的な内容であった。ある日、女性は、雇
用者の妻から、自宅の 3 階建ての屋根にある天窓の拭き掃除を頼まれた。外の高所での仕
事は本当はやりたくなかったが、断ると怒鳴られたり、殴られたり、後々面倒なことにな
るので黙って従った。また、太陽が出始めのうちに早くやってしまわないと、暑くなるの
で急いだ。しかし、突然、足元が狂い、そのまま滑って屋根から転落し、プールサイドわ
きのタイル張りの場所に落下してしまった。あの時、地面に落ちた瞬間、自分の身体の骨
が砕けるような、何かがつぶれるような音がしたという。気がつくと女性は病院のベッド
に横たわっていた。スリランカ大使館職員が、女性が屋根から転落した時に、全身複雑骨
折し、大手術の末に女性は意識を取り戻すことができたのだと説明した。しかし、女性の
身体の骨は砕け、入院中に何度も整形外科手術を繰り返した。そして、ある程度、身体の
状態が安定すると、スリランカに帰国できたのだという。 
生きて国に戻ることはできたが、女性の顔面の骨も砕けていたため、顔は変形したまま
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だった。中東湾岸諸国の病院では、生活に支障のない程度までの手術だったのである。女
性は変形した顔が恥ずかしくずっと悩んでいた。しかし、あるキリスト教系の国際的な
NGO が、女性に対し顔の外科整形と皮膚の形成手術にかかる費用をほぼ全額負担してくれ
たという。今では、人前に出ても恥ずかしくないまでにきれいにしてもらったと話した。
女性は、インタビュー会場に自分の全身のレントゲン写真を何枚も広げて見せながら、こ
れらの出稼ぎの経験を一部始終話したのだった。現在、女性の体内にたくさんの金属製機
具や人口の骨が埋め込まれている。また、出稼ぎは決して嫌な思い出ばかりではなく、新
鮮な体験もできたので後悔はないと話した。しかし、今でも時折、3 階建ての屋根からプー
ルサイドに転落した時に自分の身体から発した音と、地面に叩きつけられた時の衝撃が走
馬灯のように思い出すことがあるという（2009 年 2 月聞取り調査）。 
この他、前述したようにレバノン戦争で煙を吸い込んで以来、今でも咳が止まらないと
咳き込みながら話す女性もいた。また、湾岸戦争から帰国後、しばらくの間微熱が続いた
ので細菌兵器に犯されたのではないかと不安になったと話す女性もいた。また、出稼ぎ先
で主に子守をしていたと話す女性たちの多くが、子供から水疱瘡に感染するケースがよく
聞かれた。中には、水疱瘡が悪化し、胸元や足首に大きなケロイド状の跡が残っている女
性も見られた。 
 この他、雇用者や雇用者の妻による体罰の傷跡が今でも残る女性も少なくなかった。あ
る女性は、雇用者の妻の大事な服をアイロンで焦がしてしまったことがあった。雇用者の
妻は怒りのあまり、熱くなったアイロンで女性の右手と右腕に押し付け火傷を負わせた。
火傷の跡が今でも残っており、それを見る度に中東湾岸諸国で働いていた時の、辛い思い
出がよみがえってくると話していた。 
 
 
（３） 社会的地位 
 調査対象地域で、中東湾岸諸国へ家事労働者として出稼ぎ経験を持つ女性を中心に聞取
り調査を続ける中で、どうしても帰国後の女性の社会的地位が、向上したようには感じら
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れなかった。海外出稼ぎを経験したことのない村人によると、家事労働者として出稼ぎす
るような女性には、いくつかのタイプが見られるという。「一つは、貧しく生活に困ってい
る女性。もう一つは、離婚等で村に居辛いと感じている女性。そして、夫婦関係に問題の
ある女性」だという。特にスリランカでは、離婚すると女性の社会的地位は低くなり、村
にいると様々な噂が飛び交い、女性は精神的に村に居がたくなる。スリランカの伝統的な
社会では、社会的地位が低いグループに該当する。そこで出稼ぎから戻ってきたばかりの
女性、または一時帰国した女性の印象について、村の男性たちに女性たちが出稼ぎを通じ
てどのよう変化したと思うのか、たずねたところ、「服装や化粧が派手になり、アクセサリ
ーは中東のデザインのものばかり身につけ、村のミーティング等でも発言が増え、態度も
でかくなる」ということであった。さらに「中東にボーイフレンドがいたはずだ」とか、「売
春していたはずだ」、「雇用者や息子の夜の相手をしては、チップをせびっていたはずだ」
とまで言う者までいた。 
 聞取り調査によれば、ある女性は、自分が 15 歳の頃、母親が再びクウェートへ出稼ぎし
たので家事負担が増えて嫌になって家を飛び出した。O レベル試験にも失敗し、同級生の
男の子と遊ぶようになった。それを知った父親や親戚は、女性を同級生の男の子と強引に
結婚させた。しかし、わずか数年後、まだ若かった夫は、年下の別の女と暮らし始めた。
何度も戻るように説得しても、夫は決して戻ることはなかった。同級生や友人たちから、「母
親が出稼ぎしている間に男と遊ぶようになって、結婚させられたが男に逃げられた」と噂
され、女性は思い悩んでいた。ちょうど借金もあり、村を出る口実としてクウェートへの
出稼ぎを決めた。 
しかし、村を離れて出稼ぎしても辛いことばかりだった。雇用者宅で働きはじめた初日
に、雇用者にレイプされた。そのため、脱走を計画し、雇用者が保管する自分のパスポー
トを家中探し回ったが、見つからなかった。仕方なく、パスポートはあきらめ、雇用者の
家を飛び出し、紹介所に向かって脱走した。 
しかし、紹介所に着いて、事情を説明したが、全く女性の心境を気遣うこともなかった。
紹介所の職員は女性に対し、言うことを聞かないと警察に突き出すと脅し、強制的に女性
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を別の所で働かせたのである。強制された仕事が嫌だったので、女性が再び脱走すると、
今度は不法就労の罪で警察に捕まってしまった。給料は全て罰金支払いに消えた。結局、
最初の出稼ぎで何も得られなかった。 
1 年後に帰国すると、初回出稼ぎ分の借金額は利払い分も含めて膨れ上がっていた。そこ
で、新たに斡旋所で出稼ぎ手続きを行い、サウジアラビアの病院の清掃員として再び出稼
ぎすることにした。雇用契約を終え、3 年後に帰国すると、またすぐにドバイで働き始め、
そこでやっとある程度の貯蓄ができたので帰国したのだという。 
しかし、近所に住む男女村人たち数名に、この女性のことでたずねたところ、誰もがこ
の女性のことを、「あいつはクウェート、サウジアラビア、ドバイの 3 国で、家事労働者で
も病院清掃員でもなく、売春して荒稼ぎしていたからしっかり貯蓄はあるはずだ。金に汚
くて、男を騙すズル賢い女だ」と酷評した（2008 年 10 月聞取り調査）。 
 またこの事例の他にも、ある帰国女性に対しインタビューをした後、近所に住む村人か
らその帰国女性のうわさなどを聞いたことがあった。彼らの話によれば、その帰国女性は
若い頃に中東へ家事労働者として、10 年以上も出稼ぎしていた。ある時、高齢の両親がス
リランカに帰国して、結婚して欲しいと言うようになったので、女性は帰国した。帰国後、
女性は新聞の結婚相手を探す欄を通じて男性と知り合い、夫婦生活を営むようになった。
しかし 1 年後になって、相手が女性の金目当てに近づいてきた妻子持ちの男だったことが
判明した。この話がいつの間にか村中に広まり、女性は村に居がたくなってしまった。そ
こで再び出稼ぎする決心をした。女性は 50 歳近くになるまで、中東湾岸諸国やシンガポー
ル、香港で家事労働者として働いてきたのだという（2008 年 11 月聞取り調査）。 
 スリランカ人の間で共通していたことは、中東諸国へ家事労働者として出稼ぎした女性
の家庭事情が貧しくて気の毒に思うという同情的な見方であった。しかし、帰国女性に対
する周囲の人々の評価は非常に低い傾向にあった。女性たちの中には、村中に色々な噂を
広められ、村に居づらくなることも少なくないようである。実際に、スリランカでは、独
身時代に中東諸国へ家事労働者として出稼ぎした女性には、まず良い縁談話がめぐってく
ることはないと、村内の中流以上の村人は話していた。学歴が高く、良い仕事を持つ男性
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は、帰国女性と結婚したいと思うことは、まずありえないし、あっても間違いなく男性側
の家族と親戚から、猛反対されるということであった。 
さらに、結婚して、なかなか子供ができないでいると、親や周囲からプレッシャーが強
く、多くの場合、最後には、嫁に出産能力がないと責められることが多い。また、離婚す
ると、女性の社会的地位は一気に下がる。いつまでも女性が独身でいるというのは、何か
低い評価、つまり社会的地位が低く、問題があって結婚できない、または、独身でいるし
かないからだろうという見方が伝統的な村社会では根強い。 
 また、母親の出稼ぎには、残された家族の問題を引き起こすリスクがあるということは
これまで述べてきた。夫や子供を残して出稼ぎして、送金による一時的な貧困問題や危機
を解決した後でも、「立派な家が欲しい」、「もっとお金が欲しい」、「中東諸国で働く方が楽
しい」と思う女性は意外に少なくなかった。そこでもし、女性が家族の反対を押し切って
出稼ぎを続行すると、ほぼ間違いなく家族の問題が生じていた。たとえ女性が十数年も海
外で働いて送金し、立派な家を建て、子供たちにきれいな服やアクセサリー、家電製品を
買いそろえて生活水準が上昇したように見えても、周囲の村人たちは、残された家族が荒
れていく様子を一部始終見てきていることが多い。結局、村内で家族の問題の話題が広ま
ると同時に出稼ぎした女性の社会的評価や地位も低くなるのだ。特に、残された子供たち
の将来が犠牲になってしまうことが多いと実感する同地域の学校教員たちは、一刻も早く
スリランカから女性の海外出稼ぎを禁止させるべきだと話していた。 
 最後に、出稼ぎ女性の文化的な変容について、村社会ではどのように捉えるのだろうか。
中東諸国へ出稼ぎする女性のごく一部には、現地の男性と結婚することもあるようだ。聞
取りでは一人の女性が該当した。女性は 17 歳で結婚した後、夫や家族、親戚の猛反対を押
し切ってレバノンへ出稼ぎした。半ば、勘当された状態で家を出た。夫とは離婚した。レ
バノン最初の雇用者の家で問題が生じたのですぐにその家から飛び出した。一人で道を歩
いていると、あるスリランカ人女性に声をかけられ紹介所に連れて行かれた。そこで通い
の家事労働者として働くようになった。ある日、紹介所の待合室で仕事の出番を待ってい
たら、一人のレバノン人男性が近づいてきて、それから親しくなり結婚した。息子が 2 人
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生まれた。 
ある日のこと、ちょうどレバノンに来て 17 年も過ぎていたので、スリランカの様子を見
たいと強く願うようになった。そこで、家族 4 人でスリランカへ戻った。夫は、女性の弟
から土地を買い取り、そこに家を建て、家具や家電全て買い与えた。イスラム教徒の夫は
まだ幼い息子二人を女性の保護者として残し、レバノンへ戻った。それ以来、毎月生活に
困らない程度（インタビューでは月 2 万ルピー（約 2 万円））、送金し続けているという。
しかし、帰国後の女性は、イスラム教徒に改宗していたので、仏教徒の家族や親戚から受
入れられず、ほとんど交流がないと話していた。しかも女性は、レバノンでタバコと飲酒
を常習するようになっていたため、ますます伝統的な価値観の強い農村社会で受入れられ
ることはなかった。加えて、まだ 14 歳と 10 歳の息子も母親と一緒になってタバコを吸っ
ていたので、村内でのその女性に対する評価は最悪なものであった。そのため、女性があ
らゆる村のミーティングや仏教的な行事に参加することはなかった。さらに、スリランカ
に帰国後以降、息子たちのパスポートはレバノンのもののまま、女性が気づいた時にはす
でに有効期限が切れていた。しかし、息子たちの出生記録はレバノンにあるかどうかもわ
からない。夫は二番目の妻を娶っており、連絡すれば子育てのことや生活態度のことで叱
られるし、うるさく説教されるのであまり気が進まないと、女性は話した。息子たちには
スリランカの ID（身分証明書）がないので、学校にも行っていない。毎日、近所の農家の
手伝いをしてきては、野菜や米をもらってくるだけである。息子 2 人は学校へは行ってい
ないが、近所付き合いはそれなりにあった。一方、女性は、タバコを売る近所の売店の女
性（出稼ぎ経験者）としか交流がなく孤立しているのだという。女性は、息子 2 人を連れ
てレバノンに戻りたいとしきりに話していた（2008 年 11 月聞取り調査）。 
 主に中東諸国へ家事労働者として出稼ぎした経験を持つ女性を中心に、帰国後の社会的
地位の変化について事例をあげて検討した。結論として、海外出稼ぎによって女性たちの
社会的地位は高まるのではなく、逆に低くなっていることが明らかになった。 
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５．おわりに 
 本章では、国際労働移動の社会的費用について、ハンバントタ県で実施した、中東湾岸
諸国へ家事労働者として出稼ぎした経験を持つ女性に焦点をあてて、実態調査をもとに、
彼女たちと家族自身が受けた社会的費用について詳細に分析した。ここで明らかになった
ことは、国際労働移動によって引き起こされる社会的な問題が、実に多岐にわたり、金銭
的価値では計測できないことである。また、これらのような問題は、人間の人生までにも
影響を与えかねず、深刻な問題を経験した女性の中には、怪我や事故による身体的な傷の
みならず、心の傷となって深くいつまでも記憶の中に留まるものまであった。さらに、海
外出稼ぎを経験した女性たちは、帰国後に様々な悪い噂を立てられ、村内での社会的地位
が低くなった者も少なくない。また、家族が受ける問題も深刻で、夫のアルコール中毒の
悪化や浮気、子供たちの発達上の問題、娘の性的被害などが聞取り調査の中で明らかにな
った。社会的費用は、海外出稼ぎ準備段階、海外出稼ぎ中の受入国滞在中と送出国に残る
家族、帰国後のそれぞれで、多種多様な問題が生じていることが明らかになった。これら
の実態調査の結果から、これまで多くの国際労働移動に関する研究が見損なっていた社会
的費用が、あまりにも深刻な問題であり、将来的にどのような影響を及ぼすか未知数であ
ることである。 
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第Ⅷ章 
おわりに：問題と展望 
 
 
 
１．要約 
 国際労働移動はグローバライゼーション時代の幕開けとともに表出した経済現象である。
労働移動の形態は、奴隷貿易、年期奉公システム、現代に見られるタイプの海外出稼ぎと
して、時代とともに変化してきたが、基本的な発生原理は常に同じである。つまり、次の
ような経済行為によって生じるといえる。経済規模の拡大または経済力を維持するために、
投資先の産業に労働力を投入しようとする。しかし、もし、国内で不足する場合、国は開
放政策（労働移動の自由化）を導入し、国外から労働力を調達し、投資先の産業に労働力
が需要に応じて自由に投入されることで、国際労働移動が生じるのである。そして、どの
時代においても、国家、資本家、経営者、世帯、個人は、それぞれが経済的便益を獲得す
るために、このシステムを利用し続けてきた。しかしながらその実態は、国家、政府、資
本家、経営者のような権力と資本力を持つ階層の利益追及行動や主張のみがまかり通り、
個人や世帯は彼らの搾取の対象になることが多かった。 
本論文における国際労働移動と経済発展に関する理論研究では、構造的アプローチで捉
えたルイスやトダロのモデルを取り上げた。また、開発政策的なアプローチでは、雇用創
出効果や失業問題の軽減、海外送金による外貨獲得効果を指摘し、マクロレベルで見て経
済発展の貢献度が高く政策的に支持されやすい点を述べた。そしてミクロレベルのアプロ
ーチでは、個人や世帯に対し、収入向上、貧困削減、失業問題解決といった効果があるこ
とも述べた。しかし、ミクロレベルのアプローチでは、国際労働移動によって生じる社会
的な影響や問題、個人や家族の精神的、肉体的影響等についての議論はほとんど見られな
いことを指摘した。特に、労働力の送出国を対象とした国際労働移動に関する議論の多く
は、雇用創出効果や失業率改善、海外送金による経済的便益のみが重視され、個人や世帯、
および地域社会が被る未知数の社会的費用についての考察が弱い点を明らかにした。 
 しかし近年、国際労働移動の社会的費用に注目が向けられるようになってきた。その背
景には、1980 年代頃からアジアの新興諸国で顕著に見られるようになった国際労働移動の
女性化の影響が大きい。主に先進諸国向けの消費財を生産するために、アジア新興諸国の
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女性たちが労働力として FTZ に吸収され始めたのである。新しい国際分業体制が形成され、
アジア諸国の女性労働力が利用されるようになった。輸入代替型の工業化戦略からいち早
く脱却し、輸出指向型の工業化戦略を導入し、かつ政府主導で強力な開発戦略を通じて、
経済発展に成功した国々（アジア NIEs など）では、次第に中間層が出現し始め、家庭内で
家事労働者を雇うことがステイタスとなり、またトレンドになり始めたのである。また、
1970 年代に石油価格の高騰によって石油資源の輸出が好調となり、急速な経済成長を達成
した中東湾岸諸国も 1980 年代に入ってから、中間層が家庭内で家事労働者を雇うことが流
行するようになった。そして現在でもそれらの地域では、外国人女性家事労働者に対する
需要が著しく高いのである。 
 しかし、家事労働者の仕事は、その特殊性から労働法や社会保障法の適用対象外になる
ことが多い。特に、多国籍企業に対し、投資インセンティブを与えてきたアジア NIEs や新
興国は、経済発展と同時に工員や単純労働者の賃金率を積極的に改善してこなかった。現
地の労働者がそれらの仕事を嫌がるならば、周辺のアジアの後進諸国との間で労働力の受
入れ協定を結び、労働力を国外から調達することが、開放政策と自由化を推奨するグロー
バライゼーション時代において、比較的スムーズに受入れられたからである。このような
着想は、まさしく植民地時代から存在するものである。さらに、外国人労働者の受入れを
通じて、労働者の賃金率の上昇を極力抑え、輸出商品の国際競争力に打ち勝とうとしてき
たのである。そうした事情から、なおさら家事労働者のようなサービス労働者の賃金率や
労働条件が改善するというのは考えられにくかった。また、国内に保育所や介護施設を設
置するよりも、周辺のアジアの後進諸国から、住み込みの家事労働者を輸入する方が安上
がりなのである。それほどアジア域内の経済格差、社会格差、賃金格差は大きな開きがあ
るのである。また、伝統的に有償の家事労働に従事する者は、社会的に階層の低い者が担
ってきた。そのため外国人の家事労働者は、そのような現地の社会階層から除外されてい
るため社会的障壁が低く参入しやすいのである82。さらに家事労働者は女性や子供の女の子
                                                   
82 伊藤の香港の家事労働者に関する研究によれば、移民家事労働者と地元家事労働者には就労
形態に違いが見られ、地元家事労働者は通いによる時間給サービスの提供が中心で、移民家事労
働者は住み込みが多いという。住み込みの場合、雇用する側の多様な要求に柔軟な対応ができる
と期待される。そのため、小さな子供のいる世帯では、住み込み形態を受入れる移民家事労働者
の需要が高い。また、Asato によれば、移民と地元の家事労働者は競合関係にないという。2000
年に行なわれた調査で、香港の地元民（香港永住権を持つ者）で家事労働者として働いても良い
と回答したのが 8 万人余りいた。しかし、その中で、さらに住み込みでも良いと回答したのは
わずか 8 千人程度だったという（伊藤, 2008: 35）。 
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が担ってきた。そのため海外出稼ぎ家事労働者の大半は女性である。一方、中東湾岸諸国
については人口規模が小さく、石油価格高騰による急速な経済成長はすぐに労働力不足に
直面し、アジア諸国の労働力に頼らざるを得ない状況に追い込まれた。現地の人間は公職
に就き、民間部門や単純労働力を担う仕事には外国人が携わっている。さらに近代法以外
にイスラム教の法律があるために、労働慣行や雇用慣行は伝統的である。外国人労働者、
中でもイスラム教徒でない者、特に多神教徒や仏教徒などに対する理解度は非常に弱い。
このような状況の下、アジア新興諸国の伝統的価値観の残る家庭というプライベートな空
間が職場である海外からの出稼ぎ女性家事労働者は様々な問題に直面しやすい。 
スリランカは、1977 年の開放政策導入と同時期に海外雇用が活発化している。政府は積
極的な海外雇用政策を展開させたのである。2010 年には、約 26.6 万人もの労働者を海外へ
送出した。同年、海外にいるスリランカ人は 193 万 2,245 人と推計され、労働力人口の約
24％、就労人口の約 25％に値する。海外送金は約 41 億 US$に達し、輸出総額の約 52％を
占め、繊維産業を上回る規模である。GDP 比では 8.3％に値する。しかし、海外出稼ぎ者
が増加する一方で、苦情件数、死亡者数は増加している。雇用者や業者とのトラブルが原
因で、多くの女性家事労働者が脱走し、在外公館のシェルターに数百名が保護されている
という。このような社会的費用の実態が多数報告されている。 
 ハンバントタ県で、500 名の帰国女性を対象に聞取りアンケート調査を実施した。ミクロ
レベルの実態調査を実施した。9 割以上の女性が経済的理由で出稼ぎしたという。また、調
査対象世帯の約 65％は同県貧困線以下に属す。就業状況はインフォーマルな雇用部門に集
中する。帰国女性の出稼ぎ再参入の意思をもとに、多項ロジスティック回帰分析を実施し、
出稼ぎ意思が強まる要因または条件を見出した。その条件とは、土地資産がないこと、帰
国女性に仕事のスキルがないこと、可処分所得が低いこと、配偶者がいないこと、小さな
子供が一人でもいること、イスラム教の改宗経験があることであった。 
 また、確かに貧困世帯にとって雇用機会と収入機会が期待できるため、短期的経済問題
の解決には役立つ。しかし、中東湾岸諸国の平均賃金率はほぼ横ばいであるため、その経
済的便益はスリランカ経済が成長するにつれ低下している。さらに、出稼ぎ国、雇用者の
主観によって、受取賃金額に大きな差が生じることが明らかになった。また、仏教徒やヒ
ンドゥ教徒の賃金も低く設定されていた。スリランカ政府の外交力が弱いため、フィリピ
ン人と比較してスリランカ人の賃金は低い。個人レベルで見ると、女性の学歴が高い、英
語が使える、親が公務員である場合、契約賃金額、海外送金額、純利益のいずれもが平均
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よりも高い結果が出ていた。逆に、無学歴の女性はいずれもが低かった。深刻なのは雇用
者とのトラブル（虐待被害、脱走）が起こると、賃金がもらえないばかりか、場合によっ
ては強制送還や脱走による罰金の費用負担が女性や家族に課せられることが報告された。 
 出稼ぎ先での労働環境についてたずねたところ、90％以上の女性が中東諸国の雇用先で
週休が無かったと回答した。休憩時間にいたっては 65％の女性が無かったと答えている。
食事も満足に与えられなかったのは 17.6％であった。また、雇用者と何らかのトラブルが
生じたというのは 33％を占めた。オーバーワークだったという回答は 48％に達した。体罰
や肉体的虐待は 20％、性的虐待を受けた者は 8.7％であった。さらに、残された家族につ
いては、85.3％の女性が子供の教育パフォーマンスが落ちたと答えた。その他、子供の非行、
保護者不在による虐待被害などが聞かれた。また、夫においては留守中のアルコール過剰
摂取、浮気などの問題が出た。特に、母親の出稼ぎは子供に悪影響を及ぼし、さらなる社
会的問題を引き起こす要因となる。 
 最後に結論として、個人と世帯にとっては、経済的便益よりも社会的費用の方が大きい。
突発的または短期的な問題の解決、例えば借金返済などの経済問題の解決には良いが、長
期的に見ると、人々が受ける肉体的、精神的ダメージは深刻である。マクロレベルでも、
短期的に見て経済的便益は非常に高い。しかし、個人や家族が受ける社会的費用は、将来、
様々な形で政府の財政負担に転嫁されうるものである。国際労働移動の経済的便益の実態
を見ると、それは短期的な効果でしかない。一方、社会的費用は、その実態がいまだ未知
数であり、将来的に新たな問題を生じさせる長期的な問題として残る可能性が高い。よっ
て、早急に国際労働移動に依存した経済開発戦略から脱却することが必要である。また、
経済成長のみに固執するのではなく、国内で労働力を活用しながら、社会経済の発展に資
するような、より自立的開発戦略を講じることが必要であると感じた。 
 
 
２．明らかになったこと、考えること  
国際労働移動と経済発展に関する理論は、常に経済的便益が中心であった。国際機関も、
発展途上国の政府も、国際労働移動を開発戦略の一つとして位置づけている。確かに、マ
クロレベルで見ると、雇用創出効果や失業率の減少、また、海外送金による外貨獲得効果
と、その潜在的な貯蓄と投資の増加、民間ビジネスの展開など、経済的な便益は高い。し
かし、国民に海外への過剰な期待を持たせ、積極的に海外へ送出した結果、出稼ぎ者およ
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びその家族が被る社会的な問題が、常に過小評価または無視され続けているのである。本
研究で実施した実態調査によって、出稼ぎ者およびその家族は、計量化しがたい問題を抱
えていることが明らかになった。特に、家事労働者として中東諸国への出稼ぎを決意する
ような階層の女性は、往々にして、貧困問題、経済問題（家屋建設を実行する金銭的余裕
がないケースも含む）を抱える世帯階層の出身者であった。そのため彼女たちは、海外出
稼ぎ斡旋業者やサブエージェントの夢のような話を信じ込み、「自分が出稼ぎで成功した姿」
と、「夫や子供とのしばしの別れ」を両天秤にかけ、最終的には金銭的成功を選択して、出
稼ぎを決意するのである。しかし現実は、出稼ぎを決意した時から様々な問題に直面する
可能性が潜んでいるのである。 
第一段階（以下、第二、第三段階は図２－３を参考にせよ）では海外出稼ぎ斡旋業者に
よる契約不履行である。スリランカ政府はこの取締り強化を進めているが、それでもこの
手のトラブルは後を絶たない。第二段階では、出稼ぎ労働者が現地で就労してから生じる
トラブルである。調査によれば、家事労働者の人的資本や性格も重要だが、むしろ雇用者
の人間性、道徳、倫理観、労働監督能力、家事労働者の成果に対する満足度のいかんによ
って、家事労働者の労働環境、生活環境、賃金環境が決定することが明らかとなった。ま
た、中東湾岸諸国の契約賃金は、他の地域と比較すると安い。家事労働者の輸出が始まっ
て以来、その賃金率は相対的に減少している。同諸国の家事労働者に対する賃金設定は、
教育レベルや経験、言語力の他に、信教、出身国で決まっていた。雇用者との良好な関係
が築けているか否かによって、実質賃金額が大幅に異なることも多々見られた。聞取り調
査によれば、雇用者の多くは家事労働者に自由を与えていなかった。最悪なケースでは軟
禁された女性も見られた。そのため逃亡する家事労働者の数は絶えない。スリランカ大使
館のシェルターには数百人もの逃亡した女性が保護されているということであった。 
家事労働者の出稼ぎによる経済的便益、貧困軽減効果、所得格差是正などの効果は低い。
なぜなら、出稼ぎ中の女性たちが毎月給料を全額送金しても、受け取る家族は日々の生活
費や子供の教育費に消えてしまう。1980 年代および 90 年代においては、家事労働者の出
稼ぎでも、まだ送金額の価値は高かった。しかし、スリランカ経済はゆっくりとした成長
（附録 B－２参照）傾向にあり、一方、中東湾岸諸国の賃金率は据え置きが続いたため、こ
の数年で家事労働者出稼ぎの経済的メリットは非常に小さくなっている。 
第三段階目において、スリランカ国内の社会的問題に目を向けると、母親または妻によ
る海外出稼ぎは、残された家族に大きな負担をもたらしていることも明らかとなった。特
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に子供は、スリランカの社会経済にとって重要な次世代を担う宝である。残された子供た
ちは母親のいない間、自分の境遇を他者と比較し、自分自身に様々な精神的トラウマを抱
え込むであろう。母親のいない時間が長ければ長いほど、その心への影響は根深く強くな
っていく。そしてこれらの影響は、成長とともにどのような形で出てくるか未知数である。
ここに社会的費用を検討したとき、国際労働移動が世帯や個人や社会に与える影響の怖さ
があると感じる。聞取り調査では、家事労働者として出稼ぎした女性の多くが、帰国後、
社会的地位を悪化させていることもわかった。周囲の村人は、貧困や経済的な問題、夫の
暴力や過度の飲酒が理由で出稼ぎした女性に対し同情的ではあるものの、女性の出稼ぎ後
の子供たちの状況を見るにつけ、出稼ぎ女性の人間性を疑う声も聞かれたのである。 
近年、スリランカ政府は、若い女性や子を持つ母親の出稼ぎを控えるよう勧告をおこな
っているがあまり強制力はない。しかし、海外雇用斡旋業者の中には中東諸国向けの家事
労働者の斡旋を完全に止めているところも出始めている。そして男性の海外出稼ぎや、ス
キルのある労働者の送出を増やす取り組みを行なっている。しかしながら、現代に見られ
る国際労働移動は、所詮、奴隷貿易、年期奉公システムの延長線上にある労働力転送の形
態に過ぎないと考える。スリランカは、中国やインド、バングラデシュ、パキスタン、イ
ンドネシアと異なり、人口が 2000 万人程度の規模でしかない。それらの国々と比較して希
少な人的資源を持つ国が、なぜそこまで積極的に生産年齢にある労働力を国外へ輸出する
政策を展開し続けるのか理解できないと感じることがある。あるスリランカ人の話によれ
ば、シンハラ人は欧米諸国や海外へ移民すると、同国のタミル人やイスラム教徒、さらに
インド人や中国人のディアスポラのように、同じ民族または宗教同志で大きなコミュニテ
ィを築き、助け合いや協力し合うことが少ないという。シンハラ人たちは海外へ移民して
も、スリランカ社会のカースト意識（同国タミル人やインドほど根深くなく、差別は禁止
されている）や、移民後の他者の成功に嫉妬し合うなどして、あまり仲良く結束しない傾
向が見られるということであった。世界人口の約 0.29％しか占めない小さな国スリランカ
から、海外の富裕諸国の経済力を維持するために労働力を送出し続けて良いものか疑問で
ある。さらに大多数の男性労働者は建設現場や運転手として、時に死を伴う危険な仕事を
担い、女性労働者の多くが本研究で見てきたように家事労働者として海外の家庭の子育て
や介護をサポートし、かつ職場で理不尽な虐待や体罰、賃金未払いなどの人権上の問題に
直面する。加えてスリランカに残してきた家族も様々な問題に直面している。確かに労働
者派遣を通じて海外と交流を深めることもでき、その外交的なメリットはそれなりにある
258 
のは否定できない。しかし、政府が国民の失業対策や貧困対策と掲げて、海外雇用政策を
実行するために多額の予算を計上し、労働力輸出を実施し続けることが、長期的な社会経
済発展のためにメリットになるとは考えがたい。民族紛争終結前の政情不安と社会不安を
抱えるスリランカの状況ならば、海外雇用政策も仕方ないと感じる。しかし、現在、政府
は民族間の内紛問題に終止符を打ち、スリランカ経済は高い成長を記録し始めている。 
今、スリランカは国内の社会経済発展のための条件や環境が整ってきたと感じる。スリ
ランカ政府が、国内の失業問題や貧困軽減策に対し、海外雇用斡旋、研修、送出の実施や、
関連制度や施設の建設、職員の給与のために予算を使うことよりも、国内の潜在的な男女
の出稼ぎ労働者たちに対し、彼らが国内で新しい事業を始められるような補助金制度や、
何か国内で経済活動に参加できるようなプロジェクトの立ち上げなど、失業問題と貧困問
題に直接的に影響を与えるような予算編成や制度作りに力を注いでいくことの方が、格段
に効果的に国内の長期的で安定的な社会経済発展の実現につながると考える。かつてスリ
ランカは、豊富な天然資源を有し、海上のシルクロードとして世界貿易の重要な要として
栄えた歴史を持つ。スリランカは社会経済発展を達成させるための豊富な資源、文化、立
地条件を有していると考える。これらの資産を活かし、上手にマネジメントするのは、や
はりその国で生まれ育つ人材が中心になるのではないだろうか。この国内の人材を国内で
効果的に活用することに力点を置いた社会経済発展戦略を主軸にするのが方策だと考える。 
 
 
３．研究の制約と展望 
最後に、本研究の制約と展望について述べておきたい。まず、研究の制約について指摘
できることは、本研究が中東湾岸諸国へ家事労働者として出稼ぎした経験を持つ女性を対
象とし、同女性とその家族のみから聞取りアンケート調査を実施した点で、量的データ分
析に偏りが生じたことである。もし、時間的な制約がなければ、他業種で海外出稼ぎした
女性、男性の海外出稼ぎ、調査対象地域における海外出稼ぎ者を輩出したことのない世帯
から、同様の聞取りアンケート調査を実施することができた。また、同じく聞取りアンケ
ート調査をスリランカ国内の他の地域でも行なうことができたならば、量的データの分析
をもって、地域的な特色を明らかにし、地域レベルで国際労働移動の発生要因や、その影
響当を検討することもできたであろう。その上で、ハンバントタの調査対象地域と他の地
域との比較も可能になったことだろう。 
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また、本研究は国際労働移動の経済的便益と社会的費用について、マクロレベルと、個
人や世帯のミクロレベルの分析に終始している。そのため、海外出稼ぎが活発な地域社会
レベルの影響についての調査と分析が弱い。地域経済および地域社会に対する国際労働移
動の影響はどのようなものなのか、今後の研究課題としたい。地域レベルを分析すること
によって、より具体的な国内の社会経済発展のあり方を模索できると考える。 
そして、最後に言及すべき本研究の制約であるが、本論文に関する調査は送出国スリラ
ンカのみで実施したために、受入側である中東湾岸諸国の状況把握については、帰国して
いたスリランカ人たちが見聞きし体験してきた内容と、政府やメディア、NGO などが公表
する二次的資料に頼らざるを得なかったことである。国際労働移動の経済的便益と社会的
費用を公平に見るためには、たとえ労働力送出国側のみの費用便益だけを評価する場合で
あっても、外国人労働者を受入れる国のマクロレベル、ミクロレベル、そして地域社会に
与える影響や経済的便益、社会的費用に関する実態調査を通じて把握することも重要であ
ったと考える。そのために、受入国に赴いて外国人労働者、雇用者、地域社会、メディア、
政府関係者などに対し、直接聞取り調査を実施することも重要であると考える。なぜなら
受入国の多くは先進工業国や先進諸国、新興諸国である。おそらく、それぞれの発展過程
や発展段階によって違なる外国人労働者受け入れ政策を導入し、それぞれの外国人労働者
受入れの経済的、社会的、政治的、文化的な問題が存在するはずである。そのため送出国
側の言い分ばかりでなく、受入国側の実情を把握することによって、国際労働移動の経済
的便益と社会的費用を適性に評価することが可能になるだろう。さらに、国際労働移動の
問題の原因を明らかにし、その問題解決の糸口をより具体的に発見することができると考
える。よって、今後の研究の課題として、国際労働移動の経済的便益と社会的費用につい
て、受入国での実態調査の実現も検討している。国際労働移動の経済的便益と社会的費用
を、労働力の送出国および受入国での実態調査を通じて分析することで、さらなる研究の
発展が期待できると信じている。 
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附録 A－１： 家族の定義 
家族は、人類が誕生してから間もない段階で、最も古くから存在した集団のひとつであ
る。袖井によれば、企業、労働組合、政党のように特定の目的を追求するために結成され
た機能集団や人為集団とは異なり、家族は自然発生的に成立した基礎集団または自然集団
であるとした。森岡と望月によれば、家族には、ある特定課題遂行のために結合している
作業集団（socio-group）と、情緒的な表出のための、従って、仲間としての結合それ自体
を目的とする心理集団（psyche-group）のニ面性を持ち合わせているとした（森岡と望月, 
1997: 5）。社会学者のギデンズによれば、家族とは、親族関係によって直接つながっている
人々の集団であり、その大人成員は子供たちの養育に責任を負っている。親族の結びつき
は、婚姻83によって、あるいは血族（父、母、きょうだい、子供など）をつなぐ出自によっ
て確立された人々の関係である84（ギデンズ, 2004: 223）。 
家族員は少人数で構成されることが多く、お互いの意思疎通がはかりやすいために、同
一集団に所属するという帰属意識や「われわれ感情（we-feeling）」が高まることになる（袖
井, 1993: 462）。そのため、家族員は互いに無関心であったり、第三者的な距離を置いた平
静な態度を取り続けることができない。家族関係をいろどる感情は、しばしば合理的判断
を拒否し、特には理不尽でさえある。家族員は互いにそのような「感情的かかわりあい
（emotional involvement）」で結ばれている（森岡と望月, 1997: 4-5）。その結果、「家族の
持つ機能」が、例えば「家事労働」といった作業的側面のみならず、心理的・精神的側面
を含む、非常に多面的なものであることが理解できる。さらに、森岡と望月は、家族は幸
福（well-being）追求の集団である点を強調している。つまり、家族とは、幸福という心身
の欲求を満たすことを通じて幸せと感じる状態を求め得るために、性愛と親子きょうだい
の情で結ばれた生活共同体の原初的単位であるとした（森岡と望月, 1997: 5）。また、盛岡
と望月は、他出者であっても、家族の幸福追求活動の中に包摂されている限り、家族員で
あり続けるとしている（森岡と望月, 1997: 6）。 
                                                   
83 婚姻は、2 人の大人成員の間で社会的に承認され、是認された性的結合として定義づけでき
る。2 人の人が結婚すれば、その人たちは互いに親族となる。婚姻という絆はまた、もっと広い
範囲の親族をも互いに結びつける。親やきょうだい等の血族は、婚姻を通じて配偶者の親族にな
る（ギデンズ, 2004: 223）。 
84 家族構成は、「質的構成（家族がどんな続柄の人々から成っているか）」と「量的構成（何人
の家族員から成っているか）」の二つで決定される。家族構成を基本として、核家族（夫婦のみ、
夫婦＋子、片親＋子）、拡大家族（祖父母、男きょうだいとその妻たち、女きょうだいとその夫
たち、オバ、オジ、オイ、メイなどをともなう場合）、単身世帯に分類されることが一般的であ
る（川崎, 1993: 463; ギデンズ, 2004: 223）。 
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附録 A－２： 家族機能 
アメリカの社会学者パーソンズは、家族の機能について次のようにまとめている。まず、
家族の主要な機能は、「一次的社会化」と「パーソナリティの安定化」の二つであると捉え
ている（Parsons and Bales, 1955）。一次的社会化とは、子供たちが自分の生まれた社会の
文化的規範を学習していく過程である。この家庭が子供時代の初期を通じて生ずるために、
家族は人間のパーソナリティの発達にとって最も重要な舞台となる。つまり、家族は、子
供の基礎的な社会化の役割を果たすとした。また、パーソナリティの安定化とは、家族が
大人の家族成員を情緒的に支援する際に演ずる役割を指している。大人の男女の婚姻生活
は、大人のパーソナリティを支え、健全に維持するための取り決めである（参照：ギデン
ズ, 2004: 225）。 
石川（1997: 71）は、家族機能を性的機能、生殖・養育機能、社会化機能、生産機能、消
費機能、教育機能、保護機能、休息・娯楽機能、宗教的機能、地位付与機能と細かく機能
別に分類し、それぞれ対個人および対社会で具体的に説明している。まず、個人に対する
場合、性、生殖、保護、養育、教育、保健、愛情、経済といった人間の持つ基本的な欲求
の充足や、幸福感を得るための行為的機能が列挙されている。一方、社会に対しては、社
会構成員の補填とその心身の安定化をはかることによって、社会秩序の安定的な存続に貢
献するものが列挙されている。また、家族機能には、親から子へと世代を超えた、文化や
伝統、社会的価値観の伝承も含まれている。しかし、石川によれば、経済発展や社会経済
の変容によって形成される諸制度によって、これらの家族機能も変化していることを暗黙
的に示している（石川, 1997: 70-71）。例えば、世襲制が廃れ、専門的知識が高度化すると、
学校という社会的専門機関による教育への依存度が大きくなり、家族は教育機能の大部分
を社会に譲り渡したと述べている。また、保護機能についても、警察、司法・行政制度、
保険制度に依存し、就学前児童は保育所や幼稚園へ、病人の保護は病院へ、高齢者の保護
は養護老人施設などの福祉施設へ依存するようになったと指摘する。 
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家族機能 
機能 対個人 対社会 
性的機能 性的・情愛的充足 性的統制 
生殖・養育機能 子孫をもつ欲求の充足 社会成員の補充（種の再生産） 
社会化機能  
生産機能 収入の獲得 労働力の提供と生産 
消費機能 基本的・文化的欲求の充足 
依存者の扶養 
生活保障 
教育機能 基礎的・専門的知識と技能の伝授 文化の伝達 
保護機能 家族員の生命・財産の保護 社会秩序の安定化 
休息・娯楽機能 家族員の活動エネルギーの補充 
宗教的機能 家族員の精神的安定化 
地位付与機能 社会的位座の付与 社会秩序の維持 
（出所）石川実，(1997 年)『現代家族の社会学：脱制度化時代のファミリー・スタディー
ズ』，有斐閣ブックス，p. 71. 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
264 
附録 A－３： 世帯の定義 
 世帯とは、一般的には生計と住居をともにしている社会生活上の単位である。日本では、
もともと政府が治安維持と救貧のため、国民の生活実態を把握するために導入した概念で
ある（森岡と望月, 1997: 6）。当時、近代化によって、経済社会が変化し、農村から都市へ
職を求めて移住・定住する人々の数が増加し、旧来の共同体の解体が進行したのであった。
しかし、近代化以前の単位として通用した「家」では、もはや戸籍上の集団に過ぎず、国
民の生活実態から程遠いものであった。そこで政府は消費単位である「所帯」に注目し、
1910 年代には、行政用語として「世帯」が使用されるようになったのである。世帯は、消
費活動の単位であるから、住居と大部分の生計を共有する人々から成る集団である。その
ため、世帯の構成は、必ずしも婚姻と血縁によることを必須条件とはしない。そのため、
同居人や使用人といった他人同士の共同生活、単身生活も世帯として捉えられる。また、
婚姻や血縁による「家族」ではあっても、長期にわたる入院や就業、就学による別居、単
身赴任や出稼ぎ等による遠隔地就業による別居など、「家族意識」の共有はあり、内実的家
族の連携はあるが、「世帯」は別にしているという他出者の場合もある（平田, 1990: 91; 森
岡と望月, 1997: 6）。 
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附録 A－４： 家事労働の分類 
① 
生
活
手
段
を
整
え
る
労
働 
Ⅰ．購入：食品、衣類、日用品、学用品、耐久消費財、その他良品質の物を計画
的に安全で廉価に入手するための努力と行為、共同購入、消費者運動への広がり 
Ⅱ．作業的労働＊ 
１）自家生産的労働：家庭菜園 
２）保管：衣類、道具、食料品 
３）追加的加工 
・料理：調理、供食（配膳） 
・裁縫：ドレスメイキング、衣類・寝具の手直し 
・家庭大工 
４）手入れ・整理・修繕 
・衣類：洗濯、干す、取り込む、たたむ、収納、補修、リフォーム 
５）環境整備 
・設備：冷暖房設備、掃除機などの整備 
・整頓：家具、日用品、新聞、家族員の持ち物 
・掃除：家族共同の場所、個人の場所、集合住宅の共同部分 
・廃棄処理：ゴミ分別、ゴミ収集場所の後片付け 
・食器洗い：収納 
② 
サ
ー
ビ
ス
労
働 
家族の自立援助・世話・配慮・対応 
１）育児： 就学前の乳幼児の世話、遊び相手、話し相手、本の読み聞かせ、保
護・観察・しつけ、保育園とのかかわり、保育内容充実に関する問題への取
り組み 
２）教育： 子供の話を聞く、生活訓練、生活文化の伝承、適切な生活行動への
気配りと注意・しつけ、生活習慣、就学後の子供の生活規律、PTA の仕事、
学校行事等への参加 
３）世話： 食事、客への対応、外出時や入浴時の衣類の世話（自立していない
場合）、同居する老親への生活全般の気配りと必要に応じた食・衣・住・外出
にかかわる世話、別居していれば頻繁な連絡 
４）看護： 家族が病気のときの看護・見舞い 
５）介護： 話し相手、できる部分の協力、できない部分の社会的施設利用にか
かわる交渉、家政婦・ホームヘルパーとの関係 
③ 
家
政
管
理
労
働 
１）計画：家族計画、長期・短期の生活設計、年間計画、予算、１日の計画、献
立 
２）記録：家計簿 
３）学習：家事、育児、商品知識、その他生活関連の学習 
（参考）宮崎礼子, 伊藤セツ：新版家庭管理論, 有斐閣（１９８９） 
（注＊）宮崎と伊藤は、消費労働としている。 
 
 
 
266 
附録 A－５： 国際標準職業分類（ISCO）による（有償）家事労働者に関連する項目 
Major Group 5: Service workers and shop and market sales workers 
Service workers and shop and market sales workers provide personal and protective 
services related to travel, housekeeping, catering, personal care, or protection against fire 
and unlawful acts, or they pose as models for artistic creation and display, or demonstrate 
and sell goods in wholesale or retail shops and similar establishments, as well as at stalls and 
on markets. Most occupations in this major group require skills at the second ISCO skill level.  
    Tasks performed by service workers and shop and market sales workers usually include: 
organisation and provision of services during travel; housekeeping; preparation and serving 
of food and beverages; child care; rudimentary nursing and related care at homes or in 
institutions; personal care, such as hairdressing or beauty treatment; companionship; 
astrology and fortune- telling; embalming; funeral arrangements; protection of individuals 
and property against fire and unlawful acts and enforcement of law and order; posing as 
models for advertising, artistic creation and display of goods; selling goods in wholesale or 
retail establishments, as well as at stalls and on markets; demonstrating goods to potential 
customers. Supervision of other workers may be included. 
 
 51: Personal and protective services workers 
Personal and protective services workers provide personal and protective services 
related to travel, housekeeping, catering, personal care, or protection against fire and 
unlawful acts.  
    Tasks performed by workers in this sub-major group usually include: organisation and 
provision of services during travel; housekeeping; preparation and serving of food and 
beverages; child care; rudimentary nursing and related care at homes or in institutions; 
personal care, such as hairdressing or beauty treatment; companionship; astrology and 
fortune-telling; embalming; funeral arrangements; protection of individuals and property 
against fire and unlawful acts and enforcement of law and order. Supervision of other 
workers may be included. 
 
  512: Housekeeping and restaurant services workers 
Housekeeping and restaurant services workers organise, supervise and carry out 
housekeeping functions in commercial establishments, institutions or private 
households, or perform various kinds of work related to the preparation and cooking of 
meals and the serving of food and beverages in various commercial establishments, 
institutions, private households, ships or passenger trains.  
    Tasks performed usually include: engaging, training and discharging domestic 
staff; organising and conducting the work of domestic staff; taking care of general 
welfare and suitable conduct of individuals in institutions; controlling the purchase, 
storage and issue of supplies; preparing and cooking foodstuffs; serving food and 
beverages. Supervision of other workers may be included. 
 
   5121: Housekeepers and related workers 
Housekeepers and related workers organise, supervise and carry out 
housekeeping functions in hotels, clubs, boarding schools and other enterprises and 
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institutions and in private households.  
Tasks include: 
(a) engaging, training, discharging organising and supervising workers employed 
as domestic staff;  
(b) purchasing or controlling the purchase of supplies;  
(c) controlling storage and issue of supplies;  
(d) supervising general welfare and conduct of individuals in institutions;  
(e) assisting in cases of minor injury or illness by performing tasks such as taking 
temperature, giving medicine, putting on bandages;  
(f) performing related tasks;  
(g) supervising other workers.  
    Examples of the occupations classified here: Housekeeper; Matron, 
housekeeping; Steward, house 
   5122: Cooks 
Cooks plan, organise, prepare and cook foodstuffs in hotels, restaurants and 
other public eating places, on board ships, on passenger trains and in private 
households.  
Tasks include: 
(a) planning meals, preparing and cooking foodstuffs;  
(b) planning, supervising and coordinating work in the kitchen;  
(c) performing related tasks;  
(d) supervising other workers.  
    Examples of the occupations classified here: Cook; Cook, head 
  513: Personal care and related workers 
Personal care and related workers provide child care and help in looking after 
schoolchildren, perform various tasks in order to assist medical and nursing 
professionals and associate professionals in their duties at hospitals and other 
institutions, provide home-based personal care, or help veterinary, pharmaceutical or 
other professionals in their tasks.  
    Tasks performed usually include: taking care of employers' children and helping 
teachers by taking care of children at lunch or other school breaks or outings; 
providing rudimentary nursing and related care in hospitals and similar institutions, or 
to patients at home; helping veterinary and pharmaceutical professionals in their 
duties. Supervision of other workers may be included. 
 
   5131: Child-care workers 
Child-care workers take care of employers' children and oversee their daily 
activities, or engage in helping teachers to look after schoolchildren.  
Tasks include: 
(a) assisting children to bath, dress and feed themselves;  
(b) taking children to and from school or outdoors for recreation;  
(c) playing games with children, or entertaining children by reading or storytelling;  
(d) maintaining order in children's bedrooms and playrooms;  
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(e) taking care of schoolchildren at lunch or other school breaks;  
(f) taking care of schoolchildren on excursions, museum visits and similar outings;  
(g) performing related tasks;  
(h) supervising other workers.  
    Examples of the occupations classified here: Governess, children; Nanny 
   5133: Home-based personal care workers 
Home-based personal care workers attend to various personal needs and in 
general provide personal care for persons in need of such care at their own homes 
because of physical or mental illness or disability or because of impairment due to 
old age.  
Tasks include: 
(a) assisting persons in getting into and out of bed and making the appropriate 
change in dress;  
(b) changing bed-linen and helping persons with their bath and toilet;  
(c) serving food - prepared by them or others - and feeding persons needing help;  
(d) giving or ensuring that persons take the necessary medicaments;  
(e) watching for any sign of deterioration in the person's health and informing the 
relevant medical doctor or social services;  
(f) performing related tasks;  
(g) supervising other workers.  
    Examples of the occupations classified here: Aid, nursing/home; 
Major Group 9: Elementary occupation 
Elementary occupations consist of simple and routine tasks which mainly require the use 
of hand-held tools and often some physical effort. 
    Most occupations in this major group require skills at the first ISCO skill level. 
    Tasks performed by workers in elementary occupations usually include: selling goods in 
streets and public places, or from door to door; providing various street services; cleaning, 
washing, pressing; taking care of apartment houses, hotels, offices and other buildings; 
washing windows and other glass surfaces of buildings; delivering messages or goods; 
carrying luggage; doorkeeping and property watching; stocking vending machines or reading 
and emptying meters; collecting garbage; sweeping streets and similar places; performing 
various simple farming, fishing, hunting or trapping tasks performing simple tasks connected 
with mining, construction and manufacturing including product-sorting and simple 
hand-assembling of components; packing by hand; freight handling; pedalling or 
hand-guiding vehicles to transport passengers and goods; driving animal-drawn vehicles or 
machinery. 
 
 91: Sales and services elementary occupation 
Sales and services elementary occupations mainly consist of tasks connected with 
street or door-to-door sales or services, or cleaning, property watching and caretaking, 
delivering goods and messages or carrying luggage. 
    Tasks performed by workers in this sub-major group usually include: selling goods in 
streets and public places, or from door to door; providing various street services ; 
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cleaning, washing, pressing, sweeping or garbage collecting ; doorkeeping, property 
watching and building caretaking; washing windows or other glass surfaces; ushering; 
delivering messages or goods; stocking vending machines or reading and emptying 
meters; carrying luggage. 
 
  913: Domestic and related helpers, cleaners and launders 
Domestic and related helpers, cleaners and launderers perform various tasks in 
private households, hotels, offices, hospitals and other establishments, as well as in 
aircraft, trains, coaches, trams, and similar vehicles, in order to keep the interiors and 
fixtures clean, or they do hand-laundering and pressing. 
    Tasks performed usually include sweeping or vacuum-cleaning, taking care of 
linen, washing and polishing floors , furniture and other objects, or bed-making helping 
with various kitchen work or, in private households, cooking and serving meals ; 
performing the tasks of hand-launderers and pressers. Supervision of other workers 
may be included. 
 
   9131: Domestic helpers and cleaners 
Domestic helpers and cleaners sweep, vacuum clean, wash and polish, take 
care of household linen, purchase household supplies, prepare food, serve meals 
and perform various other domestic duties. 
Tasks include: 
(a) sweeping, vacuum-cleaning, polishing and washing floors and furniture, or 
washing windows and other fixtures;  
(b) washing, ironing and mending linen and other textiles;  
(c) washing dishes;  
(d) preparing, cooking and serving meals and refreshments;  
(e) purchasing food and various other household supplies;  
(f) performing related tasks;  
(g) supervising other workers. 
    Examples of the occupations classified here: Charworker, domestic; Cleaner, 
domestic;  
    Some related occupations classified elsewhere: Cleaner, hotel – 9132; 
Housekeeper – 5121; Launderer, hand – 9133; Sweeper, street – 9162; 
（出所）ILO, ISCO-88. 
http://www.ilo.org/public/english/bureau/stat/isco/isco88/major.htm 
      (2012 年１月 3 日アクセス) 
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附録 A－６： 各国の家事労働の法律的定義に含められるまたは除外される職種（選択国） 
職種 家事労働に含める国 家事労働に含めない国 
料理人 ブルキナファソ、フランス、ケニヤ、マレ
ーシア、パラグアイ、スイス（ジュネーブ）、
米国（カリフォルニア、オレゴン）、ジン
バブエ 
 
執事 ケニヤ、マレーシア、米国（カリフォルニ
ア、オレゴン） 
 
子供：預かって世話する
人、乳母、住込み家庭教
師、介護人 
ブルキナファソ、ケニア、マレーシア、パ
ラグアイ、スイス（ジュネーブ）、米国（オ
レゴン）、ジンバブエ 
フィンランド（子供の登録看
護士） 
庭師 ブルキナファソ、ケニア、マレーシア、パ
ラグアイ、南アフリカ、スイス（ジュネー
ブ）、米国（カリフォルニア）、ジンバブ
エ 
コスタリカ 
洗濯要員、アイロンがけ
要員 
ブルキナファソ、フランス、ケニア、マレ
ーシア、パラグアイ、スイス（ジュネーブ） 
 
ガードマン、見張り ブルキナファソ、カンボジア、ケニア、マ
レーシア 
 
自家用車の運転手、お抱
え運転手 
カンボジア、チリ、フランス、ケニア、マ
レーシア、パラグアイ、南アフリカ、スイ
ス（ジュネーブ）、米国（カリフォルニア） 
アルゼンチン（専任の場合）、
コスタリカ 
家事使用人、家政婦、ハ
ウスボーイ 
ブルキナファソ、カンボジア、フランス、
ケニア、マレーシア、パラグアイ、米国（カ
リフォルニア、オレゴン）、ジンバブエ 
 
高齢者介護人 フランス、南アフリカ、米国（オレゴン） 米国（モンゴメリー郡、メリ
ーランド） 
障害者または病弱者の介
護人 
フランス、パラグアイ、南アフリカ、カナ
ダ（ブリティッシュコロンビア） 
アルゼンチン（専任の場合）、
フィンランド、スイス（ジュ
ネーブ） 
夜間付添人 カナダ（ブリティッシュコロンビア）  
掃除要員 スイス（ジュネーブ）、米国（カリフォル
ニア） 
 
ポーター、従者 ケニヤ、米国（カリフォルニア、オレゴン） メキシコ、ウルグアイ 
守衛、看守  ウルグアイ 
農村の家事労働者、農家
の労働者 
ジンバブエ ウルグアイ、南アフリカ、フ
ランス、スイス（ジュネーブ） 
オーペア（Au pair）  ポルトガル、スイス（ジュネ
ーブ） 
師弟  スイス（ジュネーブ） 
学生ベビーシッター、臨
時・短期ベビーシッター
または介護人 
 カナダ（アルバータ、オンタ
リオ、ケベック）、スイス（ジ
ュネーブ）、米国（オレゴン） 
（出所）ILO (2010: 31). 
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附録 A－７： 世界の家事労働者の雇用や労働基準に関する規定（2012 年 1 月 3 日現在） 
ザンビア（2011 年 12 月 30 日） 
The Minimum Wages and Conditions of Employment (Domestic Workers) Order 2010 (S.I. 
No. 3 of 2011).  
Statutory Instruments, 2011-01-07, Government of Zambia 
1. Title  2. Application  3. Interpretation   
4. Minimum wages and conditions of employment  5. Wages  6. Hours of work   
7. Overtime  8. Annual leave  9. Paid sick leave  10. Maternity leave   
11. Separation package  12. Transport allowance  13. Protective clothing   
14. Prohibition of child labour 
 
ヨルダン（2009 年 8 月 25 日） 
Regulation No 90/2009 Of Domestic Workers, Cooks, Gardeners And Similar Categories.  
Official Gazette, 2009-10-01, No. 4989, p. 5348 
Regulates the employment conditions of domestic workers including obligations of employers and 
workers, hours of work, leave and termination of the employment contract. 
 
ドイツ（2009 年 4 月 20 日） 
Law on mandatory working conditions for frontier and seconded workers and domestic 
workers employed on a regular basis - Seconded Workers Law.  
Bundesanzeiger Verlag, Bonn, Germany, 2009-04-23, Vol. I, No. 20, pp. 799-805 
Bundesgesetzblatt, Ministry of Justice, Bundesanzeiger Verlag, Germany 
Introduction.  Chapter 1 - Objective of the Law  Chapter 2 - General employment conditions 
Chapter 3 - Collective working conditions  Chapter 4 - Working conditions in the care sector 
Chapter 5 - Civil Enforcement   Chapter 6 - Monitoring and enforcement by government 
authorities  Chapter 7 - Final Provisions 
 
セントビンセントおよびグレナディーン諸島（2008 年 6 月 4 日） 
Wages Regulation (Domestic Workers) Order, 2008 (No. 31 of 2008).  
Saint Vincent and the Grenadines Statutory Rules and Orders, 2008 
Sets out the minimum wage to be paid to a domestic worker and specifies the hours of work, overtime, 
vacation leave, sick leave and maternity leave in the Schedule to the Order. Repeals the Wages 
Regulation (Domestic Workers) Order, 2003 (No. 13 of 2003). 
 
バーレーン（2008 年 5 月 18 日） 
Resolution No. 78 of 2008 with respect to amending certain provisions of resolution No. 76 
of 2008 with respect to regulating work permits of foreigners other than domestic workers.  
Repeals and replaces articles 2(4) (violation of obligations imposed by the law) and 10 (period of 
validity of work permits) of Resolution No. 76 of 2008. 
 
バーレーン（2008 年 5 月 18 日） 
Resolution No. 76 of 2008 with respect to regulating work permits of foreigners other than 
domestic workers.  
English Translation of the Official Gazette, 2008-05-29, No. 2845, pp. 13-18 
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Al Jarida Al Rasmiyya, 2008-05-29, No. 2845, pp. 20-25 
Provides the conditions that need to be fulfilled in order to issue a work permit to an employer. It is to 
be filed with the Labour Market Regulatory Authority (LMRA) by the employer. Gives particulars as 
to the validity of the permits (in general two years), conditions that the employer has to observe in 
order to employ a foreign worker as well as the duties of foreign workers and the cancellation of a 
permit. Repeals the Resolution No. 71 of 2007 concerning work permits for Government employed 
foreigners. 
 
ジンバブエ（2007 年 2 月 16 日） 
Labour Relations (Domestic Workers) Employment (Amendment) Regulations, 2007 (No. 
17) - SI 46/2007.  
Veritas Trust, Kubatana, the NGO Network Alliance Project, Zimbabwe 
Section 6 of the Labour Relations (Domestic Workers) Employment (Amendment) Regulations, 1992 
is repealed and substitute with a new section on accommodation, transport, lights and fuel. Also 
amends the first schedule concerning grading and wages and the second schedule concerning monthly 
minimum allowances. 
 
クウェート（2006 年 12 月 20 日） 
Ministerial Decree No. 305/2006 on the work chart of the Committee that regulates the 
situation of migrant workers in the private sector dealing with problems related to 
domestic workers.  
Statistical Compilation of Employment in the Private Sector 2006, 2006, p. 264-265 
The Decree establishes a Committee to regulate the situation of domestic workers in the private 
sector. It defines the role of Committee members and their positions, and sets the duties and 
obligations of the Committee in regulating the work. 
 
シリア（2006 年 11 月 21 日） 
Regulation governing Private Agencies for the Recruitment and Employment of 
Non-Syrian Female Domestic Workers and Nannies (Act No. 81 2006).  
Prohibits the recruitment and employment of any female worker unless if it is done through a 
licensed agency (article 2). Provides for the application of licenses (articles 4-14). Provides that in 
order to be recruited, inter alia, a female worker need to have a full legal capacity, no convictions to 
her name, have approval of her husband if she is married and have no chronic and infectious disease 
or disabilities and is physically able to do the job (article 3). Also provides details of content of the 
employment contract, payment of repatriation expenses by the agency and prohibition of abuse, 
mistreatment or discrimination against female workers. 
 
モーリシャス諸島（2006 年 10 月 3 日） 
Domestic Workers (Remuneration Order) (Amendment) Regulations 2006.  
Government Notice, 2006, No. 188, pp. 960-961 
Contains monthly basic wage in the new First Schedule. 
 
ヨルダン（2006 年） 
Instructions for the Conditions and Procedures of Licensing and Organizing the Private 
273 
Offices of Bringing and Employing Non-Jordanian Domestic Workers of the year 2006.  
Official Gazette, 2006-01-10, No. 4785, Ministry of Labour, Jordon) 
Establishes a Committee of the Affairs of the Private Offices of Brining and Employing 
non-Jordanian Domestic Workers which is to receive application and renew licences for recruitment 
agencies. Provides the procedures for applying for the licence as well as the authorizations to be given 
by the agency and the person employing the domestic worker. Also deals with responsibilities 
concerning arrival and departure of the worker as well as repatriation. Finally provides fees to be 
paid to the Ministry as well as fees to be provided by the house owner to the recruitment agency. 
 
ジンバブエ（2006 年） 
Labour Relations (Domestic Workers) Employment (Amendment) Regulations, 2006 (No. 
16 of 2006).  
Government Gazette, 2006-04-28, Veritas Trust, Kubatana Net , Zimbabwe,  
Replaces section 6 and First Schedule (wages). 
 
オマーン（2004 年 6 月 16 日） 
Ministerial Decree No. 189/2004 on the Special Terms and Conditions of Domestic Workers.  
Al Jaridah Al Rasmiyah, 2004-07-17, No. 771, pp. 25-27 
The Decree describes the employment conditions and terms of reference of domestic workers 
including details of employment contract, the rights and duties of the employer and the employee, 
and the right of the employee to receive a free ticket to his/her country of origin upon the termination 
of the contract. 
 
ヨルダン（2003 年 1 月 16 日） 
Regulation of Organizing the Private Offices of Bringing and Employing Non-Jordanian 
Domestic Workers No. (3) Of the Year 2003.  
Official Gazette, 2003-01-16, No. 4581, 3 pp. Ministry of Labour, Jordan 
Regulates the licensing and conduct of recruitment agencies specialised in recruiting foreign domestic 
workers. 
 
ジンバブエ（2001 年 10 月 19 日） 
Labour Relations (Domestic Workers) Employment (Amendment) Regulations, 2001 (No. 
11).  
Official Gazette, Statutory Instruments, 2001-10-19, No. 310, pp. 1983-1984 
ade under Labour Relations Act. Amends Section 3 of Labour Relations (Domestic Workers) 
Employment Regulations 1992 by inserting a new definition of "domestic worker" and of "qualified 
sick persons-minder". Repeals Section 6 of these Regulations.  
 
ジンバブエ（2000 年 3 月 24 日） 
Labour Relations (Domestic Workers) Employment (Amendment) Regulations, 2000 (No. 9 
of 2000).  
Supplement to the Government Gazette, 2000-03-24, 2 p.__ 
Repeals the first and second schedules to the Labour Relatins (Domestic Workers) Employment 
Regulations (No. 377 of 1992) and, thereby, raises domestic workers' wages by 35 per cent and 
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minimum allowances by 70 per cent. 
 
カナダ（マニトバ）（1999 年 3 月 19 日） 
Domestic Workers Regulation (Reg. 60 of 1999).  
Manitoba Gazette, 1999-04-03, Vol. 128, No. 14, pp. 789-791 
Laws of Manitoba, Queen's Printer for Manitoba, Canada  
Applies to domestic workers employed by a member of a family and who work more than 24 hours a 
week in the home. Provides that a domestic worker who works more than 12 hours in a day shall be 
deemed to have worked 12 hours that day. Sets forth maximum charges for lodging and meals an 
employer may charge. Requires employers to give workers 36 consecutive hours of free time during 
the week, during which no work shall be performed. Exempts domestic workers from corresponding 
sections of the Employment Standards Code (s. 45) and the Minimum Wages and Working Conditions 
Regulation (ss. 14 and 15). Repeals the Domestic Workers Regulation (99/87). 
 
ジンバブエ（1994 年 9 月 16 日） 
Labour Relations (Domestic Workers) Employment (Amendment) Regulations, 1994 (No. 3)  
Government Gazette, Supplement,, 1994-09-16, pp. 955-956 
Provide for grades and wages of domestic workers including garden workers, cooks, housekeepers, 
and childminders. 
 
セントキッツ・ネイビス連邦（1994 年 9 月 9 日） 
Labour (Minimum Wage) (Domestic Workers) Order, 1994 (SRO 23 of 1994).  
Official Gazette, 1994-10-20, pp. 2-3 
Provides for minimum rate of wages as well as overtime rate. 
Revokes the Labour (Minimum Wage) (Domestic Servants) Order, 1989. 
 
ジンバブエ（1993 年 12 月 3 日） 
Labour Relations (Domestic Workers) (Employment) (Amendment) Regulations, 1993 (No. 
2) (S.I. No. 373 of 1993)  
Government Gazette, Supplement, 1993-12-03, pp. 2045-2048 
Amends the definitions of "child-minder", "cook/housekeeper" and "disabled/aged-minder". Amends 
subsection 3 of section 8 by substituting the words "industrial holiday" for the words "public holiday". 
 
ジンバブエ（1993 年 11 月 12 日） 
Labour Relations (Domestic Workers) Employment (Amendment) Regulations, 1993 (No. 1) 
(S.I. No. 347 of 1993)  
Government Gazette, Supplement, 1993-11-12, pp. 2303-2304 
Provides that a domestic worker residing outside the premises of the employer shall not be required 
to work beyond seven o'clock p.m. without his consent to work overtime. Also provisions in respect to 
minimum wage and allowances. 
 
ジンバブエ（1992 年 10 月 30 日） 
Labour Relations (Domestic Workers) Employment Regulations, 1992 (S.I. No. 377 of 1992)  
Zimbabwean Government Gazette, Supplement, 1992-10-30, pp. 2035-2051 
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Regulates the working conditions of domestic workers, covering such matters as grading and wages, 
hours of work, accommodation, transport, lights and fuel, payments for overtime, payments for 
wages, part-time and casual employment, vacation leave, benefits during sickness, contract and 
notice, maternity leave, protective equipment, and gratuities on termination of employment. Repeals 
the Employment (Domestic Workers) Regulations, 1981; the Employment (Domestic Workers) 
(Amendment) Regulations, 1982 (No. 1); the Employment (Domestic Workers) (Amendment) 
Regulations, 1984 (No. 3); and the Employment (Domestic Workers) (Amendment) Regulations, 1985 
(No.4). Made under the Labour Relations Act, 1985. 
 
モーリシャス諸島（1990 年 7 月 31 日） 
Domestic Workers' (Remuneration Order)(Amendment) Regulations 1990 (Government 
Notice No. 135 of 1990)  
Government Gazette of Mauritius, Legal Supplement, 1990-08-13, No. 71, pp. 324-325 
Amendment of the Domestic Workers' (Remuneration Order) Regulations 1983 made under the 
Industrial Relations Act to provide a maternity benefit of twelve weeks' leave on full pay plus an 
allowance of Rs 300. After three such leaves, a female employee will only be allowed leave without 
pay. 
 
セントビンセントおよびグレナディーン諸島（1989 年 3 月 31 日） 
Wages Regulations (Domestic Workers) Order, 1989 (No. 12 of 1989).  
Government Gazette, Statutory Rules and Orders, 1989-04-04, 12, pp. 27-28 
Laws of Saint-Vincent and the Grenadines, 1990, Chapter 155, , 2p 
Concerns conditions of employment of domestic workers with respect to minimum wages, hours of 
working time, holidays and paid leave due to pregnancy or illness. 
 
ジンバブエ（1985 年 6 月 28 日） 
Employment (Domestic Workers) (Amendment) Regulations 1985 (No. 4).  
Inter alia, repeal the schedule to the principal regulations. 
 
ジンバブエ（1984 年 7 月 1 日） 
Employment (Domestic Workers) (Amendment) Regulations 1984 (No. 3). S.I. 238C of 1984.  
Amends schedule to Employment (Domestic Worker) Regulations 1983 (No. 2). 
 
セントビンセントおよびグレナディーン諸島（1982 年 3 月 30 日） 
Wages Regulations (Domestic Workers) Order. No. 13.  
Printed separately, 3 p. 
 
セントビンセントおよびグレナディーン諸島（1981 年 7 月 8 日） 
Wages Councils (Agricultural Workers, Domestic Workers, Industrial Workers and Shop 
Assistants) Order (S.R.O. 24 of 1981).  
Laws of Saint-Vincent and the Grenadines, Chapter 155, 1990, 1p. 
Provides for the establishment of Wages Councils for workers in the industrial sector, and for Wages 
Councils for shop assistants and domestic workers. 
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ジンバブエ（1981 年） 
Employment (Domestic Workers) Regulations 1981. Statutory Instrument 925C.  
 
ハンガリー（1978 年 8 月 15 日） 
Decree No. 10 of the Minister of Labour, respecting certain questions relating to the 
conditions of employment and employment relationships of domestic workers.  
Magyar Közlöny, 1978-08-15 
 
フィンランド（1977 年 12 月 16 日） 
Act (No. 951 of 1977) respecting the conditions of employment of domestic workers.  
Finlands Författningssamling Suomen Asetuskokoelma (BIBL), 1977 
Ministry of Labour, Finlex, Finland 
Provides for working hours (overtime, emergency work, weekly rest period, compensation), wages, 
termination of employment, occupational safety and registers. Repeals the Domestic Employees Act 
(No. 1 of 1949). Unofficial translation (Ministry of Labour, 2002) available online in English. 
 
リヒテンシュタイン（1976 年 12 月 14 日） 
Notification to publish a model contract of employment for domestic workers.  
Liechtensteinisches Landesgesetzblatt, 1976-12-29 
 
セーシェル諸島（1973 年 5 月 8 日） 
Workmen's Compensation (Excepted Persons) regulations 1973 [up to five agricultural 
workers and all domestic servants are excepted from the Workmen's Compensation 
Ordinance 1970.] Statutory Instrument No. 35.  
Government Gazette, 1973-05-14, Supplement 
 
デンマーク（1971 年 6 月 9 日） 
An Act to amend the Act [No. 156 of 31 May 1961: LS 1961 - Den. 2] respecting agricultural 
and domestic workers. No. 292.  
Lovtidende A, 1971, No. XXIV 
Amends s. 11 (extension of leave). 
 
（出所）ILO, NATLEX: <http://www.ilo.org/dyn/natlex/natlex_browse.details> 
（2012 年 1 月 3 日アクセス） 
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附録 A－８： スリランカの出稼ぎ労働者に関する法律の概要（2012 年 1 月 3 日現在） 
2009 年 10 月 1 日 
Sri Lanka Bureau of Foreign Employment (Amendment) Act (No. 56 of 2009).  
Department of Labour, http://www.labourdept.gov.lk, Sri Lanka) 
Makes numerous amendments to the principal Act including with respect to licensing and fees. 
 Amended text: Sri Lanka Bureau of Foreign Employment Act (No. 21 of 1985) 
 
1994 年 2 月 28 日 
Sri Lanka Bureau of Foreign Employment (Amendment) Act, No. 4 of 1994  
Official Gazette, 1994-03-04, Part II, Supplement, pp. 1-3 
This amendment introduces a system for differentiation of the fees payable for recruitment services 
depending on the type of employment envisaged. It also determines the repartition of the fees paid 
between the licensee (70 percent), the Welfare Fund (10 percent), and the Sri Lanka Bureau of 
Foreign Employment (20 percent). Fines due for offences against the Basic Act are increased 
considerably and the possibility to impose sanctions generally is extended. 
 Amended text: Sri Lanka Bureau of Foreign Employment Act (No. 21 of 1985)  
 
1990 年 
Model Employment Contract - Sri Lanka Bureau of Foreign Employment  
Separata, 4 pp. 
Regulates the conditions of an employment contract (excluding domestic workers). The employer is 
required to pay the travel expenses (by air) of the employee upon taking up service. He must also pay 
the return fare upon expiration of the contract, upon termination of the Contract by the employer 
without just cause, if the employee is unable to continue work due to sickness or accident, in case of 
force majeure and when the contract is terminated through no fault of the employee. The employee is 
also entitled to free food, accommodation, and emergency medical care. The employer is required to 
assist the employee in the remittance of his monthly salary to Sri Lanka. Regulates the conditions of 
terminating the contract on both sides. On certain conditions the employee is entitled to an end of 
service indemnity. An employee may terminate the contract without notice in case of inhuman 
treatment. 
 Related text: The Sri Lankan Bureau of Foreign Employment Regulations 
 
1985 年 8 月 28 日 
The Sri Lanka Bureau of Foreign Employment Regulations  
The Gazette of Sri Lanka, 1985-08-28, No. 364/9, 9 p. 
Labour Code of Sri Lanka, 2004, Labour Legislation (in force on 31 December 2002), Ministry of 
Employment and Labour, Colombo, Sri Lanka, pp. 604-608 
These Regulations prescribe the detailed conditions for obtaining a license to carry out the business of 
a foreign employment agency. They also determine the fees payable to the Sri Lanka Bureau of 
Foreign Employment by every worker due to work abroad. To the Regulations is annexed, inter alia, a 
model employment agreement to govern domestic sector employees recruited to Kuwait, UAE, Saudi 
Arabia and "other countries". Pursuant thereto the employer is required to pay the travel expenses of 
the employee upon assuming service. Upon the end of the contract, the employer must pay the 
employee, in addition to the return travel expenses, an end of service gratuity of not less than one 
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month salary. The employer is also required to provide free accommodation, food and medical care as 
well as insurance coverage against accident, sickness or permanent disablement. 
 Basic text: Sri Lanka Bureau of Foreign Employment Act (No. 21 of 1985)  
 Related text: Model Employment Contract – Sri Lanka Bureau of Foreign Employment 
 
1985 年 6 月 7 日 
Sri Lanka Bureau of Foreign Employment Act (No. 21 of 1985).  
Official Gazette, 1985-06-07, Vol. 11, 28 pp. 
Labour Code of Sri Lanka, 2004, Labour Legislation (in force on 31 December 2002), Ministry of 
Employment and Labour, Colombo, Sri Lanka, pp. 585-603 
Sri Lanka Bureau of Foreign Employment Act, 1985-06-07, Parliament of the Democratic Socialist 
Republic of Sri Lanka, Department of Government Printing, 28 pp. 
Sri Lanaka Bureau of Foreign Employment, http://www.slbfe.lk, Sri Lanka (PDF) (consulted on 
2011-02-28) 
This Act regulates the recruitment of Sri Lankans for employment outside Sri Lanka. Establishes the 
Sri Lanka Bureau of Foreign Employment whose main functions include the promotion of exportation 
of manpower as well as the protection and providing of assistance to potential, actual and former 
expatriate workers. The Act imposes a license requirement on all foreign employment agencies, under 
the supervision of the Sri Lanka Bureau of Foreign Employment and determines the conditions and 
modalities for obtaining such a license. In particular, the Bureau is charged with the training and 
orientation of Sri Lankans prior to departure for employment abroad. The Bureau is also required to 
maintain and finance a Welfare Fund specifically designated to cover, inter alia, expenses incurred 
for the rehabilitation of return migrants. An Information Data Bank, containing information on Sri 
Lankans employed outside and returning to Sri Lanka, is to be set up and maintained by the Bureau. 
Offences against the Act are criminally sanctioned. 
Date of entry into force: 1985-08-22 
 Amending text: Sri Lanka Bureau of Foreign Employment (Amendment) Act (No. 56 of 2009) 
 Amending text: Sri Lanka Bureau of Foreign Employment (Amendment) Act (No. 4 of 1994) 
 Implementing text: The Sri Lanka Bureau of Foreign Employment Regulations 
 
（出所）ILO, NATLEX:  
<http://www.ilo.org/dyn/natlex/natlex_browse.details?p_lang=en&p_country=LK
A&p_classification=17&p_origin=COUNTRY&p_sortby=SORTBY_COUNTRY> 
(2012 年 1 月 3 日アクセス) 
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附録 A－９： スリランカ海外雇用庁の各部局と主な業務 
1. Information Technology and Research 
 Maintaining of ICT infrastructure 
 Conducting / coordinating research 
2. Registration and Airport 
 Monitoring of the registration process 
3. Finance 
 Involving in financial planning 
 Supervising records of payments, receipts and expenditures and all financial 
statements 
 Controlling of the budget and audit procedures 
4. Administration and Human Resources 
 Involving in administration and staff development 
5. Foreign Relation and Humanitarian Facilitation 
 Administering / monitoring the activities of labour sections of Sri Lanka 
missions abroad 
 Attending to complaints made by migrant workers and their relatives 
6. Laws, Regulations and Enforcement 
 Representing the organization in legal activities 
 Settling the disputes between employers and recruitment agents 
7. Training and Recruitment 
 Conducting / coordinating training programmes 
 Involving in the recruitment of Sri Lankans for foreign jobs 
8. Welfare, Sociology and Publicy 
 Conducting awareness programmes 
 Looking after the welfare of migrants workers and their families 
 Introducing reintegration programmmes 
 Making the general public aware on formal migration 
9. Product & Services Development 
 Undertaking promotional activities to meet the aspiration of stakeholders 
involved in the foreign employment industry and reintegration of returnees 
 
（出所）SLFEB website: http://www/slbfe.lk/article.php?article=25 (2012 年 12 月 26 日
アクセス) 
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附録A－１０： 2011年の家事労働者条約（第189号）「家事労働者のためのディーセント・
ワークに関する条約」 
C189 Domestic Workers Convention, 2011  
Convention concerning decent work for domestic workers (Note: Date of coming into force: )  
Convention:C189  
Place:Geneva  
Date of adoption:16:06:2011  
Session of the Conference:100  
Subject: Specific Categories of Workers  
 
The General Conference of the International Labour Organization, Having been 
convened at Geneva by the Governing Body of the International Labour Office, and 
having met in its 100th Session on 1 June 2011, and  
Mindful of the commitment of the International Labour Organization to promote decent 
work for all through the achievement of the goals of the ILO Declaration on 
Fundamental Principles and Rights at Work and the ILO Declaration on Social Justice 
for a Fair Globalization, and  
Recognizing the significant contribution of domestic workers to the global economy, 
which includes increasing paid job opportunities for women and men workers with 
family responsibilities, greater scope for caring for ageing populations, children and 
persons with a disability, and substantial income transfers within and between 
countries, and  
Considering that domestic work continues to be undervalued and invisible and is 
mainly carried out by women and girls, many of whom are migrants or members of 
disadvantaged communities and who are particularly vulnerable to discrimination in 
respect of conditions of employment and of work, and to other abuses of human rights, 
and  
Considering also that in developing countries with historically scarce opportunities for 
formal employment, domestic workers constitute a significant proportion of the national 
workforce and remain among the most marginalized, and  
Recalling that international labour Conventions and Recommendations apply to all 
workers, including domestic workers, unless otherwise provided, and  
Noting the particular relevance for domestic workers of the Migration for Employment 
Convention (Revised), 1949 (No. 97), the Migrant Workers (Supplementary Provisions) 
Convention, 1975 (No. 143), the Workers with Family Responsibilities Convention, 1981 
(No. 156), the Private Employment Agencies Convention, 1997 (No. 181), and the 
Employment Relationship Recommendation, 2006 (No. 198), as well as of the ILO 
281 
Multilateral Framework on Labour Migration: Non-binding principles and guidelines 
for a rights-based approach to labour migration (2006), and  
Recognizing the special conditions under which domestic work is carried out that make 
it desirable to supplement the general standards with standards specific to domestic 
workers so as to enable them to enjoy their rights fully, and  
Recalling other relevant international instruments such as the Universal Declaration of 
Human Rights, the International Covenant on Civil and Political Rights, the 
International Covenant on Economic, Social and Cultural Rights, the International 
Convention on the Elimination of All Forms of Racial Discrimination, the Convention on 
the Elimination of All Forms of Discrimination against Women, the United Nations 
Convention against Transnational Organized Crime, and in particular its Protocol to 
Prevent, Suppress and Punish Trafficking in Persons, Especially Women and Children 
and its Protocol against the Smuggling of Migrants by Land, Sea and Air, the 
Convention on the Rights of the Child and the International Convention on the 
Protection of the Rights of All Migrant Workers and Members of Their Families, and  
Having decided upon the adoption of certain proposals concerning decent work for 
domestic workers, which is the fourth item on the agenda of the session, and  
Having determined that these proposals shall take the form of an international 
Convention;  
adopts this sixteenth day of June of the year two thousand and eleven the following 
Convention, which may be cited as the Domestic Workers Convention, 2011.  
Article 1  
For the purpose of this Convention:  
(a) the term domestic work means work performed in or for a household or households;  
(b) the term domestic worker means any person engaged in domestic work within an 
employment relationship;  
(c) a person who performs domestic work only occasionally or sporadically and not on an 
occupational basis is not a domestic worker.  
Article 2  
1. The Convention applies to all domestic workers.  
2. A Member which ratifies this Convention may, after consulting with the most 
representative organizations of employers and workers and, where they exist, with 
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organizations representative of domestic workers and those representative of employers 
of domestic workers, exclude wholly or partly from its scope:  
(a) categories of workers who are otherwise provided with at least equivalent protection;  
(b) limited categories of workers in respect of which special problems of a substantial 
nature arise.  
3. Each Member which avails itself of the possibility afforded in the preceding 
paragraph shall, in its first report on the application of the Convention under article 22 
of the Constitution of the International Labour Organisation, indicate any particular 
category of workers thus excluded and the reasons for such exclusion and, in 
subsequent reports, specify any measures that may have been taken with a view to 
extending the application of the Convention to the workers concerned.  
Article 3  
1. Each Member shall take measures to ensure the effective promotion and protection of 
the human rights of all domestic workers, as set out in this Convention.  
2. Each Member shall, in relation to domestic workers, take the measures set out in this 
Convention to respect, promote and realize the fundamental principles and rights at 
work, namely:  
(a) freedom of association and the effective recognition of the right to collective 
bargaining;  
(b) the elimination of all forms of forced or compulsory labour;  
(c) the effective abolition of child labour; and  
(d) the elimination of discrimination in respect of employment and occupation. 3. In 
taking measures to ensure that domestic workers and employers of domestic workers 
enjoy freedom of association and the effective recognition of the right to collective 
bargaining, Members shall protect the right of domestic workers and employers of 
domestic workers to establish and, subject to the rules of the organization concerned, to 
join organizations, federations and confederations of their own choosing.  
Article 4  
1. Each Member shall set a minimum age for domestic workers consistent with the 
provisions of the Minimum Age Convention, 1973 (No. 138), and the Worst Forms of 
Child Labour Convention, 1999 (No. 182), and not lower than that established by 
national laws and regulations for workers generally.  
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2. Each Member shall take measures to ensure that work performed by domestic 
workers who are under the age of 18 and above the minimum age of employment does 
not deprive them of compulsory education, or interfere with opportunities to participate 
in further education or vocational training.  
Article 5  
Each Member shall take measures to ensure that domestic workers enjoy effective 
protection against all forms of abuse, harassment and violence.  
Article 6  
Each Member shall take measures to ensure that domestic workers, like workers 
generally, enjoy fair terms of employment as well as decent working conditions and, if 
they reside in the household, decent living conditions that respect their privacy.  
Article 7  
Each Member shall take measures to ensure that domestic workers are informed of 
their terms and conditions of employment in an appropriate, verifiable and easily 
understandable manner and preferably, where possible, through written contracts in 
accordance with national laws, regulations or collective agreements, in particular:  
(a) the name and address of the employer and of the worker;  
(b) the address of the usual workplace or workplaces;  
(c) the starting date and, where the contract is for a specified period of time, its 
duration;  
(d) the type of work to be performed;  
(e) the remuneration, method of calculation and periodicity of payments;  
(f) the normal hours of work;  
(g) paid annual leave, and daily and weekly rest periods;  
(h) the provision of food and accommodation, if applicable;  
(i) the period of probation or trial period, if applicable;  
(j) the terms of repatriation, if applicable; and  
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(k) terms and conditions relating to the termination of employment, including any 
period of notice by either the domestic worker or the employer.  
Article 8  
1. National laws and regulations shall require that migrant domestic workers who are 
recruited in one country for domestic work in another receive a written job offer, or 
contract of employment that is enforceable in the country in which the work is to be 
performed, addressing the terms and conditions of employment referred to in Article 7, 
prior to crossing national borders for the purpose of taking up the domestic work to 
which the offer or contract applies.  
2. The preceding paragraph shall not apply to workers who enjoy freedom of movement 
for the purpose of employment under bilateral, regional or multilateral agreements, or 
within the framework of regional economic integration areas.  
3. Members shall take measures to cooperate with each other to ensure the effective 
application of the provisions of this Convention to migrant domestic workers.  
4. Each Member shall specify, by means of laws, regulations or other measures, the 
conditions under which migrant domestic workers are entitled to repatriation on the 
expiry or termination of the employment contract for which they were recruited.  
Article 9  
Each Member shall take measures to ensure that domestic workers:  
(a) are free to reach agreement with their employer or potential employer on whether to 
reside in the household;  
(b) who reside in the household are not obliged to remain in the household or with 
household members during periods of daily and weekly rest or annual leave; and  
(c) are entitled to keep in their possession their travel and identity documents.  
Article 10  
1. Each Member shall take measures towards ensuring equal treatment between 
domestic workers and workers generally in relation to normal hours of work, overtime 
compensation, periods of daily and weekly rest and paid annual leave in accordance 
with national laws, regulations or collective agreements, taking into account the special 
characteristics of domestic work.  
2. Weekly rest shall be at least 24 consecutive hours.  
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3. Periods during which domestic workers are not free to dispose of their time as they 
please and remain at the disposal of the household in order to respond to possible calls 
shall be regarded as hours of work to the extent determined by national laws, 
regulations or collective agreements, or any other means consistent with national 
practice.  
Article 11  
Each Member shall take measures to ensure that domestic workers enjoy minimum 
wage coverage, where such coverage exists, and that remuneration is established 
without discrimination based on sex.  
Article 12  
1. Domestic workers shall be paid directly in cash at regular intervals at least once a 
month. Unless provided for by national laws, regulations or collective agreements, 
payment may be made by bank transfer, bank cheque, postal cheque, money order or 
other lawful means of monetary payment, with the consent of the worker concerned.  
2. National laws, regulations, collective agreements or arbitration awards may provide 
for the payment of a limited proportion of the remuneration of domestic workers in the 
form of payments in kind that are not less favourable than those generally applicable to 
other categories of workers, provided that measures are taken to ensure that such 
payments in kind are agreed to by the worker, are for the personal use and benefit of 
the worker, and that the monetary value attributed to them is fair and reasonable.  
Article 13  
1. Every domestic worker has the right to a safe and healthy working environment. 
Each Member shall take, in accordance with national laws, regulations and practice, 
effective measures, with due regard for the specific characteristics of domestic work, to 
ensure the occupational safety and health of domestic workers.  
2. The measures referred to in the preceding paragraph may be applied progressively, in 
consultation with the most representative organizations of employers and workers and, 
where they exist, with organizations representative of domestic workers and those 
representative of employers of domestic workers.  
Article 14  
1. Each Member shall take appropriate measures, in accordance with national laws and 
regulations and with due regard for the specific characteristics of domestic work, to 
ensure that domestic workers enjoy conditions that are not less favourable than those 
applicable to workers generally in respect of social security protection, including with 
respect to maternity.  
286 
2. The measures referred to in the preceding paragraph may be applied progressively, in 
consultation with the most representative organizations of employers and workers and, 
where they exist, with organizations representative of domestic workers and those 
representative of employers of domestic workers.  
Article 15  
1. To effectively protect domestic workers, including migrant domestic workers, 
recruited or placed by private employment agencies, against abusive practices, each 
Member shall:  
(a) determine the conditions governing the operation of private employment agencies 
recruiting or placing domestic workers, in accordance with national laws, regulations 
and practice;  
(b) ensure that adequate machinery and procedures exist for the investigation of 
complaints, alleged abuses and fraudulent practices concerning the activities of private 
employment agencies in relation to domestic workers;  
(c) adopt all necessary and appropriate measures, within its jurisdiction and, where 
appropriate, in collaboration with other Members, to provide adequate protection for 
and prevent abuses of domestic workers recruited or placed in its territory by private 
employment agencies. These shall include laws or regulations that specify the 
respective obligations of the private employment agency and the household towards the 
domestic worker and provide for penalties, including prohibition of those private 
employment agencies that engage in fraudulent practices and abuses;  
(d) consider, where domestic workers are recruited in one country for work in another, 
concluding bilateral, regional or multilateral agreements to prevent abuses and 
fraudulent practices in recruitment, placement and employment; and  
(e) take measures to ensure that fees charged by private employment agencies are not 
deducted from the remuneration of domestic workers.  
2. In giving effect to each of the provisions of this Article, each Member shall consult 
with the most representative organizations of employers and workers and, where they 
exist, with organizations representative of domestic workers and those representative of 
employers of domestic workers.  
Article 16  
Each Member shall take measures to ensure, in accordance with national laws, 
regulations and practice, that all domestic workers, either by themselves or through a 
representative, have effective access to courts, tribunals or other dispute resolution 
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mechanisms under conditions that are not less favourable than those available to 
workers generally.  
Article 17  
1. Each Member shall establish effective and accessible complaint mechanisms and 
means of ensuring compliance with national laws and regulations for the protection of 
domestic workers.  
2. Each Member shall develop and implement measures for labour inspection, 
enforcement and penalties with due regard for the special characteristics of domestic 
work, in accordance with national laws and regulations.  
3. In so far as compatible with national laws and regulations, such measures shall 
specify the conditions under which access to household premises may be granted, 
having due respect for privacy.  
Article 18  
Each Member shall implement the provisions of this Convention, in consultation with 
the most representative employers and workers organizations, through laws and 
regulations, as well as through collective agreements or additional measures consistent 
with national practice, by extending or adapting existing measures to cover domestic 
workers or by developing specific measures for them, as appropriate.  
Article 19  
This Convention does not affect more favourable provisions applicable to domestic 
workers under other international labour Conventions.  
Article 20  
The formal ratifications of this Convention shall be communicated to the 
Director-General of the International Labour Office for registration.  
Article 21  
1. This Convention shall be binding only upon those Members of the International 
Labour Organization whose ratifications have been registered with the 
Director-General of the International Labour Office.  
2. It shall come into force twelve months after the date on which the ratifications of two 
Members have been registered with the Director- General.  
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3. Thereafter, this Convention shall come into force for any Member twelve months 
after the date on which its ratification is registered.  
Article 22  
1. A Member which has ratified this Convention may denounce it after the expiration of 
ten years from the date on which the Convention first comes into force, by an act 
communicated to the Director-General of the International Labour Office for 
registration. Such denunciation shall not take effect until one year after the date on 
which it is registered.  
2. Each Member which has ratified this Convention and which does not, within the year 
following the expiration of the period of ten years mentioned in the preceding paragraph, 
exercise the right of denunciation provided for in this Article, will be bound for another 
period of ten years and, thereafter, may denounce this Convention within the first year 
of each new period of ten years under the terms provided for in this Article.  
Article 23  
1. The Director-General of the International Labour Office shall notify all Members of 
the International Labour Organization of the registration of all ratifications and 
denunciations that have been communicated by the Members of the Organization.  
2. When notifying the Members of the Organization of the registration of the second 
ratification that has been communicated, the Director-General shall draw the attention 
of the Members of the Organization to the date upon which the Convention will come 
into force.  
Article 24  
The Director-General of the International Labour Office shall communicate to the 
Secretary-General of the United Nations for registration in accordance with Article 102 
of the Charter of the United Nations full particulars of all ratifications and 
denunciations that have been registered.  
Article 25  
At such times as it may consider necessary, the Governing Body of the International 
Labour Office shall present to the General Conference a report on the working of this 
Convention and shall examine the desirability of placing on the agenda of the 
Conference the question of its revision in whole or in part.  
Article 26  
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1. Should the Conference adopt a new Convention revising this Convention, then, 
unless the new Convention otherwise provides:  
(a) the ratification by a Member of the new revising Convention shall ipso jure involve 
the immediate denunciation of this Convention, notwithstanding the provisions of 
Article 22, if and when the new revising Convention shall have come into force;  
(b) as from the date when the new revising Convention comes into force, this 
Convention shall cease to be open to ratification by the Members.  
2. This Convention shall in any case remain in force in its actual form and content for 
those Members which have ratified it but have not ratified the revising Convention.  
Article 27  
The English and French versions of the text of this Convention are equally 
authoritative. 
（出所）ILO, ILOLEX. http://www.ilo.org/ilolex/cgi-lex/convde.pl?C189（2012 年 1 月 3
日アクセス) 
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附録 A－１１： 2011 年の家事労働者勧告（第 201 号）「家事労働者のためのディーセ
ント・ワークに関する勧告」 
R201 Domestic Workers Recommendation, 2011  
Recommendation concerning Decent Work for Domestic Workers  
Recommendation:R201  
Place:Geneva  
Session of the Conference:100  
Date of adoption:16:06:2011Subject: Specific Categories of Workers  
The General Conference of the International Labour Organization,  
Having been convened at Geneva by the Governing Body of the International Labour 
Office, and having met in its 100th Session on 1 June 2011, and  
Having adopted the Domestic Workers Convention, 2011, and  
Having decided upon the adoption of certain proposals with regard to decent work for 
domestic workers, which is the fourth item on the agenda of the session, and  
Having determined that these proposals shall take the form of a Recommendation 
supplementing the Domestic Workers Convention, 2011;  
adopts this sixteenth day of June of the year two thousand and eleven the following 
Recommendation, which may be cited as the Domestic Workers Recommendation, 
2011.  
1. The provisions of this Recommendation supplement those of the Domestic Workers 
Convention, 2011 ( the Convention ), and should be considered in conjunction with 
them.  
2. In taking measures to ensure that domestic workers enjoy freedom of association 
and the effective recognition of the right to collective bargaining, Members should:  
(a) identify and eliminate any legislative or administrative restrictions or other 
obstacles to the right of domestic workers to establish their own organizations or to 
join the workers organizations of their own choosing and to the right of organizations 
of domestic workers to join workers organizations, federations and confederations;  
(b) give consideration to taking or supporting measures to strengthen the capacity of 
workers and employers organizations, organizations representing domestic workers 
and those of employers of domestic workers, to promote effectively the interests of their 
members, provided that at all times the independence and autonomy, within the law, 
of such organizations are protected.  
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3. In taking measures for the elimination of discrimination in respect of employment 
and occupation, Members should, consistent with international labour standards, 
among other things:  
(a) make sure that arrangements for work-related medical testing respect the principle 
of the confidentiality of personal data and the privacy of domestic workers, and are 
consistent with the ILO code of practice Protection of workers personal data (1997), 
and other relevant international data protection standards;  
(b) prevent any discrimination related to such testing; and  
(c) ensure that no domestic worker is required to undertake HIV or pregnancy testing, 
or to disclose HIV or pregnancy status.  
4. Members giving consideration to medical testing for domestic workers should 
consider:  
(a) making public health information available to members of the households and 
domestic workers on the primary health and disease concerns that give rise to any 
needs for medical testing in each national context;  
(b) making information available to members of the households and domestic workers 
on voluntary medical testing, medical treatment, and good health and hygiene 
practices, consistent with public health initiatives for the community generally; and  
(c) distributing information on best practices for work-related medical testing, 
appropriately adapted to reflect the special nature of domestic work.  
5. (1) Taking into account the provisions of the Worst Forms of Child Labour 
Convention, 1999 (No. 182), and Recommendation (No. 190), Members should identify 
types of domestic work that, by their nature or the circumstances in which they are 
carried out, are likely to harm the health, safety or morals of children, and should also 
prohibit and eliminate such child labour.  
(2) When regulating the working and living conditions of domestic workers, Members 
should give special attention to the needs of domestic workers who are under the age of 
18 and above the minimum age of employment as defined by national laws and 
regulations, and take measures to protect them, including by:  
(a) strictly limiting their hours of work to ensure adequate time for rest, education and 
training, leisure activities and family contacts;  
(b) prohibiting night work;  
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(c) placing restrictions on work that is excessively demanding, whether physically or 
psychologically; and  
(d) establishing or strengthening mechanisms to monitor their working and living 
conditions.  
6. (1) Members should provide appropriate assistance, when necessary, to ensure that 
domestic workers understand their terms and conditions of employment.  
(2) Further to the particulars listed in Article 7 of the Convention, the terms and 
conditions of employment should also include:  
(a) a job description;  
(b) sick leave and, if applicable, any other personal leave;  
(c) the rate of pay or compensation for overtime and standby consistent with Article 
10(3) of the Convention;  
(d) any other payments to which the domestic worker is entitled;  
(e) any payments in kind and their monetary value;  
(f) details of any accommodation provided; and  
(g) any authorized deductions from the worker s remuneration.  
(3) Members should consider establishing a model contract of employment for domestic 
work, in consultation with the most representative organizations of employers and 
workers and, where they exist, with organizations representative of domestic workers 
and those representative of employers of domestic workers. (4) The model contract 
should at all times be made available free of charge to domestic workers, employers, 
representative organizations and the general public.  
7. Members should consider establishing mechanisms to protect domestic workers 
from abuse, harassment and violence, such as:  
(a) establishing accessible complaint mechanisms for domestic workers to report cases 
of abuse, harassment and violence;  
(b) ensuring that all complaints of abuse, harassment and violence are investigated, 
and prosecuted, as appropriate; and  
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(c) establishing programmes for the relocation from the household and rehabilitation of 
domestic workers subjected to abuse, harassment and violence, including the provision 
of temporary accommodation and health care.  
8. (1) Hours of work, including overtime and periods of standby consistent with Article 
10(3) of the Convention, should be accurately recorded, and this information should be 
freely accessible to the domestic worker.  
(2) Members should consider developing practical guidance in this respect, in 
consultation with the most representative organizations of employers and workers and, 
where they exist, with organizations representative of domestic workers and those 
representative of employers of domestic workers.  
9. (1) With respect to periods during which domestic workers are not free to dispose of 
their time as they please and remain at the disposal of the household in order to 
respond to possible calls (standby or on-call periods), Members, to the extent 
determined by national laws, regulations or collective agreements, should regulate:  
(a) the maximum number of hours per week, month or year that a domestic worker 
may be required to be on standby, and the ways they might be measured;  
(b) the compensatory rest period to which a domestic worker is entitled if the normal 
period of rest is interrupted by standby; and  
(c) the rate at which standby hours should be remunerated.  
(2) With regard to domestic workers whose normal duties are performed at night, and 
taking into account the constraints of night work, Members should consider measures 
comparable to those specified in subparagraph 9(1).  
10. Members should take measures to ensure that domestic workers are entitled to 
suitable periods of rest during the working day, which allow for meals and breaks to be 
taken.  
11. (1) Weekly rest should be at least 24 consecutive hours.  
(2) The fixed day of weekly rest should be determined by agreement of the parties, in 
accordance with national laws, regulations or collective agreements, taking into 
account work exigencies and the cultural, religious and social requirements of the 
domestic worker.  
(3) Where national laws, regulations or collective agreements provide for weekly rest to 
be accumulated over a period longer than seven days for workers generally, such a 
period should not exceed 14 days for domestic workers.  
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12. National laws, regulations or collective agreements should define the grounds on 
which domestic workers may be required to work during the period of daily or weekly 
rest and provide for adequate compensatory rest, irrespective of any financial 
compensation.  
13. Time spent by domestic workers accompanying the household members on holiday 
should not be counted as part of their paid annual leave.  
14. When provision is made for the payment in kind of a limited proportion of 
remuneration, Members should consider:  
(a) establishing an overall limit on the proportion of the remuneration that may be 
paid in kind so as not to diminish unduly the remuneration necessary for the 
maintenance of domestic workers and their families;  
(b) calculating the monetary value of payments in kind by reference to objective 
criteria such as market value, cost price or prices fixed by public authorities, as 
appropriate;  
(c) limiting payments in kind to those clearly appropriate for the personal use and 
benefit of the domestic worker, such as food and accommodation;  
(d) ensuring that, when a domestic worker is required to live in accommodation 
provided by the household, no deduction may be made from the remuneration with 
respect to that accommodation, unless otherwise agreed to by the worker; and  
(e) ensuring that items directly related to the performance of domestic work, such as 
uniforms, tools or protective equipment, and their cleaning and maintenance, are not 
considered as payment in kind and their cost is not deducted from the remuneration of 
the domestic worker.  
15. (1) Domestic workers should be given at the time of each payment an easily 
understandable written account of the total remuneration due to them and the specific 
amount and purpose of any deductions which may have been made.  
(2) Upon termination of employment, any outstanding payments should be made 
promptly.  
16. Members should take measures to ensure that domestic workers enjoy conditions 
not less favourable than those of workers generally in respect of the protection of 
workers claims in the event of the employer s insolvency or death.  
17. When provided, accommodation and food should include, taking into account 
national conditions, the following:  
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(a) a separate, private room that is suitably furnished, adequately ventilated and 
equipped with a lock, the key to which should be provided to the domestic worker;  
(b) access to suitable sanitary facilities, shared or private;  
(c) adequate lighting and, as appropriate, heating and air conditioning in keeping with 
prevailing conditions within the household; and  
(d) meals of good quality and sufficient quantity, adapted to the extent reasonable to 
the cultural and religious requirements, if any, of the domestic worker concerned.  
18. In the event of termination of employment at the initiative of the employer, for 
reasons other than serious misconduct, live-in domestic workers should be given a 
reasonable period of notice and time off during that period to enable them to seek new 
employment and accommodation.  
19. Members, in consultation with the most representative organizations of employers 
and workers and, where they exist, with organizations representative of domestic 
workers and those representative of employers of domestic workers, should take 
measures, such as to:  
(a) protect domestic workers by eliminating or minimizing, so far as is reasonably 
practicable, work-related hazards and risks, in order to prevent injuries, diseases and 
deaths and promote occupational safety and health in the household workplace;  
(b) provide an adequate and appropriate system of inspection, consistent with Article 
17 of the Convention, and adequate penalties for violation of occupational safety and 
health laws and regulations;  
(c) establish procedures for collecting and publishing statistics on accidents and 
diseases related to domestic work, and other statistics considered to contribute to the 
prevention of occupational safety and health related risks and injuries;  
(d) advise on occupational safety and health, including on ergonomic aspects and 
protective equipment; and  
(e) develop training programmes and disseminate guidelines on occupational safety 
and health requirements specific to domestic work.  
20. (1) Members should consider, in accordance with national laws and regulations, 
means to facilitate the payment of social security contributions, including in respect of 
domestic workers working for multiple employers, for instance through a system of 
simplified payment.  
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(2) Members should consider concluding bilateral, regional or multilateral agreements 
to provide, for migrant domestic workers covered by such agreements, equality of 
treatment in respect of social security, as well as access to and preservation or 
portability of social security entitlements.  
(3) The monetary value of payments in kind should be duly considered for social 
security purposes, including in respect of the contribution by the employers and the 
entitlements of the domestic workers.  
21. (1) Members should consider additional measures to ensure the effective protection 
of domestic workers and, in particular, migrant domestic workers, such as:  
(a) establishing a national hotline with interpretation services for domestic workers 
who need assistance;  
(b) consistent with Article 17 of the Convention, providing for a system of 
pre-placement visits to households in which migrant domestic workers are to be 
employed;  
(c) developing a network of emergency housing;  
(d) raising employers awareness of their obligations by providing information on good 
practices in the employment of domestic workers, employment and immigration law 
obligations regarding migrant domestic workers, enforcement arrangements and 
sanctions in cases of violation, and assistance services available to domestic workers 
and their employers;  
(e) securing access of domestic workers to complaint mechanisms and their ability to 
pursue legal civil and criminal remedies, both during and after employment, 
irrespective of departure from the country concerned; and  
(f) providing for a public outreach service to inform domestic workers, in languages 
understood by them, of their rights, relevant laws and regulations, available complaint 
mechanisms and legal remedies,concerning both employment and immigration law, 
and legal protection against crimes such as violence, trafficking in persons and 
deprivation of liberty, and to provide any other pertinent information they may 
require.  
(2) Members that are countries of origin of migrant domestic workers should assist in 
the effective protection of the rights of these workers, by informing them of their rights 
before departure, establishing legal assistance funds, social services and specialized 
consular services and through any other appropriate measures.  
22. Members should, after consulting with the most representative organizations of 
employers and workers and, where they exist, with organizations representative of 
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domestic workers and those representative of employers of domestic workers, consider 
specifying by means of laws, regulations or other measures, the conditions under 
which migrant domestic workers are entitled to repatriation at no cost to themselves 
on the expiry or termination of the employment contract for which they were recruited.  
23. Members should promote good practices by private employment agencies in 
relation to domestic workers, including migrant domestic workers, taking into account 
the principles and approaches in the Private Employment Agencies Convention, 1997 
(No. 181), and the Private Employment Agencies Recommendation, 1997 (No. 188).  
24. In so far as compatible with national law and practice concerning respect for 
privacy, Members may consider conditions under which labour inspectors or other 
officials entrusted with enforcing provisions applicable to domestic work should be 
allowed to enter the premises in which the work is carried out.  
25. (1) Members should, in consultation with the most representative organizations of 
employers and workers and, where they exist, with organizations representative of 
domestic workers and those representative of employers of domestic workers, establish 
policies and programmes, so as to:  
(a) encourage the continuing development of the competencies and qualifications of 
domestic workers, including literacy training as appropriate, in order to enhance their 
professional development and employment opportunities;  
(b) address the work life balance needs of domestic workers; and  
(c) ensure that the concerns and rights of domestic workers are taken into account in 
the context of more general efforts to reconcile work and family responsibilities.  
(2) Members should, after consulting with the most representative organizations of 
employers and workers and, where they exist, with organizations representative of 
domestic workers and those representative of employers of domestic workers, develop 
appropriate indicators and measurement systems in order to strengthen the capacity 
of national statistical offices to effectively collect data necessary to support effective 
policy-making regarding domestic work.  
26. (1) Members should consider cooperating with each other to ensure the effective 
application of the Domestic Workers Convention, 2011, and this Recommendation, to 
migrant domestic workers.  
(2) Members should cooperate at bilateral, regional and global levels for the purpose of 
enhancing the protection of domestic workers, especially in matters concerning the 
prevention of forced labour and trafficking in persons, the access to social security, the 
monitoring of the activities of private employment agencies recruiting persons to work 
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as domestic workers in another country, the dissemination of good practices and the 
collection of statistics on domestic work.  
(3) Members should take appropriate steps to assist one another in giving effect to the 
provisions of the Convention through enhanced international cooperation or assistance, 
or both, including support for social and economic development, poverty eradication 
programmes and universal education.  
(4) In the context of diplomatic immunity, Members should consider:  
(a) adopting policies and codes of conduct for diplomatic personnel aimed at preventing 
violations of domestic workers rights; and  
(b) cooperating with each other at bilateral, regional and multilateral levels to address 
and prevent abusive practices towards domestic workers. 
（出所）ILO, ILOLEX.  http://www.ilo.org/ilolex/cgi-lex/convde.pl?R201 (2012 年 1
月 3 日アクセス) 
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附録 B－１： スリランカの国際労働移動、1984－2010 年（人） 
年 出稼ぎ合計 男性出稼ぎ数 女性出稼ぎ数 海外就労者総数 
1984 15782 
   
1985 
    
1986 16456 
   
1987 16127 
   
1988 18428 8309 10119 
 
1989 24724 8680 16044 
 
1990 42625 15377 27248 
 
1991 65007 21395 43612 
 
1992 124494 95335 29159 425000 
1993 129076 97476 31600 460000 
1994 131863 88067 43796 500000 
1995 172489 46021 126468 550000 
1996 162576 42112 120464 600000 
1997 150283 37552 112731 710000 
1998 159816 53867 105949 740000 
1999 179735 63720 116015 785000 
2000 182188 59793 122395 853000 
2001 184007 59807 124200 932500 
2002 203773 70522 133251 970000 
2003 209846 74508 135338 1003600 
2004 214709 80699 134010 1068776 
2005 231290 93896 137394 1221763 
2006 201948 90170 111778 1447707 
2007 218459 103476 114983 1642455 
2008 252021 129754 122267 1792368 
2009 247126 119381 127745 1831358 
2010 266445 135499 130946 1932245 
（出所）CBSL, Annual Report, various issues. 
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附録 B－２： スリランカの輸出入額、海外労働者送金額、GDP 額、1977－2010 年 
（百万 US＄） 
年 輸出額 輸入額 貿易収支 
海外労働
者送金額 
GDP 
＊GDP 
成長率(%) 
Debt Service 
Ratio (%) 
1977 1388  1238  150  14  4017  4.2 16.0 
1978 950  1081  -130  22  2606  8.2 15.5 
1979 1134  1539  -405  48  3180  6.3 13.0 
1980 1297  2205  -909  137  3560  5.8 12.4 
1981 1345  2055  -710  204  4416  5.8 16.8 
1982 1305  2206  -901  264  4769  5.1 18.6 
1983 1361  2141  -780  274  5168  5.0 21.6 
1984 1741  2100  -359  276  6043  5.1 17.5 
1985 1555  2270  -715  266  5978  5.0 21.0 
1986 1520  2263  -743  317  6406  4.3 26.2 
1987 1683  2384  -702  351  6680  1.5 27.5 
1988 1820  2571  -751  357  6978  2.7 28.6 
1989 1905  2568  -664  356  6987  2.3 24.2 
1990 2424  3057  -633  401  8033  6.2 17.8 
1991 2587  3497  -910  443  9000  4.6 18.5 
1992 3083  3981  -899  548  9703  4.3 17.1 
1993 3500  4488  -988  634  10354  6.9 13.8 
1994 3962  5345  -1383  708  11718  5.6 13.7 
1995 4638  5999  -1360  790  13030  5.5 16.5 
1996 4861  6101  -1241  832  13898  3.8 15.3 
1997 5514  6580  -1066  923  15092  6.3 13.3 
1998 5712  6659  -947  999  15761  4.7 13.3 
1999 5575  6798  -1223  1056  15712  4.3 15.2 
2000 6475  8235  -1760  1157  16596  6.0 14.7 
2001 5880  6862  -982  1155  15750  -1.5 13.2 
2002 5970  7105  -1135  1288  16546  4.0 13.2 
2003 6557  7684  -1127  1414  18247  5.9 11.6 
2004 7300  9123  -1823  1564  20663  5.4 11.6 
2005 7892  10072  -2179  1943  24406  6.2 7.9 
2006 8517  11627  -3111  2161  28267  7.7 12.7 
2007 7299  12776  -5477  2502  41263  6.8 13.1 
2008 10139  15601  -5462  2918  40714  6.0 15.1 
2009 8972  11704  -2731  3330  42068  3.5 19 
2010 10747  15273  -4527  4116  49552  8.0 15.2 
（出所）CBSL, Annual Report, various issues. 
（注）Period Average Annual Rate. * CBSL, 2010.  2010: Provisional. 
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附録 B－３： 海外労働者送金とマクロ経済指標の対 GDP 比（％） 
 海外労働
者送金 
貿易、国際収支、対外債務 
国内生産 
  
主要輸出品 
    
 
輸出額 紅茶 衣類縫製 輸入額 貿易依存度 経常収支 対外債務 農業 工業 サービス業 
1985 4.4  26.0  7.4  4.9  38.0  64.0  -7 57.6 27.7 26.2 46.1 
1986 4.9  23.7  5.2  5.4  35.3  59.1  -6.7 63.7 27.1 26.6 46.3 
1987 5.2  25.2  5.4  6.6  35.7  60.9  -5.1 71.4 27 27.4 45.6 
1988 5.1  26.1  5.5  6.4  36.8  62.9  -5.6 70.3 26.3 26.7 47 
1989 5.1  27.3  5.4  7.0  36.8  64.0  -4.6 73.6 25.6 26.8 47.6 
1990 5.0  30.2  6.2  7.8  38.1  68.2  -4.7 72 26.3 26 47.7 
1991 4.9  28.7  4.8  8.9  38.9  67.6  -6.9 72.1 26.8 25.6 47.7 
1992 5.7  31.8  3.5  12.5  41.0  72.8  -5.7 70.4 25.9 25.6 48.5 
1993 6.1  33.8  4.0  13.6  43.3  77.1  -4.8 73.4 24.6 25.6 49.8 
1994 6.0  33.8  3.6  13.2  45.6  79.4  -7.3 70.8 23.8 26.2 50.1 
1995 6.1  35.6  3.7  14.2  46.0  81.6  -6 66.7 23 26.5 50.5 
1996 6.0  35.0  4.4  13.7  43.9  78.9  -4.9 61.1 22.4 26.4 51.1 
1997 6.1  36.5  4.8  15.1  43.6  80.1  -2.6 54.3 21.9 26.9 51.2 
1998 6.3  36.2  4.9  15.6  42.3  78.5  -1.4 55.5 21.1 27.5 51.4 
1999 6.7  35.5  4.0  15.5  43.3  78.8  -3.6 57.8 20.7 27.3 52 
2000 7.0  39.0  4.2  18.0  49.6  88.6  -6.4 54.5 19.9 27.3 52.8 
2001 7.3  37.3  4.4  16.2  43.6  80.9  -1.4 53.2 20.1 26.8 53.1 
2002 7.8  36.1  4.0  14.7  42.9  79.0  -1.4 56.3 20.5 26.3 53.2 
2003 7.7  35.9  3.7  14.1  42.1  78.0  -0.4 56.9 13.2 28.4 58.3 
2004 7.6  35.3  3.6  13.6  44.2  79.5  -3.1 54.9 12.5 28.6 58.8 
2005 8.0  32.3  3.3  11.9  41.3  73.6  -2.7 46.5 11.8 30.2 58 
2006 7.6  30.1  3.1  10.9  41.1  71.3  -5.3 42.4 11.3 30.6 58 
2007 6.1  17.7  2.5  8.1  31.0  48.7  -4.3 43.2 11.7 29.9 58.4 
2008 7.2  24.9  3.1  8.5  38.3  63.2  -9.5 37.1 13.4 29.4 57.2 
2009 7.9  21.3  2.8  7.8  27.8  49.1  -0.5 44.4 12.7 29.7 57.6 
2010 8.3  21.7  2.8  7.1  30.8  52.5  -2.9 43.3 12.8 29.4 57.8 
（出所）CBSL, Annual Report, 2010.  （注）2010: Provisional. 
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附録 B－４： 中東湾岸諸国向け女性家事労働者の出稼ぎ費用の平均額の推移、 
1980－2009 年 
 
米ドル（US＄） スリランカルピ （ーRs） 
1980 417  6893  
1981 341  6555  
1982 237  4928  
1983 247  5822  
1984 207  5255  
1985 243  6598  
1986 320  8972  
1987 369  10865  
1988 332  10549  
1989 328  11811  
1990 204  8164  
1991 264  10937  
1992 284  12426  
1993 277  13385  
1994 232  11479  
1995 242  12381  
1996 206  11366  
1997 152  8989  
1998 168  10868  
1999 157  11049  
2000 193  14635  
2001 143  12752  
2002 92  8762  
2003 143  13831  
2004 153  15453  
2005 108  10819  
2006 140  14591  
2007 76  8394  
2008 0  0  
2009 44  5057  
（出所）聞取り調査の集計 
（注１）2008 年はクウェートへ出稼ぎした回答女性が、全額分の費用を雇用者が負担した
と回答したためである。 
（注２）年間平均の為替レートを用いて算出した。 
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附録 B－５： 中東湾岸諸国向け女性家事労働者の 1 ヶ月契約賃金の平均額、最少額、最
大額の推移、1980－2009 年 
 
米ドル（US$） スリランカルピー（Rs） 
回答
数 
 
一人当たり
GDP 
平均額 最少額 最大額 
一人当たり
GDP 
平均額 最少額 最大額 
1980 20  103  103 103 333 1703  1703  1703  3 
1981 25  105  93 120 477 2028  1790  2310  3 
1982 26  108  101 122 544 2241  2102  2539  12 
1983 28  130  103 300 657 3059  2424  7059  10 
1984 32  109  58 150 821 2765  1476  3816  19 
1985 31  110  50 208 854 2985  1358  5649  21 
1986 33  107  100 136 927 3012  2802  3811  21 
1987 34  106  50 140 1001 3118  1473  4123  28 
1988 35  106  50 173 1114 3373  1591  5503  33 
1989 35  112  30 200 1248 4049  1082  7210  28 
1990 39  117  80 180 1576 4680  3205  7211  29 
1991 43  115  53 163 1797 4739  2193  6743  43 
1992 46  113  58 151 2034 4971  2542  6618  50 
1993 49  118  75 272 2359 5693  3619  13124  49 
1994 55  108  52 150 2697 5327  2570  7413  68 
1995 60  118  50 300 3068 6031  2563  15375  68 
1996 63  117  30 240 3491 6442  1658  13265  66 
1997 68  120  55 250 3995 7056  3244  14748  64 
1998 70  120  56 272 4519 7751  3617  17568  71 
1999 69  127  52 415 4840 8951  3660  29212  45 
2000 72  128  98 408 5486 9682  7426  30918  55 
2001 70  115  56 232 6239 10262  5004  20732  51 
2002 73  132  78 600 6939 12596  7461  57390  54 
2003 79  125  93 200 7623 12028  8976  19304  42 
2004 88  115  83 151 8953 11682  8399  15280  42 
2005 103  121  97 172 10392 12184  9749  17286  43 
2006 118  129  54 208 12315 13440  5614  21624  32 
2007 172  144  104 272 19009 15923  11504  30089  16 
2008 168  162  122 296 18180 17549  13216  32066  7 
2009 171  226  226 226 19704 25976  25976  25976  1 
（出所）聞取り調査の集計 
（注１） 年間平均の為替レートを用いて算出した。 
（注２）一人当たり GDP は月額表示。 
（注３）表中の回答数とは、1 ヵ月契約賃金の回答数を意味する。 
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附録C－１： 調査票 
 
A Sample Survey on Female Returned Workers  
From the Middle East Countries in Sri Lanka:  
With Special Reference to Domestic Workers (Housemaids) 
 
 
 
 
Name of the District: ........................................... 
 
   Name of Respondent: .................................................... 
  Address: ....................................................................... 
          .......................................................................... 
          ........................................................................... 
Location: .................................................................................. 
{Rural area / Fishing area / Commercial area / other} 
 
Name of Interviewer: ............................................ 
Date of Interview: .................................................. 
Start Time: ......................................................... 
Finish Time: ....................................................... 
 
 
                      Respondent’s migration plan (select the appropriate number):  
- Temporary returned (will work in the same boss) .............................................................................1 
- Temporary returned (will work in the different boss) .......................................................................2 
- Temporary returned (will work with free visa) ..................................................................................3 
- Returned (I want to work abroad again, so I will make a plan) ......................................................4 
- Returned (I want to work abroad again, but husband doesn’t allow) ........................................... 5 
- Returned (I want to work abroad again, but I have to do child or elderly care here) ..................6 
- Permanently returned (I don’t want to work abroad again) ............................................................7 
- Permanently returned (one of my family is working abroad, so I don’t need to go).....................8 
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1. General household information                                                   
1.1. Family Structure 
Name (necessary, head, husband, 
and respondent) 
Relation 
to MW 
Sex Age Marital 
status 
Education Religion Ethnicity Employment 
Job Place 
Migrant Worker: 
(MW) 
1. 
 M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
Head: 
2. 
 M/F  Y/N 
 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
3.  M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
4.  M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
5.  M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
6.  M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
7.  M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
8.  M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
9.  M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
10.  M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
11.  M/F  Y/N 
 
 B/H/M/C S/T/M/O   
@ Among your household members above, who does currently live away from your household?  Put a circle, if the person lives away. 
 
1.4. Do you have a family member, relative or a close friend who have had experience working abroad? 
Relation to RES Sex Age Marital 
status 
Education Religion Ethnicity Migration 
Country Period Job type 
Family member 
1. 
M/F  Y/N  B/H/M/C 
 
 
S/T/M/O    
2. M/F  Y/N  B/H/M/C 
 
S/T/M/O    
Relative 
1. 
M/F  Y/N  B/H/M/C 
 
 
S/T/M/O    
2. M/F  Y/N  B/H/M/C 
 
S/T/M/O    
3. M/F  Y/N  B/H/M/C 
 
S/T/M/O    
Close friends 
1. 
M/F  Y/N  B/H/M/C 
 
 
S/T/M/O    
2. M/F  Y/N  B/H/M/C 
 
S/T/M/O    
______________________________________________________________________________________________________________ 
- Relation to RES: H-husband, F-father, M-mother, FL-father in law, ML-mother in law, S-son, D-daughter, SIS-sister, SISL-sister in law, 
BRO-brother, BROL-brother in law, GF-grandfather, GM-grandmother, etc. 
- Sex: M-male, F-female 
- Education: G1-grade 1, G2-grade 2...., PO/L-passed O/L, PG12- passed grade 12,  PA/L-passed A/L, N-never schooling, etc. 
- Religion: B-Buddhist, H-Hindu, M-Islam, C-Christian, CC-Catholic, Others (specify) 
- Ethnicity (original): S-Sinhala, T-Tamil, M-Muslim, Others (specify) 
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2. The woman’s life history and migration 
2.1. What number are you from the eldest among brothers and sisters? ........................................................... 
 
2.2. Life history 
Year, 
Month 
Age School Marital 
event, 
giving a 
birth, etc. 
Guardian’s occupation 
(husband, father, etc), 
family member’s 
migration 
Family 
members live 
together 
Economic 
condition and 
events of the 
household 
Woman’s working 
experience in Sri 
Lanka 
Woman’s working 
experience abroad 
(migration events) 
e.g. 
2004 
Dec 
 
34 
 
N/A 
 
Delivered 
1st son 
 
Husband: lost job 
Mother: Saudi as a maid 
 
3: RES, H, S 
 
No income, 
hard time 
 
Agricultural wage 
labour 
 
Met a Sub-Agent 
Born: 
 
 
0 
 
N/A 
 
N/A 
 
 
 
 
  
N/A 
 
N/A 
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
Present: 
 
        
- Relation to RES: H-husband, F-father, M-mother, FL-father in law, ML-mother in law, S-son, D-daughter, SIS-sister, SISL-sister in law, 
BRO-brother, BROL-brother in law, GF-grandfather, GM-grandmother, etc. 
 
 
3. Migrant Worker 
3.1. Number of countries 
worked. ......... ................................................................................................................................................. 
Name of the country 
 
3.2. How many bosses /employers did you work 
for? .................................................................................................................................... 
 
3.3. Working environment and condition in abroad 
Job type 1. housemaid 2. 3. 4. 
The Boss (country) 
 
    
Working period 
 
    
How many families in the 
household? 
    
How many family members 
live together? 
    
The nationality of the 
family? 
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The religion of the family?     
What did you tell them 
your religious affiliation? 
    
Did you convert to Muslim? Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
Did you face any problems 
with the family? 
 
If yes, what problems did 
you face? 
 
 
 
 
 
 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
    
Did you like the boss and 
madam?  Are they good 
and kind to you? 
 
If no, why? 
 
 
 
 
 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
    
Did you like the children?  
Are they nice and kind to 
you? 
 
If no, why? 
 
 
 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
    
Did you have enough meals 
every time? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
Where did you sleep every 
night? 
 
 
    
What time did you wake 
up? 
    
What time did you go to 
bed? 
    
Did you get a holiday? Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
Did you have a time to take 
a nap or sitting on a chair 
every day? 
 
If yes, how many hours per 
day? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
    
Were there any other 
housemaids and drivers, 
etc? 
 
How many and what are 
their nationalities? 
 
 
 
 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
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What language did you use 
when you communicate 
with the family? 
    
 
 
 
3.4. Reasons of termination of the contract 
1  
 
 
 
 
2  
 
 
 
 
3  
 
 
 
 
4  
 
 
 
 
 
 
 
4. Migration and job searching process 
 1 2 3 4 
The country 
 
    
Working period 
 
    
Did you attend a training course for 
housemaids before departure? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
- If yes, where and how many 
days did you take? 
    
- If yes, what did you learn?  
 
 
 
 
 
   
- Was it useful? Yes / So so / No Yes / So so / No Yes / So so / No Yes / So so / No 
Did you visit Sri Lankan Foreign 
Employment Buearu? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
- If yes, why did you visit there? 
 
 
 
    
Who did introduce you the job of 
housemaid in the country? 
 
- What did he/she explain about 
working abroad as a 
housemaid? 
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Did you deal with a sub-agent (his / 
her sex and religion)? 
- How often did you contact with 
him/her? 
 
- What did he/she explain about 
working abroad as a 
housemaid? 
 
 
 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
Did you visit a recruitment agency 
office (his / her religion)? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
- If yes, how often did you visit or 
contact with the agency? 
    
- If yes, which agency and where 
it is? 
 
 
 
   
- If yes, with whom did you visit 
the agency at the first time 
(his/her sex & religion)? 
    
Did you have anyone accompany with 
when you take the contract? 
 
- If yes, who he/she is (sex & 
religion)? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
Did you get a copy of contract 
document? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
If yes, could you read and 
understand? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
Did you get an explanation of the 
contents of the contract in Sinhala or 
Tamil? 
 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
Did you get a health check? Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
Did the agency or the sub-agent give 
you any money? 
 
- If yes, how much? 
- What’s the reason for? 
 
 
 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
    
Did you pay the migration costs or job 
coordinator costs? 
- If yes, to whom did you give that 
costs?  
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
    
How much did you pay for the costs? 
 
    
Did you have anyone accompany with 
when you paid the costs? 
 
- If yes, with whom did you go 
there and pay? 
-  
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
    
When did you finish the payments? 
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What was the source of the 
payments?  How did you manage to 
pay?  (S-saving, P-pawning, 
B-borrowing, M-mortgaging, 
D-donated, Other (specify)) 
    
If borrowed, from whom and what 
was the rate of interest per year? 
 
    
If mortgaging, what items did you do? 
 
 
 
    
If borrowed, pawned or mortgaged, 
did you return all? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
How many days did you spend from 
your decision to departure? 
 
    
Who did agree your migration? 
(family & relations) 
 
 
    
Who did disagree your migration? 
(family & relations) 
 
 
 
 
 
   
Except training centre, agency and 
sub-agent, from whom did you get the 
information? 
 
    
What type of visa did you have? 
 
    
How did you obtain the visa? 
 
 
 
 
 
 
    
How much did you pay for the visa? 
 
    
 
 
 
5. Salary and Remittances 
5.1. Salary 
 1. 2. 3. 4 
Country     
Monthly salary 
(Foreign currency and Rs.) 
 
 
 
 
Foreign Currency Foreign Currency Foreign Currency Foreign Currency 
Rs. Rs. Rs. Rs. 
Method of payments: 
C-cash, B-Banking, O-other 
(specify) 
 
    
Did you have any problems in 
terms of the salary payment? 
 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
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(regularly and fully payed? 
Salary increased? etc.) 
If yes, what were they? 
 
 
 
 
 
Total amount of salary 
(Foreign currency and Rs.) 
 
 
 
    
Did the family and boss give you 
extra money/wage/TIP, etc? 
 
If yes, how much in total? 
 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
    
Did the family and boss give you 
gifts? 
 
If yes, what items were they? 
 
 
 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
    
 
 
 
5.2. Method of Remit (sending money from the destination to Sri Lanka) 
Country 1 2 3 4 
Before your migration, how 
was your household monthly 
income? 
    
Banking Account: 
Did you use NRFC account? 
- If no, why? 
 
 
 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
    
Did you use other account to 
save your remittance money? 
 
 
- If yes, whose account 
was it? 
- Was it saving account or 
fix / time deposit? 
 
 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
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How did you remit / send the money to your household? 
e.
g. 
Salary (cash)  go to bank with the boss  cheque            send it by post  husband received  made cash and used 
(boss)          (every 3 months)          (commission 20$)   (about 20,000 Rs.)                    (saving 200,000) 
                                         (paid by the boss)                                        (used 100,000) 
                                      direct send to NRFC  
                                         (about 10,000 Rs.) 
1  
 
 
 
 
 
 
2  
 
 
 
 
 
 
3  
 
 
 
 
 
 
4  
 
 
 
 
 
 
 
 1. 2. 3. 4. 
Cheque / Draft and Post 
Why did you ask the person to 
handle the draft / cheque in 
Sri Lanka? 
 
 
 
 
 
    
Did you discuss how we 
should use the money with 
the person before your 
migration? 
 
 
 
 
Yes / No 
 
 
Yes / No 
 
 
Yes / No 
 
 
Yes / No 
If yes, did the person use the 
money the same as you 
discussed with? 
 
 
 
 
 
 
 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
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6. Reasons of Migration 
What were the reasons of migration?  
1  
 
 
 
 
 
 
2  
 
 
 
 
 
3  
 
 
 
 
 
4  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7. Value System: Working in Sri Lanka VS. Working in the Middle East as a Housemaid, and Others 
7.1. What jobs are available / obtainable for you without living away from your family?  (check all if they are available) 
 
Agricultural wage labour (Rice)................................... 
  
Agricultural wage labour (Vegetable)...................... 
 
 
Agricultural wage labour (Rubber, Coconuts)........... 
  
Estate (Tea)................................................................... 
 
 
Fishery (Food Processing)............................................. 
  
Fishery (other).............................................................. 
 
 
Garment factory (FTZ).................................................. 
  
Other manufacturing factory (FTZ)......................... 
 
 
Other manufacturing factory (domestic)................... 
  
Shop keeper................................................................... 
 
 
Cleaner............................................................................. 
  
Housemaid.................................................................... 
 
 
Other (specify)................................................................ 
  
Other (specify).............................................................. 
 
 
 
7.2. What were / are the reasons / benefits that you encourage to work abroad? 
 
1. Wage rate is higher. 
 
5.   Work environment is better. 9.   More freedom. 
2. Save more money. 
 
6.   Work load is less. 10.  More interesting. 
3. Living condition is better. 7.   Less stress. 11.  Other (specify) 
 
4. More job opportunity. 
 
8. Less worried. 
 
............................................. 
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7.3. Can you work as a housemaid for a Sri Lankan family here?  (Multiple choice are OK) 
 
1. Yes, I can. 
 
 
 
 
4.  Yes, if my friends and villagers don’t know. 
 
2. Yes, if the family is kind and good. 
 
 5. Yes, if the family lives in Colombo, or other big cities.  
3. Yes, if the family has a higher status.  6.  No, I can’t.  I don’t want to do at all.  
 
 
7.4. If you don’t want to work in Sri Lanka, please tell me the reason? 
 
 
 
 
 
 
 
7.5. Do you consider the Sri Lankan family’s caste? 
 
Yes, I do............    No, I don’t............ 
 
 
8. Value Changes: Results of Migration 
Values Strongly Agree            Middle         Strongly Disagree 
 
1. After you returned, do you feel the living condition is better off? 
 
       1           2           3           4           5 
 
2. After you returned, do you feel an economic class of your household 
in your village is better off? 
 
       1           2           3           4           5 
 
3. After you returned, do you feel that you and your family members 
improved economic management skills? 
 
       1           2           3           4           5 
 
4. After you returned, do you feel that you and your household 
members can access stable income source? 
 
       1           2           3           4           5 
 
5. After you returned, do you feel a social status of your household in 
your village is better off? 
 
       1           2           3           4           5 
6.  
(if she has children) 
After you returned, do you feel your children’s academic / school 
performance become well off? 
 
       1           2           3           4           5 
 
7. After you returned, did you become keener on your children’s 
education? 
 
1           2           3           4           5 
8. (if she has a husband) 
After you returned, do you feel the relationship with husband 
becomes closer? 
 
1           2           3           4           5 
 
9. After you returned, do you feel your health condition gets worse? 
 
1           2           3           4           5 
 
10. After you returned, do you feel that you are more confident? 
 
1          2           3           4           5 
 
11. After you returned, do you feel that you become mentally stronger? 
 
1           2           3           4           5 
 
12. After you returned, do you feel that the number and variety of places 
you can go by yourself / alone increased? 
 
1           2           3           4           5 
 
13. After you returned, did you become more interested in economic 
issues, management or policies of Sri Lanka? 
 
1           2           3           4           5 
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14. After you returned, do you become more conscious about; decoration 
rooms, cleaning your house, gardening etc.? 
 
1           2           3           4           5 
 
15. After you returned, do you become more conscious about public 
health, such as source of drinking water, flies and mosquitoes related 
diseases, children’s health and nutrition? 
 
1           2           3           4           5 
 
 
9. Improvement of Living Condition: Results of Migration 
9.1. Consumption pattern 
How much do you expend for.......... in 
your household? 
At present (Rs.) After returned from the Middle East, the expenditure 
is............ 
Declined Same Increased 
1. Food items (a week)     
2. Water bill (a month)     
3. Electrical bill (a month)     
4. Clothing for whole member (a year)     
5. Clothing for your own (a year)     
6. Religious activities (a year)     
7. Donation (e.g. Zakat) (a year)     
8. Functions (e.g. party, festival) (a 
year) 
    
9. Entertainment (film, music, etc.)  
(a year) 
    
10. Liquor and Tobacco (a year)      
 
 
 
9.2. Did you build a house?      Yes / No   If yes, when did you start to build? ...................................... 
If yes, was it completed?     Yes / No 
How much have/had you expend for the building the house? 
                                ......................................Rs. 
 
 
 
9.3. Housing condition 
Before Migration: 
Ownership Brick house with 
permanent roof 
Wattle & daub 
with temporary 
roof 
Floor Number of rooms Electrified 
Own / Rent 
Whose house? 
 
 
 
Yes / No 
 
Yes / No 
1. Tiled 
2. Cement 
3. Mud 
 
 
 
Yes / No 
 
 
Source of drinking water Toilet 
Individual 
Tap 
Common 
Tap 
Individual 
Well 
Common 
Well 
Tank Canal River 
Was it in the 
house? 
Type of toilet 
       
 
Yes / No 
1. Wala Wesikili 
2. Sodana 
Wesikili 
3. Common Toilet 
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After Migration (present): 
Ownership Brick house with 
permanent roof 
Wattle & daub 
with temporary 
roof 
Floor Number of rooms Electrified 
Own / Rent 
Whose house? 
 
 
 
Yes / No 
 
Yes / No 
4. Tiled 
5. Cement 
6. Mud 
 
 
 
Yes / No 
 
Source of drinking water Toilet 
Individual 
Tap 
Common 
Tap 
Individual 
Well 
Common 
Well 
Tank Canal River 
Is it in the 
house? 
Type of toilet 
       
 
Yes / No 
4. Wala Wesikili 
5. Sodana 
Wesikili 
6. Common Toilet 
 
 
10. Economic Condition: Results of Migration 
10.1. Land ownership pattern (A: Acre): Present 
Type of land Own Extent taken on rent Extent given on rent other 
Paddy field     
Homestead     
Estate     
Other      
 
If the area of land were changed, please answer the following. 
Type of land After returned, the area of land is........ The reason of declining or increasing of the area 
of land. Declined Same Increased  
Own     
Extent taken on rent     
Extent given on rent     
Other     
Did you buy a land from your remittance?   Yes / No    If yes, how much was it?  ...........................................Rs. 
                                                             What’s purpose?   ............................................... 
 
10.2 . Income level of the household per year 
Source of Income (per year) At present (Rs.) After returned from abroad, the income level 
is....................... 
Declined Same Increased 
1. Agricultural / Fishing income     
2. Non-Agricultural / Non-Fishing 
income 
    
3. Pension     
4. Remittance (in Sri Lanka)     
5. Remittance (from abroad)     
6. Welfare scheme, Samuradhi, etc.     
7. Savings     
Total     
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10.3. Burden of loans  
Reasons Total loan (at 
present) Rs. 
Interest rates per 
year 
Source of the loan After returned, the burden of loan 
is........... 
Declined Same Increased 
Cultivation       
Sickness       
Funeral       
Marriage       
Consumption       
Education       
Property, etc.       
House 
construction 
      
Business       
Other       
Total       
 
10.4. Ownership of Durable Consumer Goods (present) 
 Van Car Motor bike Tractor Two-wheel 
tractor 
Lorry Ship / Boat 
No. of items  
 
      
Purchased 
from your 
remittance? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
 
 Three 
wheeler 
Bicycle TV Radio Stereo set Telephone Mobile 
phone 
No. of items  
 
      
Purchased 
from your 
remittance? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
 
 Washing 
machine 
Refrigerator Fan Sewing 
machine 
Wall-clock Bed Chair 
No. of items  
 
      
Purchased 
from your 
remittance? 
Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No Yes / No 
 
 Table Other  
 
No. of items  
 
  
Purchased 
from your 
remittance? 
Yes / No Yes / No Yes / No 
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